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7. 冷却機能の喪失による蒸発乾固への対処

(１) 冷却機能の喪失による蒸発乾固の特徴

冷却機能の喪失による蒸発乾固（以下7.では「蒸発乾固」という。）

の発生が想定される冷却が必要な溶解液，抽出廃液，硝酸プルトニウ

ム溶液及び高レベル廃液（以下7.では「高レベル廃液等」という。）

を内包する貯槽及び濃縮缶（以下7.では「貯槽等」という。）は，崩

壊熱を有するため，平常運転時には，その他再処理設備の附属施設の

給水施設の冷却水設備の再処理設備本体用の安全冷却水系（以下7.で

は「安全冷却水系」という。）により冷却を行い，高レベル廃液等の

沸騰を防止している。 

安全冷却水系は，貯槽等に内包する高レベル廃液等の崩壊熱を除去す

る内部ループ及び内部ループによって除かれた熱を外部ループに伝え

る熱交換器並びに外部ループに移行した熱を大気中へ逃がす最終ヒー

トシンクの冷却塔で構成される。

貯槽等，貯槽等を収納するセル及びセルを取り囲む建屋は，それぞれ

塔槽類廃ガス処理設備，建屋換気設備のセルからの排気系（以下7.で

は「セル排気系」という。），セル等以外の建屋内の気体を排気する

建屋換気設備（以下7.では「建屋排気系」という。）により換気され，

貯槽等，セル，建屋の順に圧力を低くできる設計としている。 

安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合には，高レベル廃液等の温度

が崩壊熱により上昇し，沸騰に至った場合には，液相中の気泡が液面

で消失する際に発生する飛まつが放射性エアロゾルとして蒸気ととも

に気相中に移行することで，大気中へ放出される放射性物質の量が増

加する。 

さらに，ルテニウムを内包する高レベル廃液濃縮缶において蒸発濃縮



した廃液（以下7.では「高レベル濃縮廃液」という。）は，沸騰の継

続により硝酸濃度が約６規定以上でかつ温度が120℃以上に至った場合

に，ルテニウムが揮発性の化学形態となり気相中に移行する。さらに，

高レベル廃液等は，沸騰が継続した場合には，乾燥し固化に至る。 

蒸発乾固は５建屋13機器グループ，合計53の貯槽等で発生する。 

冷却機能喪失の状態が継続した場合，高レベル廃液等が沸騰に至る

までの最短の時間は，前処理建屋の溶解液を内包する貯槽等において

約140時間，分離建屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等において約

15時間，精製建屋のプルトニウム濃縮缶で濃縮された後の硝酸プルト

ニウム溶液（以下7.では「プルトニウム濃縮液」という。）を内包す

る貯槽等において約11時間，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋のプ

ルトニウム濃縮液を内包する貯槽等において約19時間及び高レベル廃

液ガラス固化建屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等において約23

時間である。 

また，乾燥し固化に至るまでの最短の時間は，前処理建屋の溶解液

を内包する貯槽等において約1,000時間，分離建屋の高レベル濃縮廃液

を内包する貯槽等において約110時間，精製建屋のプルトニウム濃縮液

を内包する貯槽等において約59時間，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋のプルトニウム濃縮液を内包する貯槽等において約65時間及び高

レベル廃液ガラス固化建屋の高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等にお

いて約180時間である。 

【補足説明資料７－１】 



(２) 蒸発乾固への対処の基本方針

蒸発乾固への対処として，再処理施設の位置，構造及び設備の基準

に関する規則の第二十八条及び第三十五条に規定される要求を満足す

る蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策を整備する。 

蒸発乾固の発生防止対策として，高レベル廃液等の沸騰を未然に防

止するため，喪失した冷却機能を代替する設備により，沸騰に至る前

に高レベル廃液等の冷却を実施するための対策を整備する。 

蒸発乾固の発生防止対策が機能せず，高レベル廃液等が沸騰に至っ

た場合には，「(１) 蒸発乾固の特徴」に記載したとおり，気相中へ移

行する放射性物質の量が増加する可能性があり，沸騰が継続した場合

には，ルテニウムを内包する高レベル濃縮廃液において揮発性のルテ

ニウムが発生する可能性があること，さらに，沸騰が継続することで

乾燥し固化に至る可能性がある。 

以上を考慮し，蒸発乾固の拡大防止対策として，沸騰が継続し，高

レベル廃液等の濃縮を防止するための貯槽等への注水を実施するため

の対策を整備する。 

さらに，事態を収束させるため，蒸発乾固の発生防止対策とは異な

る位置から貯槽等の冷却コイル又は冷却ジャケットへ通水することに

より，高レベル廃液等を冷却し，未沸騰状態に導くとともに，これを

維持するための対策を整備する。 

高レベル廃液等が沸騰に至ると，蒸気の影響によって塔槽類廃ガス

処理設備の高性能粒子フィルタの処理能力が低下する可能性があるこ

とから，気相中に移行した放射性物質の大気中への放出を防止するた

め，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，気相中に移行した放射性

物質をセルに導出する。この際，セル内の圧力上昇を抑制するため，



貯槽等内で発生した蒸気を凝縮器で凝縮し，発生する凝縮水は，セル

又は貯槽に回収し貯留する。また，放射性物質の低減のため，凝縮器

の下流側に設置する高性能粒子フィルタを経由してセルに導出する。 

さらに，セル排気系を代替する排気系により，放射性物質を低減し

た上で，主排気筒を介して，大気中に放出する。 

蒸発乾固の発生を想定する貯槽等を第７－１表に，各対策の概要図

を第７－１図から第７－４図に示す。また，各対策の基本方針の詳細

を以下に示す。 



ａ．蒸発乾固の発生防止対策 

安全冷却水系の機器が損傷し冷却機能が喪失した場合には，高レベ

ル廃液等の沸騰を未然に防止するため，安全冷却水系の内部ループに

通水し，蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却

する。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに対策を完了させる。 

【補足説明資料７－２】 



ｂ．蒸発乾固の拡大防止対策 

内部ループへの通水が機能せず，貯槽等に内包する高レベル廃液等

が沸騰に至る場合には，貯槽等に注水することにより，高レベル濃縮

廃液において揮発性のルテニウムが発生することを防止し，高レベル

廃液等が乾燥し固化に至ることを防止する。 

さらに，蒸発乾固への対策に使用する常設重大事故等対処設備の配

管以外に，貯槽等に接続しているその他の配管を活用した貯槽等への

注水手順書を整備することにより，貯槽等への注水を確実なものとす

る。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに対策の準備を完了

させる。 

また，貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰開始後の事態の収束

の観点から，冷却コイル又は冷却ジャケット（以下7．では「冷却コイ

ル等」という。）への通水を実施し，貯槽等に内包する高レベル廃液

等を冷却することで未沸騰状態に導くとともに，これを維持する。冷

却コイル等への通水の準備は，対策の準備に要する作業が多く，他の

拡大防止対策と同時に準備作業を実施した場合，大気中への放射性物

質の放出を抑制できる状態を整備する前に高レベル廃液等が沸騰する

可能性があることから，貯槽等への注水，貯槽等において沸騰に伴い

気相中へ移行した放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した

蒸気及び放射性物質の除去並びに放射性物質の放出経路及び可搬型フ

ィルタによる放射性エアロゾルの除去に関する対処を優先して実施し，

大気中への放射性物質の異常放出に至る可能性のある事態を防止した

後に実施することを基本とする。 

【補足説明資料７－２】 



外的事象の「地震」を要因とした場合，動的機器が全て機能喪失す

るとともに，全交流動力電源も喪失し，安全冷却水系の冷却機能以外

にも塔槽類廃ガス処理設備の浄化機能及び排気機能が喪失する。した

がって，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至り，貯槽等に接

続する塔槽類廃ガス処理設備内の圧力が上昇する場合には，塔槽類廃

ガス処理設備の配管の流路を遮断し，放射性物質をセルに導出するた

めの経路を構築することで，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を導出先

セルに開放するとともに，放射性物質を導出先セルに導出する。

また，冷却機能が喪失している状況において，高レベル廃液等が未

沸騰状態であっても水素掃気用の圧縮空気が継続して供給されること

に伴い，貯槽等の気相部の放射性物質は，水素掃気用の圧縮空気に同

伴し，冷却機能が喪失した貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の

配管に設置されている水封安全器からセル等へ移行した後，平常運転

時の排気経路以外の経路から漏えいする可能性がある。このため，気

相中に移行した放射性物質の大気中への放出を可能な限り低減するた

め，放射線分解により発生する水素による爆発を想定する貯槽等内の

水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％に至る時間が長い建屋への水素掃気

用の圧縮空気の供給を停止し，放射性物質の移行を停止するとともに，

各建屋の塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに導出する経路を速や

かに構築する。 

導出先セルへ放射性物質を導出した場合，塔槽類廃ガス処理設備の

浄化機能を期待できないため，塔槽類廃ガス処理設備における放射性

物質の除去効率に相当するセル排気系を代替する排気系を設置及び配

置し，放射性物質を可能な限り除去する。 

具体的には，高レベル廃液等が未沸騰状態で貯槽等の気相中へ移行



し，水素掃気用の圧縮空気により同伴された放射性物質については，

セルへの導出経路上に設置した塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニット（フィルタ）により放射性エアロゾルを除去し，高レベ

ル廃液等の沸騰に伴い発生した蒸気及び放射性物質は，導出先セルに

導出する前に，凝縮器により沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気

に同伴する放射性物質を凝縮水として回収し貯留する。 

また，放射性物質を導出先セルへ導出した後は，平常運転時の排気

経路以外の経路からの大気中への放射性物質の放出を防止するため，

可搬型排風機を運転し，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを除

去することで大気中へ放出される放射性物質量を低減し，主排気筒を

介して，大気中へ管理しながら放出する。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに対策を実施する。 

【補足説明資料７－２】 



7.1 蒸発乾固の発生防止対策 

7.1.1 蒸発乾固の発生防止対策の具体的内容 

安全冷却水系の冷却機能の喪失に対して，貯槽等に内包する高レベル

廃液等が沸騰に至ることを防止するため，可搬型中型移送ポンプ，可搬型

建屋外ホース，可搬型排水受槽，可搬型建屋内ホース，弁等を敷設し，内

部ループに水を供給するために可搬型建屋外ホースと可搬型中型移送ポン

プを接続し，第１貯水槽から建屋へ水を供給するための経路を構築する。

また，可搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホースと内部ループの給水口を

接続することで，建屋へ供給された水を内部ループへ供給するための経路

を構築する。 

冷却に使用した排水を第１貯水槽へ移送するため，内部ループの排水

口と可搬型建屋内ホースを接続し，建屋近傍に設置した可搬型排水受槽へ

の排水経路を構築する。また，可搬型排水受槽，可搬型建屋外ホースと可

搬型中型移送ポンプを接続し，可搬型排水受槽から第１貯水槽への排水経

路を構築する。 

給水側の可搬型中型移送ポンプを運転することで，第１貯水槽から内部

ループへ通水する。冷却に用いた水は，可搬型排水受槽に一旦貯留した後，

排水側の可搬型中型移送ポンプを運転することで，排水経路を経由して第

１貯水槽に移送し，再び，内部ループへの通水の水源として用いる。 

本対策は，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間が

短い機器グループを優先して実施する。 

また，可搬型漏えい液受皿液位計を設置し，貯槽等の損傷による安全冷

却水及び貯槽等に内包する高レベル廃液等の漏えいの発生の有無を確認す

る。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第7.1.1



－１図に，対策の手順の概要を第7.1.1－２図に，また，各建屋の対策に

おける手順及び設備の関係を第7.1.1－１表に，必要な要員及び作業項目

を第7.1.1－３図及び第7.1.1－４図に示す。  【補足説明資料７－12】 

(１) 内部ループへの通水の着手判断

安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内

部ループの冷却水を循環させるためのポンプが多重故障し，安全冷却

水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常

用ディーゼル発電機を運転できない場合は，内部ループへの通水の着

手を判断し，以下の(２)及び(３)に移行する。 

(２) 建屋外の水の給排水経路の構築

第１貯水槽から各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポンプ

を第１貯水槽近傍に配備する。可搬型中型移送ポンプには，第１貯水

槽側に敷設された可搬型建屋外ホース及び建屋側に敷設された可搬型

屋外ホースを接続し，第１貯水槽から各建屋まで水を供給するための

経路を構築する。また，可搬型建屋供給冷却水流量計を可搬型建屋外

ホースの経路上に設置する。

冷却に使用した水を第１貯水槽へ移送するために，可搬型排水受槽

及び可搬型中型移送ポンプを各建屋近傍に配備する。可搬型中型移送

ポンプには，可搬型排水受槽側に敷設された可搬型建屋外ホース及び

第１貯水槽側に敷設された可搬型建屋外ホースを接続し，また，可搬

型排水受槽には，建屋側に可搬型建屋外ホースを敷設し，各建屋から

第１貯水槽まで水を移送するための経路を構築する。 

外的事象の「火山」を要因として冷却機能が喪失した場合には，降灰

により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，給

水用の可搬型移送ポンプを保管庫内に配備し，排水用の可搬型中型移



送ポンプを各建屋内に配備し，給排水経路を構築する。 

可搬型中型移送ポンプは可搬型中型移送ポンプ運搬車，可搬型建屋

外ホースはホース展張車及び運搬車，可搬型排水受槽及び可搬型建屋

供給冷却水流量計は運搬車により運搬する。 

(３) 内部ループへの通水による冷却の準備

常設重大事故等対処設備により貯槽等の温度を計測できない場合は，

第７－１表に示す貯槽等へ可搬型貯槽温度計を設置し，高レベル廃液

等の温度を計測する。また，常設重大事故等対処設備により安全冷却

水系に設置されている膨張槽の液位を計測できない場合は，膨張槽に

可搬型膨張槽液位計を設置し，第７－１表に示す機器グループの内部

ループの損傷の有無を膨張槽の液位により確認する。ただし，分離建

屋内部ループ１の内部ループの損傷の有無は，当該内部ループが高レ

ベル廃液濃縮缶の加熱運転時の加熱蒸気の供給経路を兼ねており，当

該内部ループには膨張槽がないことから，第１貯水槽から安全冷却水

系の内部ループへ水を供給するための経路を構築後，可搬型冷却コイ

ル圧力計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置し，可搬型中型移送ポ

ンプにより安全冷却水系の内部ループを加圧することで，可搬型冷却

コイル圧力計の指示値から確認する。

建屋内の通水経路を構築するために，可搬型建屋内ホースを敷設し，

可搬型冷却水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部ループの給水側の接続口

に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続すること

で，第１貯水槽から各建屋の内部ループに通水するための経路を構築

する。 

冷却に使用した水を可搬型排水受槽へ移送するために，可搬型建屋



内ホースを敷設する。 

可搬型建屋内ホースを安全冷却水系の内部ループの排水側の接続口

に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続すること

で，冷却に使用した水を可搬型排水受槽に排水するための経路を構築

する。 

また，高レベル廃液ガラス固化建屋においては，水の給排水経路と

して冷却水給排水系も用いる。 

(４) 内部ループへの通水の実施判断

安全冷却水系の内部ループへの通水の準備が完了後直ちに，安全冷

却水系の内部ループへの通水の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。

(５) 内部ループへの通水の実施

可搬型中型移送ポンプを運転し第１貯水槽の水を安全冷却水系の内

部ループに通水する。通水流量は，可搬型冷却水流量計の指示値を基

に調整する。 

内部ループへの通水に使用した水は，可搬型冷却水排水線量計を用

いて汚染の有無を監視する。また，可搬型排水受槽に回収し，可搬型

放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移

送する。 

安全冷却水系の内部ループへの通水時に必要な監視項目は，通水流

量，第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度及び排

水線量である。 

(６) 内部ループへの通水の成否判断

第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が85℃以

下で安定していることを確認することにより，安全冷却水系の内部ル

ープへの通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 



冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，

第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度である。 



7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価 

7.1.2.1 有効性評価 

(１) 代表事例

蒸発乾固の発生の要因は，「3. 設計上定める条件より厳しい条件の

設定及び重大事故の想定箇所の特定」で示したとおり，外的事象の

「地震」及び「火山」並びに内的事象の「動的機器の多重故障」及び

「長時間の全交流動力電源の喪失」である。

これらの要因において，安全冷却水系の冷却機能の喪失の範囲，重

大事故等への対処の種類及び重大事故等への対処時に想定される作業

環境の苛酷さを考慮すると，外的事象の「地震」を要因とした場合が

厳しい結果を与えることから，外的事象の「地震」を代表として有効

性評価を実施する。

外的事象の「地震」を代表として有効性評価を実施するのは，蒸発

乾固の拡大防止対策も同様である。

(２) 代表事例の選定理由

ａ．安全冷却水系の冷却機能の喪失の範囲

 蒸発乾固の発生の要因は，「３．設計上定める条件より厳しい条件の

設定及び重大事故の想定箇所の特定」において，フォールトツリー分

析により明らかにした。安全冷却水系の冷却機能の喪失を頂上事象と

した場合のフォールトツリーを第 7.1.2－１図に示す。また，安全冷却

水系の系統概要図を第 7.1.2－２図に示す。

フォールトツリー分析において明らかにしたとおり，安全冷却水系の

冷却機能の喪失は，外的事象の「地震」において，冷却塔，外部ルー

プの冷却水循環ポンプ，内部ループの冷却水循環ポンプ，外部電源及



 

び非常用ディーゼル発電機の動的機器の直接的な機能喪失並びに全交

流動力電源の喪失による動的機器の間接的な機能喪失により発生する。 

   また，外的事象の「火山」及び内的事象の「長時間の全交流動力電源

の喪失」において，全交流動力電源の喪失による動的機器の間接的な

機能喪失により，安全冷却水系の冷却機能が喪失する。内的事象の

「動的機器の多重故障」において，同一機能を有する動的機器のいず

れか１種類の動的機器における直接的な機能喪失により冷却機能が喪

失する。 

   以上より，機能喪失の範囲の観点では，外的事象の「地震」を要因と

した場合が，動的機器の機能喪失及び全交流動力電源の喪失が同時に

発生し，機能喪失する機器が多く，その範囲も広い。 

   本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。 

  

 ｂ．重大事故等対策の種類 

   重大事故等対策は，冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ等の動的

機器及び動的機器を起動させるために必要な電気設備等，多岐の設備

故障に対応でき，かつ，複数の設備故障が発生した場合においても対

処が可能となるような対策を選定している。 

   重大事故等対策がカバーする機能喪失の範囲は，第 7.1.2－１図のフ

ォールトツリーに示すとおりである。 

   整備した重大事故等対策が，外的事象の「地震」を含む全ての要因で

想定される機能喪失をカバーできており，重大事故等への対処の種類

の観点から，外的事象の「地震」以外の要因に着目する必要性はない。 

   本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。 

 



ｃ．重大事故等への対処時の環境条件の観点

重大事故等への対処時の環境条件に着目すると，外的事象の「地震」

を要因とした場合には，基準地震動を1.2 倍にした地震動を考慮する

設計とした設備以外の設備の損傷及び動的機器の動的な機能の喪失が

想定され，建屋内では，溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザー

ドが発生する可能性があり，また，全交流動力電源の喪失により換気

空調が停止し，照明が喪失する。一方，建屋外では，不等沈下及び屋

外構築物の倒壊による環境悪化が想定される。 

外的事象の「火山」を要因とした場合には，建屋内では，全交流動

力電源の喪失に伴い換気空調が停止し，照明が喪失するものの，外的

事象の「地震」の場合のように，溢水，化学薬品漏えい及び内部火災

のハザードの発生は想定されない。一方，建屋外では，降灰による環

境悪化が想定される。 

内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」において建屋内の換

気空調が停止し，照明が喪失するものの，外的事象の「地震」の場合

のように溢水，化学薬品漏えい及び内部火災のハザードの発生は想定

されず，また，内的事象の「動的機器の多重故障」を要因とした場合

には，建屋内の環境条件が有意に悪化することはない。 

また，これらを要因とした場合に，建屋外の環境条件が悪化するこ

とはない。 

以上より，外的事象の「地震」が建屋内外の作業環境を最も悪化さ

せる可能性があるものの，建屋外の環境条件では外的事象の「地震」

及び「火山」において想定される環境悪化要因の特徴が異なることを

考慮し，これらの特徴の違いが重大事故等対策の有効性に与える影響

を不確かさとして分析する。



本観点の分析は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様である。

(３) 有効性評価の考え方

高レベル廃液等の沸騰が未然に防止できるかについて確認するため

に，高レベル廃液等の温度の推移を評価する。 

高レベル廃液等の温度の推移は，貯槽等からセルへの放熱を考慮せ

ず，断熱として評価する。 

沸騰に至るまでの時間算出の前提となる高レベル廃液等の沸点は，

沸騰に至るまでの時間を安全側に評価するため，溶質によるモル沸点

上昇を考慮せず，高レベル廃液等の硝酸濃度のみを考慮することとし，

溶解液及び抽出廃液では103℃，プルトニウム溶液（約24ｇＰｕ／Ｌ）

では101℃，プルトニウム濃縮液（約250ｇＰｕ／Ｌ）では109℃，プル

トニウム濃縮液（約154ｇＰｕ／Ｌ）では105℃，高レベル濃縮廃液で

は102℃とし，高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間は，貯槽等の熱

容量を考慮して評価する。 

高レベル廃液等の温度の推移の評価は，解析コードを用いず，水の

定圧比熱等を用いた簡便な計算に基づき算出する。 

【補足説明資料７－３】

(４) 有効性評価の評価単位

蒸発乾固は，高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間及び講ずる対

処が機器グループ及び建屋単位で整理されることを考慮し，有効性評

価は機器グループ及び建屋単位で整理し，重大事故等対策ごとに実施

する。蒸発乾固の発生が想定される貯槽等の機器グループを第７－１

表に，機器グループの概要を第7.1.2－３図から第7.1.2－７図に示す。 



有効性評価の評価単位の考え方は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同様

である。

(５) 機能喪失の条件

外的事象の「地震」を要因とした場合の安全機能の喪失の想定は，

基準地震動の1.2倍の地震動を入力した場合においても必要な機能を損

なわない設計とした設備以外の設備は全て機能喪失するものとし，ま

た，全ての動的機能の喪失を前提として，外部電源も含めた全ての電

源喪失も想定していることから，更なる安全機能の喪失は想定しない。 

機能喪失の条件の設定の考え方は，蒸発乾固の拡大防止対策でも同

様である。 

(６) 事故の条件及び機器の条件

高レベル廃液等の温度上昇の推移の評価条件を第7.1.2－１表から第

7.1.2－５表に示す。 

蒸発乾固の発生防止対策に使用する機器を第7.1.2－６表に示す。ま

た，主要な機器の機器条件を以下に示す。 

ａ．可搬型中型移送ポンプ 

可搬型中型移送ポンプは，１台当たり約240ｍ３／ｈの容量を有し，

安全冷却水系の内部ループへの通水を実施する場合には，前処理建屋

における蒸発乾固の発生防止対策の実施に対して１台，分離建屋，精

製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の発

生防止対策の実施に対して１台を兼用し，高レベル廃液ガラス固化建

屋における蒸発乾固の発生防止対策の実施に対して１台を使用し，各

機器グループに属する貯槽等の冷却に必要な水を供給できる設計とし

ていることから，各機器グループへの水の供給流量は，内包する高レ



ベル廃液等の崩壊熱を踏まえて調整し，以下に示す設定値以上で通水

する。また，「7.2 蒸発乾固の拡大防止対策」に示す貯槽等への注水，

冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水の実施に必要な水の供給は，

同じ可搬型中型移送ポンプを用いて実施する。 

前処理建屋内部ループ１ 13ｍ３／ｈ 

前処理建屋内部ループ２ 16ｍ３／ｈ 

分離建屋内部ループ１ 14ｍ３／ｈ 

分離建屋内部ループ２ 8.8ｍ３／ｈ 

分離建屋内部ループ３ 10ｍ３／ｈ 

精製建屋内部ループ１ 2.9ｍ３／ｈ 

精製建屋内部ループ２ 1.2ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内部ループ 1.3ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ１ 17ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ２ 14ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ３ 13ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ４ 13ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ５ 13ｍ３／ｈ 

【補足説明資料７－２】 

ｂ．高レベル廃液等の核種組成，濃度及び崩壊熱密度 

「5.5.2.1 使用済燃料の冷却期間」に記載したとおり，高レベル廃

液等の核種組成は，再処理する使用済燃料の冷却期間を15年として得

られる使用済燃料の核種組成を基に設定し，高レベル廃液等の濃度及

び崩壊熱密度は，これを基準として，平常運転時における再処理する

使用済燃料の変動幅を考慮した最大値を設定する。 



ｃ．高レベル廃液等の液量 

「5.5.2.9 機器に内包する溶液，廃液，有機溶媒の液量」に記載し

たとおり，貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量は，貯槽等の公称

容量とする。 

(７) 操作の条件

内部ループへの通水は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から高レベ

ル廃液等が沸騰に至る前までに準備が整い次第開始し，沸騰に至るま

での時間が最も短い精製建屋において，沸騰に至るまでの時間である

11時間に対して８時間50分後までに内部ループへの通水を開始する。 

内部ループへの通水の準備作業及び実施時に想定される作業環境を

考慮した内部ループへの通水に必要な作業と所要時間を，精製建屋を

例として第7.1.1－３図及び第7.1.1－４図に示す。また，安全冷却水

系の冷却機能の喪失から第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル

廃液等が沸騰に至るまでの時間を第7.1.2－７表，第7.1.2－10表，第

7.1.2－13表，第7.1.2－16表及び第7.1.2－19表に示す。 

(８) 判断基準

蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりと

する。 

ａ．内部ループへの通水 

高レベル廃液等が崩壊熱により温度上昇し，沸騰に至る前に，第１貯

水槽から内部ループに水を通水することで，高レベル廃液等の温度が

沸点に至らずに低下傾向を示すこと。  



 

7.1.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

   建屋内及び建屋外における内部ループへの通水準備作業の完了を確認

した上で，可搬型中型移送ポンプによる安全冷却水系の内部ループへ

の通水を開始する。 

可搬型中型移送ポンプによる精製建屋内部ループ１及び精製建屋内

部ループ２の安全冷却水系の内部ループへの通水は，安全冷却水系の

冷却機能の喪失から59人にて８時間50分で作業を完了するため，安全

冷却水系の冷却機能の喪失から沸騰に至るまでの時間である11時間以

内に内部ループへの通水が可能である。内部ループへの通水開始時の

高レベル廃液等の温度は，沸騰までの時間が最も短い精製建屋内部ル

ープ１のプルトニウム濃縮液一時貯槽において約96℃であり，また，

内部ループへの通水実施後は，プルトニウム濃縮液一時貯槽に内包す

るプルトニウム濃縮液の温度が低下傾向を示し，プルトニウム濃縮液

一時貯槽おいてプルトニウム濃縮液の温度が約59℃で平衡に至る。 

内部ループへの通水開始時の高レベル廃液等の温度と高レベル廃液

等の沸点の温度差が最も小さくなるウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋内部ループの硝酸プルトニウム貯槽の場合，内部ループへの通水実

施開始時のプルトニウム濃縮液の温度は約102℃であり，また，内部ル

ープへの通水実施後は，硝酸プルトニウム貯槽に内包するプルトニウ

ム濃縮液の温度が低下傾向を示し，硝酸プルトニウム貯槽おいてプル

トニウム濃縮液の温度が約56℃で平衡に至る。 

以上の有効性評価の結果を第7.1.2－７表から第7.1.2－21表に，対

策実施時のパラメータの推移を第7.1.2－８図から第7.1.2－12図に示

す。 



【補足説明資料７－３】 

【補足説明資料７－４】 

(２) 不確かさの影響評価

ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

(ａ) 想定事象の違い 

内的事象の「動的機器の多重故障」を要因として安全冷却水系の冷却

機能が喪失した場合，重大事故等への対処が必要な建屋，設備の範囲

が限定される。当該有効性評価では，外的事象の「地震」を要因とし

て，安全冷却水系の冷却機能の喪失が５つの建屋で同時に発生するこ

とを前提に，各建屋で並行して作業した場合の対策の成立性を確認し

ていることから，有効性評価の結果は変わらない。 

外的事象の「火山」及び内的事象の「長時間の全動力電源の喪失」を

要因として安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，現場状況確認の

ための初動対応及びアクセスルート確保のための作業において，外的

事象の「地震」を要因とした場合と比較して，早い段階で重大事故等

対策に着手できることから，実施組織要員の操作の時間余裕に与える

影響はない。 

(ｂ) 実際の熱条件の影響 

沸騰に至るまでの時間余裕の算出では，水及び高レベル廃液等の物

性値の変動が影響を与えると考えられるものの，より厳しい結果を与

えるように，高レベル廃液等の崩壊熱密度は，冷却期間15年を基に算

出した平常運転時の最大値を設定した上で，貯槽等に内包する高レベ

ル廃液等の液量は貯槽等の公称容量とし，貯槽等からセル雰囲気への

放熱を考慮せず断熱評価で実施している。 

これらのうち，高レベル廃液等の崩壊熱密度の最大値が有する安全



余裕は，高レベル廃液等の崩壊熱密度の中央値に対して1.0倍から約

1.2倍となる。 

貯槽等に内包する高レベル廃液等の液量に着目すると，実際の運転

時には，全ての貯槽等が公称容量の高レベル廃液等を内包しているわ

けではなく，公称容量よりも少ない液量を内包している状態が想定さ

れるが，この場合，高レベル廃液等の崩壊熱は小さくなり，沸騰に至

るまでの時間が延びることになる。 

また，貯槽等の表面からセル雰囲気への放熱の効果は，貯槽等の表

面温度及びセル雰囲気の温度差に依存し，温度差が20℃から80℃の範

囲において鉛直平板を仮定した場合，貯槽等の表面及びセル雰囲気間

の熱伝達率は約1.8Ｗ／（ｍ２・Ｋ）から約3.3Ｗ／（ｍ２・Ｋ）となる。

放熱の効果は，高レベル廃液等の崩壊熱密度に高レベル廃液等の体積

を乗じて算出された崩壊熱を，放熱に寄与する貯槽等の表面積で除し

て算出される値に依存し，この値が大きい高レベル濃縮廃液及びプル

トニウム濃縮液に対する放熱効果は，温度差を20℃と仮定した場合，

数％となる。一方，高レベル廃液等の崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等

の表面積で除して算出される値が小さくなる溶解液，抽出廃液及びプ

ルトニウム溶液に対する放熱効果は，温度差を20℃と仮定した場合，

溶解液に対して約30％，抽出廃液に対して約40％，プルトニウム溶液

に対して100％となる。 

高レベル廃液等の崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等の表面積で除して

算出される値が大きい高レベル濃縮廃液及びプルトニウム濃縮液を内

包する貯槽等は，沸騰に至るまでの時間が短いという特徴を有してお

り，高レベル廃液等の崩壊熱を放熱に寄与する貯槽等の表面積で除し

て算出される値が小さい溶解液，抽出廃液及びプルトニウム溶液を内



包する貯槽等は，沸騰に至るまでの時間が長いという特徴を有してい

ることから，断熱条件においても沸騰に至るまでの時間が長い溶解液，

抽出廃液及びプルトニウム溶液を内包する貯槽等が沸騰に至るまでの

時間は，断熱条件においても沸騰に至るまでの時間が短い高レベル濃

縮廃液及びプルトニウム濃縮液を内包する貯槽等に比べて沸騰に至る

までの時間がより長くなることになる。 

以上より，実際の熱条件の下では，評価結果に示す沸騰に至るまで

の時間は，全ての高レベル廃液等においてより長い時間となる可能性

があるが，その効果は崩壊熱の小さな高レベル廃液等ほど顕著であり，

高レベル廃液等の沸騰までの時間が逆転することはないことから，蒸

発乾固への対処の作業の優先順位及び実施組織要員の操作の時間余裕

に与える影響はない。 

【補足説明資料７－５】 

(ｃ) 内部ループへの通水開始タイミングが高レベル廃液等の平衡温度に

与える影響 

内部ループへの通水時の高レベル廃液等の温度は，内部ループへの

通水の開始時間及び通水流量に応じて変動する。内部ループへの通水

は，通水の準備が完了した内部ループから順次通水を開始するため，

内部ループへの通水開始初期において，複数系統ある内部ループのう

ち，特定の内部ループへ集中して通水する時間帯が生じる。この場合，

計画している流量以上が通水されることにより，当該内部ループによ

って冷却されている貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度の低下速

度が速まるものの，その他の内部ループへの通水が開始された後の定

常状態では，高レベル廃液等の平衡温度は評価値と同じ値となり，通

水初期の流量が高レベル廃液等の平衡温度に影響を与えることはない。 



ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

(ａ) 実施組織要員の操作 

「認知」，「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」が実施組織要員の操作の時間余裕に

与える影響を考慮し，重大事故等対策の実施に必要な準備作業は，安

全冷却水系の冷却機能の喪失をもって着手し，対処の制限時間である

高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間に対して，時間余裕を確保し

て完了できるよう計画することで，これら要因による影響を低減した。 

作業計画の整備は，作業項目ごとに余裕を確保して整備しており，必

要な時期までに操作できるよう体制を整えていることから，実際の重

大事故等への対処では，より早く作業を完了することができる。また，

可搬型中型移送ポンプ等の可搬型重大事故等対処設備の設置等の対処

に時間を要した場合や，予備の可搬型重大事故等対処設備による対処

を想定したとしても，確保した余裕の範囲で対処を再開することがで

きる。 

(ｂ) 作業環境 

沸騰開始までは放射性物質の放出による有意な作業環境の悪化はなく，

内部ループへの通水の準備及び実施は沸騰開始前までに実施すること

から，作業環境が実施組織要員の操作の時間余裕に影響を与えること

はない。 

また，外的事象の「火山」を要因とした場合であっても，建屋外にお

ける重大事故等対策に係る作業は降灰予報（「やや多量」以上）を受け

て作業に着手することから，降灰の影響を受けることはない。降灰発

生後は，対策の維持に必要な燃料の運搬が継続して実施されるが，除

灰作業を並行して実施することを前提に作業計画を整備しており，重



大事故等対策を維持することが可能である。 



7.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析

内部ループへの通水実施時の事故時環境は，平常運転時と大きく変

わるものではなく，また，高レベル廃液等の状態も平常運転時と大き

く変わるものではない。 

ａ．温度 

内部ループへの通水開始時の温度は，最大でも約 102℃であり，安全

機能を有する機器の材質の強度が有意に低下することはなく，貯槽等

に接続する安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失することはな

い。 

ｂ．圧力 

高レベル廃液等が未沸騰状態であり，蒸気の発生もないことから，有

意な圧力上昇はなく，安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失す

ることはない。 

ｃ．湿度 

高レベル廃液等の温度上昇に伴い多湿環境下となるが，貯槽等自体及

び貯槽等に接続する安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失する

ことはなく，また，湿度の影響が貯槽等のバウンダリを超えて波及す

ることはない。 

ｄ．放射線 

貯槽等内の放射線環境は平常運転時の環境下から変化することはなく，

安全機能を有する機器が損傷又は機能が喪失することはない。 

ｅ．物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質及びその他）及びエネルギの発

生

新たな物質及びエネルギが発生することはなく，安全機能を有する機



器が損傷又は機能が喪失することはない。 

ｆ．落下又は転倒による荷重

高レベル廃液等の温度が上昇したとしても，貯槽等の材質の強度が有

意に低下することはなく，貯槽等が落下又は転倒することはない。

ｇ．腐食環境 

ｃ．と同様である。 

(２) 重大事故等の同時発生

重大事故等が同時に発生する場合については，同種の重大事故等が

同時に発生する場合，異種の重大事故等が同時に発生する場合及びそ

れらの重畳が考えられる。 

蒸発乾固は，蒸発乾固の発生を想定する貯槽等にあるとおり，５建

屋13機器グループ53貯槽等で同時に発生する可能性があり，本評価は

同時発生するものとして評価した。 

蒸発乾固と同時発生する可能性のある異種の重大事故等は，「3. 設

計上定める条件より厳しい条件の設定及び重大事故の想定箇所の特定」

に示すとおり，外的事象の「地震」及び「火山」並びに内的事象の

「長時間の全交流動力電源の喪失」により，安全冷却水系，安全圧縮

空気系，プール水冷却系及び補給水設備が同時に機能を喪失すること

から，放射線分解により発生する水素による爆発及び使用済燃料貯蔵

槽における燃料損傷である。 

異なる種類の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効

性については，「13. 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の

対処」にまとめる。 



(３) 重大事故等の連鎖

「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

内部ループへの通水実施時の事故時環境は，平常運転時と大きく変わ

るものではなく，また，高レベル廃液等の状態も平常運転時と大きく

変わるものではないため，他の重大事故等が連鎖して発生することは

ない。 



7.1.2.4 判断基準への適合性の検討 

蒸発乾固の発生を未然に防止することを目的として，内部ループへ

の通水手段を整備しており，これらの対策について，外的事象の「地

震」を要因として有効性評価を行った。 

内部ループへの通水は，沸騰開始前までに内部ループへの通水に係

る準備作業を完了し，沸騰開始前に内部ループへ通水することで高レ

ベル廃液等の温度を沸点未満に維持し，高レベル廃液等が沸騰に至る

ことを防止している。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時

間に与える影響及び評価結果に与える影響がないことを確認した。 

また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火

山」を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

外的事象の「火山」を要因とした場合には，建屋外における内部ル

ープへの通水の準備に要する時間に与える影響及び内部ループへの通

水の維持に与える影響を分析し，降灰予報（「やや多量」以上）を受け

て建屋外作業に着手すること及び除灰作業を織り込んだ作業計画を整

備していることで，内部ループへの通水の有効性へ与える影響が排除

されていることを確認した。 

以上の有効性評価にて，蒸発乾固の発生が想定される５建屋 13 機器

グループ，53 貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを

前提として評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効である

ことを確認した。また，想定される高レベル廃液等の状態において他

の重大事故等が連鎖して発生することがないことを確認し，想定され

る事故時環境において，蒸発乾固の発生が想定される貯槽等に接続す

る安全機能を有する機器が損傷又は機能喪失することはなく，他の重



 

大事故等が連鎖して発生することがないことを確認した。 

以上のことから，内部ループへの通水により蒸発乾固の発生を未然

に防止できる。 

   以上より，「7.1.2.1 (８) 判断基準」を満足する。 

   



7.2 蒸発乾固の拡大防止対策 

7.2.1 蒸発乾固の拡大防止対策の具体的内容 

7.2.1.1 貯槽等への注水及び冷却コイル等への通水 

内部ループへの通水が機能しなかった場合に備え，蒸発乾固の発生防

止対策で敷設する可搬型中型移送ポンプの下流側に，貯槽等内に注水する

ための可搬型建屋内ホース，弁等を敷設し，可搬型建屋内ホースと機器注

水配管の接続口を接続する。 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合には，液位低下及びこれによる濃縮

の進行を防止するため，液位を一定範囲に維持するよう，第１貯水槽の

水を貯槽等内へ注水する。 

貯槽等への注水は，間欠注水を前提として実施するため，余裕のある注

水の作業時間を確保した上で，ルテニウムを内包する高レベル濃縮廃液

からのルテニウムの揮発が発生することがないよう，濃縮した状態であ

っても，高レベル濃縮廃液の温度が115℃以下であって，硝酸濃度が４規

定以下に収まる液量として，初期液量の70％に至る前までに貯槽等への

注水を開始する。 

また，事態を収束させるため，貯槽等への注水により高レベル廃液等の

濃縮の進行を防止しながら，蒸発乾固の発生防止対策で敷設する可搬型

中型移送ポンプの下流側に，冷却コイル等への通水のための可搬型建屋

内ホース，弁等を敷設し，可搬型建屋内ホースと各貯槽等の冷却コイル

等の接続口を接続した後，第１貯水槽の水を冷却コイル等へ通水する。

冷却に用いた水は可搬型排水受槽に一旦貯留した後，排水側の可搬型中

型移送ポンプを運転することで，敷設した排水経路を経由して第１貯水

槽に移送し，再び，冷却コイル等への通水の水源として用いる。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第7.1.1



－１図に，対策の手順の概要を第7.1.1－２図に，各建屋の対策における

手順及び設備の関係を第7.2.1－１表及び第7.2.1－２表に，必要な要員

及び作業項目を第7.2.1－１図に示す。 

【補足説明資料７－12】 

7.2.1.1.1 貯槽等への注水 

(１) 貯槽等への注水の着手判断

「7.1.1 (１) 内部ループへの通水の着手判断」と同様である。

貯槽等への注水の実施のための準備作業として以下の(２)及び(３)へ移

行する。 

(２)  建屋外の水の給排水経路の構築

「7.1.1 (２) 建屋外の水供給経路の構築」と同様である。

(３) 貯槽等への注水の準備

建屋内の注水経路を構築するために，給水用の可搬型中型移送ポン

プの下流側に可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型機器注水流量計を

可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

可搬型建屋内ホースと機器注水配管を接続し，可搬型建屋内ホース

と可搬型建屋外ホースを接続することで，第１貯水槽から第７－１表

に示す貯槽等に注水するための経路を構築する。 

常設重大事故等対処設備により貯槽等の液位を計測できない場合は，

第７－１表に示す貯槽等に可搬型貯槽液位計を設置し，第７－１表に

示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の液位を計測する。また，第７

－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度の監視を継続す

る。 

(４) 貯槽等への注水の実施判断

高レベル廃液等が沸騰に至り，高レベル廃液等の液量が初期液量の



70％まで減少する前に貯槽等への注水開始を判断し，以下の(５)へ移行

する。  

第７－１表に示す貯槽等への注水の実施を判断するために必要な監

視項目は，第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の液位

及び温度である。 

(５) 貯槽等への注水の実施

第７－１表に示す貯槽等の可搬型貯槽液位計の指示値から貯槽等の

液位を算出し，貯槽等への注水量を決定した上で，可搬型中型移送ポ

ンプを運転し第１貯水槽の水を第７－１表に示す貯槽等に注水する。

注水流量は，可搬型機器注水流量計の指示値を基に調整する。 

決定した注水量の注水が完了した場合は，注水作業を停止し，第７

－１表に示す貯槽等の液位及び温度の監視を継続する。貯槽等の温度

の監視により沸騰が継続していることを確認し，かつ，貯槽等の液位

の監視により，貯槽等の液位が低下している場合には，高レベル廃液

等の初期液量の70％に相当する液位に至る前までに，第７－１表に示

す貯槽等への注水を再開する。 

貯槽等への注水時に確認が必要な監視項目は，機器注水流量，第７

－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の液位及び温度である。 

(６) 貯槽等への注水の成否判断

第７－１表に示す貯槽等の液位から，第７－１表に示す貯槽等に注

水されていることを確認することで，蒸発乾固の進行が防止されてい

ることを判断する。 

蒸発乾固の進行が防止されていることを判断するために必要な監視

項目は，第７－１表に示す貯槽等の液位である。 



7.2.1.1.2 冷却コイル等への通水 

(１) 冷却コイル等への通水による冷却の着手判断

内部ループへの通水が機能しないことをもって冷却コイル等への通水

による冷却のための準備に着手することを判断する。 

冷却コイル等への通水による冷却のための準備の着手を判断するた

めに必要な監視項目は，第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル

廃液等の温度及び内部ループへの通水流量である。 

(２)  建屋外の水の給排水経路の構築

「7.1.1 (２) 建屋外の水供給経路の構築」と同様である。

(３) 冷却コイル等への通水による冷却の準備

第７－１表に示す機器グループの内部ループへの通水が機能しない場

合には，冷却コイル等の損傷の有無を確認するため，給水用の可搬型

中型移送ポンプの下流側に，内部ループへの通水のために敷設した可

搬型建屋内ホースの他に，冷却コイル等の損傷の有無を確認するため

に必要な可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型冷却コイル圧力計及び

可搬型冷却コイル通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置す

る。 

  可搬型建屋内ホースを冷却コイル等の給水側の接続口に接続し，冷却

コイル等の排水側の接続口の弁を閉め切った状態で，可搬型中型移送

ポンプにより第１貯水槽から送水し，通水経路を加圧することで，可

搬型冷却コイル圧力計の指示値から冷却コイル等の健全性を確認する。 

  冷却に使用した水を可搬型排水受槽へ移送するために，可搬型建屋内

ホースを敷設する。可搬型建屋内ホースを冷却コイル等の排水側の接

続口に接続し，可搬型建屋内ホースと可搬型建屋外ホースを接続する

ことで，冷却に使用した水を可搬型排水受槽に排水するための経路を



構築する。 

  また，高レベル廃液ガラス固化建屋においては，水の給排水経路とし

て冷却水給排水系も用いる。 

本対応は，貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時

間が短い貯槽等を優先して実施する。 

冷却コイル等への通水の準備は，準備作業及び実施に要する作業が

多く，他の拡大防止対策と同時に準備作業を実施した場合，大気中へ

の放射性物質の放出を抑制できる状態を整備する前に高レベル廃液等

が沸騰する可能性があることから，貯槽等への注水，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，塔槽類廃ガス処理設備からセルへ

の導出経路の構築並びに可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセ

ル排気系を代替する排気系による対応を優先して実施し，大気中への

放射性物質の放出を抑制できる状態を整備してから実施する。 

(４) 冷却コイル等への通水による冷却の実施判断

冷却コイル等への通水の準備が完了後直ちに，冷却コイル等への通

水の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

(５) 冷却コイル等への通水による冷却の実施

可搬型中型移送ポンプを運転し第１貯水槽の水を健全性が確認され

た冷却コイル等に通水する。通水流量は，可搬型冷却コイル通水流量

計の指示値を基に調整する。 

冷却コイル等への通水に使用した水は，可搬型冷却水排水線量計を

用いて汚染の有無を監視する。また，可搬型排水受槽に回収し，可搬

型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ

移送する。 



 

冷却コイル等への通水に必要な監視項目は，通水流量，第７－１表

に示す高レベル廃液等の温度及び排水線量である。 

 (６) 冷却コイル等への通水の成否判断 

第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度が沸点か

ら低下傾向を示していることを確認することにより，冷却コイル等へ

の通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 

冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，

第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度である。 

 

7.2.1.2 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器によ

る発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型

排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 

高レベル廃液等が沸騰に至る場合に備え，塔槽類廃ガス処理設備の隔

離弁を閉止することで，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，貯槽等か

らの排気をセルに導出するための常設重大事故等対処設備の塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出するユニットを開放する。本対応と並行して，当

該排気経路に設置した凝縮器へ通水するため，蒸発乾固の発生防止対策で

敷設する可搬型中型移送ポンプの下流側に，凝縮器へ通水するための可搬

型建屋内ホース，弁等を敷設し，可搬型建屋内ホースと凝縮器の接続口を

接続し，第１貯水槽の水を凝縮器に通水する。高レベル廃液等が沸騰に至

った場合には，排気をセルに導出する前に，排気経路上の凝縮器により排

気中の蒸気を凝縮させるとともに，凝縮器下流側に設置した塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ）により放射性物質を除

去する。また，凝縮器で蒸気を凝縮させることにより発生する凝縮水は，

セル又は貯槽に回収し貯留する。回収先のセル又は貯槽の液位及び凝縮



器下流側に設置している凝縮器出口温度を確認することにより凝縮器が稼

働していることを確認する。 

凝縮器の冷却に用いた水は，内部ループへの通水と同じ様に排水経路

を経由して第１貯水槽に移送し，再び，凝縮器への通水の水源として用い

る。 

凝縮器下流側に設置した塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユ

ニット（フィルタ）の差圧が，凝縮器通過後の排気の湿分により上昇する

場合には，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ）

をバイパスしてセルに導出する。 

貯槽等内においては，放射線分解により常に水素が発生しているため，

蒸発乾固が発生した場合においても，継続して水素掃気を実施する必要が

ある。一方，蒸発乾固発生時には，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断し，

貯槽等からの排気をセルに導出する。この際，セル排気系の排風機が機能

喪失している場合，導出先セルの圧力が上昇し，排気系統以外の場所から，

放射性物質を含む気体の漏えいが生じる可能性があるが，高レベル廃液等

が沸騰に至る前であれば，排気に含まれる放射性物質の濃度は平常運転時

と同程度であり，セルへ導出する前に，塔槽類廃ガス処理設備からセルに

導出するユニット（フィルタ）で除去する。 

また，前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の貯槽等について

は，気相部の体積が大きく，水素濃度の上昇が緩やかであることから，導

出先セルの圧力上昇を抑制するため水素掃気用の圧縮空気の供給を停止し，

セル内の圧力上昇を防止する。

セルへの放射性物質の導出後においては，セル排気系の高性能粒子フ

ィルタは１段であることから，セル排気系を代替する排気系として，可搬

型排風機，可搬型発電機，可搬型ダクト及び可搬型フィルタを２段敷設し，



主排気筒へつながるよう，可搬型排風機，可搬型ダクトと可搬型フィルタ

を接続し，可搬型ダクトとセル排気系を接続した後，可搬型排風機を運転

することで放射性エアロゾルを可搬型フィルタで除去しつつ，主排気筒を

介して，大気中に管理しながら放出する。 

各建屋の対策の概要を以下に示す。また，対策の系統概要図を第7.1.1

－１図に，対策の手順の概要を第7.1.1－２図に，各建屋の対策における

手順及び設備の関係を第7.2.1－３表に，必要な要員及び作業項目を第

7.2.1－１図に示す。 

(１) 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による

発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風

機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応のための着手判断 

「7.1.1 (１) 内部ループへの通水の着手判断」と同様である。 

塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による

発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風

機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応のための準備作業

として以下の(２)，(３)及び(４)へ移行する。 

(２) 建屋外の水供給経路の構築

「7.1.1 (２) 建屋外の水供給経路の構築」と同様である。

(３) 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による

発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風

機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応のための準備 

前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，塔槽類廃ガス

処理設備の排風機が停止している場合には，水素掃気用の圧縮空気の

供給継続による大気中への放射性物質の放出を低減するため，貯槽等



へ水素掃気用の圧縮空気を供給する水素掃気用安全圧縮空気系の手動

弁を閉止する。 

第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰に伴い発生

する蒸気を凝縮し，放射性物質を除去するために，可搬型中型移送ポ

ンプの下流側に，凝縮器へ通水するための可搬型建屋内ホースを敷設

し，可搬型建屋内ホース及び凝縮器を接続する。高レベル廃液ガラス

固化建屋においては，凝縮器への水の供給経路として凝縮器冷却水給

排水系を用いるとともに，凝縮器通過後の排気の排気経路として気液

分離器も用いる。 

前処理建屋においては，凝縮器からの凝縮水の排水経路を構築する

ため，可搬型建屋内ホースも用いる。 

可搬型凝縮器通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路上に設置する。 

常設重大事故等対処設備を用いて凝縮水回収セル等の液位を計測で

きない場合は，第7.2.1－４表に示す凝縮水回収セル等に可搬型漏えい

液受皿液位計を設置する。 

可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続することにより，

第１貯水槽から凝縮器に水を通水するための経路を構築する。また，

可搬型凝縮器出口排気温度計を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニットに設置する。 

セル排気系，可搬型フィルタ，可搬型ダクトと可搬型排風機を接続

する。また，可搬型フィルタ差圧計を可搬型フィルタに設置する。 

前処理建屋においては，排気経路を構築するため，主排気筒へ排出

するユニットを用いる。高レベル廃液ガラス固化建屋においては，蒸

気量が多いため，排気経路上に可搬型デミスタを設置する。  

可搬型排風機，各建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤及び常設



電源ケーブル），可搬型分電盤，可搬型電源ケーブル及び各建屋の可

搬型発電機を接続する。 

常設重大事故等対処設備を用いて塔槽類廃ガス処理設備の圧力を計

測できない場合は，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を監視するため，

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計を塔槽類廃ガス処理設備に設置する。 

また，常設重大事故等対処設備を用いて導出先セルの圧力を計測で

きない場合は，第7.2.1－５表及び第7.2.1－６表に示す導出先セルの

圧力を監視するため，可搬型導出先セル圧力計を第7.2.1－５表及び第

7.2.1－６表に示す導出先セルに設置する。 

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ）の

差圧を監視するため，可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計を塔槽

類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ）に設置す

る。 

外的事象の「火山」を要因として冷却機能が喪失した場合には，降

灰により可搬型発電機が機能喪失することを防止するため，運搬車を

用いて可搬型発電機を各建屋内に配置する。 

(４) 塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の実施判断

塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，沸騰に伴

い気相中へ移行する放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の供給継続

により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くた

めの作業の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

  塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転状態を維持している場合には，

水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質の大気中

への放出量を低減するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機の運転を

継続し，第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度の



 

監視を継続する。温度の監視により，第７－１表に示すいずれかの貯

槽等に内包する高レベル廃液等の温度が85℃に至り，かつ，温度の上

昇傾向が続く場合には，その貯槽等が設置されている建屋について，

沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の

供給継続により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセル

に導くための作業の実施を判断し，以下の(５)へ移行する。 

これらの実施を判断するために必要な監視項目は，第７－１表に示

す貯槽等に内包する高レベル廃液等の温度である。  

 (５) 塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁の閉止及び塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニットの開放 

 塔槽類廃ガス処理設備から第7.2.1－５表に示す導出先セルに放射性

物質を導出するため，塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止し，塔槽

類廃ガス処理設備と第7.2.1－５表に示す導出先セルを接続している塔

槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの手動弁及び塔槽類

廃ガス処理設備の手動弁を開放する。 

これにより，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質が塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して第7.2.1－５表

に示す導出先セルに導出される。 

また，沸騰に伴い塔槽類廃ガス処理設備の配管内の内圧が上昇した

場合，発生した放射性物質は，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニットを経由して第7.2.1－５表に示す導出先セルに導出される。 

発生した放射性物質が，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニットを経由して第7.2.1－５表に示す導出先セルに導出されない場

合は，水封安全器を経由して，第7.2.1－６表に示す水封安全器が設置

されている導出先セルに導出される。 



(６) 凝縮器への冷却水の通水の実施判断

凝縮器への通水の準備が完了後直ちに，凝縮器への通水の実施を判

断し，以下の(７)へ移行する。 

(７) 凝縮器への冷却水の通水

可搬型中型移送ポンプにより，第１貯水槽から凝縮器に通水する。

通水流量は，可搬型凝縮器通水流量計の指示値を基に調整する。 

凝縮器への通水に使用した水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて

汚染の有無を監視する。また，可搬型排水受槽に回収した後，可搬型

放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，第１貯水槽へ移

送する。 

凝縮器から発生する凝縮水は，第7.2.1－４表に示す凝縮水回収セル

等に回収し貯留する。 

凝縮器への通水時に必要な監視項目は，通水流量，凝縮水回収セル

等の液位，凝縮器出口の排気温度及び排水線量である。 

(８) 塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ）の

隔離

第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰した後，可

搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計により，塔槽類廃ガス処理設備

からセルに導出するユニット（フィルタ）の差圧を監視し，塔槽類廃

ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ）の差圧が上昇

傾向を示した場合，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニッ

ト（フィルタ）を隔離し，バイパスラインへ切り替える。

これらの実施を判断するために必要な監視項目は，塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出するユニット（フィルタ）の差圧である。 

(９) 可搬型排風機の起動の判断



可搬型排風機の運転の準備完了後，可搬型排風機の起動を判断する。 

(10) 可搬型排風機の運転

可搬型排風機を運転することで，平常運転時の排気経路以外の経路

からの大気中への放射性物質の放出を抑制し，セル内の圧力上昇を緩

和しつつ，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを除去し，主排気

筒を介して，大気中へ管理しながら放出する。 

また，可搬型フィルタ差圧計により，可搬型フィルタの差圧を監視

する。 

(11) 大気中への放射性物質の放出の状態監視

排気モニタリング設備により，主排気筒から大気中への放射性物質

の放出状況を監視する。 

排気モニタリング設備が機能喪失した場合は，可搬型排気モニタリ

ング設備により，主排気筒から大気中への放射性物質の放出状況を監

視する。 



 

7.2.2 蒸発乾固の拡大防止対策の有効性評価 

7.2.2.1 有効性評価 

 (１) 代表事例 

   「7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価」の「7.1.2.1 有効

性評価」の「(１) 代表事例」に示したとおりである。 

 

 (２) 代表事例の選定理由 

   「7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価」の「7.1.2.1 有効

性評価」の「(２) 代表事例の選定理由」に示したとおりである。 

 

 (３) 有効性評価の考え方 

   内部ループへの通水が有効に機能せず，高レベル廃液等が沸騰に至っ

た場合に，貯槽等への注水により貯槽等の液位を一定の範囲に維持で

き，また，冷却コイル等への通水により高レベル廃液等の温度が低下

傾向を示すかについて確認するため，高レベル廃液等の温度及び液位

の推移を評価する。 

   高レベル廃液等の温度の推移は，セルへの放熱を考慮せず断熱として

評価し，解析コードを用いず，水の定圧比熱等を用いた簡便な計算に

基づき算出する。また，高レベル廃液等の液位の推移の評価にあたっ

ては，高レベル廃液等が濃縮する過程において沸点が上昇するため，

崩壊熱の一部は顕熱として消費され，見かけ上，蒸発に寄与する崩壊

熱が減少することで蒸発速度が減少するが，評価上は顕熱としての消

費を考慮せず，全ての崩壊熱が蒸発に寄与するものとする。 

   また，貯槽等からの蒸気をセルに導出する際，凝縮器の機能が継続的

に維持できているか確認するため，凝縮器で発生する凝縮水量が回収



先のセルの漏えい液受皿等の容量を下回ることを確認する。 

塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による

発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風

機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応に係る有効性評価

は，大気中への放射性物質の放出量を算出し，これをセシウム－137換

算した値（以下7.では「大気中への放射性物質の放出量（セシウム－

137換算）」という。）を評価する。この評価においては，貯槽等への

注水及び冷却コイル等への通水の実施状況を踏まえて，貯槽等に内包

する高レベル廃液等の放射性物質量，事故時の放射性物質の移行率，

可搬型フィルタ，凝縮器及び放出経路構造物による除染係数を考慮す

る。 

塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による

発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風

機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応に係る有効性評価

においては，解析コードを用いず，簡便な計算に基づき評価する。 

(４) 有効性評価の評価単位

「7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価」の「7.1.2.1 有効

性評価」の「(４) 有効性評価の評価単位」に示したとおりである。 

(５) 機能喪失の条件

「7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価」の「7.1.2.1 有効

性評価」の「(５) 機能喪失の条件」に示したとおりである。 

(６) 事故の条件及び機器の条件



 

   「高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル廃

液等の液量」設定の考え方は，「7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有

効性評価」の「(６) 事故の条件及び機器の条件」に記載したとおりで

ある。 

高レベル廃液等の温度及び液位の推移の評価条件を第7.1.2－１表か

ら第7.1.2－５表に示す。 

蒸発乾固の拡大防止対策に使用する機器を第7.1.2－６表に示す。ま

た，主要な機器の機器条件を以下に示す。 

 ａ．可搬型中型移送ポンプ 

可搬型中型移送ポンプは，１台当たり約240ｍ３／ｈの容量を有し，

貯槽等への注水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水を実施す

る場合には，前処理建屋における蒸発乾固の拡大防止対策の実施に対

して１台，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋における蒸発乾固の拡大防止対策の実施に対して１台を兼用し，高

レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固の拡大防止対策の実施に

対して１台を使用し，貯槽等への注水，冷却コイル等への通水及び凝

縮器への通水を実施するのに必要な水を供給できる設計としているこ

とから，各貯槽等への水の供給流量は，内包する高レベル廃液等の崩

壊熱を踏まえて調整し，以下に示す設定値以上で通水する。 

また，「7.1 蒸発乾固の発生防止対策」に示す内部ループへの通水

の実施に必要な水の供給は，同じ可搬型中型移送ポンプを用いて実施

する。 

  (ａ) 蒸発速度の３倍の流量を想定した場合の貯槽等への注水流量 

前処理建屋     3.3×10－１ｍ３／ｈ 

分離建屋      6.1×10－１ｍ３／ｈ 



精製建屋 4.0×10－１ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  9.3×10－２ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 5.5ｍ３／ｈ 

  (ｂ) 冷却コイル等への通水流量 

前処理建屋 2.3ｍ３／ｈ 

分離建屋  5.2ｍ３／ｈ 

精製建屋  2.8ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  1.0ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 51ｍ３／ｈ 

  (ｃ) 凝縮器への通水流量 

前処理建屋 10ｍ３／ｈ 

分離建屋  30ｍ３／ｈ 

精製建屋  6.0ｍ３／ｈ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  6.0ｍ３／ｈ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 45ｍ３／ｈ 

【補足説明資料７－２】 

ｂ．塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁 

塔槽類廃ガス処理設備に設置されている隔離弁を閉止することによ

り，塔槽類廃ガス処理設備の配管の流路を遮断する。 

ｃ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを開放すること

により，塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備

から凝縮器及び塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット

（フィルタ）を経由して放射性物質の導出先セルに導出する。

ｄ．可搬型発電機 



 

可搬型発電機は１台当たり約80ｋＶＡの容量を有し，前処理建屋の

可搬型排風機の運転に対して１台，分離建屋の可搬型排風機の運転に

対して１台，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬

型排風機の運転に対して１台を兼用し，高レベル廃液ガラス固化建屋

の可搬型排風機の運転に対して１台を使用することで，可搬型排風機

を起動し運転するのに必要な電力を供給できる設計としていることか

ら，以下に示す必要な電力を供給できる。 

前処理建屋の可搬型排風機  約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

分離建屋の可搬型排風機   約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

精製建屋の可搬型排風機   約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機  

       約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型排風機   

       約5.2ｋＶＡ（起動時 約32ｋＶＡ） 

【補足説明資料７－２】 

ｅ．凝縮器 

凝縮器は貯槽等からの蒸気を凝縮させるために必要な除熱能力を有

する。 

ｆ．凝縮水回収先セルの漏えい液受皿等 

前処理建屋の凝縮水回収先セルである放射性配管分岐第１セルの漏

えい液受皿の容量は約20ｍ３，分離建屋の凝縮水回収先貯槽である第１

供給槽及び第２供給槽の容量は合計で約27ｍ３，分離建屋の凝縮水回収

先セルである放射性配管分岐第１セルの漏えい液受皿の容量は約22ｍ３，

精製建屋の凝縮水回収先セルである精製建屋一時貯留処理槽第１セル

の漏えい液受皿の容量は約5.3ｍ３，ウラン・プルトニウム混合脱硝建



屋の凝縮水回収先セルである凝縮廃液受槽Ａセル，凝縮廃液受槽Ｂセ

ル及び凝縮廃液貯槽セルの漏えい液受皿の容量は合計で約17ｍ３であり，

これらを凝縮水受入可能量として確保する。また，高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の凝縮水回収先セルである固化セルは，固化セル内がステ

ンレス鋼の内張りが施されていることを考慮し，セル貫通部高さまで

の容量として約1,300ｍ３を凝縮水受入れ可能量として確保する。 

(３) 操作の条件

貯槽等への注水に係る準備作業は，安全冷却水系の冷却機能の喪失

から高レベル廃液等が沸騰に至る前までに開始し，沸騰に至るまでの

時間が最も短い精製建屋では９時間後までに準備作業を完了する。ま

た，貯槽等の液位を監視しつつ，高レベル廃液等の液量が初期液量の

70％に減少する前までに貯槽等への直接注水を開始する。 

冷却コイル等への通水に係る準備作業については，貯槽等への注水

により沸騰継続による高レベル廃液等の濃縮を防止することから，冷

却コイル等への通水実施に対する制限時間はないが，事態の収束のた

め速やかに準備作業を完了する。冷却コイル等への通水の実施は準備

作業が完了次第開始し，沸騰の継続時間が最も長くなる精製建屋にお

いても安全冷却水系の冷却機能の喪失から30時間40分後までに冷却コ

イル等への通水を開始する。

貯槽等への注水の準備作業時に想定される作業環境を考慮した貯槽

等への注水に必要な作業と所要時間及び冷却コイル等への通水に必要

な作業と所要時間を，精製建屋を例として第7.2.1－１図に示す。 

沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質を放射性物質の導出先セル

に導くための塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットへの



切替操作は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から高レベル廃液等が沸

騰に至る前までに準備が整い次第開始し，沸騰に至るまでの時間が最

も短い精製建屋では２時間25分後までに作業を完了する。 

前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋における水素掃気用の

圧縮空気の停止操作は45分後までに完了する。 

凝縮器への通水は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から高レベル廃

液等が沸騰に至る前までに準備作業が完了次第開始し，沸騰に至るま

での時間が最も短い精製建屋では８時間30分後までに凝縮器への通水

を開始する。 

建屋代替換気設備による排気は，安全冷却水系の冷却機能の喪失か

ら高レベル廃液等が沸騰に至る前までに準備が整い次第開始し，沸騰

までの時間が最も短い精製建屋では６時間40分後までに開始する。 

これらの対策の準備及び実施時に想定される作業環境を考慮した必

要な作業と所要時間を，精製建屋を例として第7.2.1－１図に示す。ま

た，安全冷却水系の冷却機能の喪失から第７－１表に示す貯槽等に内

包する高レベル廃液等が沸騰に至るまでの時間を第7.1.2－７表，第

7.1.2－10表，第7.1.2－13表，第7.1.2－16表及び第7.1.2－19表に示

す。 

(４) 放出量評価に関連する事故，機器及び操作の条件の具体的な展開

「高レベル廃液等の核種組成，濃度，崩壊熱密度」及び「高レベル廃

液等の保有量」設定の考え方は，「7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の

有効性評価」の「(６) 事故の条件及び機器の条件」に記載したとおり

である。 

主排気筒から大気中への放射性物質の放出量の評価は，高レベル廃



液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量

評価及び高レベル廃液等の沸騰後の冷却コイル等への通水の実施によ

り事態が収束するまでの主排気筒から大気中への放射性物質の放出量

評価に分けられる。 

有効性評価における大気中への放射性物質の放出量は，重大事故等

が発生する貯槽等に内包する放射性物質量に対して，高レベル廃液等

が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間のうち，放射性物

質の放出に寄与する時間割合，高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に

移行する放射性物質の割合，大気中への放出経路における除染係数の

逆数を乗じて算出する。 

また，評価した大気中への放射性物質の放出量にセシウム－137への

換算係数を乗じて，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換

算）を算出する。セシウム－137への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤ

ＯＣ－1162
（ １ ）

に示される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線によ

る外部被ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被ばく

に係る実効線量への換算係数
（ １ ）

を用いて，セシウム－137と着目核種との

比から算出する。ただし，プルトニウム等の一部の核種は，化学形態

による影響の違いを補正する 係 数
（１）（２）

を乗じて算出する。 

ａ．高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性

物質の放出量評価 

高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性

物質の放出量評価の評価条件については，「8.2.2 水素爆発の拡大

防止対策の有効性評価」の「(４) 放出量評価に関連する機器の条件

及び操作の条件の具体的な展開」の「ⅰ．空気貯槽等から供給される



圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量評価」に示すとおりである。 

ｂ．高レベル廃液等の沸騰後の事態の収束までの主排気筒から大気中への

放射性物質の放出量評価 

(ａ) 貯槽等に内包する放射性物質量 

第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等の放射性物質の

濃度は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／

ｔ・ＵＰｒ，照射前燃料濃縮度4.5ｗｔ％，比出力38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，

冷却期間15年を基に算出した平常運転時の最大値とする。 

また，貯槽等に内包する放射性物質量は，上記において算出した放

射性物質の濃度に，第７－１表の貯槽等に内包する高レベル廃液等の

体積を乗じて算出する。 

(ｂ) 高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 

高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの時間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合は，貯槽等ごとに算出

する。 

算出方法は，沸騰開始から冷却コイル等への通水により事態が収束

するまでの沸騰継続時間を高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥

し固化に至るまでの時間で除して算出する。沸騰継続時間は，貯槽等

の高レベル廃液等の液量と崩壊熱密度から高レベル廃液等の潜熱を考

慮して算出する。貯槽等ごとの設定値を第7.2.2－１表から第7.2.2－

５表に示す。また，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに冷却コイル

等への通水により事態が収束する貯槽等については，沸騰に伴う放射

性物質の放出がないため設定値は０とする。 

また，安全冷却水系の冷却機能が喪失する直前まで，安全冷却水系



が１系列運転されていたものとし，安全冷却水系の冷却機能の喪失か

ら第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至るま

での時間は，各貯槽等の高レベル廃液等の崩壊熱密度から算出する。 

(ｃ) 高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合 

高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，

模擬高レベル廃液400ｍＬを蒸気流速が1.1ｃｍ／ｓとなるように沸騰

させ，模擬高レベル廃液が乾燥し固化に至り，乾固物の温度が140℃に

到達するまでの間に，試料容器以降で捕集された物質の割合を測定し

た試験に基づき，積算移行率を0.005 ％
（３）

とする。模擬高レベル廃液を沸

騰させた試験では，ブロアにより流量10Ｌ／ｍｉｎでの吸引及び試験

装置内の圧力を一定に保つためのＮ２ガスの自動供給が実施されるため，

積算移行率には，Ｎ２ガスによる掃気に起因する放射性物質の移行も含

まれる。また，高さ約0.8ｍでは，本来，積算移行率に含まれない粗大

粒子を含むおそれがあるが，安全余裕を見込んだ積算移行率として

0.005％を採用している。 

(ｄ) 大気中への放出経路における除染係数 

第７－１表に示す貯槽等に内包する高レベル廃液等で，事態の収束

までに沸騰に伴い発生した放射性物質を含む蒸気は，凝縮器による蒸

気の凝縮及び放射性物質の除去を経て，塔槽類廃ガス処理設備からセ

ルに導出するユニットから放射性物質の導出先セルに導出され，可搬

型フィルタ及び主排気筒を介して，大気中へ管理しながら放出される。 

放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係 数
（４）

を10と

する。 

凝縮器による放射性エアロゾルの除染係 数
（５）

を10とする。また，可搬

型フィルタは２段であり，放射性エアロゾルの除染係 数
（６）

は，凝縮器に



よる蒸気の凝縮により可搬型フィルタが設計上の除染能力を発揮でき

ることから10５とする。 

凝縮器下流に設置する塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユ

ニット（フィルタ）の除染係数は，蒸気によって劣化する可能性を考

慮し評価上考慮しない。 

【補足説明資料７－７】 

(５) 判断基準

蒸発乾固の拡大防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりと

する。 

ａ．貯槽等への注水 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合であっても，第１貯水槽から貯槽

等へ注水することで，貯槽等の液位を一定範囲に維持できること。 

ｂ．冷却コイル等への通水 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合であっても，冷却コイル等へ通

水することにより，高レベル廃液等の温度が沸点から低下傾向を示し，

高レベル廃液等が未沸騰状態を継続して維持できること。 

ｃ．凝縮器への通水 

事態の収束までに発生する凝縮水の発生量が，凝縮水の回収先セルの

漏えい液受皿等の容量を下回ること。 

ｄ．塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機

を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 

冷却コイル等への通水による事態の収束までに大気中へ放出される

放射性物質の放出量が，セシウム－137換算で100ＴＢｑを下回るもの

であって，かつ，実行可能な限り低いこと。 



7.2.2.2 有効性評価の結果 

(１) 有効性評価の結果

ａ．貯槽等への注水 

沸騰に至るまでの時間が最も短い貯槽等を有する精製建屋における

可搬型中型移送ポンプによる貯槽等への注水に係る準備作業は，安全

冷却水系の冷却機能の喪失から55人にて９時間で作業を完了するため，

安全冷却水系の冷却機能の喪失から沸騰に至るまでの時間である11時

間以内に注水準備の完了が可能である。 

高レベル廃液等が沸騰に至り液位が低下するが，液位を監視しつつ

貯槽等への注水を高レベル廃液等の蒸発速度を上回る注水流量で適時

実施することにより，高レベル廃液等の液量は貯槽等の事故発生直前

の初期液量の70％を下回ることなく維持でき，液位を一定範囲に維持

できる。 

また，ルテニウムを含む高レベル濃縮廃液を内包する貯槽等におい

て，高レベル濃縮廃液の温度を120℃未満に維持でき，揮発性のルテニ

ウムが生成することはない。

以上の有効性評価結果を第7.1.2－７表から第7.1.2－21表に，対策

実施時のパラメータの推移を第7.2.2－１図から第7.2.2－５図に示す。 

ｂ．冷却コイル等への通水 

蒸発乾固の発生防止対策が機能しなかった場合に実施する冷却コイ

ル等への通水による貯槽等に内包する高レベル廃液等の冷却は，健全

な冷却配管が１本あれば可能であり，高レベル廃液等が沸騰に至って

から冷却コイル等への通水が実施されるまでの時間が最も長い精製建

屋内部ループ１に属する貯槽等に対して冷却コイル等への通水を実施

する場合，精製建屋における可搬型中型移送ポンプによる冷却コイル



等への通水に係る準備作業は，安全冷却水系の冷却機能の喪失から51

人にて30時間40分で作業を完了できる。冷却コイル等への通水実施後

は，高レベル廃液等の温度が沸点から低下傾向を示し，高レベル廃液

等の平衡温度が最も高いプルトニウム濃縮液受槽において約75℃で平

衡に至る。 

同様に，上記以外の機器グループである精製建屋内部ループ２に属

する貯槽等に対して冷却コイル等への通水を実施する場合，精製建屋

で安全冷却水系の冷却機能の喪失から53人にて37時間30分で作業を完

了し実施できる。冷却コイル等への通水実施後は，高レベル廃液等の

温度が沸点から低下傾向を示し，高レベル廃液等の平衡温度は最も温

度が高いプルトニウム溶液受槽において約70℃である。 

以上の有効性評価結果を第7.1.2－７表から第7.1.2－21表に，対策

実施時のパラメータの推移を第7.2.2－１図から第7.2.2－５図に示す。 

ｃ．凝縮器への通水 

沸騰に至るまでの時間が最も短い貯槽等を有する精製建屋における可

搬型中型移送ポンプによる凝縮器への通水は，安全冷却水系の冷却機

能の喪失から47人にて８時間30分で実施できるため，安全冷却水系の

冷却機能の喪失から沸騰に至るまでの時間である11時間以内に凝縮器

への通水が可能である。 

高レベル廃液等の沸騰から事態の収束までの凝縮水の発生量は，漏

えい液受皿の容量に対して凝縮水発生量の占める割合が大きい精製建

屋において約３ｍ３であり，凝縮水の発生量は回収先セルの漏えい液受

皿等の容量を十分下回る。 

事態が収束するまでに発生する凝縮水の発生量の詳細を第7.1.2－９

表，第7.1.2－12表，第7.1.2－15表，第7.1.2－18表及び第7.1.2－21



表に示す。 

ｄ．塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機

を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 

建屋代替換気設備による排気の実施は，沸騰に至るまでの時間が最

も短い精製建屋においても，安全冷却水系の冷却機能の喪失から63人

にて５時間40分で実施できるため，安全冷却水系の冷却機能の喪失か

ら沸騰に至るまでの時間である11時間以内に建屋代替換気設備による

排気が可能である。 

セル導出経路の系統構成，凝縮器への通水，建屋代替換気設備によ

る排気により，高レベル廃液等の沸騰から事態の収束までの大気中へ

の放射性物質の放出量（セシウム－137換算）は，前処理建屋において

約６×10－13ＴＢｑ，分離建屋において約５×10－７ＴＢｑ，精製建屋に

おいて約５×10－６ＴＢｑ，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋におい

て約３×10－７ＴＢｑ，高レベル廃液ガラス固化建屋において約４×10－

６ＴＢｑとなり，合計で約１×10－５ＴＢｑとなる。なお，継続して実施

される水素掃気用の圧縮空気の供給により，導出先セルの圧力が上昇

し，平常運転時の排気経路以外の場所から放射性物質を含む気体の漏

えいのおそれがあるが，上記の放出量は，この寄与分も含めた結果で

ある。平常運転時の排気経路以外の場所から放射性物質の放出継続時

間は，最も長い分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋で約３時間であり，大気中への放出に至る建屋内の移行経路を

踏まえればその影響はわずかである。 

以上より，放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルへ導出し，

凝縮器により発生した蒸気及び放射性物質を除去し，可搬型フィルタ



及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応は，

蒸発乾固に伴い気相中へ移行する放射性物質に対して各々十分な除染

係数を確保し，また，放射性物質のセルへの導出に係る準備作業，凝

縮器への通水に係る準備作業及び可搬型フィルタ，可搬型デミスタ，

可搬型排風機，可搬型ダクトをセル排気系に接続し，主排気筒を介し

て大気中へ放射性物質を管理放出するための準備作業を，高レベル廃

液等が沸騰に至る前で実行可能な限り早期に完了させ，これらを稼動

させることで事態が収束するまでの主排気筒から大気中への放射性物

質の放出量（セシウム－137換算）が100ＴＢｑを下回るものであって，

かつ，実行可能な限り低い。 

以上の有効性評価結果を第7.1.2－７表から第7.1.2－21表に，対策

実施時のパラメータの推移を第7.2.2－６図から第7.2.2－15図に示す。 

各建屋の主排気筒から大気中への放射性物質の放出量及び大気中へ

の放射性物質の放出量（セシウム－137換算）の詳細を第7.2.2－６表

から第7.2.2－９表及び第7.2.2－10表に示す。また，放射性物質が大

気中に放出されるまでの過程を第7.2.2－16図から第7.2.2－19図に示

す。 

【補足説明資料７－８】 

(２) 不確かさの影響評価

ａ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

(ａ) 想定事象の違い 

「7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価」に記載したとおり

である。 

(ｂ) 実際の熱条件の影響 



沸騰に至るまでの時間に与える影響は，「7.1.2 蒸発乾固の発生防

止対策の有効性評価」に記載したとおりである。 

貯槽等への注水の実施間隔に与える影響は，高レベル廃液等の液量

が初期液量の70％に減少するまでの時間が影響する。高レベル廃液等

の濃縮に伴う沸点の上昇は５℃程度であり，例えばプルトニウム濃縮

液１ｍ３の場合，30％分の水の蒸発に消費される熱量が約4.5×10８Ｊな

のに対し，５℃の温度上昇に必要な熱量が約２×10７Ｊであり，崩壊熱

の約５％が顕熱として消費されることが想定される。 

したがって，初期液量から70％の液量に至るまでの時間が数％延び

ることになる。 

以上より，実際の熱条件の下では，高レベル廃液等の液量が初期液

量の70％に至るまでの時間は，全ての高レベル廃液等においてより長

い時間となる可能性があるが，時間余裕が延びる方向の変動であるこ

とから，実施組織要員の操作の時間余裕に与える影響はない。 

(ｃ) 放射性物質の放出量評価に用いるパラメータの不確かさ 

事態の収束までの大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換

算）は，気相中に移行する放射性物質の移行割合や放出経路における

放射性物質の除染係数に不確かさがある。仮に移行した放射性物質に

気体状の放射性物質が含まれていた場合，放射性物質の移行率に変動

があった場合及び冷却コイル等への通水までの時間に変動があった場

合，放出量が１桁程度増加する可能性がある。一方，放出量評価に用

いた高レベル廃液等の核種組成や放出経路上での除染係数を評価が厳

しくなるよう設定しており，放出量がさらに小さくなることが想定さ

れる。 

この様に不確かさを有するものの，これらを考慮した場合でも判断



 

基準を満足することに変わりはない。不確かさを考慮した各パラメー

タの幅を以下に示す。 

ⅰ．高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射

性物質の放出量評価 

    高レベル廃液等の沸騰前の水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性

物質の放出量評価の設定パラメータの不確かさについては，「8.2.2 

水素爆発の拡大防止対策の有効性評価」に示すとおりである。 

  ⅱ．高レベル廃液等の沸騰後の事態の収束までの放射性物質の放出量評価 

  (ⅰ) 貯槽等に内包する放射性物質量  

貯槽等に内包する放射性物質量は，再処理する使用済燃料の燃焼条

件の変動幅を考慮すると，放射性物質量の最大値は，１桁未満の下振

れを有する。また，再処理する使用済燃料の冷却期間によっては，減

衰による放射性物質量のさらなる低減効果を見込める可能性がある。 

  (ⅱ) 高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合 

高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合は，蒸発乾固の発生が

想定される高レベル廃液等の崩壊熱密度に依存するパラメータであり，

再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮すると，崩壊熱密度

の最大値は，１桁未満の下振れを有する。また，再処理する使用済燃

料の冷却期間によっては，減衰による崩壊熱密度のさらなる低減効果

を見込める可能性がある。 

一方，高レベル廃液等が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまで

の期間のうち，放射性物質の放出に寄与する時間割合は，冷却コイル

等への通水が実施されるタイミングに依存する。冷却コイル等への通



水の準備及び実施は，高レベル廃液等が沸騰に至った後に実施される

ことから，作業環境が悪化している可能性があり，これに伴い冷却コ

イル等への通水の準備及び実施が遅れる可能性がある。このため，放

射性物質の放出に寄与する時間割合は，大気中への放射性物質の放出

量（セシウム－137換算）に対する感度が大きいと考えられる。この

感度を把握するため，冷却コイル等への通水の準備の計画値である30

時間40分に対し，安全側の想定として，冷却コイル等への通水の準備

にさらに24時間の時間を要し，54時間40分後に冷却コイル等への通水

が開始されたと想定した場合，放射性物質の放出量は約３倍※となり，

条件によっては，設定値に対して１桁未満の上振れを有する可能性が

ある。 

※54時間40分÷(30時間40分－11時間)＝2.78

(ⅲ) 高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合

高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合は，

実験値に基づき安全余裕を見込んで0.005％を設定しているが，実験

体系が実機の体系を全て網羅できていないため，体系に起因した不確

かさが存在する。上限値としては，臨界に伴う沸騰時の移行率である

0.05％がある。また，実験値に対して安全余裕を見込んで設定してい

るため，１桁未満の下振れを有する。 

また，設定した移行率は，沸騰開始から乾燥し固化に至るまでの間

の積算移行率を確認した実験に基づき設定しているため，沸騰初期と

乾燥し固化に至る沸騰晩期とでは，高レベル廃液等の性状が異なり，

性状に応じて移行率が変化する可能性がある。これについては，移行

率の設定にあたって参照した実験における積算移行率の時間変化を確



 

認し，沸騰初期と沸騰晩期において有意な差を確認できなかったこと

から，高レベル廃液等の性状の差が移行割合に与える影響は無視でき

る。 

以上より，設定値に対して１桁未満の下振れを有するとともに，条

件によっては，設定値に対して１桁程度の上振れを有する可能性があ

る。 

  (ⅳ) 大気中への放出経路における除染係数 

大気中への放出経路における除染係数は，設定値に対して，凝縮器

による除去効果として１桁程度の下振れを有するとともに，各建屋の

塔槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴並びに放射性物質の導出先セル

及び各建屋の セル排気系 の構造的な特徴として，大気中への放射性

物質の放出量は１桁程度の下振れを有する。 

さらに，第７－１表に示す貯槽等から放射性物質の導出先セルまで

の放出経路上の塔槽類廃ガス処理設備の配管は，曲がり部が多く数十

ｍ以上の長さがあり，塔槽類廃ガス処理設備は多数の機器で構成され

ることにより，放射性エアロゾルの沈着による除去が期待できる。ま

た，凝縮器による蒸気の凝縮効果により放射性物質を大気中へ押し出

すエネルギの減衰が期待できる。また，放射性物質の導出先セルへの

導出後においては，放射性物質を導出先セルへ導出することによる放

射性エアロゾルの重力沈降による除去，建屋代替換気設備 のダクト

の曲がり部における慣性沈着及び圧力損失による放射性物質を大気中

へ押し出すエネルギの減衰により放射性エアロゾルの除去が期待でき

るため，条件によっては，大気中への放射性物質の放出量は１桁程度

の下振れを見込める可能性がある。 

一方，条件によっては設定値に対して，凝縮器による除去効果，塔



槽類廃ガス処理設備の構造的な特徴並びに放射性物質の導出先セル及

び各建屋の セル排気系 の構造的な特徴全体で，大気中への放射性物

質の放出量は１桁程度の上振れを有する可能性がある。 

沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質に気体状の放射性物質が含

まれていた場合には，放出経路上の除染係数が期待できず，大気中へ

の放射性物質の放出量は，高レベル廃液ガラス固化建屋の場合で大気

中への放射性物質の放出量は１桁程度増加する可能性がある。 

(ｄ) 貯槽等への注水による高レベル廃液等の温度低下に起因する不確かさ 

沸騰している高レベル廃液等へ注水することにより，沸騰状態にあ

る高レベル廃液等が未沸騰状態へ移行することで放射性物質の放出量

が低減する可能性がある。 

貯槽等への注水により高レベル廃液等の温度を沸点未満に下げるた

めには，高レベル廃液等が有する崩壊熱に対して，注水される水が沸

点に至るまでの熱量（顕熱）が大きくなければならず，蒸発速度の約

８倍以上の注水速度で注水する必要がある。 

貯槽等への注水では，過剰な量の注水による貯槽等内の高レベル廃

液等のオーバーフローの可能性があり，いかなる条件においても蒸発

速度の８倍以上の注水流量を確保することが困難であることから，貯

槽等への注水による放射性物質の放出量低減に係る不確かさの幅は設

定しない。 

【補足説明資料７－９】 

ｂ．操作の条件の不確かさの影響 

(ａ) 実施組織要員の操作 

「7.1.2 蒸発乾固の発生防止対策の有効性評価」に記載したとおり



である。 

(ｂ) 作業環境 

高レベル廃液等が沸騰に至るまでは有意な作業環境の悪化はなく，

貯槽等への注水の準備，塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路

の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フ

ィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による

対応に関する対策の準備及び実施は，高レベル廃液等が沸騰に至る前

までに実施することから，作業環境が実施組織要員の操作の時間余裕

に影響を与えることはない。 



7.2.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖 

(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析

高レベル廃液等が沸騰に至った場合には，拡大防止対策として，第

１貯水槽から貯槽等へ水を注水する。 

貯槽等への注水は，貯槽等に内包する高レベル廃液等が初期液量の

70％まで減少する前に実施する。 

  さらに，貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰開始後の事態収束の

ため，冷却コイル等への通水を実施し，蒸発乾固を想定する貯槽等に

内包する高レベル廃液等を冷却することで，未沸騰状態に導くととも

に，これを維持する。 

  以上の拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レベ

ル廃液等の状態によって生じる事故時環境は次のとおりである。

ａ．高レベル廃液等の状態 

蒸発乾固の発生を想定する貯槽等に内包されている高レベル廃液等

は，溶解液，抽出廃液，プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ），プルトニ

ウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）及び高レベル濃縮廃液である。

蒸発乾固は，平常運転時に貯槽等に内包する高レベル廃液等に対して，

異なる溶液が混入して発生する事象ではなく，冷却機能の喪失により

発生する事象であるため，高レベル廃液等の組成が変化することはな

い。 

一方，拡大防止対策である貯槽等への注水は間欠注水にて実施する

ため，高レベル廃液等が濃縮及び希釈を繰り返す。 

この過程における高レベル廃液等の状態変化のうち温度は，プルト

ニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）において最大で約120℃まで上昇する。



また，ルテニウムを内包する高レベル濃縮廃液において約110℃まで上

昇する。核燃料物質等の濃度及び崩壊熱密度は，プルトニウム濃縮液

（250ｇＰｕ／Ｌ）において初期値の約1.5倍まで，高レベル濃縮廃液

において初期値の約1.2倍まで上昇する。一方，溶解液，抽出廃液及び

プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ）は，高レベル廃液等が沸騰に至る

前に冷却コイル等への通水が開始されるため，溶解液，抽出廃液及び

プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ）が濃縮することはない。また，高

レベル廃液等は温度上昇及び濃縮するのみであり，貯槽等に内包する

放射性物質量及び崩壊熱自体が変わることはない。高レベル廃液等の

硝酸濃度は，最大でもプルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の約９規

定であり，高レベル濃縮廃液の場合，約３規定である。また，冷却コ

イル等への通水が実施される時間が初期液量の70％に至るまでの時間

より長いプルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）は，貯槽等への注水に

より希釈され，この時のプルトニウム濃縮液の硝酸濃度は約５規定と

なる。 

ｂ．高レベル廃液等の状態によって生じる事故時環境 

(ａ) 温度 

高レベル廃液等の温度は，各貯槽等における冷却コイル等への通水

を開始した時の温度又は高レベル廃液等が初期液量の 70％まで減少し

た時の温度を基に設定しており，「ａ．高レベル廃液等の状態」に記載

したとおり最大でも約 122℃である。 

高レベル廃液等の具体的な温度は，以下のとおりである。 

プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）：122℃（70％濃縮時の温度） 

プルトニウム溶液（24ｇＰｕ／Ｌ） 



：65℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

溶解液  ：57℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

抽出廃液 ：53℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

高レベル濃縮廃液   ：105℃（冷却コイル等通水開始時の温度） 

(ｂ) 圧力 

高レベル廃液等が沸騰に至り，貯槽等内及び貯槽等に接続する塔槽

類廃ガス処理設備内が加圧された場合には，水封安全器から圧力が減

圧される設計となっている。 

以上のことから，高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，系統内

の圧力は最大でも約３ｋＰａであり，平常運転時と同程度である。 

(ｃ) 湿度 

高レベル廃液等が沸騰に至った場合，蒸気により多湿環境となる。 

(ｄ) 放射線 

高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，高レベル廃液等が濃縮す

るのみであり，貯槽等内の放射性物質量が増加することはなく，また，

高レベル廃液等が濃縮する過程において臨界の発生は想定されないこ

とから，放射線量は平常運転時から変化することはない。 

一方，貯槽等外に着目した場合には，高レベル廃液等に含まれる放

射性物質が蒸気に同伴され，貯槽等外へ移行するため，貯槽等外の放

射線量は上昇する。 

(ｅ) 物質（水素，蒸気，煤煙，放射性物質，その他）及びエネルギの発生 

高レベル廃液等の沸騰に伴い，水素発生量Ｇ値が上昇し ，プルトニ

ウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合には，貯槽等への注水により硝酸

濃度が低下するため水素発生量が増加する。 

また，高レベル廃液等の沸騰に伴い蒸気が発生する。 



 

一方，高レベル廃液等が沸騰に至ったとしても，高レベル廃液等の

放射性物質の濃度が上昇するのみであり，臨界の発生は想定されない

ことから，新たな放射性物質の生成はない。 

ＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒は，平常運転時において，分離

建屋一時貯留処理設備の第１一時貯留処理槽，第６一時貯留処理槽，

第７一時貯留処理槽及び第８一時貯留処理槽並びに精製建屋一時貯留

処理設備の第１一時貯留処理槽，第２一時貯留処理槽及び第３一時貯

留処理槽において，有意量を受入れる場合があるが，通常状態で受入

れる可能性のある溶液の混合を考慮しても，総崩壊熱は最大でも１ｋ

Ｗ程度であり，高レベル廃液等の濃縮又は温度上昇が想定されず，有

機溶媒等による火災又は爆発の発生は想定されないことから，これら

の反応により生成する煤煙及びその他の物質が発生することはない。 

また，上記以外の貯槽等においては，分離設備のＴＢＰ洗浄塔及び

ＴＢＰ洗浄器並びにプルトニウム精製設備のＴＢＰ洗浄器において，

希釈材により除去され，溶媒再生系（分離・分配系）の第１洗浄器，

第２洗浄器及び第３洗浄器並びに溶媒再生系（プルトニウム精製系）

の第１洗浄器，第２洗浄器及び第３洗浄器において，炭酸ナトリウム

溶液等により，洗浄及び再生されることから，高レベル廃液等の沸騰

が発生する貯槽等には，有意量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒

が含まれることはなく，有機溶媒等による火災又は爆発の発生は想定

されないことから，これらの反応により生成する煤煙及びその他の物

質が発生することはない。 

以上のとおり，新たなエネルギの発生をもたらす現象が発生しない

ことから，高レベル廃液等の崩壊熱以外のエネルギの発生はない。 

 (ｆ) 落下又は転倒による荷重 



高レベル廃液等の温度が上昇したとしても，貯槽等の材質の強度が

有意に低下することはなく，貯槽等が落下又は転倒することはない。 

(ｇ) 腐食環境 

高レベル廃液等の沸騰により，高レベル廃液等の硝酸濃度は，プル

トニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合は最大で約９規定となり，高

レベル濃縮廃液の場合は最大で約３規定となる。そのため，蒸気及び

凝縮水の硝酸濃度が最大で約８規定となる。 

(２) 重大事故等の同時発生

「7.1.2.3 重大事故等の同時発生又は連鎖」に記載したとおりであ

る。 

異なる種類の重大事故等の同時発生に対する重大事故等対策の有効

性については，「13. 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の

対処」にまとめる。 

(３) 重大事故等の連鎖

拡大防止対策を考慮した時の高レベル廃液等の状態及び高レベル廃液

等の状態によって生じる事故時環境を明らかにし，高レベル廃液等の

状態によって新たに連鎖して発生する重大事故等の有無及び事故時環

境が安全機能の喪失をもたらすことによって連鎖して発生する重大事

故等の有無を明らかにする。 

ａ．事故進展により自らの貯槽等において連鎖して発生する重大事故等の

特定 

(ａ) 臨界事故 

「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，



 

プルトニウム濃縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の濃度が上昇し，70％濃縮時に

は約360ｇＰｕ／Ｌまでプルトニウムの濃度が上昇するが，プルトニウ

ム濃縮液を内包する貯槽等は全濃度安全形状寸法管理により臨界事故

の発生を防止しており，また，貯槽等の材質はステンレス鋼又はジル

コニウムであり，想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件によ

って貯槽等のバウンダリの健全性が損なわれることはなく，貯槽等の

胴部の外側に設置されている全濃度安全形状寸法管理を担う中性子吸

収材が損傷することはない。 

以上より，臨界事故が発生することはない。 

 (ｂ) 水素爆発 

   「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

高レベル廃液等が沸騰した場合の水素発生量は，平常運転時と比べて

相当多くなる。蒸発乾固の発生が想定される貯槽等は，全て安全圧縮

空気供給系から水素掃気用の圧縮空気が供給されており，安全圧縮空

気供給系からの水素掃気用の圧縮空気の供給量は，十分な余裕が確保

されていることから，沸騰時であっても貯槽等の気相部の水素濃度が

ドライ換算８ｖｏｌ％を超えることはない。さらに，プルトニウム濃

縮液（250ｇＰｕ／Ｌ）の場合には，貯槽等への注水により硝酸濃度が

平常運転時の７規定から５規定に低下し，これにより水素発生量が増

加するが，各々の硝酸濃度における水素発生Ｇ値は0.048及び0.059で

あり，希釈後のプルトニウム濃縮液の水素発生量は平常運転時の約1.3

倍になる程度である。これに対し，安全圧縮空気供給系からの水素掃

気用の圧縮空気の供給量は十分な余裕が確保されていることから，沸

騰時であっても貯槽等の気相部の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％を

超えることはない。 



また，高レベル廃液等の沸騰に伴い発生する蒸気により，貯槽等内の

圧力が上昇するが，圧力の上昇は最大でも約３ｋＰａと平常運転時と

同程度であり，貯槽等内の圧力上昇により安全圧縮空気供給系からの

水素掃気用の圧縮空気の供給が阻害されることはない。また，安全圧

縮空気系の配管の材質はステンレス鋼であり，想定される温度，圧力，

腐食環境等の環境条件によって安全圧縮空気系の配管が損傷すること

はない。 

以上より，水素爆発が発生することはない。 

(ｃ) 有機溶媒等による火災又は爆発 

「(１) 重大事故等の事象進展，事故規模の分析」に記載したとおり，

有意な量のＴＢＰ等を含む使用済みの有機溶媒が，高レベル廃液等の

沸騰が発生する貯槽等に混入することはない。 

また，沸騰が発生する貯槽等に接続する機器注水配管，冷却コイル等

の材質は，ステンレス鋼又はジルコニウムであり，想定される温度，

圧力，腐食環境等の環境条件によってこれらのバウンダリの健全性が

損なわれることはないことから，有機溶媒が混入することもない。 

以上より，有機溶媒等による火災又は爆発が発生することはない。 

(ｄ) 放射性物質の漏えい 

貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質はステンレス鋼又はジルコニ

ウムであり，想定される温度，圧力，腐食環境等の環境条件によって

これらのバウンダリの健全性が損なわれることはなく，放射性物質の

漏えいが発生することはない。 

ｂ．重大事故等が発生した貯槽等以外の安全機能への影響及び連鎖して発

生する重大事故等の特定 



  貯槽等及び貯槽等に接続する配管の材質はステンレス鋼又はジルコニ

ウムであり，想定される温度，圧力等の環境条件によってこれらのバ

ウンダリの健全性が損なわれることはなく，温度及び放射線以外の貯

槽等内の環境条件が貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外へ及ぶこと

はないことから，温度及び放射線以外の環境条件の変化によってその

他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

  温度及び放射線の影響は貯槽等及び貯槽等に接続する機器の外へ及ぶ

ものの，温度は最大でも120℃程度であり，また，放射線は平常運転時

と変わらず，これらの影響が十分な厚さを有するセルを超えてセル外

へ及ぶことはない。 

また，セル内の安全機能を有する機器もこれらの環境条件で健全性

を損なうことはないことから，温度及び放射線の環境条件の変化によ

ってその他の重大事故等が連鎖して発生することはない。 

  貯槽等に接続する配管を通じた貯槽等内の環境の伝播による安全機能

への影響の詳細は次のとおりである。 

(ａ) 安全圧縮空気系 

安全圧縮空気系からの水素掃気用の圧縮空気の供給圧は，貯槽等内

の圧力より高いことから，安全圧縮空気系配管を通じて貯槽等内の影

響が波及することはなく，高レベル廃液等の沸騰により安全圧縮空気

系が機能喪失することはない。 

以上より，高レベル廃液等の沸騰により安全圧縮空気系が機能喪失

することはなく，放射線分解により発生する水素による爆発が発生す

ることはない。 

(ｂ) 塔槽類廃ガス処理設備等 



 

   貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管を通じて，貯槽等内の

環境が塔槽類廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニット及び凝縮器並びに凝縮水回収配管（以下7.では「塔槽類

廃ガス処理設備等」という。）に波及する。 

   塔槽類廃ガス処理設備等の材質はステンレス鋼であり，貯槽等内の環

境条件によってバウンダリの健全性が損なわれることはない。 

   一方，塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは蒸気による機能

低下が想定されるものの，本現象は，蒸発乾固における想定条件その

ものである。 

以上より，高レベル廃液等の沸騰により塔槽類廃ガス処理設備等が

機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生することはない。 

 

 (ｃ) 放射性物質の放出経路（建屋換気設備等） 

導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の温度は，塔槽類廃ガス

処理設備からセルに導出するユニット上の凝縮器による蒸気の除去及

び除熱により 50℃以下となり，平常運転時の温度と同程度であるが，

水素掃気用の圧縮空気に溶存する湿分が導出先セルへ導出され多湿環

境となるものの，蒸気に含まれる硝酸成分のほとんどが凝縮水として

回収されることから，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の腐

食環境は，平常運転時と同じである。 

また，導出先セル及び導出先セル以降の排気経路の圧力は，塔槽類

廃ガス処理設備からセルに導出するユニット上の凝縮器による蒸気の

除去及び可搬型排風機の運転により大気圧と同程度となり，平常運転

時の圧力と同程度である。 



以上より，高レベル廃液等の沸騰により放射性物質の放出経路（建屋

換気設備）が機能喪失することはなく，放射性物質の漏えいが発生す

ることはない。 

ｄ．分析結果 

蒸発乾固の発生が想定される５建屋13機器グループ，53貯槽等の全

てにおいて重大事故等が同時発生することを前提として評価を実施し

た。高レベル廃液等が沸騰し，濃縮及び希釈を繰り返す過程において，

放射線分解により発生する水素の生成量が増加するが，安全圧縮空気

供給系からの水素掃気用の圧縮空気の供給量は，十分な余裕が確保さ

れており，沸騰時であっても貯槽等の気相部の水素濃度がドライ換算

８ｖｏｌ％を超えることがないこと等，蒸発乾固の発生によって他の

重大事故等が連鎖して発生することがないことを確認した。 

【補足説明資料７－13】 



7.2.2.4 判断基準への適合性の検討 

蒸発乾固の拡大防止対策として，蒸発乾固の発生が想定される貯槽

等への注水手段，冷却コイル等への通水手段，貯槽等において沸騰に

伴い気相中へ移行した放射性物質をセルへ導出する手段，凝縮器によ

り発生した蒸気及び放射性物質を除去し，可搬型フィルタ及び可搬型

排風機を用いたセル排気系を代替する排気系により放射性物質を除去

する手段を整備しており，これらの対策について，外的事象の「地震」

を要因として有効性評価を行った。 

貯槽等への注水は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに貯槽等へ

の注水に係る準備作業を完了し，沸騰後，沸騰に伴い減少した高レベ

ル廃液等の液量を回復するため，定期的に貯槽等へ注水することで，

蒸発乾固が進行することを防止している。 

また，実施組織要員に余裕ができた時点で，貯槽等への注水により

蒸発乾固の進行を防止している状態を維持しながら，冷却コイル等へ

の通水の準備に着手し，準備が完了次第実施することで，高レベル廃

液等の温度を沸点未満へ移行させることで，蒸発乾固の事態の収束を

図り，安定状態を維持できる。 

放射性物質をセルへ導出する手段，凝縮器により発生した蒸気及び

放射性物質を除去し，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル

排気系を代替する排気系により放射性物質を除去する手段は，蒸発乾

固に伴い気相中へ移行する放射性物質に対して各々十分な除染係数を

確保し，大気中への放射性物質の放出量を可能な限り低減している。

また，放射性物質のセルへの導出に係る準備作業，凝縮器への通水に

係る準備作業及び可搬型フィルタ，可搬型デミスタ，可搬型排風機，

可搬型ダクトを建屋換気設備に接続し，主排気筒を介して大気中へ放



射性物質を管理放出するための準備作業を高レベル廃液等が沸騰に至

る前で実行可能な限り早期に完了させ，これらを稼動させることで主

排気筒から大気中への放射性物質の放出量を低減できる。 

事態が収束するまでの沸騰による主排気筒から大気中への放射性物

質の放出量（セシウム－137 換算）は，５建屋合計で約１×10－５ＴＢｑ

である。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，実施組織要員の操作時

間に与える影響及び評価結果に与える影響は無視できる又は小さいこ

とを確認した。 

また，外的事象の「地震」とは異なる特徴を有する外的事象の「火

山」を要因とした場合に有効性評価へ与える影響を分析した。 

外的事象の「火山」を要因とした場合には，建屋外における蒸発乾

固の拡大防止対策の準備に要する時間に与える影響及び蒸発乾固の拡

大防止対策の維持に与える影響を分析し，降灰予報（「やや多量」以

上）を受けて建屋外作業に着手すること及び除灰作業を織り込んだ作

業計画を整備していることで，蒸発乾固の拡大防止対策の有効性へ与

える影響が排除されていることを確認した。 

以上の有効性評価にて，蒸発乾固の発生が想定される５建屋 13 機器

グループ，53 貯槽等の全てにおいて重大事故等が同時発生することを

前提として評価を実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効である

ことを確認した。また，想定される事故時環境において，蒸発乾固の

発生が想定される貯槽等に接続する安全機能を有する機器が，損傷又

は機能喪失することはなく，他の重大事故等が連鎖して発生すること

がないことを確認した。 

以上のことから，内部ループへの通水が機能しなかったとしても，



貯槽等への注水により放射性物質の発生を抑制し，及び蒸発乾固の進

行を防止でき，また，冷却コイル等への通水により事態を収束できる。

また，有効性評価で示す大気中への放射性物質の放出量は実行可能な

限り低く，大気中への異常な水準の放出を防止することができる。 

以上より，「7.2.2.1 (５) 判断基準」を満足する。 



7.3 蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員及び資源を以

下に示す。 

(１) 必要な要員の評価

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策において，外的事象の

「地震」を要因とした場合で，同時に作業する要員が最も多い場合の

要員数は98人であり，待機している要員を含めた場合の蒸発乾固の発

生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員は147人である。 

外的事象の「地震」とは異なる環境条件をもたらす可能性のある外

的事象の「火山」を要因とした場合，同時に作業する要員が最も多い

場合の要員数は96人であり，待機している要員を含めた場合の蒸発乾

固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員は146人である。 

また，内的事象の「長時間の全交流動力電源の喪失」及び「動的機

器の多重故障」を要因とした場合は，外的事象の「地震」を要因とし

た場合に想定される環境条件より悪化することが想定されず，重大事

故等対策の内容にも違いがないことから，必要な要員は合計147人以内

である。 

以上より，蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員

は，最大でも147人であるが，事業所内に常駐している実施組織要員は

164人であり，必要な作業が可能である。 

(２) 必要な資源の評価

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な水源及び電源を

以下に示す。 

ａ．水源 



 

(ａ) 内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水に

よる水の温度影響評価 

第１貯水槽の一区画及び通水経路からの放熱を考慮せず断熱を仮定

した場合であっても，内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及

び凝縮器への通水で使用する第１貯水槽の一区画の水温の上昇は１日

あたり約 3.1℃であり，実際の放熱を考慮すれば冷却を維持することは

可能である。 

  水の温度影響評価の詳細を以下に示す。 

内部ループへの通水，冷却コイル等への通水及び凝縮器への通水に使

用した排水は，第１貯水槽の一区画へ戻し再利用する。この場合，第

１貯水槽の水量は，貯槽等への注水並びに第１貯水槽及び可搬型排水

受槽の開口部からの自然蒸発によって減少するが，第１貯水槽及び可

搬型排水受槽の開口部は小さく，自然蒸発の影響は小さいことから，

貯槽等への注水による減少分を考慮した第１貯水槽の一区画の温度上

昇を算出するとともに，冷却への影響を分析した。 

第１貯水槽の水の温度への影響の評価の条件は，外的事象の「地震」

又は「火山」の想定によらず同じである。 

   第１貯水槽の水温の上昇は以下の仮定により算出した。 

     冷却対象貯槽の総熱負荷  ： 1,470ｋＷ 

     第１貯水槽の水量   ：  9,970ｍ３※１ 

     第１貯水槽の初期水温  ：  29℃ 

     第１貯水槽の水の密度  ：  996ｋｇ／ｍ３※２ 

     第１貯水槽の水の比熱  ：  4,179Ｊ／ｋｇ／Ｋ※２ 

※１ 貯槽等に内包する溶液が沸騰することによって消費する蒸発量

約 26ｍ３を切り上げて 30ｍ３とし，第１貯水槽の一区画分の容



 

積 10,000ｍ３から減じて設定。 

※２ 伝熱工学資料第４版 300Ｋの水の物性を引用 

 

貯槽等から回収した熱量はそのまま第１貯水槽の水に与えられるこ

とから，第１貯水槽の１日あたりの水温上昇⊿Ｔは次のとおり算出さ

れる。 

 

    ⊿Ｔ[℃／日] ＝ 1,470,000[Ｊ／ｓ]×86,400[ｓ／日] 

                ／（9,970[ｍ３]×996[ｋｇ／ｍ３]×4,179[Ｊ／ｋｇ／Ｋ] 

           ＝ 約 3.1℃／日 

 

なお，上記に示したとおり，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少

は，第１貯水槽及び可搬型排水受槽の開口部の構造上の特徴から，有

意な量の水が蒸発することは考え難いが，自然蒸発による第１貯水槽

の水の減少が第１貯水槽の水の温度に与える影響を把握する観点から，

現実的には想定し得ない条件として，冷却対象貯槽等の総熱負荷によ

り第１貯水槽の水が蒸発する想定を置いた場合の第１貯水槽の水の温

度上昇を評価する。 

本想定における第１貯水槽の水の蒸発量は約 310ｍ３となる。これを

考慮し，第１貯水槽の水量を 9,690ｍ３と設定した場合，第１貯水槽の

温度上昇は約 3.2℃／日であり，自然蒸発による第１貯水槽の水の減少

が第１貯水槽の水の温度に与える影響は小さいと判断できる。 

 

 (ｂ) 水の使用量の評価 

貯槽等への注水によって消費される水量は，冷却コイル等への通水



 

を開始し，高レベル廃液等が未沸騰状態に移行するまでの期間を考慮

すると，外的事象の「地震」又は「火山」の想定によらず，合計約26

ｍ３の水が必要である。また，代替安全冷却水系と第１貯水槽間を循環

させるために必要な水量は，約3,000ｍ３である。 

水源として，第１貯水槽の一区画に約10,000ｍ３の水を保有しており，

これにより，必要な水源は確保可能である。 

  貯槽等への注水よって消費される水量についての詳細を以下に示す。 

    前処理建屋                 約０ｍ３ 

    分離建屋                  約1.4ｍ３ 

    精製建屋                  約2.1ｍ３ 

    ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋      約0.2ｍ３ 

    高レベル廃液ガラス固化建屋         約23ｍ３ 

    全建屋合計                 約26ｍ３ 

 

ｂ．燃料 

全ての建屋の蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策を７日間継

続して実施するのに必要な軽油は, 外的事象の「地震」を想定した場

合，合計で約62ｍ３である。また，外的事象の「火山」を想定した場合，

合計で約63ｍ３である。 

軽油貯蔵タンクにて約600ｍ３の軽油を確保していることから，外部

支援を考慮しなくとも７日間の対処の継続が可能である。 

 必要な燃料についての詳細を以下に示す。 

(ａ) 内部ループへの通水，貯槽等への注水，冷却コイル等への通水及び

凝縮器への通水に使用する可搬型中型移送ポンプ 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に使用する可搬型中型移



送ポンプによる各建屋の水の給排水については，可搬型中型移送ポン

プの起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は

「火山」の想定によらず，運転継続に合計約40ｍ３の軽油が必要である。 

【第１貯水槽から建屋への水供給及び建屋から第１貯水槽への排水】 

前処理建屋        約12ｍ３ 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

約14ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約14ｍ３ 

全建屋合計  約40ｍ３ 

(ｂ) 可搬型排風機の運転に使用する可搬型発電機 

蒸発乾固の拡大防止対策に使用する可搬型発電機は，可搬型発電機

の起動から７日間の対応を考慮すると，外的事象の「地震」又は「火

山」の想定によらず，運転継続に合計約12ｍ３の軽油が必要である。 

前処理建屋  約2.9ｍ３ 

分離建屋  約3.0ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約3.0ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  約3.0ｍ３ 

全建屋合計 約12ｍ３ 

(ｃ) 代替排気モニタリング設備の可搬型発電機 

代替排気モニタリング設備の可搬型発電機による電源供給は，可搬

型発電機の起動から７日目までの運転を想定すると，外的事象の「地

震」又は「火山」の想定によらず，運転継続に合計約0.22ｍ３の軽油が

必要となる。 

(ｄ) 可搬型空気圧縮機 

代替計測制御設備の可搬型貯槽液位計への圧縮空気の供給に使用す



る可搬型空気圧縮機は，可搬型空気圧縮機の起動から７日間の対応を

考慮すると，外的事象の「地震」又は「火山」の想定によらず，運転

継続に合計約5.9ｍ３の軽油が必要である。 

前処理建屋  約1.4ｍ３ 

分離建屋  約1.7ｍ３ 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約1.4ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋  約1.6ｍ３ 

全建屋合計 約5.9ｍ３

(ｅ) 蒸発乾固対応時の運搬等に必要な車両 

燃料の運搬，可搬型重大事故等対処設備の運搬及び設置並びにアク

セスルートの整備等に使用する軽油用タンクローリ，可搬型中型移送

ポンプ運搬車，ホース展張車及び運搬車並びにホイールローダは，外

的事象の「地震」を想定した場合，車両の使用開始から７日間の対応

を考慮すると，運転継続に合計約4.7ｍ３の軽油が必要となる。また，

外的事象の「火山」を想定した場合，車両の使用開始から７日間の対

応を考慮すると，運転継続に合計約4.8ｍ３の軽油が必要となる。 

【補足説明資料７－６】 

ｃ．電源 

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷は，前処理建屋における蒸発乾

固の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡで

あり，必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約39ｋ

ＶＡである。 

前処理建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 



分離建屋可搬型発電機の電源負荷は，分離建屋における蒸発乾固の

拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，

必要な給電容量は，可搬型排風機の起動時を考慮しても約39ｋＶＡで

ある。 

分離建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶＡであり，必要負荷

に対しての電源供給が可能である。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷は，精

製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の拡

大防止対策に必要な負荷として，精製建屋及びウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋の可搬型排風機の約11ｋＶＡである。精製建屋の可搬型

排風機の起動は，冷却機能の喪失から６時間40分後，ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機の起動は，冷却機能の喪失から15

時間後であり，可搬型排風機の起動タイミングの違いを考慮すると，

約45ｋＶＡの給電が必要である。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の供給容量は，約

80ｋＶＡであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷は，高レベル

廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固の拡大防止対策に必要な負荷と

して，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，必要な給電容量は，可搬型

排風機の起動時を考慮しても約39ｋＶＡである。 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の供給容量は，約80ｋＶ

Ａであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

代替排気モニタリング設備の可搬型発電機の電源負荷は，主排気筒

から大気中への放射性物質の放出状況の監視に必要な負荷として，約

1.8ｋＶＡであり，対象負荷の起動時を考慮しても約1.8ｋＶＡである。 



代替排気モニタリング設備の可搬型発電機の供給容量は，約３ｋＶ

Ａであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

【補足説明資料７－６】 
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第７―１表 蒸発乾固の発生を想定する貯槽等 

建屋 機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

前処理建屋 

前処理建屋内部ループ

１ 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

リサイクル槽Ａ

リサイクル槽Ｂ

前処理建屋内部ループ

２ 

中間ポットＡ 

中間ポットＢ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 

分離建屋 

分離建屋内部ループ１ 高レベル廃液濃縮缶 

分離建屋内部ループ２ 
高レベル廃液供給槽 

第６一時貯留処理槽 

分離建屋内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

第１一時貯留処理槽 

第８一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 



（つづき） 

建屋 機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

精製建屋 

精製建屋内部ループ

１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

リサイクル槽

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋内部ループ

２ 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

ウラン・

プルトニウム

混合脱硝建屋

ウラン・

プルトニウム

混合脱硝建屋

内部ループ

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※ 

※平常運転時は空運用 



（つづき） 

建屋 機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

高レベル廃液 

ガラス 

固化建屋 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

２ 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

３ 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ

５ 

高レベル廃液共用貯槽※ 

※平常運転時は空運用 



判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ． 内部ループ

への通水の

実施判断 

安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷却水を循環するためのポン

プが多重故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼ

ル発電機を運転できない場合は，内部ループへの通水の実施を判断し，以下のｂ．及びｃ．に移行する。
－ － － 

ｂ． 建屋外の水

供給経路の

構築 

各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポ

ンプを接続し，貯水槽から各建屋へ水を供給するための経路を構築する。また，可搬型排水受槽及び可搬型

中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，冷却に使用した冷却水

を貯水槽へ移送するための経路を構築する。 

 設計基準を超える条件より厳しい条件としての外部事象の「火山」を条件として冷却機能が喪失した場合に

は，降灰により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，可搬型中型移送ポンプを各建屋

内及び保管庫内に配置する。

貯水槽

可搬型中型移送ポン

プ

可搬型建屋外ホース

可搬型排水受槽

可搬型中型移送ポン

プ運搬車

ホース展張車

運搬車

可搬型建屋供給冷却水流

量計

ｃ．  内部ループ

への通水に

よる冷却の

準備

機器へ可搬型貯槽温度計を設置する。また，機器グループの内部ループの漏えいの有無を，安全冷却水系の

内部ループに設置されている膨張槽の液位により確認する。ただし，分離建屋内部ループ１の内部ループの

漏えいの有無は，当該内部ループを高レベル廃液濃縮缶の加熱運転時の加熱蒸気の供給経路と兼用してお

り，当該内部ループには膨張槽がないことから，貯水槽から安全冷却水系の内部ループへ水を供給するため

の経路を構築後，可搬型中型移送ポンプによる安全冷却水系の内部ループの加圧により確認する。

可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを安全冷却水系の内部ループに

接続する。

建屋外の水供給経路の構築が完了した後，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続する。

各建屋の内部ループ

配管

各建屋の冷却コイル

配管及び冷却ジャケ

ット配管

冷却水給排水系

蒸発乾固対象貯槽等

貯水槽

可搬型中型移送ポン

プ

可搬型建屋外ホース

可搬型建屋内ホース

計測制御設備

可搬型貯槽温度計

可搬型膨張槽液位計

可搬型冷却コイル圧力計

可搬型建屋供給冷却水流

量計

可搬型冷却水流量計

第 7.1.1―１表 内部ループへの通水における手順及び設備の関係



 

 

（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｄ． 内部ループ

への通水の

実施判断 

 安全冷却水系の内部ループへの通水の準備が完了後直ちに，安全冷却水系の内部ループへの通水の実施を判

断し，以下のｅ．へ移行する。 

－ － － 

ｅ． 内部ループ

への通水の

実施 

 可搬型中型移送ポンプにより貯水槽から安全冷却水系の内部ループに通水する。通水流量は，可搬型冷却水

流量計及び可搬型建屋内ホースの流量調節弁又は流量調整ユニットにより調整する。 

 安全冷却水系の内部ループへの通水時に必要な監視項目は，通水流量及び機器に内包する溶液の温度であ

る。 

 内部ループへの通水に使用した冷却水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて汚染の有無を監視する。また，

可搬型排水受槽に回収し，可搬型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，貯水槽へ移送する。 

 各建屋の内部ループ

配管 

 各建屋の冷却コイル

配管及び冷却ジャケ

ット配管 

 冷却水給排水系 

 蒸発乾固対象貯槽等 

 貯水槽水系 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポン

プ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 可搬型排水受槽 

 可搬型放射能測定装

置 

 可搬型貯槽温度計 

 可搬型建屋供給冷却水流

量計 

 可搬型冷却水排水線量計 

 可搬型冷却水流量計 

ｆ． 内部ループ

への通水の

成功判断 

 機器に内包する溶液の温度が85℃以下で安定していることを確認することにより，安全冷却水系の内部ルー

プへの通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 

 冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は，機器に内包する溶液の温度である。 

 

－ － 
 計測制御設備 

 可搬型貯槽温度計 

※下線が引かれているものは新規設置設備 



第 7.1.2－１表 有効性評価に係る主要評価条件（前処理建屋） 

蒸発乾固対象貯槽等 貯槽等の 材質 

崩壊熱 

密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽等の 

質量 

Ｍ 

[ｋｇ] 

貯槽等の 

比熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル廃液

等の 密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

高レベル廃液等 

の比熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル

廃液等の

硝酸濃度 

[規定 ] 

高レベル廃

液等の 沸点 

Ｔ
１
[℃]

高レベル

廃液等の

初期温度 

Ｔ
０
[℃]

中継槽Ａ ステンレス鋼 600 7 12100 499 1410 0.7 3 103 34 

中継槽Ｂ ステンレス鋼 600 7 12100 499 1410 0.7 3 103 34 

リサイクル槽Ａ ステンレス鋼 600 2 3750 499 1410 0.7 3 103 33 

リサイクル槽Ｂ ステンレス鋼 600 2 3750 499 1410 0.7 3 103 33 

計量前中間貯槽Ａ ステンレス鋼 600 25 19100 499 1410 0.7 3 103 32 

計量前中間貯槽Ｂ ステンレス鋼 600 25 19100 499 1410 0.7 3 103 32 

計量後中間貯槽 ステンレス鋼 460 25 19800 499 1410 0.7 3 103 32 

計量・調整槽 ステンレス鋼 460 25 7950 499 1410 0.7 3 103 32 

計量補助槽 ステンレス鋼 460 7 5100 499 1410 0.7 3 103 32 

中間ポットＡ ジルコニウム 600  385 288 1400 0.7 3 103 30 

中間ポットＢ ジルコニウム 600  385 288 1400 0.7 3 103 30 

については商業機密の観点から公開できません。



第 7.1.2－２表 有効性評価に係る主要評価条件（分離建屋） 

蒸発乾固対象貯槽等 貯槽等の材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽等の 

質量 

Ｍ 

[ｋｇ] 

貯槽等の 

比熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ]  

高レベル廃

液等の 密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
] 

高レベル廃液等の 

比熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル

廃液等の 

硝酸濃度 

[規定 ] 

高レベル

廃液等の 

沸点 

Ｔ
１
[℃] 

高レベル廃

液等の 

初期温度 

Ｔ
０
[℃]

溶解液中間貯槽 ステンレス鋼 460 25 10950 499 1410 0.7 3 103 32 

溶解液供給槽 ステンレス鋼 460 6 3360 499 1410 0.7 3 103 32 

抽出廃液受槽 ステンレス鋼 290 15 5040 499 1073 0.845 2.8 103 35 

抽出廃液中間貯槽 ステンレス鋼 290 20 6140 499 1073 0.845 3 103 35 

抽出廃液供給槽Ａ ステンレス鋼 290 60 20700 499 1073 0.845 2.6 103 35 

抽出廃液供給槽Ｂ ステンレス鋼 290 60 21050 499 1073 0.845 2.6 103 35 

第１一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290 3 6200 499 1073 0.845 2.8 103 35 

第８一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290  7500 499 1073 0.845 2.8 103 35 

第７一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290  5800 499 1073 0.845 2.8 103 35 

第３一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290 20 7130 499 1073 0.845 2.8 103 35 

第４一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290 20 7430 499 1073 0.845 2.8 103 35 

第６一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290  2780 499 1073 0.845 2.8 103 32 

高レベル廃液供給槽Ａ ステンレス鋼 120 20 18000 499 1050 0.87 2.6 103 30 

高レベル廃液濃縮缶Ａ ステンレス鋼 5800  63400 499 1460 0.58 4 104 50 

については商業機密の観点から公開できません。



第 7.1.2－３表 有効性評価に係る主要評価条件（精製建屋） 

蒸発乾固対象貯槽等 貯槽等の 材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽等の 

質量 

Ｍ 

[ｋｇ] 

貯槽等の 

比熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル 

廃液等の 密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

高レベル廃液等 

の比熱 

C’ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル 

廃液等の 

硝酸濃度 

[規定 ] 

高レベル

廃液等の 

沸点 

Ｔ
１
[℃]

高レベル 

廃液等の 

初期温度Ｔ

０
[℃] 

プルトニウム溶液受槽 ステンレス鋼 930  3400 499 1080 0.89 1.58 101 36 

油水分離槽 ステンレス鋼 930  3500 499 1080 0.89 1.58 101 36 

プルトニウム濃縮缶供給槽 ステンレス鋼 930 3 8700 499 1080 0.89 1.58 101 42 

プルトニウム溶液一時貯槽 ステンレス鋼 930 3 9000 499 1080 0.89 1.58 101 41 

プルトニウム濃縮液受槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 

リサイクル槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 

希釈槽 ステンレス鋼 8600 2.5 8300 499 1620 0.59 7 109 45 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 ステンレス鋼 8600 1.5 5800 499 1620 0.59 7 109 49 

プルトニウム濃縮液計量槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 

第１一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 1.5 4600 499 1080 0.89 1.58 101 38 

第２一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 1.5 4600 499 1080 0.89 1.58 101 38 

第３一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 3 8700 499 1080 0.89 1.58 101 42 

については商業機密の観点から公開できません。



 

 

第 7.1.2－４表 有効性評価に係る主要評価条件（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 
 

蒸発乾固対象貯槽等 貯槽等の 材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]  

貯槽等の 

質量 

Ｍ 

[ｋｇ]  

貯槽等の 

比熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ]  

高レベル廃

液等の 密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
] 

高レベル廃液等の 

比熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ]  

高レベル 

廃液等の 

硝酸濃度 

[規定 ]  

高レベル

廃液等の 

沸点 

Ｔ
１
[℃]  

高レベル廃

液等の 

初期温度 

Ｔ
０
[℃]  

硝酸プルトニウム貯槽 ステンレス鋼 8600 1 9600 499 1580  0.59  7 109 41 

混合槽Ａ ステンレス鋼 5300 1 9600 499 1570  0.59  4.38 105 37 

混合槽Ｂ ステンレス鋼 5300 1 9600 499 1570  0.59  4.38 105 37 

一時貯槽 ステンレス鋼 8600 1 9600 499 1580  0.59  7 109 41 

 

 

 

 



第 7.1.2－５表 有効性評価に係る主要評価条件（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

蒸発乾固対象貯槽等 貯槽等の 材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽等の 

質量 

Ｍ 

[ｋｇ] 

貯槽等の 

比熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル廃

液等の 密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

高レベル廃液等の 

比熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル

廃液等の 

硝酸濃度 

[規定 ] 

高レベル

廃液等の 

沸点 

Ｔ
１
[℃]

高レベル廃

液等の 

初期温度 

Ｔ
０
[℃]

第１高レベル濃縮廃液貯槽 ステンレス鋼 3200 120 70000 499 1300 0.8 2 102 41 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 ステンレス鋼 3200 120 70000 499 1300 0.8 2 102 41 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 ステンレス鋼 3600 25 20600 499 1300 0.8 2 102 39 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 ステンレス鋼 3600 25 20600 499 1300 0.8 2 102 39 

高レベル廃液混合槽Ａ ステンレス鋼 3600 20 22200 499 1300 0.8 2 102 41 

高レベル廃液混合槽Ｂ ステンレス鋼 3600 20 22200 499 1300 0.8 2 102 41 

供給液槽Ａ ステンレス鋼 3600 5 8300 499 1300 0.8 2 102 41 

供給液槽Ｂ ステンレス鋼 3600 5 8300 499 1300 0.8 2 102 41 

供給槽Ａ ステンレス鋼 3600 2 3300 499 1300 0.8 2 102 41 

供給槽Ｂ ステンレス鋼 3600 2 3300 499 1300 0.8 2 102 41 

高レベル廃液共用貯槽 ステンレス鋼 3200 120 70000 499 1300 0.8 2 102 41 



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却ジャケット配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
中継槽A ○ ○ ○ ○
中継槽A（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
中継槽B ○ ○ ○ ○
中継槽B（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
リサイクル槽A ○ ○ ○ ○
リサイクル槽A（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
リサイクル槽B ○ ○ ○ ○
リサイクル槽B（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス洗浄塔シール ポット × × × ○
前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○
前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○
凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
可搬型建屋内ホース[流路] × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
主排気筒へ排出するユニット × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9kV非常用主母線 × × × ×
前処理建屋の6.9kV非常用母線 × × × ×
制御建屋の6.9kV非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
前処理建屋の460V非常用母線 × × × ×
制御建屋の460V非常用母線 × × × ×
前処理建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
前処理建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
前処理建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
前処理建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
前処理建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
前処理建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
前処理建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

機器
グルー
プ

拡大防止対策設備

代替安全冷却水系

前処理建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

第7.1.2－６表　冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備

前処理
建屋内
部ルー
プ１

水供給設備

清澄・計量設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備

前処理建屋
代替換気設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
冷却ジャケット配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
計量前中間貯槽A ○ ○ ○ ○
計量前中間貯槽A（冷却コイル） ○ × ○ ×
計量前中間貯槽B ○ ○ ○ ○
計量前中間貯槽B（冷却コイル） ○ × ○ ×
計量後中間貯槽 ○ ○ ○ ○
計量後中間貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
計量・調整槽 ○ ○ ○ ○
計量・調整槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
計量補助槽 ○ ○ ○ ○
計量補助槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
中間ポットA ○ ○ ○ ○
中間ポットA（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
中間ポットB ○ ○ ○ ○
中間ポットB（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス洗浄塔シール ポット × × × ○
前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○
前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○
凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
可搬型建屋内ホース[流路] × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
主排気筒へ排出するユニット × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9kV非常用主母線 × × × ×
前処理建屋の6.9kV非常用母線 × × × ×
制御建屋の6.9kV非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
前処理建屋の460V非常用母線 × × × ×
制御建屋の460V非常用母線 × × × ×
前処理建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
前処理建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
前処理建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
前処理建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
前処理建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
前処理建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
前処理建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

代替安全冷却水系

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策

清澄・計量設備

溶解設備

（つづき）

前処理
建屋内
部ルー
プ２

水供給設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備

前処理建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

前処理建屋
代替換気設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
高レベル廃液濃縮缶 ○ ○ ○ ○
高レベル廃液濃縮缶（冷却コイル） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス リリーフ ポット × × × ○
分離建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○
分離建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィルタ） × × × ○
高レベル廃液濃縮缶凝縮器 × × × ○
第1エジェクタ凝縮器 × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×

外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×

外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
分離建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備から+セルに導出するユニット（フィルタ） × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
分離建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
分離建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
分離建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
分離建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
分離建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
分離建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

代替安全冷却水系

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策
（つづき）

分離建
屋内部
ループ
１

水供給設備

高レベル廃液濃縮設備
高レベル廃液濃縮系

分離建屋
代替換気設備

分離建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
冷却ジャケット配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
高レベル廃液供給槽 ○ ○ ○ ○
高レベル廃液供給槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
第6一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第6一時貯留処理槽（冷却ジャケット） ○ × ○ ×

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備
塔槽類廃ガス処理系

機器注水配管・弁[流路] × × × ×

配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス リリーフ ポット × × × ○
分離建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出
するユニット

× × × ○

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出
するユニット（フィルタ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
可搬型配管[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
分離建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
分離建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
分離建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
分離建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
分離建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
分離建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
分離建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
分離建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

代替安全冷却水系

分離建屋
代替換気設備

分離建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

分離建
屋内部
ループ
２

水供給設備

拡大防止対策
機器

グルー
プ

（つづき）

高レベル廃液濃縮系

分離建屋一時貯留処理設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
第1一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第1一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
第3一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第3一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
第4一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第4一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
第7一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第7一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
第8一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第8一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
溶解液中間貯槽 ○ ○ ○ ○
溶解液中間貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
溶解液供給槽 ○ ○ ○ ○
溶解液供給槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
抽出廃液受槽 ○ ○ ○ ○
抽出廃液受槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
抽出廃液中間貯槽 ○ ○ ○ ○
抽出廃液中間貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
抽出廃液供給槽A ○ ○ ○ ○
抽出廃液供給槽A（冷却コイル） ○ × ○ ×
抽出廃液供給槽B ○ ○ ○ ○
抽出廃液供給槽B（冷却コイル） ○ × ○ ×

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備
塔槽類廃ガス処理系

機器注水配管・弁[流路] × × × ×

配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス リリーフ ポット × × × ○
分離建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出
するユニット

× × × ○

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出
するユニット（フィルタ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
可搬型配管[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
分離建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
分離建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
分離建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
分離建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
分離建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
分離建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
分離建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
分離建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

代替安全冷却水系

分離設備

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策

分離建屋
代替換気設備

分離建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

分離建
屋内部
ループ
３

水供給設備

分離建屋一時貯留処理設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

（つづき）

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
プルトニウム濃縮液受槽 ○ ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液受槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
リサイクル槽 ○ ○ ○ ○
リサイクル槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
希釈槽 ○ ○ ○ ○
希釈槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
プルトニウム濃縮液一時貯槽 ○ ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液一時貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
プルトニウム濃縮液計量槽 ○ ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液計量槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
プルトニウム濃縮液中間貯槽 ○ ○ ○ ○
プルトニウム濃縮液中間貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備
塔槽類廃ガス処理系

機器注水配管・弁[流路] × × × ×

配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガスポット × × × ○
精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）からセルに導出す
るユニット

× × × ○

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）からセルに導出す
るユニット（フィルタ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
可搬型建屋内ホース[流路] × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
硝酸供給ポンプ × × × ×
酸除染液調整槽ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×
非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
精製建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
精製建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
精製建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
精製建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
精製建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
精製建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
精製建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

精製建屋
代替換気設備

精製建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策

プルトニウム精製設備

（つづき）

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備

代替安全冷却水系

精製建
屋内部
ループ
１

水供給設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
プルトニウム溶液受槽 ○ ○ ○ ○
プルトニウム溶液受槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
油水分離槽 ○ ○ ○ ○
油水分離槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
プルトニウム濃縮缶供給槽 ○ ○ ○ ○
プルトニウム濃縮缶供給槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
プルトニウム溶液一時貯槽 ○ ○ ○ ○
プルトニウム溶液一時貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
第１一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第１一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
第２一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第２一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
第３一時貯留処理槽 ○ ○ ○ ○
第３一時貯留処理槽（冷却コイル） ○ × ○ ×

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備
塔槽類廃ガス処理系

機器注水配管・弁[流路] × × × ×

配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガスポット × × × ○

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）からセルに導出す
るユニット

× × × ○

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）からセルに導出す
るユニット（フィルタ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
可搬型建屋内ホース[流路] × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
硝酸供給ポンプ × × × ×
酸除染液調整槽ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×
非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
精製建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
精製建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
精製建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
精製建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
精製建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
精製建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
精製建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策
（つづき）

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

プルトニウム精製設備

精製建屋一時貯留処理設備

精製建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

精製建屋
代替換気設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備

精製建
屋

内部
ループ
２

水供給設備

代替安全冷却水系



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却ジャケット配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
硝酸プルトニウム貯槽 ○ ○ ○ ○
硝酸プルトニウム貯槽（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
混合槽A ○ ○ ○ ○
混合槽A（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
混合槽B ○ ○ ○ ○
混合槽B（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
一時貯槽 ○ ○ ○ ○
一時貯槽（冷却ジャケット） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット
（フィルタ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
可搬型建屋内ホース[流路] × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
硝酸供給ポンプ × × × ×
硝酸溶液供給ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×
非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の6.9ｋＶ非常用母線
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の非常用直流
主分電盤

× × × ×

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク ○ ○ ○ ○

軽油用タンク ローリ ○ ○ ○ ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

（つづき）

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策

水供給設備

代替安全冷却水系

ウラン・プルトニウム混合脱硝設備
溶液系

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
代替換気設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

化学薬品貯蔵設備の
化学薬品貯蔵供給系

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備

ウラ
ン・プ
ルトニ
ウム混
合脱硝
建屋
内部

ループ



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水給排水系 ○ × ○ ×
冷却水注水配管・弁[流路] × ○ × ×
凝縮器冷却水給排水系 × × × ○
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
高レベル廃液混合槽Ａ ○ ○ ○ ○
高レベル廃液混合槽Ａ（冷却コイル） ○ × ○ ×
高レベル廃液混合槽Ｂ ○ ○ ○ ○
高レベル廃液混合槽Ｂ（冷却コイル） ○ × ○ ×
供給液槽Ａ ○ ○ ○ ○
供給液槽Ａ（冷却コイル） ○ × ○ ×
供給液槽Ｂ ○ ○ ○ ○
供給液槽Ｂ（冷却コイル） ○ × ○ ×
供給槽Ａ ○ ○ ○ ○
供給槽Ａ（冷却コイル） ○ × ○ ×
供給槽Ｂ ○ ○ ○ ○
供給槽Ｂ（冷却コイル） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス シール ポット × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィル
タ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○

予備凝縮器 × × × ○
可搬型配管[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
気液分離器 × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型デミスタ × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
一般冷却水系冷却塔 × × × ×
冷却水循環ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策
（つづき）

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

内部
ループ
１

水供給設備

代替安全冷却水系

高レベル廃液ガラス固化設備

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替換気設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

再処理設備本体の運転予備負荷用一般冷却水系

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水給排水系 ○ × ○ ×
冷却水注水配管・弁[流路] × ○ × ×
凝縮器冷却水給排水系 × × × ○
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
第１高レベル濃縮廃液貯槽 ○ ○ ○ ○
第１高レベル濃縮廃液貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス シール ポット × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィル
タ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
可搬型配管[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
気液分離器 × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型デミスタ × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
一般冷却水系冷却塔 × × × ×
冷却水循環ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策
（つづき）

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

内部
ループ
２

水供給設備

代替安全冷却水系

高レベル濃縮廃液貯蔵系

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替換気設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

再処理設備本体の運転予備負荷用一般冷却水系

給水処理設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水給排水系 ○ × ○ ×
冷却水注水配管・弁[流路] × ○ × ×
凝縮器冷却水給排水系 × × × ○
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
第２高レベル濃縮廃液貯槽 ○ ○ ○ ○
第２高レベル濃縮廃液貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス シール ポット × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィル
タ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
可搬型配管[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
気液分離器 × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型デミスタ × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
一般冷却水系冷却塔 × × × ×
冷却水循環ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策
（つづき）

水供給設備

代替安全冷却水系

高レベル濃縮廃液貯蔵系

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替換気設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

再処理設備本体の運転予備負荷用一般冷却水系

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

内部
ループ
３



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水給排水系 ○ × ○ ×
冷却水注水配管・弁[流路] × ○ × ×
凝縮器冷却水給排水系 × × × ○
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 ○ ○ ○ ○
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 ○ ○ ○ ○
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス シール ポット × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィル
タ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
可搬型配管[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
気液分離器 × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型デミスタ × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
一般冷却水系冷却塔 × × × ×
冷却水循環ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用コント
ロールセンタ

× × × ×

ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電電源
装置

× × × ×

制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電交流
主分電盤

× × × ×

非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○
高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

（つづき）

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

内部
ループ
４

水供給設備

代替安全冷却水系

高レベル濃縮廃液貯蔵系

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替換気設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

再処理設備本体の運転予備負荷用一般冷却水系

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備



発生防止対策

設備名称 構成する機器
内部ループ
への通水

貯槽等への
注水

冷却コイル等への
通水

セルへの導出経路
の構築及びセル排
気系を代替する排
気系による対応

第１貯水槽 ○ ○ ○ ○
第２貯水槽 ○ ○ ○ ○
可搬型中型移送ポンプ ○ ○ ○ ○
可搬型建屋外ホース[流路] ○ ○ ○ ○
可搬型建屋内ホース[流路] ○ ○ ○ ○
内部ループ配管・弁[流路] ○ × × ×
冷却コイル配管・弁[流路] ○ × ○ ×
機器注水配管・弁[流路] × ○ × ×
冷却水給排水系 ○ × ○ ×
冷却水注水配管・弁[流路] × ○ × ×
凝縮器冷却水給排水系 × × × ○
冷却水配管・弁（凝縮器）[流路] × × × ○
可搬型排水受槽 ○ × ○ ○
可搬型中型移送ポンプ運搬車 ○ ○ ○ ○
ホース展張車 ○ ○ ○ ○
運搬車 ○ ○ ○ ○
機器注水配管・弁[流路] × × × ×
高レベル廃液共用貯槽 ○ ○ ○ ○
高レベル廃液共用貯槽（冷却コイル） ○ × ○ ×
配管・弁[流路] × × × ○
隔離弁 × × × ○
廃ガス シール ポット × × × ○

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット × × × ○

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット（フィル
タ）

× × × ○

凝縮器 × × × ○
予備凝縮器 × × × ○
可搬型配管[流路] × × × ○
凝縮液回収系 × × × ○
気液分離器 × × × ○
ダクト・ダンパ[流路] × × × ○
可搬型デミスタ × × × ○
可搬型ダクト[流路] × × × ○
可搬型フィルタ × × × ○
可搬型排風機 × × × ○

主排気筒 主排気筒 × × × ○
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
内部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
内部ループ配管・弁[流路] × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × × × ×
外部ループ冷却水循環ポンプ × × × ×
外部ループ配管・弁[流路] × × × ×
一般冷却水系冷却塔 × × × ×
冷却水循環ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×
純水ポンプ × × × ×
配管・弁[流路] × × × ×

化学薬品貯蔵設備
化学薬品貯蔵供給系

配管・弁[流路] × × × ×

非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線 × × × ×
制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線 × × × ×
ケーブル及び電線路(6.9kV) × × × ×
非常用電源建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用母線 × × × ×
制御建屋の460Ｖ非常用コントロールセンタ × × × ×

高レベル廃液ガラス固化建屋の460Ｖ非常用コント
ロールセンタ

× × × ×

ケーブル及び電線路(460V) × × × ×
制御建屋の非常用無停電電源装置 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電電源
装置

× × × ×

制御建屋の非常用無停電交流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用無停電交流
主分電盤

× × × ×

非常用電源建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流電源設備 × × × ×
制御建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用直流主分電盤 × × × ×

高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線及び電路 × × × ○

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 × × × ○
共通電源車 × × × ×
可搬型電源ケーブル（共通電源車） × × × ×
燃料供給ポンプ × × × ×
燃料供給ポンプ用電源ケーブル × × × ×
可搬型燃料供給ホース［流路］ × × × ×
可搬型電源ケーブル（可搬型発電機） × × × ○
可搬型分電盤 × × × ○

電源設備
燃料補給設備

第2非常用ディーゼル発電機の燃料油貯蔵タンク × × × ×

軽油貯蔵タンク × × × ○

軽油用タンク ローリ × × × ○

可搬型貯槽温度計 ○ ○ ○ ○
可搬型膨張槽液位計 ○ × × ×
可搬型冷却水流量計 ○ × ○ ×
可搬型建屋供給冷却水流量計 ○ ○ ○ ○
可搬型冷却水排水線量計 ○ × ○ ○
可搬型貯槽液位計 × ○ × ×
可搬型機器注水流量計 × ○ × ×
可搬型冷却コイル圧力計 × × ○ ×
可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 × × × ○
可搬型導出先セル圧力計 × × × ○
可搬型凝縮器出口排気温度計 × × × ○
可搬型凝縮器通水流量計 × × × ○
可搬型フィルタ差圧計 × × × ○
可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 × × × ○
可搬型漏えい液受皿液位計 ○ ○ ○ ○

機器
グルー
プ

設備 拡大防止対策
（つづき）

電源設備
電気設備の所内低圧系統

電源設備
計測交流電源設備

電源設備
直流電源設備

電源設備
代替所内電源系統

電源設備
補機駆動用燃料補給設備

重大事故等対処計装設備

水供給設備

高レベ
ル廃液
ガラス
固化建
屋

内部
ループ
５

代替安全冷却水系

共用貯蔵系

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替塔槽類廃ガス処理設備

高レベル廃液ガラス固化建屋
代替換気設備

冷却水設備
安全冷却水系（再処理設備本体用）

使用済燃料の受入れ及び貯蔵施設の安全冷却水系

再処理設備本体の運転予備負荷用一般冷却水系

給水処理設備

電源設備
電気設備の所内高圧系統



第 7.1.2―７表 前処理建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間 

機器 

グループ 

蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

※１ 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ 

通水準備 

完了時間 

※２ 

内部ループ 

通水開始 

時間 

※２ 

内部ループ 

通水開始から 

沸騰に至るまでの 

時間余裕 

貯槽等へ

の注水 

準備完了 

時間 

※２ 

貯槽等へ

の注水 

開始時間 

※３ 

冷却コイル等 

通水準備 

完了時間 

※２ 

冷却コイル等 

通水開始時間 

※２ 

セル導出 

準備完了 

時間 

※２ 

可搬型排風機

起動準備完了

時間※２ 

可搬型排風機 

起動開始時間 

※２ 

凝縮器への 

通水準備 

完了時間 

※２ 

凝縮器への 

通水開始 

時間 

※２ 

前処理建屋 

内部ループ

１ 

中継槽Ａ 150 

35時間 10分 35時間 40分 

114 時間 20 分 

39 時間 

417 時間 

45 時間 40 分 46 時間 15 分 

２時間 25 分 31 時間 45 分 33 時間 10 分 40時間 20分 41時間 10分 

中継槽Ｂ 150 114 時間 20 分 417 時間 

リサイクル槽Ａ 160 124 時間 20 分 441 時間 

リサイクル槽Ｂ 160 124 時間 20 分 441 時間 

前処理建屋 

内部ループ

２ 

計量前中間貯槽Ａ 140 104 時間 20 分 406 時間 

44 時間 30 分 45 時間 

計量前中間貯槽Ｂ 140 104 時間 20 分 406 時間 

計量後中間貯槽 190 154 時間 20 分 530 時間 

計量・調整槽 180 144 時間 20 分 520 時間 

計量補助槽 190 154 時間 20 分 529 時間 

中間ポットＡ 160 124 時間 20 分 425 時間 

中間ポットＢ 160 124 時間 20 分 425 時間 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間 

※２ 冷却機能の喪失からの時間 

※３ 冷却機能の喪失から溶液が公称容量の 70％になるまでの時間 



第 7.1.2―８表 前処理建屋における蒸発乾固への各対策に係る要員 

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の

構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ通水に 

必要な要員数［人］ 

貯槽等への注水に 

必要な要員数［人］ 

冷却コイル等通水に 

必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構

築及びセル排気系を代

替する排気系による対

応に必要な要員数［人］ 

前処理建屋内部ループ

１ 

中継槽Ａ 

59（建屋内 20，建屋外 20，統括 19） 
65（建屋内 26，建屋

外 20，統括 19） 

67（建屋内 28，建屋外 20，統括

19） 

65（建屋内 26，建屋外

20，統括 19） 

中継槽Ｂ 

リサイクル槽Ａ 

リサイクル槽Ｂ 

前処理建屋内部ループ

２ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 

中間ポットＡ 

中間ポットＢ 

 



第 7.1.2―９表 前処理建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果 

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

内部ループ 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］ 

沸点 

［℃］ 

沸点と内部ループ 

通水開始時温度 

の温度差 

［℃］ 

前処理建屋内

部ループ１ 

中継槽Ａ 

約 13 

約 50 約 36 約 103 約 53 

中継槽Ｂ 約 50 約 36 約 103 約 53 

リサイクル槽Ａ 約 49 約 35 約 103 約 54 

リサイクル槽Ｂ 約 49 約 35 約 103 約 54 

前処理建屋内

部ループ２ 

計量前中間貯槽Ａ 

約 16 

約 49 約 33 約 103 約 54 

計量前中間貯槽Ｂ 約 49 約 33 約 103 約 54 

計量後中間貯槽 約 45 約 34 約 103 約 58 

計量・調整槽 約 46 約 34 約 103 約 57 

計量補助槽 約 46 約 35 約 103 約 57 

中間ポットＡ 約 46 約 31 約 103 約 57 

中間ポットＢ 約 46 約 31 約 103 約 57 

  



（つづき） 

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水） 

拡大防止対策 

（冷却コイル等への通水による冷却） 

蒸発速度 

[ｍ３／ｈ］ 

供給流量 

[ｍ３／ｈ］※１ 

貯槽等への注水の実

施 

冷却コイル等 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］※３ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

前処理建屋

内部ループ

１ 

中継槽Ａ 約 6.8×10－３ 約 2.1×10－２ ※２ 約 54 約 63 約 1.4×10－１ 

中継槽Ｂ 約 6.8×10－３ 約 2.1×10－２ ※２ 約 54 約 63 約 1.4×10－１ 

リサイクル槽Ａ 約 2.0×10－３ 約 5.8×10－３ ※２ 約 53 約 58 約 4.1×10－２ 

リサイクル槽Ｂ 約 2.0×10－３ 約 5.8×10－３ ※２ 約 53 約 58 約 4.1×10－２ 

前処理建屋

内部ループ

２ 

計量前中間貯槽Ａ 約 2.4×10－２ 約 7.3×10－２ ※２ 約 54 約 56 約 5.1×10－１ 

計量前中間貯槽Ｂ 約 2.4×10－２ 約 7.3×10－２ ※２ 約 54 約 56 約 5.1×10－１ 

計量後中間貯槽 約 1.9×10－２ 約 5.6×10－２ ※２ 約 49 約 56 約 3.9×10－１ 

計量・調整槽 約 1.9×10－２ 約 5.6×10－２ ※２ 約 50 約 56 約 3.9×10－１ 

計量補助槽 約 5.2×10－３ 約 1.6×10－２ ※２ 約 49 約 58 約 3.9×10－１ 

中間ポットＡ 約 1.3×10－４ 約 3.8×10－４ ※２ 約 50 約 55 約 2.6×10－３ 

中間ポットＢ 約 1.3×10－４ 約 3.8×10－４ ※２ 約 50 約 55 約 2.6×10－３ 

※１ 蒸発速度に対して３倍の流量で注水した場合 

※２ 沸騰開始前までに，冷却コイル等通水が完了する貯槽 
※３ 冷却コイル等１本に通水した場合の平衡温度 
  



（つづき） 

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

凝縮水発生量 

［ｍ３］ 

凝縮水回収 

セル容量 

［ｍ３］ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

放出量 

（セシウム－137 換

算） 

［ＴＢｑ］ 

機器グループ毎の放出量 

（セシウム－137 換算） 

［ＴＢｑ］ 

建屋合計放出量 

（セシウム－137 換

算） 

［ＴＢｑ］ 

前処理建屋内

部ループ１ 

中継槽Ａ 

－※４ 20 約 10 

－※５ 

－※５ 

－※５ 

（約６×10－13）※６ 

中継槽Ｂ －※５ 
リサイクル槽Ａ －※５ 
リサイクル槽Ｂ －※５ 

前処理建屋内

部ループ２ 

計量前中間貯槽Ａ －※５ 

－※５ 

計量前中間貯槽Ｂ －※５ 
計量後中間貯槽 －※５ 
計量・調整槽 －※５ 
計量補助槽 －※５ 
中間ポットＡ －※５ 
中間ポットＢ －※５ 

※４ 沸騰に至る前までに，冷却コイル等通水を実施して事態の収束を図るため，凝縮水は発生しない。 

※５ 沸騰に至る前までに，冷却コイル等通水を実施して事態の収束を図るため，放出無し。 

※６ 括弧内は，溶液の沸騰前の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量 

 



第 7.1.2―10 表 分離建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

※１

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ 

通水準備 

完了時間 

※２

内部ループ 

通水開始 

時間 

※２

内部ループ 

通水開始から 

沸騰に至るまで 

の時間余裕 

貯槽等への

注水 

準備完了 

時間※２ 

貯槽等へ

の注水 

開始時間 

※３

冷却コイル

等通水準備 

完了時間 

※２

冷却コイル等 

通水開始時間 

※２

セル導出

準備完了 

時間 

※２

可搬型排風機

起動準備完了

時間※２ 

可搬型排風

機起動開始

時間※２ 

凝縮器への 

通水準備 

完了時間 

※２

凝縮器への 

通水開始 

時間 

※２

分離建屋 

内部ループ１ 
高レベル廃液濃縮缶 15 12時間 25分 13 時間 ２時間 11 時間 15 分 62 時間 25 時間 25 分 25 時間 55 分 

２時間 30 分 ５時 10 間分 ６時間 10 分 

７時間10分 10 時間 

分離建屋 

内部ループ２ 

高レベル廃液供給槽 720 

39時間 30分 40 時間５分 

679 時間 55 分 

517時間55分 

2151 時間 

47 時間 47 時間 40 分 

49 時間 10

分 
51 時間 

第６一時貯留処理槽 330 289 時間 55 分 928 時間 

分離建屋 

内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 180 

45時間 10分 45時間 45分 

134 時間 15 分 523 時間 

62 時間 5分 65 時間 45 分 

溶解液供給槽 180 134 時間 15 分 525 時間 

抽出廃液受槽 250 204 時間 15 分 846 時間 

抽出廃液中間貯槽 250 204 時間 15 分 843 時間 

抽出廃液供給槽Ａ 250 204 時間 15 分 849 時間 

抽出廃液供給槽Ｂ 250 204 時間 15 分 850 時間 

第１一時貯留処理槽 310 264 時間 15 分 905 時間 

第８一時貯留処理槽 310 264 時間 15 分 906 時間 

第７一時貯留処理槽 310 264 時間 15 分 906 時間 

第３一時貯留処理槽 250 204 時間 15 分 850 時間 

第４一時貯留処理槽 250 204 時間 15 分 850 時間 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間

※２ 冷却機能の喪失からの時間

※３ 冷却機能の喪失から溶液が公称容量の 70％になるまでの時間



第 7.1.2―13 表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間

機器 

グループ 

蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

※１

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ 

通水準備 

完了時間 

※２

内部ループ 

通水開始 

時間 

※２

内部ループ 

通水開始から 

沸騰に至るまで

の時間余裕 

貯槽等へ

の注水 

準備完了 

時間※２ 

貯槽等へ

の注水 

開始時間 

※３

冷却コイル

等通水準備

完了時間 

※２

冷却コイル

等通水開始

時間※２ 

セル導出

準備完了 

時間※２ 

可搬型排風機

起動準備完了

時間※２ 

可搬型排風機

起動開始時間

※２

凝縮器への 

通水準備 

完了時間 

※２

凝縮器への 

通水開始 

時間 

※２

精製建屋 

内部ルー

プ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 12 

８時間 10 分 ８時間50分 

３時間 10 分 

９時間 

26 時間

30時間 20分 

30 時間 40

分 

２時間 25 分 ５時間 40 分 ６時間 40 分 ８時間 

８時間 30

分 

リサイクル槽 12 ３時間 10 分 26 時間

希釈槽 11 ２時間 10 分 25 時間

プルトニウム濃縮液一時貯槽 11 ２時間 10 分 25 時間

プルトニウム濃縮液計量槽 12 ３時間 10 分 26 時間

プルトニウム濃縮液中間貯槽 12 ３時間 10 分 26 時間

精製建屋 

内部ルー

プ２ 

プルトニウム溶液受槽 110 101 時間 10 分 305 時間 

37 時間 

37 時間 30

分 

油水分離槽 110 101 時間 10 分 306 時間 

プルトニウム濃縮缶供給槽 96 87 時間 10 分 286 時間 

プルトニウム溶液一時貯槽 98 89 時間 10 分 289 時間 

第２一時貯留処理槽 100 91 時間 10 分 294 時間 

第３一時貯留処理槽 96 87 時間 10 分 286 時間 

第１一時貯留処理槽 100 91 時間 10 分 294 時間 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間

※２ 冷却機能の喪失からの時間

※３ 冷却機能の喪失から溶液が公称容量の 70％になるまでの時間



第 7.1.2―12 表 分離建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果 

機器 

グループ 

 

蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

内部ループ 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］ 

沸点 

［℃］ 

沸点と内部ループ 

通水開始時温度 

の温度差 

［℃］ 

分離建屋 

内部ループ１ 
高レベル廃液濃縮缶 約14 約 97 約 52 約 104 約 7 

分離建屋 

内部ループ２ 

高レベル廃液供給槽 
約8.8 

約 34 約 31 約 103 約 69 

第６一時貯留処理槽 約 49 約 33 約 103 約 54 

分離建屋 

内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 

約10 

約 50 約 33 約 103 約 53 

溶解液供給槽 約 50 約 33 約 103 約 53 

抽出廃液受槽 約 47 約 42 約 103 約 56 

抽出廃液中間貯槽 約 48 約 42 約 103 約 55 

抽出廃液供給槽Ａ 約 47 約 42 約 103 約 56 

抽出廃液供給槽Ｂ 約 47 約 42 約 103 約 56 

第１一時貯留処理槽 約 45 約 41 約 103 約 58 

第８一時貯留処理槽 約 45 約 40 約 103 約 58 

第７一時貯留処理槽 約 45 約 41 約 103 約 58 

第３一時貯留処理槽 約 47 約 42 約 103 約 56 

第４一時貯留処理槽 約 47 約 42 約 103 約 56 

  



（つづき） 

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水） 

拡大防止対策 

（冷却コイル等への通水による冷却） 

蒸発速度 

[ｍ３／ｈ］ 

供給流量 

[ｍ３／ｈ］※１ 

貯槽等への注水の実

施 

冷却コイル等 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］※４ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

分離建屋 

内部ループ１ 
高レベル廃液濃縮缶 約 7.9×10－２ 約 2.4×10－１ ※２ 約 105 約 83 約 2.7 

分離建屋 

内部ループ２ 

高レベル廃液供給槽 約 3.9×10－３ 約 1.2×10－２ ※３ 約 35 約 57 約 8.1×10－２ 

第６一時貯留処理槽 約 5.6×10－４ 約 1.7×10－３ ※３ 約 50 約 66 約 1.2×10－２ 

分離建屋 

内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 約 1.9×10－２ 約 5.6×10－２ ※３ 約 57 約 56 約 3.9×10－１ 

溶解液供給槽 約 4.5×10－３ 約 1.4×10－２ ※３ 約 57 約 65 約 9.3×10－２ 

抽出廃液受槽 約 7.0×10－３ 約 2.1×10－２ ※３ 約 53 約 57 約 1.5×10－１ 

抽出廃液中間貯槽 約 9.3×10－３ 約 2.8×10－２ ※３ 約 53 約 57 約 2.0×10－１ 

抽出廃液供給槽Ａ 約 2.8×10－２ 約 8.4×10－２ ※３ 約 53 約 57 約 5.9×10－１ 

抽出廃液供給槽Ｂ 約 2.8×10－２ 約 8.4×10－２ ※３ 約 53 約 57 約 5.9×10－１ 

第１一時貯留処理槽 約 1.4×10－３ 約 4.2×10－３ ※３ 約 50 約 69 約 2.9×10－２ 

第８一時貯留処理槽 約 1.7×10－３ 約 5.1×10－３ ※３ 約 50 約 77 約 3.5×10－２ 

第７一時貯留処理槽 約 1.3×10－３ 約 3.9×10－３ ※３ 約 50 約 71 約 2.8×10－２ 

第３一時貯留処理槽 約 9.3×10－３ 約 2.8×10－２ ※３ 約 53 約 57 約 2.0×10－１ 

第４一時貯留処理槽 約 9.3×10－３ 約 2.8×10－２ ※３ 約 53 約 57 約 2.0×10－１ 

※１ 蒸発速度に対して３倍の流量で注水した場合
※２ 溶液が沸騰するものの機器注水開始前までに，冷却コイル等通水が完了する貯槽
※３ 沸騰開始前までに，冷却コイル等通水が完了する貯槽
※４ 冷却コイル等１本に通水した場合の平衡温度



機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応）

凝縮水発生量 

［ｍ３］ 

凝縮水回収 

セル容量

［ｍ３］ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

放出量 

（セシウム－137換算） 

［ＴＢｑ］

機器グループ毎の放出量 

（セシウム－137 換算）

［ＴＢｑ］

建屋合計放出量 

（セシウム－137 換算）

［ＴＢｑ］

分離建屋 

内部ループ１ 
高レベル廃液濃縮缶 約２ 27 約 30 約５×10―７ 約５×10―７ 

約５×10―７

（約４×10－８）※８ 

分離建屋 

内部ループ２ 

高レベル廃液供給槽 

－※５ 22 －※６ 

－※７
－※７ 

第６一時貯留処理槽 －※７

分離建屋 

内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 －※７

－※７ 

溶解液供給槽 －※７

抽出廃液受槽 －※７

抽出廃液中間貯槽 －※７

抽出廃液供給槽Ａ －※７

抽出廃液供給槽Ｂ －※７

第１一時貯留処理槽 －※７

第８一時貯留処理槽 －※７

第７一時貯留処理槽 －※７

第３一時貯留処理槽 －※７

第４一時貯留処理槽 －※７

※５ 沸騰に至る前までに，冷却コイル等通水を実施して事態の収束を図るため，凝縮水は発生しない。

※６ 沸騰に至る前までに，冷却コイル等通水を実施して事態の収束を図るため，凝縮器が稼働することはない。

※７ 沸騰に至る前までに，冷却コイル等通水を実施して事態の収束を図るため，放出無し。

※８ 括弧内は，溶液の沸騰前の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量

（つづき） 



第 7.1.2―13 表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間 

機器 

グループ 

蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

※１ 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ 

通水準備 

完了時間 

※２ 

内部ループ 

通水開始 

時間 

※２ 

内部ループ 

通水開始から 

沸騰に至るまで

の時間余裕 

貯槽等へ

の注水 

準備完了 

時間※２ 

貯槽等へ

の注水 

開始時間 

※３ 

冷却コイル

等通水準備

完了時間 

※２ 

冷却コイル

等通水開始

時間※２ 

セル導出 

準備完了 

時間※２ 

可搬型排風機

起動準備完了

時間※２ 

可搬型排風機

起動開始時間

※２ 

凝縮器への 

通水準備 

完了時間 

※２ 

凝縮器への 

通水開始 

時間 

※２ 

精製建屋 

内部ルー

プ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 12 

８時間 10 分 ８時間50分 

３時間 10 分 

９時間 

26 時間 

30時間 20分 

30 時間 40

分 

２時間 25 分 ５時間 40 分 ６時間 40 分 ８時間 

８時間 30

分 

リサイクル槽 12 ３時間 10 分 26 時間 

希釈槽 11 ２時間 10 分 25 時間 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 11 ２時間 10 分 25 時間 

プルトニウム濃縮液計量槽 12 ３時間 10 分 26 時間 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 12 ３時間 10 分 26 時間 

精製建屋 

内部ルー

プ２ 

プルトニウム溶液受槽 110 101 時間 10 分 305 時間 

37 時間 

37 時間 30

分 

油水分離槽 110 101 時間 10 分 306 時間 

プルトニウム濃縮缶供給槽 96 87 時間 10 分 286 時間 

プルトニウム溶液一時貯槽 98 89 時間 10 分 289 時間 

第２一時貯留処理槽 100 91 時間 10 分 294 時間 

第３一時貯留処理槽 96 87 時間 10 分 286 時間 

第１一時貯留処理槽 100 91 時間 10 分 294 時間 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間 

※２ 冷却機能の喪失からの時間 

※３ 冷却機能の喪失から溶液が公称容量の 70％になるまでの時間 



第 7.1.2―14 表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る要員

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の

構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ通水に 

必要な要員数［人］ 

貯槽等への注水に 

必要な要員数［人］ 

冷却コイル等通水に 

必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構

築及びセル排気系を代

替する排気系による対

応に必要な要員数［人］ 

精製建屋内部ループ

１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

59（建屋内 20，建屋外 20，統括 19） 
55（建屋内 16，建屋

外 20，統括 19） 

55（建屋内 16，建屋外 20，統括

19） 

63（建屋内 24，建屋外

20，統括 19） 

リサイクル槽

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋内部ループ

２ 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第１一時貯留処理槽 



第 7.1.2―15 表 精製建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果

機器 

グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

内部ループ 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］ 

沸点 

［℃］ 

沸点と内部ループ 

通水開始時温度 

の温度差 

［℃］ 

精製建屋 

内部ループ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

約 2.9 

約 93 約 60 約 109 約 16 

リサイクル槽 約 93 約 60 約 109 約 16 

希釈槽 約 94 約 54 約 109 約 15 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 約 96 約 59 約 109 約 13 

プルトニウム濃縮液計量槽 約 93 約 60 約 109 約 16 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 約 93 約 60 約 109 約 16 

精製建屋 

内部ループ２ 

プルトニウム溶液受槽 

約 1.2 

約 41 約 39 約 101 約 60 

油水分離槽 約 41 約 39 約 101 約 60 

プルトニウム濃縮缶供給槽 約 48 約 50 約 101 約 53 

プルトニウム溶液一時貯槽 約 47 約 49 約 101 約 54 

第２一時貯留処理槽 約 44 約 42 約 101 約 57 

第３一時貯留処理槽 約 48 約 50 約 101 約 53 

第１一時貯留処理槽 約 44 約 42 約 101 約 57 



（つづき） 

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水） 

拡大防止対策 

（冷却コイルへの通水等による冷却） 

蒸発速度 

[ｍ３／ｈ］ 

供給流量 

[ｍ３／ｈ］※１ 

貯槽等への注水の実

施 

冷却コイル等 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］※４ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

精製建屋 

内部ルー

プ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 約 1.4×10－２ 約 4.2×10－２ ※２ 約112 約75 約2.9×10－１

リサイクル槽 約 1.4×10－２ 約 4.2×10－２ ※２ 約112 約73 約2.9×10－１ 

希釈槽 約 3.5×10－２ 約 1.1×10－１ ※２ 約112 約67 約7.2×10－１ 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 約 2.1×10－２ 約 6.2×10－２ ※２ 約112 約73 約4.4×10－１ 

プルトニウム濃縮液計量槽 約 1.4×10－２ 約 4.2×10－２ ※２ 約112 約74 約2.9×10－１ 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 約 1.4×10－２ 約 4.2×10－２ ※２ 約112 約74 約2.9×10－１ 

精製建屋 

内部ルー

プ２ 

プルトニウム溶液受槽 約 1.4×10－３ 約 4.1×10－３ ※３ 約58 約70 約2.8×10－２ 

油水分離槽 約 1.4×10－３ 約 4.1×10－３ ※３ 約57 約70 約2.8×10－２ 

プルトニウム濃縮缶供給槽 約 4.5×10－３ 約 1.4×10－２ ※３ 約65 約64 約9.4×10－２ 

プルトニウム溶液一時貯槽 約 4.5×10－３ 約 1.4×10－２ ※３ 約64 約62 約9.4×10－２ 

第２一時貯留処理槽 約 2.3×10－３ 約 6.7×10－３ ※３ 約61 約63 約4.7×10－２ 

第３一時貯留処理槽 約 4.5×10－３ 約 1.4×10－２ ※３ 約65 約64 約9.4×10－２ 

第１一時貯留処理槽 約 2.3×10－３ 約 6.7×10－３ ※３ 約61 約63 約4.7×10－２ 

※１ 蒸発速度に対して３倍の流量で注水した場合

※２ 機器注水が必要な貯槽

※３ 沸騰開始前までに，冷却コイル通水が完了する貯槽

※４ 冷却コイル等１本に通水した場合の平衡温度



（つづき）

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応）

凝縮水発生量 

［ｍ３］ 

凝縮水回収セル容量 

［ｍ３］ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

放出量 

（セシウム－137 換

算） 

［ＴＢｑ］ 

機器グループ毎の放出量 

（セシウム－137 換算）

［ＴＢｑ］

建屋合計放出量 

（セシウム－137 換

算） 

［ＴＢｑ］ 

精製建屋 

内部ループ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

約３ 5.3 約６ 

約６×10－７ 

約５×10－６ 

約５×10－６

（約４×10―8）※６

リサイクル槽 約６×10－７ 

希釈槽 約２×10－６ 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 約９×10－７ 

プルトニウム濃縮液計量槽 約６×10－７ 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 約６×10－７ 

精製建屋 

内部ループ２ 

プルトニウム溶液受槽 －※５

－※５ 

油水分離槽 －※５

プルトニウム濃縮缶供給槽 －※５

プルトニウム溶液一時貯槽 －※５

第２一時貯留処理槽 －※５

第３一時貯留処理槽 －※５

第１一時貯留処理槽 －※５

※５ 沸騰に至る前までに，冷却コイル通水を実施して事態の収束を図るため，放出無し。

※６ 括弧内は，溶液の沸騰前の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量



第 7.1.2―16 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間

機器 

グループ 

蒸発乾固対象貯槽

等 

時間 

余裕 

※１

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ 

通水準備 

完了時間 

※２

内部ループ 

通水開始 

時間 

※２

内部ループ 

通水開始から 

沸騰に至るまでの 

時間余裕 

貯槽等への

注水準備 

完了 

時間※２ 

貯槽等へ

の注水 

開始時間 

※３

冷却コイル等

通水準備完了

時間 

※２

冷却コイル等 

通水開始時間

※２

セル導出

準備完了 

時間※２ 

可搬型排風機

起動準備完了

時間※２ 

可搬型排風機 

起動開始時間

※２

凝縮器への 

通水準備 

完了時間 

※２

凝縮器への 

通水開始 

時間 

※２

ウラン・

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム 

貯槽 

19 

16時間 50分 17 時間 

２時間 

16 時間 

32 時間 

25 時間 30 分 26 時間 20 分 ３時間 10 分 14 時間 15 時間 13時間 50分 14時間 10分 混合槽Ａ 30 13 時間 56 時間 

混合槽Ｂ 30 13 時間 56 時間 

一時貯槽 19 ２時間 32 時間 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間

※２ 冷却機能の喪失からの時間

※３ 冷却機能の喪失から溶液が公称容量の 70％になるまでの時間



第 7.1.2―17 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固への各対策に係る要員 

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の

構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ通水に 

必要な要員数［人］ 

貯槽等への注水に 

必要な要員数［人］ 

冷却コイル等通水に 

必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構

築及びセル排気系を代

替する排気系による対

応に必要な要員数［人］ 

ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム貯槽 

61（建屋内 22，建屋外 20，統括 19） 
53（建屋内 14，建屋

外 20，統括 19） 

61（建屋内 22，建屋外 20，統括

19） 

65（建屋内 26，建屋外

20，統括 19） 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽 

 



第 7.1.2―18 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果

機器 

グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

内部ループ 

通水開始時温度 

［℃］ 

通水実施時 

平衡温度 

［℃］ 

沸点 

［℃］ 

沸点と内部ループ 

通水開始時温度 

の温度差 

［℃］ 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム貯槽 

約1.3 

約 102 約 56 約 109 約７ 

混合槽Ａ 約 75 約 47 約 105 約 30 

混合槽Ｂ 約 75 約 47 約 105 約 30 

一時貯槽 約 102 約 56 約 109 約７ 



（つづき） 

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水） 

拡大防止対策 

（冷却コイル等への通水による冷却） 

蒸発速度 

[ｍ３／ｈ］ 

供給流量 

[ｍ３／ｈ］ 

※１

貯槽等への注水の

実施 

冷却コイル等 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］※４ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

ウラン・

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム貯槽 約1.4×10－２ 約4.2×10－２ ※２ 約111 約64 約2.9×10－１ 

混合槽 約8.5×10－３ 約2.6×10－２ ※３ 約95 約61 約1.8×10－１ 

混合槽 約8.5×10－３ 約2.6×10－２ ※３ 約95 約61 約1.8×10－１ 

一時貯槽 約1.4×10－２ 約4.2×10－２ ※２ 約111 約64 約2.9×10－１ 

※１ 蒸発速度に対して３倍の流量で注水した場合

※２ 溶液が沸騰するものの機器注水開始前までに，冷却コイル等通水が完了する貯槽

※３ 沸騰開始前までに，冷却コイル等通水が完了する貯槽

※４ 冷却コイル等１本に通水した場合の平衡温度



（つづき）

※５ 沸騰に至る前までに，冷却コイル等通水を実施して事態の収束を図るため，放出無し。

※６ 平常運転時は空運用のため放出無し

※７ 括弧内は，溶液の沸騰前の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応）

凝縮水発生量 

［ｍ３］ 

凝縮水回収 

セル容量

［ｍ３］ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

放出量 

（セシウム－137 換

算） 

［ＴＢｑ］ 

機器グループ毎の放出量 

（セシウム－137 換算）

［ＴＢｑ］

建屋合計放出量 

（セシウム－137 換

算） 

［ＴＢｑ］ 

ウラン・

プルトニウム 

混合脱硝建屋 

内部ループ 

硝酸プルトニウム貯槽 

約２×10－１ 17 約６ 

約３×10－７ 

約３×10－７ 
約３×10－７

（５×10－８）※７

混合槽 －※５

混合槽 －※５ 

一時貯槽 －※６



第 7.1.2―19 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固への各対策に係る時間 

機器 

グループ 

蒸発乾固対象貯

槽等 

時間 

余裕 

※１ 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ 

通水準備 

完了時間 

※２ 

内部ループ 

通水開始 

時間 

※２ 

内部ループ 

通水開始から 

沸騰に至るまでの 

時間余裕 

貯槽等へ

の注水 

準備完了 

時間※２ 

貯槽等へ

の注水 

開始時間 

※３ 

冷却コイル等 

通水準備完了

時間 

※２ 

冷却コイル等 

通水開始時間 

※２ 

セル導出 

準備完了 

時間 

※２ 

可搬型排風機

起動準備完了

時間※２ 

可搬型排風機 

起動開始時間

※２ 

凝縮器への 

通水準備 

完了時間 

※２ 

凝縮器への 

通水開始 

時間 

※２ 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ１ 

高レベル廃液混

合槽Ａ 
23 

18 時間 20 時間 

３時間 

20 時間 20

分 

71 時間 

37 時間 45 分 37 時間 55 分 

３時間 20 分 11 時間 45 分 13 時間 17 時間 10 分 19時間55分 

高レベル廃液混

合槽Ｂ 
23 ３時間 71 時間 

供給液槽Ａ 24 ４時間 73 時間 

供給液槽Ｂ 24 ４時間 73 時間 

供給槽Ａ 24 ４時間 73 時間 

供給槽Ｂ 24 ４時間 73 時間 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ２ 

第１高レベル濃

縮廃液貯槽 
24 ４時間 79 時間 34 時間 25 分 34 時間 35 分 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ３ 

第２高レベル濃

縮廃液貯槽 
24 ４時間 79 時間 35 時間 55 分 36 時間 5分 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ４ 

第１高レベル濃

縮廃液一時貯槽 

23 
３時間 72 時間 

37 時間 25 分 37 時間 35 分 
第２高レベル濃

縮廃液一時貯槽 
23 ３時間 72 時間 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ５ 

高レベル廃液共

用貯槽 

24 

４時間 79 時間 35 時間 55 分 36 時間 5分 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間 
※２ 冷却機能の喪失からの時間 
※３ 冷却機能の喪失から溶液が公称容量の 70％になるまでの時間 



第 7.1.2―20 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固への各対策に係る要員

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水，冷却コイル等への通水による冷却並びにセルへの導出経路の

構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

内部ループ通水に 

必要な要員数［人］ 

貯槽等への注水に 

必要な要員数［人］ 

冷却コイル等通水に 

必要な要員数［人］ 

セルへの導出経路の構

築及びセル排気系を代

替する排気系による対

応に必要な要員数［人］ 

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

61（建屋内 22，建屋外 20，統括 19） 
61（建屋内 22，建屋

外 20，統括 19） 

67（建屋内 28，建屋外 20，統括

19） 

67（建屋内 28，建屋外

20，統括 19） 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ２ 
高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ３ 
高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ５ 
高レベル廃液共用貯槽 



第 7.1.2―21 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固への各対策に係る評価結果 

機器 

グループ 

 

蒸発乾固対象貯槽等 

発生防止対策 

（内部ループへの通水による冷却） 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

内部ループ 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］ 

沸点 

［℃］ 

沸点と内部ループ 

通水開始時 

温度の温度差 

［℃］ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

約17 

約 94 約 60 約 102 約 8 

高レベル廃液混合槽Ｂ 約 94 約 60 約 102 約 8 

供給液槽Ａ 約 91 約 60 約 102 約 11 

供給液槽Ｂ 約 91 約 60 約 102 約 11 

供給槽Ａ 約 91 約 59 約 102 約 11 

供給槽Ｂ 約 91 約 59 約 102 約 11 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ２ 
第１高レベル濃縮廃液貯槽 約14 約 91 約 60 約 102 約 11 

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ３ 
第２高レベル濃縮廃液貯槽 約13 約 91 約 60 約 102 約 11 

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 
約13 

約 94 約 58 約 102 約 8 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 約 94 約 58 約 102 約 8 

高レベル廃液ガラス固

化建屋内部ループ５ 
高レベル廃液共用貯槽 約13 約 91 約 60 約 102 約 11 

  



（つづき） 

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（貯槽等への注水） 

拡大防止対策 

（冷却コイル等への通水による冷却） 

蒸発速度 

[ｍ３／ｈ］ 

供給流量 

[ｍ３／ｈ］※１ 

貯槽等への注水

の実施 

冷却コイル等 

通水開始時温度 

［℃］ 

平衡温度 

［℃］ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 約1.2×10－１ 約 3.5×10－１ ※２ 約 102 約 60 約 2.4 

高レベル廃液混合槽Ｂ 約1.2×10－１ 約 3.5×10－１ ※２ 約 102 約 60 約 2.4 

供給液槽Ａ 約2.9×10－２ 約 8.7×10－２ ※２ 約 102 約 60 約 6.1×10－１ 

供給液槽Ｂ 約2.9×10－２ 約 8.7×10－２ ※２ 約 102 約 60 約 6.1×10－１ 

供給槽Ａ 約1.2×10－２ 約 3.5×10－２ ※２ 約 102 約 60 約 2.4×10－１ 

供給槽Ｂ 約1.2×10－２ 約 3.5×10－２ ※２ 約 102 約 60 約 2.4×10－１ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ２ 
第１高レベル濃縮廃液貯槽 約6.2×10－１ 約 1.9 ※２ 約 102 約 82 約 13 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ３ 
第２高レベル濃縮廃液貯槽 約6.2×10－１ 約 1.9 ※２ 約 102 約 82 約 13 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 約1.5×10－１ 約 4.4×10－１ ※２ 約 102 約 62 約 3.0 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 約1.5×10－１ 約 4.4×10－１ ※２ 約 102 約 62 約 3.0 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ５ 
高レベル廃液共用貯槽 約6.2×10－１ 約 1.9 ※２ 約 102 約 82 約 13 

※１ 蒸発速度に対して３倍の流量で注水した場合

※２ 溶液が沸騰するものの機器注水開始前までに，冷却コイル等通水が完了する貯槽

※３ 冷却コイル等１本に通水した場合の平衡温度



（つづき） 

機器 

グループ 
蒸発乾固対象貯槽等 

拡大防止対策 

（セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応） 

凝縮水発生量 

［ｍ３］ 

凝縮水回収 

セル容量 

［ｍ３］ 

必要流量 

［ｍ３／ｈ］ 

放出量 

（セシウム－137 換

算） 

［ＴＢｑ］ 

機器グループ毎の放出量 

（セシウム－137 換算） 

［ＴＢｑ］ 

建屋合計放出量 

（セシウム－137 換

算） 

［ＴＢｑ］ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

約 30 1,300 約 45 

約４×10―７ 

約９×10―７ 

約４×10―６ 

（約４×10―11）※５ 

高レベル廃液混合槽Ａ 約４×10―７ 

供給液槽Ａ 約８×10―８ 

供給液槽Ｂ 約８×10―８ 

供給槽Ａ 約３×10―８ 
供給槽Ｂ 約３×10―８ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ２ 
第１高レベル濃縮廃液貯槽 約２×10―６ 約２×10―６ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ３ 
第２高レベル濃縮廃液貯槽 約２×10―６ 約２×10―６ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 約４×10―７ 
約８×10―７ 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 約４×10―７ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋内部ループ５ 
高レベル廃液共用貯槽 －※４ －※４ 

※４ 平常運転時は空運用のため放出無し 

※５ 括弧内は，溶液の沸騰前の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量 



判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ．  機器への注

水の準備判

断

安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷却水を循環するためのポン

プが多重故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼ

ル発電機を運転できない場合は，内部ループへの通水の実施を判断し，以下のｂ．及びｃ．に移行する。
－ － － 

ｂ．  建屋外の水

供給経路の

構築

各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポ

ンプを接続し，貯水槽から各建屋へ水を供給するための経路を構築する。また，可搬型排水受槽及び可搬型

中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，冷却に使用した冷却水

を貯水槽へ移送するための経路を構築する。 

 設計基準を超える条件より厳しい条件としての外部事象の「火山」を条件として冷却機能が喪失した場合に

は，降灰により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，可搬型中型移送ポンプを各建屋

内及び保管庫内に配置する。

貯水槽

可搬型中型移送ポンプ

可搬型建屋外ホース

可搬型中型移送ポンプ

運搬車

ホース展張車

運搬車

可搬型建屋供給冷却

水流量計

ｃ．  機器への注

水の準備

可搬型建屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース及び機器注水配管を接続する。建屋外の水供給経路の構

築が完了した後，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続し，貯水槽から機器に注水するための

系統を構築する。

また，機器に可搬型貯槽液位計を設置し，機器に内包する溶液の温度の監視を継続する。

各建屋の機器注水配管

冷却水注水配管

蒸発乾固対象貯槽等

貯水槽

 

 可搬型中型移送ポンプ 

可搬型建屋外ホース

可搬型建屋内ホース

計測制御設備

可搬型貯槽液位計

可搬型建屋供給冷却

水流量計

可搬型機器注水流量

計

可搬型貯槽温度計

ｄ． 機器への注

水の実施判

断 

溶液が沸騰に至り，溶液量が公称容量の70％まで減少する前に機器への通水開始を判断し，以下のe．へ移

行する。

機器への注水の実施を判断するために必要な監視項目は，機器に内包する溶液の温度及び液位である。
－ － 

計測制御設備

可搬型貯槽液位計

可搬型貯槽温度計

第 7.2.1―１表 貯槽等への注水及び冷却コイル等への通水の手順及び設備の関係



（つづき）

判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｅ． 機器への注

水の実施 

機器の可搬型貯槽液位計の指示値から機器の液位を算出し，機器への注水量を決定した上で，可搬型中型移

送ポンプにより，貯水槽から機器に注水する。注水流量は，可搬型機器注水流量計及び可搬型建屋内ホース

の流量調節弁又は流量調整ユニットにより調整する。

 決定した注水量の注水が完了した場合は，注水作業を停止し，機器の液位の監視を継続する。機器の液位監

視の結果，公称容量の70％に相当する液位に低下した場合には，機器への注水を再開する。

 

 各建屋の機器注水配管 

冷却水注水配管

蒸発乾固対象貯槽等

貯水槽

 

 可搬型中型移送ポンプ 

可搬型建屋外ホース

可搬型建屋内ホース

計測制御設備

可搬型貯槽液位計

可搬型建屋供給冷却

水流量計

可搬型機器注水流量

計

 

ｆ． 機器への注

水の成功判

断 

機器の液位から，機器に注水されていることを確認することで，蒸発乾固の進行が防止されていることを判

断する。

蒸発乾固の進行が防止されていることを判断するために必要な監視項目は，機器の液位である。

 

－ － 
計測制御設備

可搬型貯槽液位計

ｇ． 機器注水配

管以外の配

管を活用し

た機器への

注水 

機器注水配管から機器への注水ができない場合には，必要に応じて機器に接続しているその他の配管を加工

し，機器へ注水する。

貯水槽

可搬型中型移送ポンプ

可搬型建屋外ホース

可搬型建屋内ホース

計測制御設備

可搬型貯槽液位計

可搬型建屋供給冷却

水流量計

可搬型機器注水流量

計

可搬型貯槽温度計



 

 

 

（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｈ． 冷却コイル

等への通水

による冷却

の準備判断 

 内部ループへの通水が機能しないことをもって冷却コイル等への通水による冷却のための準備に着手する

ことを判断する。 

 冷却コイル等への通水による冷却のための準備の着手を判断するために必要な監視項目は，機器に内包する

溶液の温度及び内部ループへの通水流量である。 

 

－ － 

 計測制御設備 

 可搬型冷却水流量計 

 可搬型貯槽温度計 

ｉ． 冷却コイル

等への通水

による冷却

の準備 

 機器グループの内部ループへの通水が機能しない場合には，冷却コイル又は冷却ジャケットの損傷の有無を

確認するため，内部ループへの通水のために敷設した可搬型建屋内ホース及び必要に応じて予備の可搬型建

屋内ホース並びに冷却コイル等への通水に必要な可搬型建屋内ホースを，沸騰に至るまでの時間が概ね100

時間以内となる分離建屋内部ループ１，精製建屋内部ループ１，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内部ル

ープ１及び高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ１から５の機器グループに属する機器の冷却コイル又

は冷却ジャケットに接続する。沸騰に至るまでの時間が概ね100時間を超える前処理建屋内部ループ１及び

２，分離建屋内部ループ２及び３，精製建屋内部ループ２の機器グループに属する機器については，上記の

機器グループに属する機器への対応が完了した後に，可搬型建屋内ホースを冷却コイル又は冷却ジャケット

に接続する。また，可搬型冷却コイル圧力計及び可搬型冷却コイル通水流量計を可搬型建屋内ホースの経路

上に設置する。 

 冷却コイル又は冷却ジャケットの冷却水出口を閉め切った状態で，可搬型中型移送ポンプにより貯水槽から

送水し，通水経路を加圧することで，可搬型冷却コイル圧力計の指示値から冷却コイル又は冷却ジャケット

の健全性を確認する。 

 冷却コイル等への通水は，準備作業及び実施に要する作業が多いことから，機器への注水，凝縮器への冷却

水の通水，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための経路構築及び可搬型フィルタ，可搬型排風機を用い

た放出影響緩和を優先して実施し，大気中への放射性物質の放出を抑制できる状態を整備してから実施す

る。 

 各建屋の冷却コイル配

管及び冷却ジャケット

配管 

 冷却水給排水系 

 蒸発乾固対象貯槽等 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポンプ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 計測制御設備 

 可搬型冷却コイル圧

力計 

 可搬型冷却コイル流

量計 

 可搬型建屋供給冷却

水流量計 

 可搬型貯槽温度計 

  

 

ｊ． 冷却コイル

への通水に

よる冷却の

実施判断 

 冷却コイル等への通水の準備が完了後直ちに，冷却コイル等への通水の実施を判断し，以下のｊ．へ移行す

る。 

－ － － 

 

  



 

 

（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｋ． 冷却コイル

への通水に

よる冷却の

実施 

 健全性が確認された冷却コイル又は冷却ジャケットに可搬型中型移送ポンプを用いて貯水槽から通水する

ことにより，機器に内包する溶液を冷却する。通水流量は，必要に応じて可搬型冷却水流量計及び可搬型建

屋内ホースの流量調節弁又は流量調整ユニットにより調整する。 

 冷却コイル等への通水に必要な監視項目は，通水流量及び機器に内包する溶液の温度である。 

 冷却コイル等への通水に使用した冷却水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて汚染の有無を監視する。また，

可搬型排水受槽に回収し，可搬型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，貯水槽へ移送する 

 

 各建屋の冷却コイル

配管及び冷却ジャケ

ット配管 

 冷却水給排水系 

 蒸発乾固対象貯槽等 

 貯水槽 

 可搬型中型移送ポン

プ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 可搬型排水受槽 

 可搬型放射能測定装

置 

 可搬型冷却コイル流量計 

 可搬型建屋供給冷却水流

量計 

 可搬型冷却水排水線量計 

 

ｌ． 冷却コイル

等への通水

の成功判断 

 機器に内包する溶液の温度が85℃以下で安定していることを確認することにより，冷却コイル通水又は冷却

ジャケット通水による冷却機能が維持されていることを判断する。 

 冷却機能が維持されていることを判断するために必要な監視項目は機器に内包する溶液の温度である。 
－ － 

 計測制御設備 

 可搬型貯槽温度計 

※下線が引かれているものは新規設置設備 
 



判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ． 放射性物質

のセルへの

導出，凝縮器

による発生

した蒸気及

び放射性物

質の除去，セ

ル及び高性

能粒子フィ

ルタによる

放射性エア

ロゾルの除

去のための

準備着手判

断 

  

 安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷却水を循環するためのポ

ンプが多重故障し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場合，又は，外部電源が喪失し，第２非常用ディ

ーゼル発電機を運転できない場合は，内部ループへの通水の実施を判断し，以下のｂ．及びｃ．に移行す

る。 

放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去，セル及び高性能粒子フィ

ルタによる放射性エアロゾルの除去のための準備作業として以下のｂ．，ｃ．及びｄ．へ移行する。

－ － － 

ｂ．  建屋外の水

供給経路の

構築

各建屋に水を供給するために，可搬型中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送

ポンプを接続し，貯水槽から各建屋へ水を供給するための経路を構築する。また，可搬型排水受槽及び可

搬型中型移送ポンプを設置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，冷却に使用した

冷却水を貯水槽へ移送するための経路を構築する。

 設計基準を超える条件より厳しい条件としての外部事象の「火山」を条件として冷却機能が喪失した場合

には，降灰により可搬型中型移送ポンプが機能喪失することを防止するため，可搬型中型移送ポンプを各

建屋内及び保管庫内に配置する。

貯水槽

可搬型中型移送ポンプ

可搬型建屋外ホース

可搬型排水受槽

可搬型中型移送ポンプ

運搬車

ホース展張車

運搬車

可搬型建屋供給冷

却水流量計

第 7.2.1―２表 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応の手順及び設備の関係



 

 

（つづき） 

 
判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

ｃ． 放射性物質

のセルへの

導出，凝縮器

による発生

した蒸気及

び放射性物

質の除去，セ

ル及び高性

能粒子フィ

ルタによる

放射性エア

ロゾルの除

去のための

準備 

 

 前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋において，塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場

合には，水素掃気用の圧縮空気の供給継続による大気中への放射性物質の放出を低減するため，機器へ圧

縮空気を供給する水素掃気用安全圧縮空気系の手動弁を閉止する。 

 機器に内包する溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，放射性エアロゾルを除去するために，可搬型建

屋内ホースを敷設し，可搬型建屋内ホース及び凝縮器を接続する。 

 建屋外の水供給経路の構築が完了した後，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースを接続することに

より，貯水槽から凝縮器に冷却水を通水するための系統を構築する。また，可搬型凝縮器出口排気温度計

を設置する。 

 可搬型ダクトにより，建屋排気系，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を接続し，可搬型排風機，各建屋の

重大事故対処用母線及び可搬型発電機を可搬型電源ケーブルで接続する。また，建屋排気系のダンパを閉

止する。 

 塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を監視するため，塔槽類廃ガス処理設備に可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計

を設置し，導出先セルの圧力を監視するため，導出先セルに可搬型導出先セル圧力計を設置する。 

 

 凝縮器 

 高レベル廃液濃縮缶凝縮

器 

 第１エジェクタ凝縮器 

 凝縮器冷却水給排水系 

 主排気筒へ排出するユニ

ット 

 各建屋の代替塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管 

 各建屋の重大事故対処用

母線 

 各建屋の代替換気設備の

ダクト 

 蒸発乾固対象貯槽等 

 貯水槽 

 水素掃気用安全圧縮空気

系の手動弁（前処理建屋，

高レベル廃液ガラス固化

建屋） 

 可搬型中型移送ポンプ 

 可搬型建屋外ホース 

 可搬型建屋内ホース 

 可搬型配管 

 可搬型ダクト 

 可搬型フィルタ 

 可搬型デミスタ 

 可搬型排風機 

 可搬型発電機 

 計測制御設備 

 可搬型建屋供給冷

却水流量計 

 可搬型凝縮器通水

流量計 

 可搬型凝縮器出口

排気温度計 

 可搬型廃ガス洗浄

塔入口圧力計 

 可搬型導出先セル

圧力計 

 可搬型フィルタ差

圧計 

 

ｄ． 塔槽類廃ガ

ス処理設備

からセルに

導くための

作業の実施

判断 

 塔槽類廃ガス処理設備の排風機が停止している場合には，沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質又は水

素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くため

の作業の実施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 

 塔槽類廃ガス処理設備の排風機が運転状態を維持している場合には，水素掃気用の圧縮空気の供給継続に

より移行する放射性物質の大気中への放出量を低減するため，塔槽類廃ガス処理設備の排風機の運転を継

続し，機器に内包する溶液の温度の監視を継続する。温度監視の結果，いずれかの機器に内包する溶液の

温度が85℃に至り，かつ，温度の上昇傾向が続く場合には，その機器が設置されている建屋について，沸

騰に伴い気相中へ移行する放射性物質又は水素掃気用の圧縮空気の供給継続により移行する放射性物質

を塔槽類廃ガス処理設備からセルに導くための作業の実施を判断し，以下のｅ．へ移行する。 

 これらの実施を判断するために必要な監視項目は，機器に内包する溶液の温度及び塔槽類廃ガス処理設備

の排風機の運転状態である。 

－ － 
 計測制御設備 

 可搬型貯槽温度計 

  



（つづき）

判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処

設備 
計装設備 

ｅ． 塔槽類廃ガ

ス処理設備

の隔離弁の

閉止及び塔

槽類廃ガス

処理設備か

らセルに導

出するユニ

ットの開放 

塔槽類廃ガス処理設備から導出先セルに放射性物質を導出するため，塔槽類廃ガス処理設備の隔離弁を閉止

し，塔槽類廃ガス処理設備と導出先セルを接続している塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット

の手動弁及び塔槽類廃ガス処理設備の手動弁を開放する。

これにより，水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質が塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニ

ットを経由して導出先セルに導出される。また，沸騰に伴い塔槽類廃ガス処理設備の配管内の内圧が上昇し

た場合，発生した放射性物質は，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して導出先セル

に導出される。

発生した放射性物質が，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットを経由して導出先セルに導出さ

れない場合は，水封安全器を経由して水封安全器が設置されている導出先セルに導出される。

各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット 

各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット（フィルタ） 

各建屋の代替塔槽類廃ガ

ス処理設備の配管

各建屋の代替塔槽類廃ガ

ス処理設備の隔離弁

各建屋の水封安全器

－ － 

ｆ． 凝縮器への

冷却水の通

水の実施判

断 

 凝縮器への通水の準備が完了後直ちに，凝縮器への通水の実施を判断し，以下のｇ．へ移行する。

－ － － 

ｇ． 凝縮器への

冷却水の通

水 

可搬型中型移送ポンプにより，貯水槽から凝縮器に通水する。通水流量は，可搬型凝縮器通水流量計及び可

搬型建屋内ホースの流量調節弁又は流量調整ユニットにより調整する。

凝縮器への通水に使用した冷却水は，可搬型冷却水排水線量計を用いて汚染の有無を監視する。また，可搬

型排水受槽に回収，可搬型放射能測定装置を用いて汚染の有無を確認した上で，貯水槽へ移送する。

凝縮器から発生する凝縮水は，凝縮水回収セル等に回収する。

凝縮器への通水時に必要な監視項目は，通水流量及び凝縮器出口の排気温度である。

凝縮器

高レベル廃液濃縮缶凝縮

器

第１エジェクタ凝縮器

凝縮器冷却水給排水系

各建屋の凝縮液回収系

気液分離器

貯水槽

 

 可搬型中型移送ポンプ 

可搬型建屋外ホース

可搬型建屋内ホース

可搬型配管

可搬型排水受槽

可搬型放射能測定装置

計測制御設備

可搬型建屋供給冷

却水流量計

可搬型凝縮器通水

流量計

可搬型凝縮器出口

排気温度計

可搬型冷却水排水

線量計



（つづき）

判断及び操

作 
手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備※ 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｈ． 塔槽類廃ガ

ス処理設備

からセルに

導出するユ

ニットの高

性能粒子フ

ィルタの隔

離 

機器に内包する溶液が沸騰した後，可搬型フィルタ差圧計により，塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

るユニットの高性能粒子フィルタの差圧を監視し，高性能粒子フィルタの差圧が上昇傾向を示した場合，塔

槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニットの高性能粒子フィルタを隔離し，バイパスラインへ切り替

える。

これらの実施を判断するために必要な監視項目は，機器に内包する溶液の温度及び塔槽類廃ガス処理設備か

らセルに導出するユニットの高性能粒子フィルタの差圧である。

各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット 

各建屋の塔槽類廃ガス処

理設備からセルに導出す

るユニット（フィルタ） 

－ 

計測制御設備

可搬型貯槽温度計

可搬型フィルタ差

圧計

ｉ． 可搬型排風

機の起動の

判断 

可搬型排風機の運転準備が整い次第，可搬型排風機の起動を判断する。

－ － － 

ｊ． 可搬型排風

機の運転 

可搬型排風機を運転することで，大気中への経路外放出を抑制し，セル内の圧力上昇を緩和しつつ，可搬型

フィルタの高性能粒子フィルタにより放射性エアロゾルを除去し，主排気筒から大気中へ管理しながら放出

する。また，可搬型フィルタ差圧計により，可搬型フィルタの差圧を監視する。 

各建屋の代替換気設備の

ダクト

各建屋の重大事故対処用

母線） 

主排気筒

可搬型ダクト

可搬型フィルタ

可搬型デミスタ

可搬型排風機

可搬型発電機

可搬型フィルタ差

圧計

ｋ． 大気中への

放射性物質

の放出の状

態監視 

排気モニタリング設備により，主排気筒から大気中への放射性物質の放出状況を監視する。排気モニタリン

グ設備が機能喪失した場合は，可搬型排気モニタリング設備により，主排気筒から大気中への放射性物質の

放出状況を監視する。

各建屋の代替換気設備の

ダクト

主排気筒

可搬型排気モニタリン

グ設備
－

※下線が引かれているものは新規設置設備



第 7.2.1―３表 凝縮水回収セル等 

建屋 凝縮水回収セル等 

前処理建屋 放射性配管分岐第１セル 

分離建屋 

（高レベル廃液濃縮缶

凝縮器又は第１エジェ

クタ凝縮器）

第１供給槽及び第２供給槽 

分離建屋 

（凝縮器） 
放射性配管分岐第１セル 

精製建屋 精製建屋一時貯留処理槽第１セル 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋

凝縮廃液貯槽セル，凝縮廃液受槽

Ａセル又は凝縮廃液受槽Ｂセル 

高レベル廃液ガラス固

化建屋 
固化セル 



第 7.2.1―４表 導出先セル 

建屋 導出先セル 

前処理建屋 放射性配管分岐第１セル 

分離建屋 放射性配管分岐第１セル 

精製建屋 放射性配管分岐第１セル 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 硝酸プルトニウム貯槽セル 

高レベル廃液ガラス固化建屋 放射性配管分岐セル 



第 7.2.1―５表 水封安全器が設置されている導出先セル 

建屋 水封安全器設置セル 

前処理建屋 

（廃ガス洗浄塔シール 

ポット） 

溶解槽Ａセル 

分離建屋 

（廃ガス リリーフ ポ

ット） 

塔槽類廃ガス洗浄塔セル 

精製建屋 

（廃ガス ポット） 

プルトニウム系塔槽類廃ガス

洗浄塔セル 

ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋
－※ 

高レベル廃液ガラス固

化建屋 

（高レベル濃縮廃液廃

ガス処理系の廃ガス シ

ール ポット） 

塔槽類廃ガス処理第１セル 

※水封安全器は設置されていない。



第 7.2.2―１表 貯槽等ごとの設定値（前処理建屋） 

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

［時間］ 

冷却機能の喪失

から事態が収束

するまでの時間 

［時間］ 

沸騰を開始して 

から乾燥し固化 

に至るまでの期間 

［時間］ 

設定値 

［－］ 

前処理建屋 

内部ループ１ 

中継槽 150 45.0 8.61×10２※１ 0.0※２ 

リサイクル槽 160 45.0 9.23×10２※１ 0.0※２ 

前処理建屋 

内部ループ２ 

計量前中間貯槽 140 46.3 8.61×10２※１ 0.0※２ 
計量後中間貯槽 190 46.3 1.12×10２※１ 0.0※２ 
計量・調整槽 180 46.3 1.12×10２※１ 0.0※２ 
計量補助槽 190 46.3 1.12×10２※１ 0.0※２ 
中間ポット 160 46.3 8.60×10２※１ 0.0※２ 

※１ 溶液が沸騰に至った場合の沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

※２ 沸騰開始前までに冷却コイル通水が完了し，事態が収束する。



第 7.2.2―２表 貯槽等ごとの設定値（分離建屋） 

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

［時間］ 

冷却機能の喪失

から事態が収束

するまでの時間 

［時間］ 

沸騰を開始して 

から乾燥し固化 

に至るまでの期間 

［時間］ 

設定値 

［－］ 

分離建屋 

内部ループ１ 
高レベル廃液濃縮缶 15 25.9 9.70×10１ 1.12×10－１ 

分離建屋 

内部ループ２ 

高レベル廃液供給槽 720 47.7 4.77×10３※１ 0.0※２ 

第６一時貯留処理槽 330 47.7 1.97×10３※１ 0.0※２ 

分離建屋 

内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 180 65.8 1.12×10３※１ 0.0※２ 

溶解液供給槽 180 65.8 1.12×10３※１ 0.0※２ 

抽出廃液受槽 250 65.8 1.96×10３※１ 0.0※２ 

抽出廃液中間貯槽 250 65.8 1.96×10３※１ 0.0※２ 

抽出廃液供給槽 250 65.8 1.97×10３※１ 0.0※２ 

第１一時貯留処理槽 310 65.8 1.97×10３※１ 0.0※２ 

第８一時貯留処理槽 310 65.8 1.97×10３※１ 0.0※２ 

第７一時貯留処理槽 310 65.8 1.97×10３※１ 0.0※２ 

第３一時貯留処理槽 250 65.8 1.97×10３※１ 0.0※２ 

第４一時貯留処理槽 250 65.8 1.97×10３※１ 0.0※２ 

※１ 溶液が沸騰に至った場合の沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

※２ 沸騰開始前までに冷却コイル通水が完了し，事態が収束する。



第 7.2.2―３表 貯槽等ごとの設定値（精製建屋） 

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

［時間］

※１

冷却機能の喪失

から事態が収束

するまでの時間 

［時間］ 

沸騰を開始 

してから 

乾燥し固化 

に至るまでの

期間 

［時間］ 

設定値 

［－］ 

精製建屋 

内部ループ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 12 30.7 4.75×10１ 3.90×10－１ 

リサイクル槽 12 30.7 4.75×10１ 3.90×10－１ 
希釈槽 11 30.7 4.75×10１ 3.99×10－１ 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 11 30.7 4.75×10１ 4.03×10－１ 
プルトニウム濃縮液計量槽 12 30.7 4.75×10１ 3.90×10－１ 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 12 30.7 4.75×10１ 3.90×10－１ 

精製建屋 

内部ループ２ 

プルトニウム溶液受槽 110 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 

油水分離槽 110 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 
プルトニウム濃縮缶供給槽 96 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 
プルトニウム溶液一時貯槽 98 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 

第１一時貯留処理槽 100 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 
第２一時貯留処理槽 100 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 
第３一時貯留処理槽 96 37.5 6.34×10２※２ 0.0※３ 

※１ 冷却機能の喪失から溶液が沸騰に至るまでの時間

※２ 溶液が沸騰に至った場合の沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

※３ 沸騰開始前までに冷却コイル通水が完了し，事態が収束する。



第 7.2.2―４表 貯槽等ごとの設定値（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

［時間］ 

冷却機能の喪失か

ら事態が収束する

までの時間 

［時間］ 

沸騰を開始して 

から乾燥し固化 

に至るまでの期間 

［時間］ 

設定値 

［－］ 

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋

内部ループ

硝酸プルトニウム貯槽 19 26.3 4.60×10１ 1.57×10－１ 

混合槽 30 26.3 8.54×10１※１ 0.0※２ 

※１ 溶液が沸騰に至った場合の沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの期間

※２ 沸騰開始前までに冷却コイル通水が完了し，事態が収束する。



第 7.2.2―５表 貯槽等ごとの設定値（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

機器グループ 蒸発乾固対象貯槽等 

時間 

余裕 

（時間） 

冷却機能の 

喪失から 

事態が収束する

までの時間 

（時間） 

沸騰を開始して 

から乾燥し固化 

に至るまでの期間 

（時間） 

設定値 

（－） 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽 23 37.9 1.63×10２ 9.11×10－２ 
供給液槽 24 37.9 1.63×10２ 8.32×10－２ 
供給槽 24 37.9 1.63×10２ 8.33×10－２ 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ２ 

高レベル濃縮廃液貯槽 24 34.6 1.83×10２ 5.47×10－２ 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ３ 

高レベル濃縮廃液貯槽 24 36.1 1.83×10２ 6.28×10－２ 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

内部ループ４ 

高レベル濃縮廃液一時貯槽 23 37.6 1.63×10２ 8.87×10－２



第 7.2.2―６表 放射性物質の放出量（分離建屋）

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ９×10４ 

Ｃｓ－137 ２×10５ 

Ｅｕ－154 ９×10３ 

Ａｍ－241 ９×10３ 

Ｃｍ－244 ７×10３ 



第 7.2.2―７表 放射性物質の放出量（精製建屋）

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｐｕ－238 １×10５ 

Ｐｕ－239 １×10４ 

Ｐｕ－240 ２×10４ 

Ｐｕ－241 ３×10６ 



第 7.2.2―８表 放射性物質の放出量（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｐｕ－238 ６×10３ 

Ｐｕ－239 ６×10２ 

Ｐｕ－240 ９×10２ 

Ｐｕ－241 ２×10５ 

Ａｍ－241 ２×10２ 



第 7.2.2―９表 放射性物質の放出量（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 ９×10５ 

Ｃｓ－137 ２×10６ 

Ｅｕ－154 ８×10４ 

Ａｍ－241 ９×10４ 

Ｃｍ－244 ６×10４ 

 



第7.2.2―10表 蒸発乾固が発生した場合の大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算） 

※１ ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋においては，塔槽類廃ガス処理設備のインリーク経由

※２ 沸騰に至る前までに，冷却コイル通水を実施して事態の収束を図るため，放出無し。

※３ 事態収束後の放出率のため，合計放出量には加算しない。

建屋 

水素掃気用の圧縮空気に同伴する放射性物質の放出量 

蒸発乾固 

による放出量 

［ＴＢｑ］ 

建屋 

合計放出量 

［ＴＢｑ］ 

合計 

放出量 

［ＴＢｑ］ 

放出経路以外の 

経路からの放出 

（水封安全器経由）

※１

［ＴＢｑ］ 

放出経路以外の 

経路からの放出 

（セル導出ユニット

経由）

［ＴＢｑ］

主排気筒経由 

の放出量 

［ＴＢｑ／日］※３ 

前処理建屋 ６×10
－13

－ １×10
－10

－※２ ６×10－13

１×10－５ 

分離建屋 ４×10
－８

３×10
－11

５×10
－10

５×10－７ ５×10－７

精製建屋 ４×10
－８

５×10
－11

３×10
－９

５×10－６ ５×10－６

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 ５×10
－８

６×10
－10

２×10
－９

３×10－７ ３×10－７

高レベル廃液ガラス固化建屋 ４×10
－11

－ ９×10
－９

４×10－６ ４×10－６



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７－１図  内部ループ への 通水による冷却の概要図  



第７－２図  貯槽等への 注水の概要図



第７－３図 冷却コイル等への通水による冷却の概要図



第７－４図  セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応 の概要図



導出先セル

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等以外）

第7.1.1－１図 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための系統概要図

本図は，蒸発乾固に対処するための処置の系統概要である。可搬型ホース等及び可搬型ダクト等の敷設ルート，接続箇所，個数及び位置については，
ホース敷設ルート毎に異なる。

導出先セル

主排気筒

水封安全器

凝縮器又は
予備凝縮器

可搬型フィルタ

可搬型排風機

貯水槽

他建屋の代替安全
冷却水系より

可搬型排水受槽

①又は②に接続する

①’又は②’に接続する

②

②’

（建屋境界）

系統構成に
ついては同左

蒸発乾固
対象貯槽等

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

①①’

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

ポンプ・排風機

高性能粒子フィルタ

可搬型発電機

膨張槽



第7.1.1-２図 冷却機能の喪失による蒸発乾固び対処するための手順の概要

：操作・確認

：判断

：監視

：発生防止対策

：拡大防止対策

凡例※１ 重大事故等への対処の移行判断

・安全冷却水系の冷却塔，外部ループの冷
却水循環ポンプ若しくは内部ループの冷
却水を循環するためのポンプが多重故障
し，安全冷却水系の冷却機能が喪失した
場合

・外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼ
ル発電機が運転できない場合

※４ 一連の重大事故等への対処に係る

作業完了後に着手する。

※２ 内部ループ通水を実施したにもかか

わらず，安全冷却水系の内部ループ

への通水が機能しない場合。

貯槽注水
準備完了

放出低減対策
準備完了

内部ループ通水
準備完了

貯槽溶液温度監視

OK

・内部ループ通水準備
・可搬型貯槽温度計設置

・可搬型建屋内ホース
敷設，接続

・貯槽溶液温度測定
・可搬型貯槽液位計設置

貯槽溶液温度
監視継続

重大事故等への対処の移行・着手判断※１

屋外通水
準備完了

放出低減対策
準備完了

可搬型排風機起動内部ループ通水

NG

貯槽液位低下

貯槽溶液温度上昇

状態監視

状態監視

・貯槽液位
・貯槽溶液温度

・凝縮器出口排気温度
・凝縮器通水流量

凝縮器通水

貯槽注水

【内部ループ通水成否判断】
機器に内包する溶液の温度

85℃以下で安定

【凝縮器通水実施判断】
機器に内包する溶液の温度85℃
到達，かつ，温度上昇が継続

【貯槽注水実施判断】
溶液が沸騰に至り，溶液量が
公称容量の最大値の70％まで

減少する前

【貯槽注水停止判断】
機器の液位から算出した
注水量の注水が完了した

場合

【内部ループ漏えい有無判断】
膨張槽液位が低下
していないこと

OK

NG

①

①

※３ 冷却コイル健全性確認

冷却コイル健全性
確認準備完了

通水経路加圧

【冷却コイル
健全性確認判断】

可搬型冷却コイル圧力計の
指示値が低下しないこと

OK

NG

冷却コイル等通水へ

・隔離弁の操作，ダンパ閉止
・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計及び

可搬型導出先セル圧力計設置
・可搬型ダクト設置
・可搬型排風機・可搬型フィルタ設置
・電源ケーブル敷設
・可搬型発電機・可搬型排風機起動準備

放射性配管分岐
第１セル

圧力監視継続

・可搬型建屋内ホース等敷設，接続
・可搬型凝縮器出口排気温度計設置
・漏えい確認等

冷却コイル等通水
準備完了※４

・冷却コイル
通水準備

貯槽溶液温度
監視継続

冷却コイル等
通水

冷却コイル健全性確認
※３

冷却コイル等通
水着手判断※２



作業名 作業班 要員数

・現場環境確認（建屋内のアクセスルートの確認及び可搬型
通話装置の設置）

建屋内13班，建屋内22班
建屋内23班

6

・膨張槽液位測定 建屋内23班 2

・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽溶液温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

・内部ループ通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁
隔離）

建屋内14班，建屋内15班 4

・内部ループ通水（弁操作，漏えい確認，冷却水流量（内部
ループ通水）確認）

建屋内14班 2

・貯槽溶液温度計測 建屋内15班 2

・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6

・計器監視（貯槽溶液温度，冷却水流量（内部ループ通
水））

建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，冷却水流量（内部ループ通
水））

建屋内27班 2

第7.1.1－３図　精製建屋における地震を想定した場合の内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目（その１）

精製
建屋

3:00 37:0017:0010:00 11:00 13:000:00 1:00 2:00 21:0020:00 23:00 24:00 25:00 26:00 27:00 28:00 29:00 30:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:0022:005:00 6:00 7:004:00 8:00 9:00 18:00 19:0014:00 15:00 16:0012:00

精製建屋 蒸発乾固 制限時

・現場

環境確

認

・蒸発乾固 発生防止対策

・蒸発乾固 拡大防止対策

・水素爆発 発生防止対策

・水素爆発 拡大防止対策

・使用済燃料損傷対策

・拡大防止（放出防止）対策

・拡大防止

（放出防止）

対策

・水素爆発 発

生防止対策



作業名 作業班 要員数

・建屋外対応班長 - 1

・建屋外対応班員 - 1

・軽油用タンク ローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
（分離建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
（分離建屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1
台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用
1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
（前処理建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
（前処理建屋又は高レベル廃液ガラス固化建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
用1台並びに高レベル廃液ガラス固化建屋用1台)

燃料給油1班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(前処理建屋用1台)

燃料給油1班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
排水用1台並びに高レベル廃液ガラス固化建屋用1台)

燃料給油2班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(前処理建屋排水用1台)

燃料給油2班 1

・第１貯水槽及び第２貯水槽から各建屋までのアクセスルー
ト(北ルート)の確認

燃料給油1班　燃料給油2
班

2

・第１貯水槽及び第２貯水槽から各建屋までのアクセスルー
ト(南ルート)の確認

建屋外7班 2

・ホイール ローダの確認 建屋外1班　建屋外８班 3

・出動指示まで車両内での待機 建屋外1班　建屋外８班 3

・アクセスルートの整備（ガレキ撤去） 建屋外1班　建屋外8班 3

・アクセスルートの整備（除雪、ガレキ撤去）
※対応する作業班の1名がホイル ローダにて作業する。

建屋外2班　建屋外4班
建屋外5班　建屋外6班
建屋外7班　建屋外8班

11

第7.1.1－３図　精製建屋における地震を想定した場合の内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目（その２）

37:0025:00 30:0026:00 27:00 31:00 32:00 33:00 34:00 35:00 36:0028:00 29:0023:00 24:0017:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:006:00 7:00

建屋外

0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00

他作業場所にて

水供給対策



作業名 作業班 要員数

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホース及び運搬車の確認 建屋外2班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び設置（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・第１貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホー
ス，可搬型排水受槽，中型移送ポンプ運搬車及びホース展張
車の確認

建屋外3班 建屋外4班 建
屋外5班 建屋外6班

8

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

建屋外3班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建屋，精
製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外3班 建屋外4班 建
屋外5班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

建屋外6班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

建屋外4班 建屋外5班 建
屋外6班 建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（分離建屋，精製建屋及び
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外4班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（分離建屋，精製建屋及び
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋
外ホースとの接続（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルト
ニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・水の供給流量の調整（分離建屋，精製建屋及びウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外1班 建屋外4班 4

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベル廃液
ガラス固化建屋)

建屋外3班 建屋外4班 建
屋外5班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び設置（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外4班 建屋外5班 建
屋外6班 建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（高レベル廃液ガラス固化
建屋）

建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（高レベル廃液ガラス固化
建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋
外ホースとの接続（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースの可搬型建屋内ホースとの接続（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・水の供給流量の調整（高レベル廃液ガラス固化建屋） 建屋外3班 2

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

第7.1.1－３図　精製建屋における地震を想定した場合の内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目（その３）
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作業名 作業班 要員数

・中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ可搬型中
型移送ポンプの運搬

建屋外4班 2

・故障時バックアップ可搬型中型移送ポンプの設置及び起動
確認

建屋外5班 建屋外6班 建
屋7外班

6

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬
（前処理建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理建屋）
建屋外4班 建屋外5班 建
屋外7班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（前処理建屋）

建屋外6班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（前処理
建屋）

建屋外4班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び設置（前処理
建屋）

建屋外4班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（前処理建屋）

建屋外4班 建屋外5班 建
屋外6班 建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（前処理建屋） 建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（前処理建屋） 建屋外4班 建屋外5班 4

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋
外ホースとの接続（前処理建屋）

建屋外4班 建屋外5班
建屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続（前処
理建屋）

建屋外4班 建屋外5班 4

・水の供給流量の調整（前処理建屋） 建屋外6班 建屋外8班 3

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（前処
理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプ
の運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

建屋外5班 2

・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

・中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプ
の運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（高レベル
廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外3班 2

・中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプ
の運搬（前処理建屋）

建屋外7班 2

・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理
建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水及び状態監視（前処理建
屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

第7.1.1－３図　精製建屋における地震を想定した場合の内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目（その４）
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作業名 作業班 要員数

・車両寄付き 建屋内20班，建屋内21班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内20班，建屋内21班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内20班，建屋内21班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内20班，建屋内21班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内20班，建屋内21班 4

・SA設備の固縛解縛 建屋内20班，建屋内21班 4

・SA設備の玉がけ・地切り 建屋内20班，建屋内21班 4

・SA設備の吊り上げ及び積載 建屋内20班，建屋内21班 4

・SA設備の車上固縛 建屋内20班，建屋内21班 4

・車両移動 建屋内20班，建屋内21班 4

作業名 作業班 要員数

・膨張槽液位測定 建屋内23班 2

・可搬型貯槽温度計設置及び貯槽溶液温度計測 建屋内14班，建屋内15班 4

・内部ループ通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，接続，弁
隔離）

建屋内14班，建屋内15班 4

・内部ループ通水（弁操作，漏えい確認，冷却水流量（内部
ループ通水）確認）

建屋内14班 2

・貯槽溶液温度計測 建屋内15班 2

・可搬型漏えい液受皿液位計設置（漏えい液受皿液位測定）
建屋内16班，建屋内17班
建屋内18班

6

・計器監視（貯槽溶液温度，冷却水流量（内部ループ通
水））

建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，冷却水流量（内部ループ通
水））

建屋内27班 2

第7.1.1-４図　精製建屋における火山を想定した場合の内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目（その１）
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・蒸発乾固発生防止対策

・蒸発乾固拡大防止対策

・水素爆発拡大防止対策

・拡大防止（放出防止）対策
・屋外設備移動

・拡大防止（発生防止）対策

・水素爆発発生防止対策

・使用済燃料損傷対策

・水素爆発発生防止対策

・水素爆発拡大防止対策

・蒸発乾固発生防止対策

・蒸発乾固拡大防止対策

・拡大防止（放出防止）対策



作業名 作業班 要員数

・建屋外対応班長 - 1

・建屋外対応班員 - 1

・軽油用タンク ローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
（分離建屋用1台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台並びに
精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
（分離建屋用1台，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋用1
台，高レベル廃液ガラス固化建屋用1台，排気監視測定設備用
1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型発電機用容器（ドラム缶
等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
（前処理建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型空気圧縮機用容器（ドラム
缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
（前処理建屋又は高レベル廃液ガラス固化建屋用1台）

燃料給油3班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
用1台並びに高レベル廃液ガラス固化建屋用1台)

燃料給油1班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(前処理建屋用1台)

燃料給油1班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
排水用1台並びに高レベル廃液ガラス固化建屋用1台)

燃料給油2班 1

・軽油用タンク ローリから可搬型中型移送ポンプ用容器（ド
ラム缶等）への燃料の補給及び軽油用タンク ローリの移動
(前処理建屋排水用1台)

燃料給油2班 1

・ホイール ローダの確認 建屋外1班　建屋外８班 3

・アクセスルートの整備（除雪、除灰）
※対応する作業班の1名がホイル ローダにて作業する。

建屋外1班　建屋外2班
建屋外4班　建屋外5班
建屋外6班　建屋外7班
建屋外8班

13

第7.1.1-４図　精製建屋における火山を想定した場合の内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目（その２）
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作業名 作業班 要員数

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホース及び運搬車の確認 建屋外2班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び設置（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外2班 2

・第１貯水槽，可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホー
ス，可搬型排水受槽，中型移送ポンプ運搬車及びホース展張
車の確認

建屋外3班 建屋外4班 建
屋外5班 建屋外6班

8

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

建屋外3班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建屋，精
製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外3班 建屋外4班 建
屋外5班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

建屋外6班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）

建屋外4班 建屋外5班 建
屋外6班 建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（分離建屋，精製建屋及び
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外4班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（分離建屋，精製建屋及び
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋
外ホースとの接続（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルト
ニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・水の供給流量の調整（分離建屋，精製建屋及びウラン・プ
ルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外1班 建屋外4班 4

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（分離
建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベル廃液
ガラス固化建屋)

建屋外3班 建屋外4班 建
屋外5班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び設置（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

建屋外3班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外4班 建屋外5班 建
屋外6班 建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（高レベル廃液ガラス固化
建屋）

建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（高レベル廃液ガラス固化
建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋
外ホースとの接続（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースの可搬型建屋内ホースとの接続（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・水の供給流量の調整（高レベル廃液ガラス固化建屋） 建屋外3班 2

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（高レ
ベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

第7.1.1-４図　精製建屋における火山を想定した場合の内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目（その３）
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他作業場所にて

水供給対策

他作業場所にて

水供給対策

他作業場所にて

水供給対策

他作業場所にて

水供給対策



作業名 作業班 要員数

・中型移送ポンプ運搬車による故障時バックアップ可搬型中
型移送ポンプの運搬

建屋外4班 2

・故障時バックアップ可搬型中型移送ポンプの設置及び起動
確認

建屋外5班 建屋外6班 建
屋7外班

6

・中型移送ポンプ運搬車による可搬型中型移送ポンプの運搬
（前処理建屋）

建屋外6班 2

・可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理建屋）
建屋外4班 建屋外5班 建
屋外7班

6

・ホース展張車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備
（前処理建屋）

建屋外6班 2

・運搬車で運搬する可搬型建屋外ホースの運搬準備（前処理
建屋）

建屋外4班 2

・運搬車による可搬型建屋外ホースの運搬及び設置（前処理
建屋）

建屋外4班 2

・ホース展張車による可搬型建屋外ホースの運搬及び敷設
（前処理建屋）

建屋外4班 建屋外5班 建
屋外6班 建屋外7班

8

・可搬型中型移送ポンプの試運転（前処理建屋） 建屋外1班 2

・可搬型建屋外ホースの状態確認（前処理建屋） 建屋外4班 建屋外5班 4

・可搬型排水受槽の運搬車による運搬，設置及び可搬型建屋
外ホースとの接続（前処理建屋）

建屋外4班 建屋外5班
建屋外7班

6

・可搬型建屋外ホースと可搬型建屋内ホースとの接続（前処
理建屋）

建屋外4班 建屋外5班 4

・水の供給流量の調整（前処理建屋） 建屋外6班 建屋外8班 3

・可搬型中型移送ポンプによる水の供給及び状態監視（前処
理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外1班 2

・中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプ
の運搬（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合
脱硝建屋）

建屋外5班 2

・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（分離建
屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
（分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建
屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

・中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプ
の運搬（高レベル廃液ガラス固化建屋）

建屋外6班 2

・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（高レベ
ル廃液ガラス固化建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
（高レベル廃液ガラス固化建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外3班 2

・中型移送ポンプ運搬車による排水用可搬型中型移送ポンプ
の運搬（前処理建屋）

建屋外7班 2

・排水用可搬型中型移送ポンプの設置及び起動確認（前処理
建屋）

建屋外5班 建屋外6班 建
屋外7班

6

・可搬型中型移送ポンプによる排水，状態監視及び除灰作業
（前処理建屋）
・可搬型中型移送ポンプへ燃料の補給

建屋外2班 2

第7.1.1-４図　精製建屋における火山を想定した場合の内部ループへの通水に必要な要員及び作業項目（その４）
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第 7.1.2－１図 フォールトツリー（蒸発乾固）（その１）



第 7.1.2－１図 フォールトツリー（蒸発乾固）（その２）



第 7.1.2－１図  フォルート ツリー（蒸発乾固）（その３）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その４）  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その５）  



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その６）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その７）  



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その８）



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その９）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その 10）  



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その 11）



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その 12）



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その 13）



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その 14）



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その 15）



第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その 16）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7.1.2－１図  フォールト ツリー（蒸発乾固）（その 17）  



第 7.1.2－２図  安全冷却水系の系統概要図



第 7.1.2－３図 前処理建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 



第 7.1.2－４図 分離建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 



第 7.1.2－５図 精製建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 



 

第 7.1.2－６図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 



第 7.1.2－７図 高レベル廃液ガラス固化建屋内部ループ構成概要図(機器グループ) 



第 7.1.2－８図 内部ループ通水実施時の計量前中間貯槽に 

内包する 高レベル廃液等 の温度傾向 



第 7.1.2－９図 内部ループ通水実施時の高レベル廃液濃縮缶に 

内包する 高レベル廃液等 の温度傾向 



第 7.1.2－10 図 内部ループ通水実施時のプルトニウム濃縮液一時貯槽

に内包する 高レベル廃液等 の温度傾向 



第 7.1.2－11図 内部ループ通水実施時の硝酸プルトニウム貯槽に 

内包する 高レベル廃液等 の温度傾向 



 

 

第 7.1.2－12図 内部ループ通水実施時の高レベル廃液混合槽に 

         内包する 高レベル廃液等 の温度傾向 

 



作業名 作業班 要員数

・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内27班 2

・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4

・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6

・貯槽注水 建屋内16班 2

・貯槽液位測定 建屋内40班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，貯槽液位） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，貯槽液位） 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース敷設，接続，排気温度計設置 建屋内11班，建屋内12班 4

・漏えい確認等，凝縮器通水 建屋内11班，建屋内12班 4

・隔離弁の操作 建屋内14班 2

・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2

・ダンパ閉止 建屋内15班 2

・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

6

・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班

6

・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2

・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4

・放射性配管分岐第１セル圧力確認，プルトニウム系塔槽類廃ガス
洗浄塔セル圧力確認，可搬型排風機起動

建屋内13班 2

・計器監視（放射性配管分岐第１セル圧力，プルトニウム系塔槽類
廃ガス洗浄塔セル圧力確認，貯槽溶液温度，凝縮器出口排気温度，
凝縮器通水流量）

建屋内26班 2

・計器監視（放射性配管分岐第１セル圧力，プルトニウム系塔槽類
廃ガス洗浄塔セル圧力確認，貯槽溶液温度，凝縮器出口排気温度，
凝縮器通水流量）

建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

・冷却コイル通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，冷却コイル圧力
計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
1）

建屋内21班 2

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
1）

建屋内22班 2

・冷却コイル通水（弁操作，漏えい確認，冷却水圧力（冷却コイル
通水）確認)（精製建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 1） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 1） 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

・冷却コイル通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，冷却コイル圧力
計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
2）

建屋内20班 2

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
2）

建屋内21班 2

・冷却コイル通水（弁操作，漏えい確認，冷却水圧力（冷却コイル
通水）確認)（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 2） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 2） 建屋内27班 2
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精製
建屋
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第7.2.1-１図　精製建屋における地震又は火山を想定した場合の貯槽等への注水，冷却コイル等通水
並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応に必要な要員及び作業項目（その１）
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・使用済燃料損傷対策

・蒸発乾固発生防止対策

・蒸発乾固発生防止対策

・水素爆発発生防止対策

・水素爆発拡大防止対策

・拡大防止(放出防止)対策

・屋外設備移動

・使用済燃料損傷対策

・蒸発乾固発生防止対策

・蒸発乾固拡大防止対策

・水素爆発発生防止対策

・水素爆発拡大防止対策

・拡大防止(放出防止)対策

・使用済燃料損傷対策 ・水素爆発発生防止対策 ・拡大防止(放出防止)対策

・蒸発乾固発生防止対策 ・水素爆発拡大防止対策・屋外設備移動

・蒸発乾固発生防止対策

・拡大防止(放出防止)対策



作業名 作業班 要員数

・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内27班 2

・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4

・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6

・貯槽注水 建屋内16班 2

・貯槽液位測定 建屋内40班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，貯槽液位） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，貯槽液位） 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース敷設，接続，排気温度計設置 建屋内11班，建屋内12班 4

・漏えい確認等，凝縮器通水 建屋内11班，建屋内12班 4

・隔離弁の操作 建屋内14班 2

・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2

・ダンパ閉止 建屋内15班 2

・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

6

・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班

6

・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2

・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4

・放射性配管分岐第１セル圧力確認，プルトニウム系塔槽類廃ガス
洗浄塔セル圧力確認，可搬型排風機起動

建屋内13班 2

・計器監視（放射性配管分岐第１セル圧力，プルトニウム系塔槽類
廃ガス洗浄塔セル圧力確認，貯槽溶液温度，凝縮器出口排気温度，
凝縮器通水流量）

建屋内26班 2

・計器監視（放射性配管分岐第１セル圧力，プルトニウム系塔槽類
廃ガス洗浄塔セル圧力確認，貯槽溶液温度，凝縮器出口排気温度，
凝縮器通水流量）

建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

・冷却コイル通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，冷却コイル圧力
計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
1）

建屋内21班 2

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
1）

建屋内22班 2

・冷却コイル通水（弁操作，漏えい確認，冷却水圧力（冷却コイル
通水）確認)（精製建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 1） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 1） 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

・冷却コイル通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，冷却コイル圧力
計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
2）

建屋内20班 2

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
2）

建屋内21班 2

・冷却コイル通水（弁操作，漏えい確認，冷却水圧力（冷却コイル
通水）確認)（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 2） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 2） 建屋内27班 2
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第7.2.1-１図　精製建屋における地震又は火山を想定した場合の貯槽等への注水，冷却コイル等通水
並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応に必要な要員及び作業項目（その２）

26:00

・蒸発乾固拡大防止対策 ・蒸発乾固発生防止対策

・蒸発乾固拡大防止対策

・蒸発乾固発生防止対策

・蒸発乾固拡大防止対策

・使用済燃料損傷対策

・蒸発乾固発生防止対策

・蒸発乾固拡大防止対策

・使用済燃料損傷対策 ・蒸発乾固拡大防止対策

・蒸発乾固発生防止対策 ・拡大防止(放出防止)対策



作業名 作業班 要員数

・可搬型建屋外ホース敷設，接続 建屋内27班 2

・可搬型空気圧縮機起動 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース敷設，接続，漏えい確認 建屋内18班，建屋内19班 4

・可搬型貯槽液位計設置及び貯槽液位計測
建屋内16班，建屋内17班
建屋内20班

6

・貯槽注水 建屋内16班 2

・貯槽液位測定 建屋内40班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，貯槽液位） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度，貯槽液位） 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース敷設，接続，排気温度計設置 建屋内11班，建屋内12班 4

・漏えい確認等，凝縮器通水 建屋内11班，建屋内12班 4

・隔離弁の操作 建屋内14班 2

・可搬型導出先セル圧力計設置 建屋内14班 2

・ダンパ閉止 建屋内15班 2

・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内24班，建屋内25班
建屋内26班

6

・可搬型ダクト，可搬型排風機，可搬型フィルタの設置
建屋内19班，建屋内20班
建屋内21班

6

・可搬型排風機起動準備 建屋内13班 2

・可搬型電源ケーブル敷設 建屋内11班，建屋内12班 4

・放射性配管分岐第１セル圧力確認，プルトニウム系塔槽類廃ガス
洗浄塔セル圧力確認，可搬型排風機起動

建屋内13班 2

・計器監視（放射性配管分岐第１セル圧力，プルトニウム系塔槽類
廃ガス洗浄塔セル圧力確認，貯槽溶液温度，凝縮器出口排気温度，
凝縮器通水流量）

建屋内26班 2

・計器監視（放射性配管分岐第１セル圧力，プルトニウム系塔槽類
廃ガス洗浄塔セル圧力確認，貯槽溶液温度，凝縮器出口排気温度，
凝縮器通水流量）

建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 1）
建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

・冷却コイル通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，冷却コイル圧力
計設置）（精製建屋内部ループ 1）

建屋内20班，建屋内22班
建屋内23班

6

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
1）

建屋内21班 2

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
1）

建屋内22班 2

・冷却コイル通水（弁操作，漏えい確認，冷却水圧力（冷却コイル
通水）確認)（精製建屋内部ループ 1）

建屋内22班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 1） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 1） 建屋内27班 2

・可搬型建屋内ホース等運搬（精製建屋内部ループ 2）
建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

・冷却コイル通水準備（可搬型建屋内ホース敷設，冷却コイル圧力
計設置）（精製建屋内部ループ 2）

建屋内23班，建屋内24班
建屋内25班

6

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
2）

建屋内20班 2

・冷却コイル健全性確認（弁操作，漏えい確認，冷却コイル健全性
確認，冷却水圧力（冷却コイル通水）確認）（精製建屋内部ループ
2）

建屋内21班 2

・冷却コイル通水（弁操作，漏えい確認，冷却水圧力（冷却コイル
通水）確認)（精製建屋内部ループ 2）

建屋内20班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 2） 建屋内26班 2

・計器監視（貯槽溶液温度)（精製建屋内部ループ 2） 建屋内27班 2
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第7.2.1-１図　精製建屋における地震又は火山を想定した場合の貯槽等への注水，冷却コイル等通水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　並びにセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応に必要な要員及び作業項目（その３）
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※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，沸騰及び機器注水には至らない

第 7.2.2－１図 冷却コイル等通水及び 貯槽等への 注水実施時の計量前

中間貯槽に内包する 高レベル廃液等 の温度及び 液量 傾

向 



※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，機器注水には至らない

第 7.2.2－２図 冷却コイル等通水及び 貯槽等への 注水実施時の高レベ

ル廃液濃縮缶に内包する 高レベル廃液等 の温度及び 液

量 傾向



※１ 貯槽等への 注水は蒸発速度に対して３倍の流量で実施した場合を想定する

第 7.2.2－３図 冷却コイル等通水及び 貯槽等への 注水実施時のプルト

ニウム濃縮液一時貯槽に内包する 高レベル廃液等 の温

度及び 液量 傾向



第 7.2.2－４図 冷却コイル等通水及び 貯槽等への 注水実施時の硝酸プ

ルトニウム貯槽に内包する 高レベル廃液等 の温度及び

液量 傾向



第7.2.2－５図 冷却コイル等通水及び貯槽等への注水実施時の高レベル

廃液混合槽に内包する高レベル廃液等の温度及び液量傾

向 



 

 

※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，沸騰及び 貯槽等への 注水には至らない 

第 7.2.2－６図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応実施時の計量前中間 
貯槽に内包する高レベル廃液等の温度，液量，放出及び蒸気の凝縮傾向 



※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，沸騰及び機器注水には至らない

第 7.2.2－７図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気 

系による対応実施時の前処理建屋からの放出及び蒸気の 

凝縮傾向 



 

※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，貯槽等への 注水には至らない

第 7.2.2－８図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応実施時の

高レベル廃液濃縮缶に内包する高レベル廃液等の温度，液量，放出及び蒸気の凝

縮傾向



※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，機器注水には至らない

第 7.2.2－９図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する 

排気系による対応 実施時の分離建屋からの放出及び 

蒸気の凝縮傾向 



※１ 貯槽等へ の注水は蒸発速度に対して３倍の流量で実施した場合を想定する

第 7.2.2－10 図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応実施時の 
プルトニウム濃縮液一時貯槽に内包する高レベル廃液等の温度，液量，放出及び蒸気

の凝縮傾向



 

 

第 7.2.2－11図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する 

排気系による対応 実施時の精製建屋からの放出及び 

蒸気の凝縮傾向 



※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，貯槽等への 注水には至らない

第 7.2.2－12図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応実施時の硝酸

プルトニウム貯槽に内包する高レベル廃液等の温度，液量，放出及び蒸気の凝縮傾

向



※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，機器注水には至らない

第 7.2.2－13 図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排

気系による対応実施時のウラン・プルトニウム混合脱硝

からの放出及び建屋からの放出及び蒸気の凝縮傾向 



※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，貯槽等への 注水には至らない

第 7.2.2－14図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する排気系による対応実施時の

高レベル廃液混合槽に内包する溶液の高レベル廃液等，液量，放出及び蒸気の凝縮

傾向



※１ 冷却コイル等通水により事態の収束を図るため，機器注水には至らない

第 7.2.2－15図 セルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する 

排気系による対応 実施時の高レベル廃液ガラス固化 

建屋からの放出及び蒸気の凝縮傾向 



第 7.2.2－16図 放射性物質の大気放出過程（分離建屋） 

高レベル廃液濃縮缶に内包する溶液中の放射性物質量 

Ｓｒ－90 ： ２×1017Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ３×1017Ｂｑ 

 Ｅｕ－154 ： ２×1016Ｂｑ 

Ａｍ－241 ： ２×1016Ｂｑ 

Ｃｍ－244 ： ２×1016Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.005％ 

凝縮器及び放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除染係数 ： 10２ 

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除染係数 ： 10５ 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90 ： ９×10４Ｂｑ 

Ｃｓ－137    ： ２×10５Ｂｑ 

Ｅｕ－154    ： ９×10３Ｂｑ 

Ａｍ－241    ： ９×10３Ｂｑ 

Ｃｍ－244    ： ７×10３Ｂｑ 

主排気筒放出 

溶液が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの 

期間のうち，放射性物質の放出に寄与する割合 



第 7.2.2－17図 放射性物質の大気放出過程（精製建屋） 

冷却コイルへの通水までに沸騰する機器に 

内包する溶液中の放射性物質量 

Ｐｕ－238 ： ６×1016Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： ６×1015Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ９×1015Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ２×1018Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.005％ 

凝縮器及び放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除染係数 ： 10２ 

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除染係数 ： 10５ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238 ： １×10５Ｂｑ 

Ｐｕ－239 ： １×10４Ｂｑ 

Ｐｕ－240 ： ２×10４Ｂｑ 

Ｐｕ－241 ： ３×10６Ｂｑ 

主排気筒放出 

溶液が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの 

期間のうち，放射性物質の放出に寄与する割合 



第 7.2.2－18図 放射性物質の大気放出過程 

（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

冷却ジャケットへの通水までに沸騰する機器に 

内包する溶液中の放射性物質量 

Ｐｕ－238  ： ２×1016Ｂｑ 

Ｐｕ－239  ： ２×1015Ｂｑ 

  Ｐｕ－240  ： ３×1015Ｂｑ 

Ｐｕ－241  ： ４×1017Ｂｑ 

Ａｍ－241 ： ４×1014Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.005％ 

凝縮器及び放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除染係数 ： 10２ 

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除染係数 ： 10５ 

放射性物質放出量 

Ｐｕ－238  ： ６×10３Ｂｑ 

Ｐｕ－239  ： ６×10２Ｂｑ 

 Ｐｕ－240  ： ９×10２Ｂｑ 

Ｐｕ－241  ： ２×10５Ｂｑ 

Ａｍ－241     ： ２×10２Ｂｑ 

主排気筒放出 

溶液が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの 

期間のうち，放射性物質の放出に寄与する割合 



第 7.2.2－19図 放射性物質の大気放出過程 

（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

冷却コイル等への通水までに沸騰する機器に 

内包する溶液中の放射性物質量 

Ｓｒ－90 ： ３×1018Ｂｑ 

Ｃｓ－137 ： ４×1018Ｂｑ 

 Ｅｕ－154 ： ３×1017Ｂｑ 

Ａｍ－241 ： ３×1017Ｂｑ 

Ｃｍ－244 ： ２×1017Ｂｑ 

放射性物質の気相中への移行 

移行割合 ： 0.005％ 

凝縮器及び放出経路上の放射性エアロゾルの沈着 

  除染係数 ： 10２ 

可搬型フィルタによる放射性エアロゾルの除去 

除染係数 ： 10５ 

放射性物質放出量 

Ｓｒ－90   ： ９×10５Ｂｑ 

Ｃｓ－137     ： ２×10６Ｂｑ 

Ｅｕ－154     ： ８×10４Ｂｑ 

Ａｍ－241     ： ９×10４Ｂｑ 

  Ｃｍ－244   ： ６×10４Ｂｑ 

主排気筒放出 

溶液が沸騰を開始してから乾燥し固化に至るまでの 

期間のうち，放射性物質の放出に寄与する割合 
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1 

1. 冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処概要

1.1 蒸発乾固の 発生防止対策 の概要 

安全冷却水系の機器が損傷し冷却機能が喪失した場合には，高レベル

廃液等の沸騰を未然に防止するため，安全冷却水系の内部ループに通水し，

蒸発乾固を想定する貯槽等に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

 冷却機能が喪失した状態が継続した場合の高レベル廃液等が沸騰に至る

までの時間は，前処理建屋において約 140 時間，分離建屋において約 15

時間，精製建屋において約 11 時間，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

において約 19 時間及び高レベル廃液ガラス固化建屋において約 23 時間で

ある。 

各建屋の対策の概要等を以下に示す。
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【前処理建屋の蒸発乾固の 発生防止対策 の概要】 

第 1.－１図 前処理建屋の内部ループ への 通水による冷却概要図 
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第 1.－２図 前処理建屋の内部ループ への 通水による冷却概要 

については商業機密の観点から公開できません。
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【分離建屋の蒸発乾固の 発生防止対策 の概要】 

第 1.－３図 分離建屋の内部ループ への 通水による冷却概要図 
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第 1.－４図 分離建屋の内部ループ への 通水による冷却概要 

については商業機密の観点から公開できません。
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【精製建屋の蒸発乾固の 発生防止対策 の概要】 

第 1.－５図 精製建屋の内部ループ への 通水による冷却概要図 
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第 1.－６図 精製建屋の内部ループ への 通水による冷却概要 

については商業機密の観点から公開できません。
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【ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の蒸発乾固の 発生防止対策 の概要】 

第 1.－７図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の内部ループ への 通水による冷却概要図 
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第 1.－８図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の内部ループ への 通水による冷却概要 

については商業機密の観点から公開できません。



10 

【高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固の 発生防止対策 の概要】 

第 1.－９図 高レベル廃液ガラス固化建屋の内部ループ への 通水による冷却概要図 
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第 1.－10 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の内部ループ通水による冷却概要 
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1.2 蒸発乾固の 発生防止対策 の信頼性 

1.2.1 内部ループ への 通水による冷却に使用する設備の設計 

 内部ループ への 通水に使用する系統は，基準地震動を 1.2 倍にした地

震動を考慮する設計とすることで，系統自身の堅牢性を十分確保した上で，

乾燥し固化に至った 状態におけるリスクの大きさを考慮し，さらに信頼

性を高めるための設計としている。 

 位置的分散及び独立性を考慮した系統を２系統整備※ ⇒ 多重性確保

 １系統あたり２口，合計４口の接続口を整備※ ⇒ 通水のための多様

な空間を確保

※ 通常運転時，１系統の安全冷却水系で冷却を行っている貯槽を除

く。これらの貯槽は，沸騰に至るまでの時間が概ね 100 時間を超え

ることから，仮に内部ループへの通水が機能しない場合においては，

冷却コイル又は冷却ジャケットへの通水へ切り替える。 

○接続口の信頼性

内部ループ への 通水に使用する配管は，独立した系統に複数の接続口

を設け，複数の部屋で通水できるよう設計している。 

第 1.－11 図 内部ループ への 通水の接続口概要図 
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1.2.2 内部ループ への 通水による冷却に使用する設備の有効性について 

蒸発乾固への対処は，安全冷却水系の冷却機能の喪失が発生した場合

に実施するため，蒸発乾固への対処に使用する重大事故等対処施設には，

安全冷却水系の冷却機能の喪失に伴って生じる環境条件の変化を想定した

場合でも，必要な機能を有効に発揮することが求められる。 

以下に，重大事故等対処施設が機能を発揮できることを説明する。 

ａ．温度 

1)常設重大事故等対処設備

内部ループ への 通水は，高レベル廃液等 の沸騰前に実施すること

から，その温度は最大でも溶液の沸点程度であり，設備の機能を損な

うことはない。 

 内部ループ への 通水は，基本的に沸騰開始前までに実施される

ことから，温度条件としては沸点以下が基本。

2)可搬型重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備は，直接 高レベル廃液等 と接すること

はなく，外部から供給される冷却水又は除熱後の排水を通水するのみ

である。内部ループへの通水時の供給水量は，除熱後の排水温度が

55℃以下となる水量で供給することから，設備の機能を損なうことは

ない。 

 可搬型ホース等は直接 高レベル廃液等 と接することはなく，外

部から供給される冷却水又は除熱後の排水を通水するのみである。

 可搬型ホース（消防ホース）の耐熱温度 60℃に対し，内部ループ

への通水時の供給水量は，除熱後の排水温度が 55℃以下となる水

量で供給することから，想定される使用条件において有意な影響

を与えることはない。
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ｂ．圧力 

可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧が圧力条件として最も高

いが，内部ループ への 通水による冷却に使用する設備は最高使用圧

力以下の供給圧で冷却水を供給する運用とすることから，設備の機能

を損なうことはない。 

 常設重大事故等対処設備の最高使用圧力が 0.98ＭＰａであるのに

対し，可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧を 0.8ＭＰａ以

下とすることから，有意な影響はない

 可搬型ホース（消防ホース）の使用圧力が 1.6ＭＰａ程度である

のに対し，可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧を 0.8

ＭＰａ以下とすることから，有意な影響はない

ｃ．放射線 

直接 高レベル廃液等 と接する常設重大事故等対処設備における放

射線影響は，平常運転時と同程度であり，直接放射線と接しない可

搬型重大事故等対処設備における放射線影響は，セル外で使用する

ことからその影響は無視できることから，設備の機能を損なうこと

はない。 

1.2.3 水の供給 

 各建屋の沸騰に至るまでの時間が最も短い機器の時間余裕，内部ルー

プ への 通水開始時間及び各建屋において冷却に必要な水の流量を以

下に示す。

 いずれの建屋においても，整備した可搬型中型移送ポンプ（容量 240

ｍ3／ｈ）を用いて沸騰開始前までに水の通水が可能である。
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第 1.－１表 時間余裕，内部ループ への 通水開始時間及び必要流量 

建屋 沸騰まで

の時間 

内部ループ

への 通水開

始時間 

必要流量 

前処理建屋 140 時間 35 時間 40 分 約 29ｍ３/ｈ 

分離建屋※ 

（分離建屋 内部ループ

１） 

15 時間 13 時間 約 14ｍ３/ｈ 

（分離建屋 内部ループ

２） 

330 時間 40 時間５分 約 8.8ｍ３/ｈ 

（分離建屋 内部ループ

３） 

180 時間 45 時間 45 分 約 10ｍ３/ｈ 

精製建屋 11 時間 8 時間 50 分 約 4.1ｍ３/ｈ 

ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋

19 時間 17 時間 約 1.3ｍ３/ｈ 

高レベル廃液ガラス固化

建屋 

23 時間 20 時間 約 70ｍ３/ｈ 

※分離建屋 内部ループ ２及び分離建屋 内部ループ ３の機器グループに属

する機器ついては，沸騰までの時間が長いため，沸騰に至るまでの時間が概

ね 100 時間以内となる機器グループに属する 貯槽等 への対応が完了した後

に実施する。 
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2. 蒸発乾固の 拡大防止対策 の概要

内部ループへの通水が機能せず，貯槽等に内包する高レベル廃液等が

沸騰に至る場合には，貯槽等に注水することにより，高レベル濃縮廃液に

おいて揮発性のルテニウムが発生することを防止し，高レベル廃液等が乾

燥し固化に至ることを防止する。 

さらに，蒸発乾固への対策に使用する常設重大事故等対処設備の配管

以外に，貯槽等に接続しているその他の配管を活用した貯槽等への注水手

順書を整備することにより，貯槽等への注水を確実なものとする。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに対策の準備を完了さ

せる。 

また，貯槽等に内包する高レベル廃液等の沸騰開始後の事態の収束の

観点から，冷却コイル又は冷却ジャケットへの通水を実施し，貯槽等に内

包する高レベル廃液等を冷却することで未沸騰状態に導くとともに，これ

を維持する。冷却コイル等への通水の準備は，対策の準備に要する作業が

多く，他の拡大防止対策と同時に準備作業を実施した場合，大気中への放

射性物質の放出を抑制できる状態を整備する前に高レベル廃液等が沸騰す

る可能性があることから，貯槽等への注水，貯槽等において沸騰に伴い気

相中へ移行した放射性物質のセルへの導出，凝縮器による発生した蒸気及

び放射性物質の除去並びに放射性物質の放出経路及び可搬型フィルタによ

る放射性エアロゾルの除去に関する対処を優先して実施し，大気中への放

射性物質の異常放出に至る可能性のある事態を防止した後に実施すること

を基本とする。

外的事象の「地震」を要因とした場合，動的機器が全て機能喪失する

とともに，全交流動力電源も喪失し，安全冷却水系の冷却機能以外にも塔

槽類廃ガス処理設備の浄化機能及び排気機能が喪失する。したがって，貯
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槽等に内包する高レベル廃液等が沸騰に至り，貯槽等に接続する塔槽類廃

ガス処理設備内の圧力が上昇する場合には，塔槽類廃ガス処理設備の配管

の流路を遮断し，放射性物質をセルに導出するための経路を構築すること

で，塔槽類廃ガス処理設備内の圧力を導出先セルに開放するとともに，放

射性物質を導出先セルに導出する。 

また，冷却機能が喪失している状況において，高レベル廃液等が未沸

騰状態であっても水素掃気用の圧縮空気が継続して供給されることに伴い，

貯槽等の気相部の放射性物質は，水素掃気用の圧縮空気に同伴し，冷却機

能が喪失した貯槽等に接続する塔槽類廃ガス処理設備の配管に設置されて

いる水封安全器からセル等へ移行した後，平常運転時の排気経路以外の経

路から漏えいする可能性がある。このため，気相中に移行した放射性物質

の大気中への放出を可能な限り低減するため，放射線分解により発生する

水素による爆発を想定する貯槽等内の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％に

至る時間が長い建屋への水素掃気用の圧縮空気の供給を停止し，放射性物

質の移行を停止するとともに，各建屋の塔槽類廃ガス処理設備から導出先

セルに導出する経路を速やかに構築する。

導出先セルへ放射性物質を導出した場合，塔槽類廃ガス処理設備の浄

化機能を期待できないため，塔槽類廃ガス処理設備における放射性物質の

除去効率に相当するセル排気系を代替する排気系を設置及び配置し，放射

性物質を可能な限り除去する。 

具体的には，高レベル廃液等が未沸騰状態で貯槽等の気相中へ移行し，

水素掃気用の圧縮空気により同伴された放射性物質については，セルへの

導出経路上に設置した塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット

（フィルタ）により放射性エアロゾルを除去し，高レベル廃液等の沸騰に

伴い発生した蒸気及び放射性物質は，導出先セルに導出する前に，凝縮器
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により沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する放射性物質を凝

縮水として回収し貯留する。 

また，放射性物質を導出先セルへ導出した後は，平常運転時の排気経

路以外の経路からの大気中への放射性物質の放出を防止するため，可搬型

排風機を運転し，可搬型フィルタにより放射性エアロゾルを除去すること

で大気中へ放出される放射性物質量を低減し，主排気筒を介して，大気中

へ管理しながら放出する。 

本対策は，高レベル廃液等が沸騰に至る前までに対策を実施する。 

各建屋の対策の概要等を以下に示す。 
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【前処理建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （貯槽等 への注水）の概要】 

第 2.－１図 前処理建屋の 貯槽等 への注水概要図 
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第 2.－２図 前処理建屋の 貯槽等 への注水概要 

については商業機密の観点から公開できません。
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【分離建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （貯槽等 への注水）の概要】 

第 2.－３図 分離建屋の 貯槽等 への注水概要図 
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第 2.－４図 分離建屋の 貯槽等 への注水概要 

については商業機密の観点から公開できません。
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【精製建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （貯槽等 への注水）の概要】 

第 2.－５図 精製建屋の 貯槽等 への注水概要図 
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第 2.－６図 精製建屋の 貯槽等 への注水概要 

については商業機密の観点から公開できません。
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【ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （貯槽等 への注水）の概要】 

第 2.－７図 ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の 貯槽等 への注水概要図 
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第 2.－８図 ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の 貯槽等 への注水概要 

については商業機密および核不拡散の観点から公開できません。
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【高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （貯槽等 への注水）の概要】 

第 2.－９図 高レベル廃液ガラス固化建屋の 貯槽等 への注水概要図
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第 2.－10 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の 貯槽等 への注水概要図 

については商業機密の観点から公開できません。
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【前処理建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （冷却コイル等 への 通水）の概要】 

第 2.－11 図 前処理建屋の冷却コイル等 への 通水概要図 
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第 2.－12 図 前処理建屋の冷却コイル等 への 通水概要 
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【分離建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （冷却コイル等 への 通水）の概要】 

第 2.－13 図 分離建屋の冷却コイル等 への 通水概要図 
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第 2.－14 図 分離建屋の冷却コイル等 への 通水概要 

については商業機密の観点から公開できません。
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【精製建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （冷却コイル等 への 通水）の概要】 

第 2.－15 図 精製建屋の冷却コイル等 への 通水概要図 
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第 2.－16 図 精製建屋の冷却コイル等 への 通水概要 
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【ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 拡大防止対策 （冷却コイル等 への 通水）の概要】 

第 2.－17 図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の冷却コイル等 への 通水概要図 
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第 2.－18 図 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の冷却コイル等 への 通水概要 
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【高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固の拡大防止対策（冷却コイル等 への 通水）の概要】 

第 2.－19 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却コイル等 への 通水概要図 
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第 2.－20 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却コイル等 への 通水概要 



39 

【前処理建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生

した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 ）

の概要】 

第 2.－21 図 前処理建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性  

物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要図 
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第 2.－22 図 前処理建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性  

物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要（その１） 
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第 2.－23 図 前処理建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性  

物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要（その２） 

については核不拡散の観点から公開できません。
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【分離建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸

気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 ）の概要】 

第 2.－24 図 分離建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性 

物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要図 
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第 2.－25 図 分離建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性  

物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要（その１）  
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第 2.－26 図 分離建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性 

物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要（その２） 

については商業機密および核不拡散の観点から公開できません。
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【精製建屋の蒸発乾固の拡大防止対策（塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生し

た蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 ）

の概要】 

第 2.－27 図 精製建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性 

物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要図 
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第 2.－28 図 精製建屋の精製建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及

び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要（その１） 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 2.－29 図 精製建屋の精製建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及

び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要（その２） 

については核不拡散の観点から公開できません。
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【ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構

築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替す

る排気系による対応 ）の概要】 

第 2.－30 図 ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応

概要図 
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第 2.－31 図 ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応

概要（その１） 

については商業機密および核不拡散の観点から公開できません。
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第 2.－32 図 ウラン・プルトニム混合脱硝建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応

概要（その２）  

については核不拡散の観点から公開できません。
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【高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固の 拡大防止対策 （塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，

凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排

気系による対応 ）の概要】 
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第 2.－33 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生し

た蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要

図 
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第 2.－34 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生し

た蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要

（その１） 
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第 2.－35 図 高レベル廃液ガラス固化建屋の 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生し

た蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 概要

（その２） 

については商業機密の観点から公開できません。
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2．1 蒸発乾固の 拡大防止対策 の信頼性 

2.1.1 貯槽等への 注水に使用する設備の設計 

貯槽等への 注水に使用する系統は，位置的分散及び独立性を考慮した

系統を４～６系統整備し，多重性を確保しており，１系統あたり１口を合

計４～６口の接続口があるため，多様な空間を確保している。また，機器

注水に使用する系統は，基準地震動を 1.2 倍にした地震動を考慮する設計

とする。 

整備した機器注水系統が使用できない場合に備え，貯槽等への 注水に

使用できるその他の配管を予め選定し，当該配管に対して工具を用いて接

続口を作成する手順を整備する。 

 位置的分散及び独立性を考慮した系統を４～６系統整備 ⇒ 多

重性確保

 １系統あたり１口，合計４～６口の接続口を整備 ⇒ 注水のた

めの多様な空間を確保

 整備した機器注水系統が使用できない場合に備え，貯槽等への 注

水に使用できるその他の配管を予め選定し，当該配管に対してパ

イプカッターを用いて接続口を作成する手順を整備する。 ⇒

注水のための多様な空間，手段を確保 

○接続口の信頼性

貯槽等への 注水に使用する配管は，以下の写真のようなものを複数の部

屋に複数本用意している。これらの配管が使用できない状況として，周囲の

構築物が倒壊し，接続口へ接近できないことを想定されるが，複数の部屋に

接続口があることから 貯槽等への 注水が可能である。 

仮に全ての部屋で倒壊があり，接続口が変形・破損している場合でもパイプ

カッターで切断し，新たに接続口を作成することができる。
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第 2.－36 図 貯槽等への 注水の接続口概要図 

○配管切断実証訓練

R-SUS304ULC 80A SCH20S （外径 89.1mm 厚さ 4.0mm）配管を切断するまで

に要した時間は約 15 分程度である。機器注水配管は 8A～40A 配管が多く，

本実証訓練より作業量や作業時間は短縮できると考える。 

第 2.－37 図 配管切断実証訓練 
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2.1.2 貯槽等への 注水に使用する設備の有効性について 

蒸発乾固への対処は，安全冷却水系の冷却機能の喪失が発生した場合

に実施するため，蒸発乾固への対処に使用する重大事故等対処施設には，

安全冷却水系の冷却機能の喪失に伴って生じる環境条件の変化を想定した

場合でも，必要な機能を有効に発揮することが求められる。 

以下に，重大事故等対処施設が機能を発揮できることを説明する。 

ａ．温度 

1)常設重大事故等対処設備

貯槽等への 注水は，溶液の沸騰後に実施することから，その温度

は最大でも溶液の沸点程度であり，設備の機能を損なうことはない。 

2)可搬型重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備は，直接 高レベル廃液等 と接すること

はなく，外部から供給される水を通水するのみである。外部から供給

される水の温度は，外気温度以下であることから，設備の機能を損な

うことはない。 

 可搬型ホース（消防ホース）の耐熱温度 60℃に対し，外部から供

給される水の温度は外気温度以下であることから，有意な影響は

ない。

ｂ．圧力 

可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧が圧力条件として最も高

いが，貯槽等 への注水に使用する設備の最高使用圧力以下の供給圧

で冷却水を供給する運用とすることから，設備の機能を損なうことは

ない。 
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 可搬型ホース（消防ホース）の使用圧力が 1.6MPa 程度であるのに

対し，可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧を 0.8MPa 以下と

することから，有意な影響はない。

ｃ．放射線 

 直接 高レベル廃液等 と接する常設重大事故等対処設備における放

射線影響は，平常運転時と同程度であり，設備の機能を損なうこと

はない。直接放射線と接しない可搬型重大事故等対処設備における

放射線影響は，セル外で使用するためその影響は無視できることか

ら，設備の機能を損なうことはない。 

2.1.3 各建屋の各貯槽における蒸発量及び時間余裕 

各建屋について蒸発量及び時間余裕について以下に示す。 

第 2.－１表 前処理建屋における蒸発量及び時間余裕 

蒸発乾固対象貯槽等 
崩壊熱 

（Ｗ／ｍ３） 

液量 

（ｍ３） 

単位時間当たりの

蒸発量 

（ｍ３／ｈ） 

時間余裕※ 

（ｈ） 

中継槽Ａ 600 ７ 6.8×10－３ 410 時間 

中継槽Ｂ 600 ７ 6.8×10－３ 410時間 

計量前中間貯槽Ａ 600 25 2.4×10－２ 400 時間 

計量前中間貯槽Ｂ 600 25 2.4×10－２ 400 時間 

リサイクル槽Ａ 600 ２ 2.5×10－３ 440 時間 

リサイクル槽Ｂ 600 ２ 2.5×10－３ 440 時間 

計量後中間貯槽 460 25 1.9×10－２ 530時間 

計量・調整槽 460 25 1.9×10－２ 520 時間 

計量補助槽 460 ７ 5.3×10－３ 520 時間 

中間ポットＡ 460  1.3×10－４ 420 時間 

中間ポットＢ 460  1.3×10－４ 420 時間 

※ 冷却機能の喪失から 高レベル廃液等 が 初期液量 の 70％になるまでの

時間 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 2.－２表 分離建屋における蒸発量及び時間余裕 

蒸発乾固対象貯槽等 
崩壊熱 

（Ｗ／ｍ３） 

液量 

（ｍ３） 

単位時間当たりの

蒸発量 

（ｍ３／ｈ） 

時間余裕※ 

（ｈ） 

高レベル廃液濃縮缶Ａ 5800  1.3×10－１ 62 時間 

第６一時貯留処理槽 290  5.7×10－４ 920 時間 

高レベル廃液供給槽Ａ 460 25 3.9×10－３ 2100 時間 

溶解液中間貯槽 460 6 1.9×10－２ 520 時間 

溶解液供給槽 290 15 4.5×10－３ 520 時間 

抽出廃液受槽 290 20 7.1×10－３ 840 時間 

抽出廃液中間貯槽 290 60 9.4×10－３ 840 時間 

抽出廃液供給槽Ａ 290 60 2.9×10－２ 840 時間 

抽出廃液供給槽Ｂ 290 3 2.9×10－２ 850 時間 

第１一時貯留処理槽 290  1.4×10－３ 900 時間 

第８一時貯留処理槽 290  1.7×10－３ 900 時間 

第７一時貯留処理槽 290 20 9.4×10－３ 900 時間 

第３一時貯留処理槽 290 20 9.4×10－３ 850 時間 

第４一時貯留処理槽 460 25 9.4×10－３ 850 時間 

※ 冷却機能の喪失から 高レベル廃液等 が 初期液量 の 70％になるまでの

時間 

第 2.－３表 精製建屋における蒸発量及び時間余裕 

蒸発乾固対象貯槽等 
崩壊熱 

（Ｗ／ｍ３） 

液量 

（ｍ３） 

単位時間当たりの

蒸発量 

（ｍ３／ｈ） 

時間余裕※ 

（ｈ） 

プルトニウム濃縮液受槽 8600 １ 1.4×10－２ 26 時間 

リサイクル槽 8600 １ 1.4×10－２ 26 時間 

希釈槽 8600 2.5 3.5×10－２ 26 時間 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 8600 1.5 2.1×10－２ 26 時間 

プルトニウム濃縮液計量槽 8600 １ 1.4×10－２ 26 時間 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 8600 １ 1.4×10－２ 26 時間 

プルトニウム溶液受槽 930  1.4×10－３ 300 時間 

油水分離槽 930  1.4×10－３ 300 時間 

プルトニウム濃縮缶供給槽 930 ３ 4.6×10－３ 280 時間 

プルトニウム溶液一時貯槽 930 ３ 4.6×10－３ 280 時間 

第２一時貯留処理槽 930 1.5 2.3×10－３ 290 時間 

第３一時貯留処理槽 930 1.5 4.6×10－３ 280 時間 

第１一時貯留処理槽 930 ３ 2.3×10－３ 290 時間 

※ 冷却機能の喪失から 高レベル廃液等 が 初期液量 の 70％になるまでの

時間 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 2.－４表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における 

蒸発量及び時間余裕 

蒸発乾固対象貯槽等 
崩壊熱 

（Ｗ／ｍ３） 

液量 

（ｍ３） 

単位時間当たりの

蒸発量 

（ｍ３／ｈ） 

時間余裕※２ 

（ｈ） 

硝酸プルトニウム貯槽 8600 １ 1.4×10－２ 33 時間 

混合槽Ａ 5300 １ 8.6×10－３ 57 時間 

混合槽Ｂ 5300 １ 8.6×10－３ 57 時間 

一時貯槽※１ 8600 １ 1.4×10－２ 33 時間 

※１ 平常運転時は空運用（プルトニウム濃縮液を貯蔵している場合）

※２ 冷却機能の喪失から 高レベル廃液等 が 初期液量 の 70％になるまで

の時間 

第 2.－５表 高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発量及び時間余裕 

蒸発乾固対象貯槽等 
崩壊熱 

（Ｗ／ｍ３） 

液量 

（ｍ３） 

単位時間当たりの

蒸発量 

（ｍ３／ｈ） 

時間余裕※２ 

（ｈ） 

高レベル廃液混合槽Ａ 3600 20 1.2×10－１ 72 時間 

高レベル廃液混合槽Ｂ 3600 20 1.2×10－１ 72 時間 

供給液槽Ａ 3600 ５ 3.0×10－２ 74 時間 

供給液槽Ｂ 3600 ５ 3.0×10－２ 74 時間 

供給槽Ａ 3600 ２ 1.2×10－２ 74 時間 

供給槽Ｂ 3600 ２ 1.2×10－２ 74 時間 

高レベル廃液共用貯槽※１ 3200 120 6.3×10－１ 79 時間 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 3200 120 6.3×10－１ 79 時間 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 3200 120 6.3×10－１ 79 時間 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 3600 25 1.5×10－１ 79 時間 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 3600 25 1.5×10－１ 72 時間 

※１ 平常運転時は空運用（高レベル濃縮廃液を貯蔵している場合）

※２ 冷却機能の喪失から 高レベル廃液等 が 初期液量 の 70％になるま

での時間 
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2.1.4 各建屋の 貯槽等 への注水に必要な注水流量について 

貯槽等 への注水は，蒸発量に対して３倍程度で供給したとしても，い

ずれの建屋も整備した可搬型中型移送ポンプ（容量 240ｍ3／ｈ）を用い

て注水することが可能である。また，十分な時間余裕があり，各建屋で時

間余裕が一番短い貯槽に対しても対処可能である。 

 各建屋の 貯槽等への 注水実施までの時間余裕（冷却機能の喪失から溶

液が 初期液量 の 70％になるまでの時間），対策準備完了時間及び各建屋

における注水流量（蒸発量に対して３倍程度で供給する流量）を第 2.－

６表に示す。 

 

第 2.－６表 各建屋の 貯槽等 への注水に関する時間及び注水流量 

建屋 注水までの時間※１ 対策準備完了時間 
注水流量※２ 
（ｍ３／ｈ） 

前処理建屋 400 時間 39 時間 約 3.3×10－１ 

分離建屋 62 時間 11 時間 15 分 約 6.1×10－１ 

精製建屋 26 時間 ９時間 約 4.0×10－１ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋 33 時間 16 時間 約 1.4×10－１ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 72 時間 20 時間 20 分 約 5.5 

※１ 冷却機能の喪失から 高レベル廃液等 が 初期液量 の 70％になるま

での時間 

※２ 各建屋の 貯槽等 で蒸発量に対して３倍程度で供給する流量 
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2.2.1 冷却コイル等への通水による冷却に使用する設備の設計 

  冷却コイル等への通水に使用する系統は，基準地震動を 1.2 倍にした地

震動を考慮する設計とすることで，系統自身の堅牢性を十分確保した上で，

乾燥・固化後の状態におけるリスクの大きさを考慮し，さらに信頼性を高

めるための設計としている。 

 位置的分散及び独立性を考慮した系統を２系統整 備⇒ 多重性確保

 １系統あたり２口⇒ 通水のための多様な空間を確保

○接続口の信頼性

冷却コイル等への通水に使用する配管は，基本的に独立した系統に複

数の接続口を設け，複数の部屋で通水できるよう設計している。 

第 2.－38 図 冷却コイル等通水の接続口概要図 

2.2.2 冷却コイル等への通水による冷却に使用する設備の有効性について 

蒸発乾固への対処は，安全冷却水系の冷却機能の喪失が発生した場合

に実施するため，蒸発乾固への対処に使用する重大事故等対処施設には，
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安全冷却水系の冷却機能の喪失に伴って生じる環境条件の変化を想定した

場合でも，必要な機能を有効に発揮することが求められる。 

以下に，重大事故等対処施設が機能を発揮できることを説明する。 

ａ．温度 

1)常設重大事故等対処設備

冷却コイル等への通水は，高レベル廃液等 の沸騰前後に実施する

ことから，その温度は最大でも溶液の沸点程度であり，設備の機能を

損なうことはない。 

 冷却コイル等への通水は，事態の収束を図る目的で沸騰後に実施

する可能性もあるが，温度条件としては各 高レベル廃液等 の沸

点程度（１００℃を上回る程度）であることから，常設重大事故

等対処設備である冷却コイル等が想定される使用温度において有

意な影響を受けることはない。

2)可搬型重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備は，直接 高レベル廃液等 と接すること

はなく，外部から供給される水又は除熱後の排水を通水するのみであ

る。内部ループへの通水時の供給水量は，除熱後の排水温度が 55℃

以下となる水量で供給することから，設備の機能を損なうことはない。 

 可搬型ホース等は直接 高レベル廃液等 と接することはなく，外

部から供給される水又は除熱後の排水を通水するのみである。

 可搬型ホース（消防ホース）の耐熱温度 60℃に対し，内部ループ

への通水時の供給水量は，除熱後の排水温度が 55℃以下となる水

量で供給することから，想定される使用条件において有意な影響

を与えることはない。
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ｂ．圧力 

可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧が圧力条件として最も高

いが，冷却コイル等への通水による冷却に使用する設備の最高使用圧

力以下の供給圧で水を供給する運用とすることから，設備の機能を損

なうことはない。 

 常設重大事故等対処設備の最高使用圧力が 0.98ＭＰａであるのに

対し，可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧を 0.8ＭＰａ以

下とすることから，有意な影響はない

 可搬型ホース（消防ホース）の使用圧力が 1.6ＭＰａ程度である

のに対し，可搬型中型移送ポンプからの冷却水供給圧を 0.8

ＭＰａ以下とすることから，有意な影響はない

ｃ．放射線 

直接 高レベル廃液等 と接する常設重大事故等対処設備における放

射線影響は，平常運転時と同程度であり，直接放射線と接しない可

搬型重大事故等対処設備における放射線影響は，セル外で使用する

ことからその影響は無視できることから，設備の機能を損なうこと

はない。 

2.2.3 水の供給 

 各建屋において冷却（内包液温度 85℃以下，冷却水出口温度 55℃以

下）に必要な水の流量を以下に示す。

 いずれの建屋においても，整備した可搬型中型移送ポンプ（容量 240

ｍ3／ｈ）を用いて冷却水の通水が可能である。
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第 2.－７表 冷却コイル等への通水必要流量 

建屋 必要流量 

前処理建屋 約 2.3ｍ３/ｈ 

分離建屋 約 5.2ｍ３/ｈ 

精製建屋 約 2.8ｍ３/ｈ 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋

約 1.0ｍ３/ｈ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

約 51ｍ３/ｈ 
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2.3.1 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による

発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風

機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 に使用する設備の

設計 

  塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した

蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を用いたセル排

気系を代替する排気系による対応 に使用する系統は，基準地震動を 1.2 倍

にした地震動を考慮する設計とすることで，系統自身の堅牢性を十分確保

した設計としており，想定される使用環境において，期待する機能を発揮

できる設計とする。 

 蒸発乾固が発生した場合に発生する蒸気により，蒸発乾固が発生した

設備に接続する塔槽類廃ガス処理設備の系統内が加圧状態に至る可能

性がある場合には，塔槽類廃ガス処理設備に設置されている隔離弁を

閉止し，流路を遮断する。

 蒸発乾固が発生した場合に発生する蒸気により，蒸発乾固が発生した

設備に接続する塔槽類廃ガス処理設備の系統内が加圧状態に至った場

合には，塔槽類廃ガス処理設備及びセルを接続するために新たに設置

する常設重大事故等対処設備の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出

するユニットを開放する。これにより，発生した蒸気及び放射性物質

は当該ユニットを経由してセルに導出される。

 仮に当該ユニットを経由して発生した蒸気及び放射性物質がセルに導

出されない場合であっても，塔槽類廃ガス処理設備に設置された水封

安全器からセルに導出される。(※発生蒸気量の少ないウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋を除く)
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 以上より，蒸発乾固により気相中へ移行した放射性物質をセルに導出

することができる。

2.3.2.  塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器によ

る発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排

風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 に用いる設備の

有効性について 

蒸発乾固への対処は，安全冷却水系の冷却機能の喪失が発生した場合

に実施するため，蒸発乾固への対処に使用する重大事故等対処施設には，

安全冷却水系の冷却機能の喪失に伴って生じる環境条件の変化を想定した

場合でも，必要な機能を有効に発揮することが求められる。 

以下に，重大事故等対処施設が機能を発揮できることを説明する。 

ａ．温度 

蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 が内包する 高レベル廃液等 の

温度が上昇し，沸点に至った場合，蒸気が発生し，系統内の気体の温

度が上昇するが，その場合の気体の温度は 高レベル廃液等 の沸点程

度であり，設備の機能を損なうことはない。 

1)常設重大事故等対処設備

 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機

を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 は，基本的に沸騰

開始後に実施されることから，温度条件としては各 高レベル廃液等

の沸点程度（１００℃を上回る程度）であることから，常設重大事故
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等対処設備である塔槽類廃ガス処理設備の配管及びセル導出ユニット

並びに凝縮器及び換気系統のダクトが有意な影響を受けることはない。 

 なお，新たに設置する凝縮器は，凝縮器通過後の排気温度を 50℃以下

とする除熱能力を有する設計とすることから，実際の温度条件はさら

に低い状態となる。

2)可搬型重大事故等対処設備

 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器による発

生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機

を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 は，基本的に沸騰

開始後に実施されることから，温度条件としては各 高レベル廃液等

の沸点程度（１００℃を上回る程度）である。

 新たに整備する可搬型重大事故等対処設備は，想定される温度条件に

おいて使用可能な設備を整備することから影響はない。

ｂ．圧力 

蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 が内包する 高レベル廃液等 の

温度が上昇し，沸点に至った場合，蒸気が発生し，沸騰が発生してい

る 貯槽等 に接続する塔槽類廃ガス処理設備内の圧力が上昇するが，

塔槽類廃ガス処理設備内の圧力上昇は，塔槽類廃ガス処理設備に設置

されている水封安全器又は塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する

ユニットを経由したセルへの導出により制限され，最大でも 300ｍｍ

Ａｑ程度である。また，セルへの導出以降は，セルへの導出の過程に

おける凝縮器による蒸気の凝縮及び可搬型排風機による排気により有

意な圧力上昇はないことから，設備の機能を損なうことはない。 
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ｃ．放射線 

蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 が内包する 高レベル廃液等 の

温度が上昇し，沸点に至った場合，放射性物質を含む蒸気が発生する

が，材質を適切に考慮することから，設備の機能を損なうことはない。 

ｄ．湿度 

蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 が内包する 高レベル廃液等 の

温度が上昇し，沸点に至った場合，蒸気が発生するが，材質の考慮又

は凝縮器を設置することから，設備の機能を損なうことはない。また，

放射性物質の除去機能を期待する高性能粒子フィルタの除去効率につ

いては，凝縮器の設置及び必要に応じて可搬型デミスタの設置により

ミストを除去することから，設備の機能を損なうことはない。

 凝縮器出口排気温度を 50℃とし，凝縮器出口の廃ガスを可搬型排風機

の排気風量 2400m3/h で希釈することで有意なミストの発生を抑制す

ることから，可搬型フィルタに与える影響はない

2.3.3 凝縮器による発生蒸気の凝縮について 

 発生した蒸気は凝縮器により凝縮されるが，水素掃気空気が抱えるこ

とができる湿分は下流へ流出する。

 凝縮器は，廃ガス温度を 50℃以下とすることが可能な除熱能力を有す

る設計とすることから，セルに導出される湿分は，50℃の水素掃気空

気が抱えられる湿分となる。（表①）

 セルに導出された水素掃気空気に同伴された湿分は，可搬型排風機に

より引き込まれる空気と混合する。
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 可搬型排風機の容量を 2400ｍ3／ｈ，引き込まれる空気の温度を０℃，

湿度を７５％※２とした場合，引き込まれる空気の湿分は表②となる。

 一方，温度０℃の 2400ｍ3／ｈの空気が抱えられる湿分は 11.7ｋｇ／

ｈであり，表①と②の合計が 11.7ｋｇ／ｈを超えなければミストの発

生はほぼ無視できると考えられ，高レベル廃液ガラス固化建屋以外の

建屋については影響が無視できる。

 実際には，凝縮器の除熱能力の安全余裕，水素掃気量の安全余裕及び

引き込まれる空気温度設定の安全余裕から，高レベル廃液ガラス固化

建屋においても大きな影響はないと考えられるが，蒸気発生量が多い

ことを考慮し，可搬型フィルタ上流にミスト除去を目的とした可搬型

デミスタを設置することから，可搬型フィルタへ与える影響は無視で

きる。



71 

第 2.－８表 凝縮器以降の蒸気量 

蒸気発生量

(kg/h)

水素掃気量

(Nm
3
/h) 

①水素掃気空

気に同伴する

水蒸気量

(kg/h)※1

②2400m3/h の

空気に同伴で

きる水蒸気量

(kg/h)※1

①及び②の

合計

前処理建屋 108 31 2.6

8.7

11.3

分離建屋 127 35 2.9 11.6

精製建屋 131 15 1.3 10.0

ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋
30.7 4 0.4 9.1

高レベル廃液ガラ

ス固化建屋
1830 220 18.3 27.0

※1 50℃空気の飽和水蒸気量を 83g/m
3
，0℃空気の飽和水蒸気量を 4.9g/m

3
とした

※2 気象庁 HP 青森市の年間平均湿度を参照

2.3.4 水の供給 

 各建屋の沸騰に至るまでの時間が最も短い 貯槽等 の時間余裕，凝縮

器 への 通水開始時間及び各建屋において冷却に必要な水の流量を以

下に示す。

 いずれの建屋においても，整備した可搬型中型移送ポンプ（容量 240

ｍ3／ｈ）を用いて沸騰開始前までに凝縮器への冷却水の通水が可能

である。

第 2.－９表 時間余裕，凝縮器への通水開始時間及び必要流量 

建屋 沸騰までの時間 凝縮器への通水開始

時間 

必要流量 

前処理建屋 140 時間 41 時間 10 分 約 10ｍ３/ｈ 

分離建屋 15 時間 10 時間 約 30ｍ３/ｈ 

精製建屋 11 時間 8 時間 30 分 約６ｍ３/ｈ 

ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋

19 時間 14 時間 10 分 約６ｍ３/ｈ 
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高レベル廃液ガラス固化

建屋 

23 時間 19 時間 55 分 約 45ｍ３/ｈ 

3. 可搬型中型移送ポンプの共用について

蒸発乾固の対処に使用する可搬型中型移送ポンプは，１台当たり約 240ｍ

３／ｈの容量を有し，内部ループへの通水を実施する場合には，前処理建屋

における内部ループへの通水の実施に対して１台，分離建屋，精製建屋及び

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における内部ループへの通水の実施に対

して１台を共用し，高レベル廃液ガラス固化建屋における内部ループへの通

水の実施に対して１台を使用する。また，冷却コイル等への通水，貯槽等

への注水及び 塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経路の構築，凝縮器

による発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風

機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応 の凝縮器への通水の実

施に必要な水の供給は，同じ可搬型中型移送ポンプを用いて実施する。 

第 3.－１表に示すとおり，各建屋で蒸発乾固の各対策に必要な水量を考

慮したとしても可搬型中型移送ポンプの容量(約 240ｍ３／ｈ)以下であるた

め，問題はない。また，故障等に備え保管庫，簡易倉庫に十分な数のバック

アップを保管している。
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第 3.－１表 蒸発乾固への対処に使用する水量 

流量（ｍ3/h） 

建屋 ＡＡ ＡＢ ＡＣ ＣＡ ＫＡ 

① 内部ループへの通

水 
約 29 約 33 約 4.1 約 1.3 約 70 

② 冷却コイル等への

通水 
約 2.3 約 5.2 約 2.8 約 1.0 約 51 

③ 貯槽等への注水 約 0.33 約 0.61 約 0.40 約 0.14 約 5.5 

④ 塔槽類廃ガス処理

設備からセルへの

導出経路の構築，

凝縮器による発生

した蒸気及び放射

性物質の除去，可

搬型フィルタ及び

可搬型排風機を用

いたセル排気系を

代替する排気系に

よる対応 

（凝縮器通水） 

約 10 約 30 約 6 約 6 約 45 

①+③+④ 約 40 約 64 約 11 約 7.5 約 130 

（②+③+④） 約 13 約 36 約 9.2 約 7.1 約 110 

蒸発乾固の対処での 

建屋共用考慮 
- 

約 82 
- 

（ 約 52 ） 
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第 3.－１図 蒸発乾固への対処における水供給概要図 
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4. 可搬型発電機の共用について

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷については，前処理建屋におけ

る蒸発乾固の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約

5.2ｋＶＡであり，可搬型排風機の起動時を考慮すると約39ｋＶＡの

給電が必要である。 

分離建屋可搬型発電機の電源負荷については，分離建屋における蒸

発乾固の拡大防止対策に必要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋ

ＶＡであり，可搬型排風機の起動時を考慮すると約39ｋＶＡの給電が

必要である。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷につい

ては，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発

乾固の拡大防止対策に必要な負荷として，精製建屋及びウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機の約11ｋＶＡであり，可搬型

排風機１台運転中にもう１台の可搬型排風機の起動時を考慮すると約

45ｋＶＡの給電が必要である。 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷については，

高レベル廃液ガラス固化建屋における蒸発乾固の拡大防止対策に必

要な負荷として，可搬型排風機の約5.2ｋＶＡであり，可搬型排風機

の起動時を考慮すると約39ｋＶＡの給電が必要である。 

各可搬型発電機（前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電機，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機，高レベル廃液ガラ

ス固化建屋可搬型発電機）の供給容量は約80ｋＶＡあり，必要負荷に

対しての電源供給が可能である。 

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋については，放出

低減対策で使用する可搬型発電機を共用している。機器の起動につい
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ては，起動の順番を決め，同時起動しないようにしているが，仮に精

製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型排風機の同時

起動時を考慮した場合，約 78ｋＶＡであり，２建屋合わせても可搬

型発電機の容量(80ｋＶＡ)以下である。 





令和２年３月１３日 R1 

補足説明資料７－３





1 

1. 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う冷却機能喪失事故」の沸

騰に至るまでの時間について 

1.1 時間余裕の算出方法 

  冷却機能の喪失から 高レベル廃液等 の沸騰開始までの時間余裕は，第

1.－１図のフローに基づいて算出する。時間余裕の算出を行う 貯槽等 は，

前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及

び高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固を想定する 貯槽等 である。 

第 1.－１図 高レベル廃液等 の沸騰開始までの時間余裕算出フロー 

(１) 平常運転時の初期温度Ｔ０の設定

高レベル廃液等 の平常運転時の初期温度Ｔ０は，設計及び工事の方

法の認可申請書の「崩壊熱除去に関する説明書」と同様の手法で評価

する。 

 高レベル廃液等 の初期温度の算出に当たって，冷却コイル又は冷却

ジャケットを２系統有する貯槽では，より厳しい結果を与えるように

伝熱面積が小さい方の１系統のみで冷却する条件とする。 

平常運転時の
初期温度Ｔ０の設定

溶液性状（硝酸濃度）
に応じた沸点Ｔ１の設定

機器、溶液の熱容量を
考慮した温度上昇評価

時間余裕算出完了

溶液物性、冷却水物性
冷却コイル情報

溶液物性情報

溶液物性、機器情報
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高レベル廃液等 の初期温度を算出するために用いる各種パラメータ

を第 1.－１表及び第 1.－２表に示す。 

ａ．冷却コイルの場合 

冷却コイルを用いて冷却を行う前処理建屋，分離建屋，精製建屋及

び高レベル廃液ガラス固化建屋の 高レベル廃液等 の初期温度は以下の

とおり算出する。高レベル廃液等 の初期温度の計算フローを第 1.－２

図に示す。 

第 1.－２図 冷却コイルの場合の 高レベル廃液等 の初期温度の計算フロー 

(ａ) 冷却コイルの熱伝達係数の算出方法 

ⅰ．冷却コイル外側（溶液側）の熱伝達係数 

 高レベル廃液等 の平常運転時の初期温度を算出するために必要な

冷却コイル外側（溶液側）の熱伝達係数ｈ０は，以下の計算式を用い

て算出する。 

ｈ
0
＝Ｎ

0
×

λ0

ｄ'

冷却コイル外側（溶液側）
熱伝達係数算出

計算に必要な諸物性

総括熱伝達係数算出

対数平均温度差の算出

冷却コイル内側（冷水側）
熱伝達係数算出

溶液の平常時温度
（初期温度）算出
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Ｎ
0
＝0.53×�Ｇｒ

0
×Ｐｒ

0
�
1
4

Ｐｒ
0
＝Ｃ

0
×

μ0

λ0

Ｇｒ
0
＝ｇ×ｄ'

3
×ρ0

2×β×
(Ｔ

0
－Ｔ

w
)

μ0
2

ⅱ．冷却コイル内側（冷水側）の熱伝達係数 

高レベル廃液等 の平常運転時の初期温度を算出するために必要と

なる冷却コイル内側（冷水側）の熱伝達係数ｈiは，以下の計算式を

用いて算出する。 

ｈ
i
＝Ｎ

i
×

λi

ｄ

Ｎ
i
＝0.023×Ｒｅ𝑖𝑖

0.8
×Ｐｒi

0.4

Ｐｒ
i
＝Ｃ

i
×

μi

λi

Ｒｅ
i
＝ｄ×u×

ρi

μi

(ｂ) 総括熱伝達係数，対数平均温度差及び平衡温度の算出 

ⅰ．総括熱伝達係数 

１

Ｕ
＝

１

ｈ
0

＋
ｄ'

ｄ×ｈ
i

＋
２×Ｌ×ｄ'

λ×(ｄ+ｄ
'
)
＋

１

ｈ
so

＋
ｄ'

(ｄ×ｈ
si
)

ⅱ．対数平均温度差

Δt
L
＝
�Ｔ

0
－t1�－(Ｔ

0
－ｔ

2
)

ln
Ｔ

0
－t1

Ｔ
0
－t2

ⅲ．平衡温度 

平衡状態では，(ｂ)ⅱ．の算出式が成り立っているため，下式に対

数平均温度差ΔtLを代入し，高レベル廃液等 の平衡温度Ｔ０を算出す

る。 
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Ｑ＝Ｕ×Ａ×Δt
L

第 1.－１表 溶液の初期温度算出に用いる各種パラメータ 

ｂ．冷却ジャケットの場合 

冷却ジャケットを用いて冷却を行う前処理建屋，分離建屋，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の 高

レベル廃液等 の初期温度は以下のとおり算出する。高レベル廃液等 の

初期温度の計算フローを第 1.－３図に示す。 

λ０ 溶液の熱伝導率 Ｎ０ 冷却コイル外面のヌセルト数 

ｄ’ 冷却コイル外径 Ｇｒ０ 溶液のグラスホフ数 

Ｐｒ０ 溶液のプラントル数 Ｃ０ 溶液の比熱 

μ０ 溶液の粘度 g 重力加速度 

ρ０ 溶液の密度 β 溶液の体膨張係数 

Ｔ０ 溶液温度 ＴＷ 溶液の壁面温度 

λｉ 水の熱伝導率 Ｎｉ 冷却コイル内面のヌセルト数 

ｄ 冷却コイル内径 Ｒｅｉ 水のレイノルズ数 

Ｐｒｉ 水のプラントル数 ｗ 冷却水流量 

μｉ 水の粘度（平均温度における値) ｕ 水の流速 

Ｃｉ 水の比熱 Ｕ 総括伝熱係数 

ρｉ 水の密度    ｈｉ 冷却水側の熱伝達率 

ｈ０ 溶液側の熱伝達係数  λ ステンレス鋼の熱伝導係数

Ｌ 冷却コイル厚さ ｈｓｉ 冷却コイル内面の汚れ係数 

ｈＳＯ 冷却コイル外面の汚れ係数   ｔ２ 冷却水出口温度

ｔ１ 冷却水入口温度 Ｑ 崩壊熱量 

ΔｔＬ 対数平均温度差 

Ａ 伝熱面積 

冷却ジャケット外側（溶液側）
熱伝達係数算出

計算に必要な諸物性

総括熱伝達係数算出

対数平均温度差の算出

冷却ジャケット内側（冷水側）
熱伝達係数算出

溶液の平常時温度
（初期温度）算出
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第 1.－３図 冷却ジャケットの場合の 高レベル廃液等 の初期温度の計算フ

ロー

(ａ) 冷却ジャケットの熱伝達係数の算出方法 

ⅰ．冷却ジャケット外側（溶液側）の熱伝達係数 

 高レベル廃液等 の平常運転時の初期温度を算出するために必要な

冷却ジャケット外側（溶液側）の熱伝達係数ｈ０は，以下の計算式を

用いて算出する。 

ｈ
0
＝Ｎ

0
×

λ0

Ｌ
0

Ｎ
0
＝0.13×�Ｇｒ

0
×Ｐｒ

0
�
1
3

Ｐｒ
0
＝Ｃ

0
×

μ0

λ0

Ｇｒ
0
＝ｇ×Ｌ

0

3
×ρ0

2×β×
(Ｔ

0
-Ｔ

w
)

μ0
2

ⅱ．冷却ジャケット内側（冷水側）の熱伝達係数 

高レベル廃液等 の平常運転時の初期温度を算出するために必要な

冷却ジャケット内側（冷水側）の熱伝達係数ｈiは，以下の計算式を

用いて算出する。 

ｈ
i
＝Ｎ

i
×

λi

Ｄｅ

Ｎ
i
＝0.023×Ｒｅ

i

0.8
×Ｐｒ

i

0.4

Ｐｒ
i
＝Ｃ

i
×

μi

λi

Ｒｅ
i
＝Ｄｅ×u×

ρi

μi

(ｂ) 総括熱伝達係数，対数平均温度差ΔｔＬ及び平衡温度Ｔ０の算出 

ⅰ．総括熱伝達係数 
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１

Ｕ
＝

１

ｈ
0

+
１

ｈ
i

+
Ｌ

λ
+

１

ｈ
so

+
１

ｈ
si

ⅱ．対数平均温度差

Δt
L
＝
�Ｔ

0
－ｔ

1
�－(Ｔ

0
－ｔ

2
)

ln
Ｔ

0
－ｔ

1

Ｔ
0
-ｔ

2

ⅲ．平衡温度 

平衡状態では，(ｂ)ⅱ．の算出式が成り立っているため，下式に対

数平均温度差ΔｔＬを代入し，高レベル廃液等 の平衡温度Ｔ０を算出

する。 

Ｑ＝Ｕ×Ａ×Δｔ
L

第 1.－２表 高レベル廃液等 の初期温度算出に用いる各種パラメータ 

λ０ 高レベル廃液等 の熱伝導率 Ｎ０ 
冷却ジャケット外面のヌセルト

数 

Ｇｒ０ 
高レベル廃液等 のグラスホフ

数 

Ｐｒ

０
高レベル廃液等 のプラントル数 

Ｄｅ 水力相当径 Ｃ０ 高レベル廃液等 の比熱 

μ０ 高レベル廃液等 の粘度 ｇ 重力加速度 

ρ０ 高レベル廃液等 の密度 β 高レベル廃液等 の体膨張係数 

Ｔ０ 高レベル廃液等の 温度 Ｔｗ 高レベル廃液等 の壁面温度 

λｉ 水の熱伝導率 Ｎi 冷却コイル内面のヌセルト数 

Ｒｅｉ 水のレイノルズ数 
Ｐｒ

ｉ
水のプラントル数 

ｗ 冷却水流量 μｉ 水の粘度（平均温度における値) 

ｕ 水の流速 Ｃｉ 水の比熱 

Ｕ 総括伝熱係数 ρi 水の密度 

ｈｉ 冷却水側の熱伝達係数 ｈ０ 溶液側の熱伝達係数     

λ ステンレス鋼の熱伝導率 Ｌ 銅板長さ 

ｈｓｉ 
冷却ジャケット内面の汚れ係

数 
ｈｓｏ 冷却ジャケット外面の汚れ係数         

ｔ２ 冷却水出口温度 ｔ１ 冷却水入口温度 

ΔｔＬ 対数平均温度差 Ｌ０ 代表長さ 

Ａ 伝熱面積 Ｑ 崩壊熱量 

(２) 溶液性状(硝酸濃度)に応じた沸点Ｔ１の設定
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高レベル廃液等 の沸点Ｔ１は 高レベル廃液等 の硝酸濃度より第 1.－

４図
（１）

の硝酸濃度と沸点の関係から算出する。実際の 高レベル廃液等

は，硝酸以外の溶質も溶存しており第 1.－４図の水－硝酸の沸点より

高くなるが，時間余裕の算出に用いる沸点は，より厳しい結果を与え

るように第 1.－４図より求めた以下の近似式に 高レベル廃液等 の硝酸

濃度を代入し算出したものを用いる。 

Ｔ１＝-0.005447×ｃ3＋0.1177×ｃ2＋0.7849×ｃ＋99.90 

ｃ：硝酸濃度［Ｍ］ 

第 1.－４図 硝酸濃度と沸点の関係 

(３) 機器及び 高レベル廃液等 の熱容量を考慮した温度上昇評価

冷却機能の喪失から沸騰開始までの時間余裕Δt は，より厳しい結果

を与えるように貯槽外面を断熱とし，高レベル廃液等 と貯槽等の比熱

を考慮して以下の計算式を用いて算出する。時間余裕を算出するため

に用いる各種パラメータを第 1.－３表に示す。 

 Ｑ×Ｖ×Δt＝｛(Ｍ×Ｃ)＋（ρ×Ｖ×Ｃ’）｝×(Ｔ
1

-Ｔ
0

) 
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Δｔ＝｛（Ｍ×Ｃ）＋（ρ×Ｖ×Ｃ’）｝×
(Ｔ1－Ｔ0)

(Ｑ×Ｖ)

第 1.－３表 温度上昇評価に用いる各種パラメータ 

Ｍ 貯槽 等の 質量 Ｃ’
高レベル廃液等

の 比熱

Ｃ 貯槽 等の 比熱 Ｑ 崩壊熱密度 

Ｔ
1
 高レベル廃液

等の 沸点
Ｔ０

高レベル廃液等

の 初期温度

Ｖ 貯液量 ρ
高レベル廃液等

の 密度

1.2 各機器及びセルの具体的な評価結果 

各建屋の蒸発乾固を想定する 貯槽等 の時間余裕及び算出に用いた評価

条件を第 1.－４表から第 1.－８表に示す。 
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第 1.－４表 前処理建屋の蒸発乾固を想定する 貯槽等 の時間余裕及び算出に用いた評価条件 

機器 貯槽材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

貯液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽 等の

質量 

Ｍ 

[ｋｇ]  

貯槽 等の 比

熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル廃

液等 の密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

高レベル廃液等の 比熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル

廃液等の

硝酸濃度 

[Ｍ] 

高レベル

廃液等 

の沸点 

Ｔ
１
[℃]

高レベル

廃液等の

初期温度 

Ｔ
０
[℃]

時間余裕 

ΔＴ[ｈ] 

中継槽 ステンレス鋼 600 7 12100 499 1410 0.7 3 103 34 159 

リサイクル槽 ステンレス鋼 600 2 3750 499 1410 0.7 3 103 33 164 

不溶解残渣回収槽 ステンレス鋼 3.3 5 9500 499 976 0.99 0.2 100 30 2.9×10
4

計量前中間貯槽 ステンレス鋼 600 25 19100 499 1410 0.7 3 103 32 148 

計量後中間貯槽 ステンレス鋼 460 25 19800 499 1410 0.7 3 103 32 194 

計量・調整槽 ステンレス鋼 460 25 7950 499 1410 0.7 3 103 32 183 

計量補助槽 ステンレス鋼 460 7 5100 499 1410 0.7 3 103 32 192 

中間ポット ジルコニウム 600  385 288 1400 0.7 3 103 30 167 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－５表 分離建屋の蒸発乾固を想定する 貯槽等 の時間余裕及び算出に用いた評価条件 

機器 貯槽材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

貯液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽 等の

質量 

Ｍ 

[ｋｇ] 

貯槽 等の 比熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル廃

液等 の密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

高レベル廃液等の 比熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル

廃液等の

硝酸濃度 

[Ｍ] 

高レベル

廃液等 

の沸点 

Ｔ
１
[℃]

高レベル

廃液等の

初期温度 

Ｔ
０
[℃]

時間余裕 

ΔＴ[ｈ] 

溶解液中間貯槽 ステンレス鋼 460 25 10950 499 1410 0.7 3 103 32 186 

溶解液供給槽 ステンレス鋼 460 6 3360 499 1410 0.7 3 103 32 189 

抽出廃液受槽 ステンレス鋼 290 15 5040 499 1073 0.845 2.8 103 35 258 

抽出廃液中間貯槽 ステンレス鋼 290 20 6140 499 1073 0.845 3 103 35 257 

抽出廃液供給槽 A ステンレス鋼 290 60 20700 499 1073 0.845 2.6 103 35 258 

抽出廃液供給槽 B ステンレス鋼 290 60 21050 499 1073 0.845 2.6 103 35 258 

第 1 一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290 3 6200 499 1073 0.845 2.8 103 35 314 

第 8 一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290  7500 499 1073 0.845 2.8 103 35 314 

第 7 一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290  5800 499 1073 0.845 2.8 103 35 314 

第 3 一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290 20 7130 499 1073 0.845 2.8 103 35 258 

第 4 一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290 20 7430 499 1073 0.845 2.8 103 35 259 

第 6 一時貯留処理槽 ステンレス鋼 290  2780 499 1073 0.845 2.8 103 32 336 

高レベル廃液供給槽 A ステンレス鋼 120 20 18000 499 1050 0.87 2.6 103 30 721 

高レベル廃液濃縮缶 A ステンレス鋼 5800  63400 499 1460 0.58 4 104 50※ 15 

※高レベル廃液濃縮缶が加熱運転している場合の温度

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－６表 精製建屋の蒸発乾固を想定する 貯槽等 の時間余裕及び算出に用いた評価条件 

機器 貯槽材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

貯液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽 等の

質量 

Ｍ 

[ｋｇ] 

貯槽 等の 比熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル廃

液等 の密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

高レベル廃液等の 比

熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル

廃液等の

硝酸濃度 

[Ｍ] 

高レベル

廃液等 

の沸点 

Ｔ
１
[℃]

高レベル

廃液等の

初期温度 

Ｔ
０
[℃]

時間余裕 

ΔＴ[ｈ] 

プルトニウム溶液受槽 ステンレス鋼 930  3400 499 1080 0.89 1.58 101 36 114 

油水分離槽 ステンレス鋼 930  3500 499 1080 0.89 1.58 101 36 115 

プルトニウム濃縮缶供給槽 ステンレス鋼 930 3 8700 499 1080 0.89 1.58 101 42 96 

プルトニウム溶液一時貯槽 ステンレス鋼 930 3 9000 499 1080 0.89 1.58 101 41 98 

プルトニウム濃縮液受槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 12 

リサイクル槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 12 

希釈槽 ステンレス鋼 8600 2.5 8300 499 1620 0.59 7 109 45 11 

プルトニウム濃縮液 

一時貯槽 
ステンレス鋼 8600 1.5 5800 499 1620 0.59 7 109 49 11 

プルトニウム濃縮液計量槽 ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 12 

プルトニウム濃縮液 

中間貯槽 
ステンレス鋼 8600 1 4500 499 1620 0.59 7 109 49 12 

第１一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 1.5 4600 499 1080 0.89 1.58 101 38 104 

第２一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 1.5 4600 499 1080 0.89 1.58 101 38 104 

第３一時貯留処理槽 ステンレス鋼 930 3 8700 499 1080 0.89 1.58 101 42 96 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－７表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の蒸発乾固を想定する 貯槽等 の時間余裕及び算出に用いた評価条件 

機器 貯槽材質 

崩壊熱密度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

貯液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽 等の

質量 

Ｍ 

[ｋｇ]  

貯槽 等の 比

熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル廃

液等 の密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

高レベル廃液等の 比

熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル

廃液等の

硝酸濃度 

[Ｍ] 

高レベル

廃液等 

の沸点 

Ｔ
１
[℃]

高レベル

廃液等の

初期温度 

Ｔ
０
[℃]

時間余裕 

ΔＴ[ｈ] 

硝酸プルトニウム貯槽 ステンレス鋼 8600 1 9600 499 1580 0.59 7 109 41 19 

混合槽 ステンレス鋼 5300 1 9600 499 1570 0.59 4.38 105 37 30 

一時貯槽 ステンレス鋼 8600 1 9600 499 1580 0.59 7 109 41 19 



13 

第 1.－８表 高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固を想定する 貯槽等 の時間余裕及び算出に用いた評価条件 

機器 貯槽材質 

崩壊熱密

度 

Ｑ 

[Ｗ/ｍ３] 

貯液量 

Ｖ 

[ｍ
３
]

貯槽 等

の 質量 

Ｍ 

[ｋｇ] 

貯槽 等の 比

熱 

Ｃ 

[Ｊ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル廃

液等 の密度 

ρ 

[ｋｇ/ｍ
３
]

高レベル廃液等の 比

熱 

Ｃ‘ 

[ｋｃａｌ/ｋｇ/Ｋ] 

高レベル

廃液等の

硝酸濃度 

[Ｍ] 

高レベル

廃液等 

の沸点 

Ｔ
１
[℃]

高レベル

廃液等の

初期温度 

Ｔ
０
[℃]

時間余裕 

ΔＴ[ｈ] 

高レベル濃縮廃液貯槽 ステンレス鋼 3200 120 70000 499 1300 0.8 2 102 41 24 

高レベル濃縮廃液一時貯槽 ステンレス鋼 3600 25 20600 499 1300 0.8 2 102 39 23 

高レベル廃液混合槽 ステンレス鋼 3600 20 22200 499 1300 0.8 2 102 41 23 

供給液槽 ステンレス鋼 3600 5 8300 499 1300 0.8 2 102 41 24 

供給槽 ステンレス鋼 3600 2 3300 499 1300 0.8 2 102 41 24 

不溶解残渣廃液一時貯槽 ステンレス鋼 3.3 5 8150 499 976 0.99 0.17 100 30 2.8×10
4

不溶解残渣廃液貯槽 ステンレス鋼 1.5 70 36100 499 976 0.99 0.09 100 30 5.5×10
4

高レベル廃液共用貯槽 ステンレス鋼 3200 120 70000 499 1300 0.8 2 102 41 24 



14 

1.3 貯槽等 の熱容量を考慮することの妥当性 

 高レベル廃液等 を保持する貯槽 等の 胴板を平板形状とした場合，貯槽

等の 外面を断熱と仮定すると，貯槽 等の 外面温度の過渡変化は次式の関

係で表現することができる。 

𝜃𝜃𝑐𝑐 = 𝐴𝐴1𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝐴𝐴2𝐹𝐹𝑜𝑜)

𝜃𝜃𝑐𝑐 =
𝑇𝑇𝑐𝑐 − 𝑇𝑇𝑜𝑜
𝑇𝑇𝑖𝑖 − 𝑇𝑇𝑜𝑜

𝐹𝐹𝑜𝑜 =
𝛼𝛼𝛼𝛼
𝐿𝐿2

𝛼𝛼 =
𝜆𝜆
𝜌𝜌𝜌𝜌

ここでＡ１およびＡ２は，ビオ数（Ｂｉ＝ｈＬ／λ）から定まる過渡温度

変化パラメータで下 表
（２）

のとおりとなる。 

第 1.－９表 ビオ数（Ｂｉ＝ｈＬ／λ）から定まる過渡温度変化パラメータ 

Ｂｉ＝ｈＬ／λ Ａ１ Ａ２ 

0.1 1.016 0.097 

0.2 1.031 0.187 

0.3 1.045 0.272 

第 1.－10 表 過渡変化算出に用いる各種パラメータ 

記号 意味 数値 備考 

Ｌ 貯槽 等の 厚

さ 

 [ｍ] 設計値 

Ρ 貯槽 等の 密

度 

7920 [ｋｇ／ｍ３] ＳＵＳ304 の値（伝熱工学資料） 

Ｃ 貯槽 等の 比

熱 

499 [Ｊ／ｋｇ／Ｋ] ＳＵＳ304 の値（伝熱工学資料） 

λ 貯槽 等の 熱

伝導率 

16 [Ｗ／ｍ／Ｋ] ＳＵＳ304 の値（伝熱工学資料） 

については商業機密の観点から公開できません。
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ｈ 熱伝達率 110 [Ｗ／ｍ２／Ｋ] 

Ｔｃ 貯槽 等の 外面温度 

Ｔｉ 貯槽 等の 外面初期温度 

Ｔｏ 高レベル廃液等の 温度 

上述の関係式から，境界条件となる 高レベル廃液等の 温度を時間変化

させ，ある微小な時間経過後の貯槽 等の 表面温度を逐次計算し算出する。 

高レベル濃縮廃液貯槽の温度上昇速度の場合，貯槽の熱容量を考慮し

ない場合で約 2.65℃／ｈとなる。これを境界条件とした場合の貯槽表面

温度の時間変化は第 1.－５図のとおりとなり，溶液温度の上昇とほぼ同

じ上昇傾向を示すことがわかる。また，差分法により溶液温度および貯槽

表面温度の時間変化を算出したところ，第 1.－６図のとおりとなった。

これらの結果から貯槽の熱容量を考慮した時間評価を行うことは妥当と考

えられる。 

第 1.－５図 貯槽表面温度の時間変化 
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第 1.－６図 差分法により求めた溶液温度および貯槽表面温度の時間変化 
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1. 除熱評価について

安全冷却水系の機器が損傷し，冷却機能が喪失した場合には，蒸発乾

固の発生を未然に防止するため，安全冷却水系の内部ループに通水し，蒸

発乾固を想定する 貯槽等 に内包する高レベル廃液等を冷却する。さらに，

安全冷却水系の内部ループへの通水が実施できなかった場合でも，より

貯槽等 に近い位置から冷却コイル又は冷却ジャケットへ通水することに

より，蒸発乾固を想定する 貯槽等 に内包する高レベル廃液等を冷却する。 

上記対策の有効性を示すため，蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩

壊熱の除去に関する評価を行う。 

1.1 評価対象 

設計基準において，崩壊熱により 高レベル廃液等 が沸騰するおそれが

あるとして，安全冷却水系により冷却している以下の第 1.－１表の 貯槽

等 において蒸発乾固の発生を想定する。 
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第 1.－１表 冷却機能の喪失による蒸発乾固の対象 の貯槽等 

建  屋 施設・設備名 貯槽等 

前処理建屋 

溶解施設 溶解設備 中間ポット 

溶解施設 
清澄・計量設備 

中継槽 
リサイクル槽
計量前中間貯槽
計量後中間貯槽
計量・調整槽
計量補助槽

分離建屋 

分離施設 
分離設備 

溶解液中間貯槽 
溶解液供給槽 
抽出廃液受槽 
抽出廃液中間貯槽 
抽出廃液供給槽 

分離施設 
分離建屋一時貯留処理設備 

第１一時貯留処理槽 
第８一時貯留処理槽 
第７一時貯留処理槽 
第３一時貯留処理槽 
第４一時貯留処理槽 
第６一時貯留処理槽 

液体廃棄物の廃棄施設 
高レベル廃液濃縮設備 
高レベル廃液濃縮系 

高レベル廃液供給槽 

高レベル廃液濃縮缶 

精製建屋 

精製施設 
プルトニウム精製設備 

プルトニウム溶液受槽 
油水分離槽 
プルトニウム濃縮缶供給槽 
プルトニウム溶液一時貯槽 
プルトニウム濃縮液受槽 
リサイクル槽
希釈槽
プルトニウム濃縮液一時貯槽
プルトニウム濃縮液計量槽
プルトニウム濃縮液中間貯槽

精製施設 
精製建屋一時貯留処理設備 

第１一時貯留処理槽 
第２一時貯留処理槽 
第３一時貯留処理槽 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋

脱硝施設 
ウラン・プルトニウム
混合脱硝設備

硝酸プルトニウム貯槽 
混合槽 
一時貯槽 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

液体廃棄物の廃棄施設 
高レベル廃液貯蔵設備 

高レベル濃縮廃液貯槽 
高レベル濃縮廃液一時貯槽 
高レベル廃液共用貯槽 

固体廃棄物の廃棄施設 
高レベル廃液ガラス固化設備 

高レベル廃液混合槽 
供給液槽 
供給槽 
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1.2 評価基準 

蒸発乾固の発生を想定する貯槽等の崩壊熱の除去に関する評価の実施

にあたり，前提となる評価基準を以下に示す。 

冷却水出口温度ｔ２[℃]  ： 55℃以下 

内包液温度Ｔ [℃]   ： 85℃以下 

冷却水出口温度ｔ２[℃]は，消防ホースの使用条件 60℃に対して余裕を

見込んで，55℃以下となるようにする。また，内包液温度Ｔ[℃]は，沸点

を十分に下回る温度として，85℃以下となるようにする。 
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1.3 評価方法 

本評価では，「1.2 評価基準」で示した冷却水出口温度ｔ２［℃］及び

内包液温度Ｔ［℃］を満足するとともに，必要伝熱面積Ａ［ｍ２］と実際

の伝熱面積Ａｒ［ｍ２］が等しくなる，定常状態での冷却水流量Ｗ［ｍ３／

ｈ］を算出するために，次頁以降で示す対数平均温度差ΔｔＬ[Ｋ]及び総

括伝熱係数Ｕ［Ｗ／ｍ２Ｋ］の評価式を用いる。 

冷却水流量Ｗ［ｍ３／ｈ］の算出の流れの一例を，第 1.－１図に示す。 

YES

NO

YES

NO

開始

終了

・冷却水流量Wの更新

・冷却水出口温度t2の算出

t2≦55℃

・総括伝熱係数Uの算出

A=実際の伝熱面積Ar

・内包液温度Tの更新

・必要伝熱面積Aの算出

・対数平均温度差ΔtLの算出

第 1.－１図 冷却水流量Ｗの評価フローの一例 
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1.3.1 対数平均温度差の算出 

対数平均温度差ΔｔＬ[℃]は以下のとおり求める。 

ΔｔＬ＝
（Ｔ－ｔ１）－（Ｔ－ｔ２）

ｌｎ
（Ｔ－ｔ１）

（Ｔ－ｔ２）

第 1.－２表 対数平均温度差の算出に用いる各種パラメータ 

Ｑ ［ｋｃａｌ／ｈ］ 崩壊熱量 

Ｔ ［℃］ 内包液温度 

ｔ１ ［℃］ 冷却水入口温度 

ｔ２ ［℃］ 冷却水出口温度 

（＝ｔ１＋Ｑ／（Ｃｉ×ρｉ×Ｗ）） 

Ｗ ［ｍ３／ｈ］ 冷却水流量 

Ｃｉ ［Ｊ／ｋｇＫ］ 冷却水の比熱 

ρｉ ［ｋｇ／ｍ３］ 冷却水の密度 

1.3.2 冷却コイルの場合の総括伝熱係数の算出 

冷却コイルの場合の総括伝熱係数Ｕ［Ｗ／ｍ２Ｋ］は以下のとおり求め

る。 

１

Ｕ
＝

１

ｈ
0

＋
１

ｈ
so

＋
２×Ｌ×ｄ'

λ×(ｄ+ｄ
'
)
＋

ｄ'

(ｄ×ｈ
si
)
＋

ｄ'

ｄ×ｈ
i

第 1.－３表 冷却コイルの場合の総括伝熱係数の算出に用いる 

各種パラメータ 

ｈｏ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 冷却コイル外面（内包液側）の熱伝達率 

ｈｉ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 冷却コイル内面（冷却水側）の熱伝達率 

Ｌ ［ｍ］ 冷却コイル厚さ 

λ ［Ｗ／ｍＫ］ 冷却コイルの熱伝導率 

ｈｓｏ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 冷却コイル外面（内包液側）の汚れ係数 

ｈｓｉ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 冷却コイル内面（冷却水側）の汚れ係数 

ｄ’ ［ｍ］ 冷却コイル外径 

ｄ ［ｍ］ 冷却コイル内径 
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ここで，冷却コイル外面（内包液側）の熱伝達率ｈｏ［Ｗ／ｍ２Ｋ］は

下式であらわされる。 

ｈｏ＝
λｏ × Ｎｕｏ

ｄ’

冷却コイル外面（内包液側）のヌセルト数Ｎｕｏは以下のとおり求める。 

（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ＝10４～10９の場合） 

Ｎｕｏ＝0.53×（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ）１／４ （３） 

（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ＞10９の場合） 

Ｎｕｏ＝0.13×（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ）１／３ （３）

第 1.－４表 内包液側のヌセルト数の算出に用いる各種パラメータ 

Ｐｒｏ 
－ 

内包液のプラントル数 

（＝Ｃｏ×μｏ×3600／λｏ） 

Ｇｒｏ 

－ 

内包液のグラスホフ数 

（＝ｇ×ｄ’３×ρｏ
２×β×（Ｔ－Ｔｗ）／μｏ

２

） 

ｇ ［ｍ／ｓ２］ 重力加速度（＝9.8） 

β ［Ｋ－１］ 内包液の体膨張係数 

Ｔｗ ［℃］ 内包液の壁面温度 

μｏ ［ｋｇ／ｍｓ］ 内包液の粘度 

λｏ ［Ｗ／ｍＫ］ 内包液の熱伝導率 

ρｏ ［ｋｇ／ｍ３］ 内包液の密度 

Ｃｏ ［Ｊ／ｋｇＫ］ 内包液の比熱 
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また，冷却コイル内面（冷却水側）の熱伝達率ｈｉ［Ｗ／ｍ２Ｋ］は下

式であらわされる。 

ｈｉ＝
λｉ × Ｎｕｉ

ｄ

冷却コイル内面（冷却水側）のヌセルト数Ｎｕｉは以下のとおり求める。 

（Ｒｅｉ＜2100 の場合） 

Ｎｕｉ＝3.66＋ 0.0802×（ｑｍｉ×Ｃｉ／λｉ／Ｌｃ）

１＋0.0458×（ｑｍｉ×Ｃｉ／λｉ／Ｌｃ）
２ ３�

P

（２） 

（Ｒｅｉ＝2320～10４の場合）

Ｎｕｉ＝0.116 × （Ｒｅｉ
２

３－125） × Ｐｒｉ
１

３ × �１＋ � ｄ

Ｌｃ
�
２

３� × � μｉ

μｗｉ
�
0.14

（ ３ ） 

（Ｒｅｉ＞10４の場合） 

Ｎｕｉ＝0.023 × Ｒｅｉ
0.8

× Ｐｒｉ
0.4

（２）

第 1.－５表 冷却水側のヌセルト数の算出に用いる各種パラメータ 

ｑｍｉ ［ｋｇ／ｓ］ 質量流量 

Ｌｃ ［ｍ］ コイル長さ

Ｒｅｉ 冷却水のレイノルズ数 

（＝ｄ×ｕ×ρｉ／μｉ） 

Ｐｒｉ 冷却水のプラントル数（平均温度における

値）（＝Ｃｉ×μｉ×3600／λｉ） 

ｕ ［ｍ／ｓ］ 冷却水の流速 

μｉ ［ｋｇ／ｍｓ］ 冷却水の粘度 

（平均温度における値） 

μｗｉ ［ｋｇ／ｍｓ］ 冷却水の粘度 

（壁面温度における値） 

λｉ ［Ｗ／ｍＫ］ 冷却水の熱伝導率 

（平均温度における値） 

Ｃｉ ［Ｊ／ｋｇＫ］ 冷却水の比熱 

冷却コイルの場合の冷却水流量Ｗ［ｍ３／ｈ］の算出の流れの一例を，

第 1.－２図に示す。 
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また，貯槽等 における対数平均温度差ΔｔＬ[℃]及び総括伝熱係数Ｕ

［Ｗ／ｍ２Ｋ］の計算に使う物性等を，1.4.3 に示す。 

YES

NO

YES

NO

開始

終了

・冷却水流量Wの更新

・冷却水出口温度t2の算出

t2=t1+Q/(Ci・ρi・W)

t2≦55℃

・冷却ｺｲﾙ外面（内包液側）の

ｸﾞﾗｽﾎﾌ数Groの算出

Gro=dco
3・ρo

2・g・βo・(T-Tw)/μo
2

・冷却ｺｲﾙ外面（内包液側）の

ﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数Proの算出

Pro=Co・μo/λo

・冷却ｺｲﾙ外面（内包液側）の

ﾇｾﾙﾄ数Nuoの算出

・冷却ｺｲﾙ外面（内包液側）の

熱伝達率hoの算出

ho=λo/d’×Nuo

・総括伝熱係数Uの算出

A=実際の伝熱面積Ar

・内包液温度Tの更新

・冷却ｺｲﾙ内面（冷却水側）の

ﾚｲﾉﾙｽﾞ数Reiの算出

Rei=ρi・ui・d/μi

・冷却ｺｲﾙ内面（冷却水側）の

ﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数Priの算出

Pri=Ci・μi/λi

・冷却ｺｲﾙ内面（冷却水側）の

ﾇｾﾙﾄ数Nuiの算出

・冷却ｺｲﾙ内面（冷却水側）の

熱伝達率hiの算出

hi=λi/d×Nui

・必要伝熱面積Aの算出

A=Q/(U・ΔtL)

・対数平均温度差ΔtLの算出

ΔtL=[(T-t1)-(T-t2)]/ln[(T-t1)/(T-t2)]

・内包液壁面温度Twの算出

第 1.－２図 冷却コイルの場合の冷却水流量Ｗの評価フローの一例 
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1.3.3 冷却ジャケットの場合の総括伝熱係数の算出 

冷却ジャケットの場合の総括伝熱係数Ｕ［Ｗ／ｍ２Ｋ］は以下のとおり

求める。 

１

Ｕ
＝

１

ｈ
0

+
１

ｈ
so

+
Ｌ

λ
+

１

ｈ
si

+
１

ｈ
i

第 1.－６表 冷却ジャケットの場合の総括伝熱係数の算出に用いる 

各種パラメータ 

ｈｏ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 内包液側の熱伝達率

ｈｉ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 冷却水側の熱伝達率

Ｌ ［ｍ］ 貯槽等の板厚

λ ［Ｗ／ｍＫ］ 貯槽等の熱伝導率 

ｈｓｏ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 内包液側の汚れ係数

ｈｓｉ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 冷却水側の汚れ係数
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ここで，内包液側の熱伝達率ｈｏ［Ｗ／ｍ２Ｋ］は下式であらわされる。 

ｈｏ＝
λｏ × Ｎｕｏ

Ｌｏ
 

冷却ジャケット外面（内包液側）のヌセルト数Ｎｕｏは以下のとおり求

める。 

（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ＝10４～10９の場合） 

Ｎｕｏ＝0.59×（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ）１／４ （３） 

（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ＞10９の場合） 

Ｎｕｏ＝0.13×（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ）１／３ （３） 

（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ＜10４の場合） 

Ｎｕｏ＝1.36×（Ｇｒｏ×Ｐｒｏ）１／６ （３） 

 

第 1.－７表 内包液側のヌセルト数の算出に用いる各種パラメータ 

Ｐｒｏ  
－ 

内包液のプラントル数 

（＝Ｃｏ×μｏ×3600／λｏ） 

Ｇｒｏ 

－ 

内包液のグラスホフ数 

（＝ｇ×ｄ’３×ρｏ
２×β×（Ｔ－Ｔｗ）／μｏ

２） 

ｇ ［ｍ／ｓ２］ 重力加速度（＝9.8） 

β ［Ｋ－１］ 内包液の体膨張係数 

Ｔｗ ［℃］ 内包液の壁面温度 

μｏ ［ｋｇ／ｍｓ］ 内包液の粘度 

λｏ ［Ｗ／ｍＫ］ 内包液の熱伝導率 

ρｏ ［ｋｇ／ｍ３］ 内包液の密度 

Ｃｏ ［Ｊ／ｋｇＫ］ 内包液の比熱 
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また，冷却水側の熱伝達率ｈｉ［Ｗ／ｍ２Ｋ］は下式であらわされる。 

ｈｉ＝
λｉ × Ｎｕｉ

Ｄｅ

（Ｒｅｉ＜2300 の場合） 

Ｎｕｉ＝1.86 × �
Ｌ

０

Ｄ
ｅ

×Ｐ
ｅ

�
−１

３

× �
μ

ｉ

μ
ｗｉ

�
0.14

（３） 

（Ｒｅｉ＝2320～10４の場合）

Ｎｕｉ＝0.116 × （Ｒｅｉ
２

３－125） × Ｐｒｉ
１

３ × �１＋�
Ｄ

ｅ

Ｌ
０

�

２

３

�× � μｉ

μｗｉ
�
0.14

（３） 

（Ｒｅｉ＞10４の場合） 

Ｎｕｉ＝0.023 × Ｒｅｉ
0.8

× Ｐｒｉ
0.4

（２）

第 1.－８表 冷却水側のヌセルト数の算出に用いる各種パラメータ 

Ｒｅｉ 
－ 

冷却水のレイノルズ数 

（＝Ｄｅ×ｕ×ρｉ／μｉ） 

Ｐｒｉ 
－ 

冷却水のプラントル数（平均温度における

値）（＝Ｃｉ×μｉ×3600／λｉ） 

Ｐｅ 冷却水のペクレ数（＝Ｒｅｉ×Ｐｒｉ） 

Ｄｅ ［ｍ］ 水力相当径 

ｕ ［ｍ／ｓ］ 冷却水の流速 

μｉ ［ｋｇ／ｍｓ］ 冷却水の粘度 

（平均温度における値） 

μｗｉ ［ｋｇ／ｍｓ］ 冷却水の粘度 

（壁面温度における値） 

λｉ ［Ｗ／ｍＫ］ 冷却水の熱伝導率 

（平均温度における値） 

Ｃｉ ［Ｊ／ｋｇＫ］ 冷却水の比熱 
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冷却ジャケットの場合の冷却水流量Ｗ［ｍ３／ｈ］の算出の流れの一例を，

第 1.－３図に示す。 

また，貯槽等 における対数平均温度差ΔｔＬ[℃]及び総括伝熱係数Ｕ［Ｗ

／ｍ２Ｋ］の計算に使う物性等を，1.4.3 に示す。 

YES

NO

YES

NO

開始

終了

・冷却水流量Wの更新

・冷却水出口温度t2の算出

t2=t1+Q/(Ci・ρi・W)

t2≦55℃

・内包液側のｸﾞﾗｽﾎﾌ数Groの算出

Gro=Lo
3・ρo

2・g・βo・(T-Tw)/μo
2

・内包液側のﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数Proの算出

Pro=Co・μo/λo

・内包液側のﾇｾﾙﾄ数Nuoの算出

・内包液側の熱伝達率hoの算出

ho=λo/Lo×Nuo

・総括伝熱係数Uの算出

A=実際の伝熱面積Ar

・内包液温度Tの更新

・冷却水側のﾚｲﾉﾙｽﾞ数Reiの算出

Rei=ρi・ui・De/μi

・冷却水側のﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数Priの算出

Pri=Ci・μi/λi

・冷却水側のﾇｾﾙﾄ数Nuiの算出

・冷却水側の熱伝達率hiの算出

hi=λi/De×Nui

・必要伝熱面積Aの算出

A=Q/(U・ΔtL)

・対数平均温度差ΔtLの算出

ΔtL=[(T-t1)-(T-t2)]/ln[(T-t1)/(T-t2)]

・内包液壁面温度Twの算出

第 1.－３図 冷却ジャケットの場合の冷却水流量Ｗの評価フローの一例 
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1.4 評価条件 

1.4.1 各施設・設備が内包する 高レベル廃液等 の崩壊熱 

各施設・設備が内包する 高レベル廃液等 の崩壊熱は，崩壊熱の観点か

ら最も厳しい燃料仕様を選定し評価する。貯槽等 の崩壊熱除去の設計に

用いている使用済燃料の仕様は，使用済燃料集合体１体程度の量で取り扱

う場合（以下「１体領域」という。）及び１日当たりに再処理する使用済

燃料を混合し，平均燃焼度が 45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ以下になるように

調整する溶解施設の計量・調整槽以降の溶解液等を取り扱う場合（以下

「１日平均領域」という。）があり，各施設・設備の特徴を考慮し設定す

る。 

また，高レベル廃液等 の崩壊熱量は，高レベル廃液等 の主な核種から

ＯＲＩＧＥＮコード（ＯＲＩＧＥＮ－２ ）
（１）

を用いて計算する。 

各施設・設備の内包する 高レベル廃液等 の主な核種，燃料仕様及び崩

壊熱を第 1.－９表に示す。 
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第 1.－９表 各施設・設備が内包する 高レベル廃液等 の主な核種，燃料仕様及び崩壊熱 

建  屋 施設・設備名 領域区分 内包する溶液名 主な核種＊ 

燃料仕様 

崩壊熱 

燃焼度 

［ＧＷｄ／ 

ｔ・ＵＰｒ

］ 

初期 

濃縮度 

［ｗ

ｔ％］ 

燃料 

型式 

比出力 

［ＭＷ／

ｔ・ＵＰｒ

］ 

冷却 

期間 

[年] 

前処理建屋 

溶解施設 

溶解設備 
一体平均領域 溶解液(1) ＦＰ＋ＡＣＴ 55 ３ ＰＷＲ 60 15 1.96×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

溶解施設 

清澄・計量設備 

一体平均領域 溶解液(1) ＦＰ＋ＡＣＴ 55 ３ ＰＷＲ 60 15 1.96×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

一日平均領域 溶解液(2) ＦＰ＋ＡＣＴ 45 3.5 ＰＷＲ 60 15 1.42×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

分離建屋 

分離施設 

分離設備 

一日平均領域 溶解液(2) ＦＰ＋ＡＣＴ 45 3.5 ＰＷＲ 60 15 1.42×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

一日平均領域 抽出廃液 ＦＰ－Ｋｒ＋ＡＣＴ－Ｐｕ 45 3.5 ＰＷＲ 60 15 1.25×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

分離施設 

分離建屋一時貯留 

処理設備 

一日平均領域 抽出廃液 ＦＰ－Ｋｒ＋ＡＣＴ－Ｐｕ 45 3.5 ＰＷＲ 60 15 1.25×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

液体廃棄物の廃棄施設 

高レベル廃液濃縮設備 

高レベル廃液濃縮系 

一日平均領域 
高レベル廃液 

高レベル濃縮廃液 
ＦＰ－Ｋｒ＋ＡＣＴ－Ｐｕ 45 3.5 ＰＷＲ 60 15 1.28×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

精製建屋 

精製施設 

プルトニウム精製設備 
一日平均領域 硝酸プルトニウム溶液 Ｐｕ＋5000ｐｐｍ 241Ａｍ 45 3.5 ＢＷＲ 10 15 2.44×10１ ［Ｗ／Ｐｕ-ｋｇ］ 

精製施設 

精製建屋一時貯留設備 
一日平均領域 硝酸プルトニウム溶液 Ｐｕ＋5000ｐｐｍ 241Ａｍ 45 3.5 ＢＷＲ 10 15 2.44×10１ ［Ｗ／Ｐｕ-ｋｇ］ 

ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 

脱硝施設 

ウラン・プルトニウム 

混合脱硝設備 

一日平均領域 硝酸プルトニウム溶液 Ｐｕ＋5000ｐｐｍ 241Ａｍ 45 3.5 ＢＷＲ 10 15 2.44×10１ ［Ｗ／Ｐｕ-ｋｇ］ 

高レベル廃液 

ガラス固化建屋 

液体廃棄物の廃棄施設 

高レベル廃液貯蔵設備 
一日平均領域 高レベル濃縮廃液 ＦＰ－Ｋｒ＋ＡＣＴ－Ｐｕ 45 3.5 ＰＷＲ 60 15 1.28×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

固体廃棄物の廃棄施設 

高レベル廃液 

ガラス固化設備 

一日平均領域 高レベル廃液 ＦＰ－Ｋｒ＋ＡＣＴ－Ｐｕ 45 3.5 ＰＷＲ 60 15 1.28×10３ ［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

＊ ＦＰ：核分裂生成物 ＡＣＴ：アクチノイド Ｋｒ：クリプトン Ｐｕ：プルトニウム Ａｍ：アメリシウム



15 

1.4.2 貯槽等 が内包する 高レベル廃液等 の崩壊熱密度 

溶解液(1)，溶解液(2)，抽出廃液，高レベル廃液及び高レベル濃縮廃

液の崩壊熱密度は，第 1.－９表の崩壊熱及び単位ｔ・ＵＰｒ当たりに発生

する溶液量から下式により求まる。 

崩壊熱密度＝
崩壊熱

発生量
∗ × 補正係数

＊ 標準化学処理工程図から求められる発生量 

貯槽等が内包する高レベル廃液等 の崩壊熱密度を第 1.－10 表，第 1.

－11 表及び第 1.－14 表に示す。 

硝酸プルトニウム溶液の崩壊熱密度は，第 1.－９表の崩壊熱及びプル

トニウム濃度から下式により求まる。

崩壊熱密度＝崩壊熱 × プルトニウム濃度 × 補正係数

貯槽等が内包する高レベル廃液等 の崩壊熱密度を第 1.－12 表及び第 1.

－13 表に示す。 
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第 1.－10 表 前処理建屋における 貯槽等 が内包する 高レベル廃液等 の崩壊熱密度

施設・設備名 貯槽等名 基数 内包する溶液名 
発 生 量 

［ｍ３／ｔ・ＵＰｒ］ 

崩 壊 熱 

［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 
補正係 数 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

溶解施設 

溶解設備 
中間ポット ２ 溶解液(1)     

溶解施設 

清澄・計量設備 

中継槽 ２ 溶解液(1)     

リサイクル槽 ２ 溶解液(1)     

計量前中間貯槽 ２ 溶解液(1)     

計量後中間貯槽 １ 溶解液(2)     

計量・調整槽 １ 溶解液(2)     

計量補助槽 １ 溶解液(2)     

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－11 表 分離建屋における 貯槽等 が内包するが内包する 高レベル廃液等 の崩壊熱密度

施設・設備名 貯槽等名 基数 内包する溶液名 
発 生 量 

［ｍ３／ｔ・ＵＰｒ］ 

崩 壊 熱 

［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

補 正 

係 数 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

分離施設 

分離設備 

溶解液中間貯槽 １ 溶解液(2)     

溶解液供給槽 １ 溶解液(2)     

抽出廃液受槽 １ 抽出廃液     

抽出廃液中間貯槽 １ 抽出廃液     

抽出廃液供給槽 ２ 抽出廃液     

分離施設 

分離建屋一時貯留 

処理設備 

第１一時貯留処理槽 １ 抽出廃液     

第８一時貯留処理槽 １ 抽出廃液     

第７一時貯留処理槽 １ 抽出廃液     

第３一時貯留処理槽 １ 抽出廃液     

第４一時貯留処理槽 １ 抽出廃液     

第６一時貯留処理槽 １ 抽出廃液     

液体廃棄物の廃棄施設 

高レベル廃液濃縮設備 

高レベル廃液濃縮系 

高レベル廃液供給槽 ２＊ 高レベル廃液     

高レベル廃液濃縮缶 ２＊ 高レベル濃縮廃液     

＊ ２基のうち１基は長期予備

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－12 表 精製建屋における 貯槽等 が内包するが内包する 高レベル廃液等 の崩壊熱密度

施設・設備名 貯槽等名 基数 内包する溶液名 
Ｐｕ濃度 

［ｇ-Ｐｕ／Ｌ］ 

崩 壊 熱 

［Ｗ／ｋｇ-Ｐｕ］ 

補 正 

係 数 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

精製施設 

プルトニウム精製設備 

プルトニウム溶液受槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

油水分離槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

プルトニウム濃縮缶供給槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

プルトニウム溶液一時貯槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

プルトニウム濃縮液受槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

リサイクル槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

希釈槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

プルトニウム濃縮液一時貯槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

プルトニウム濃縮液計量槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

プルトニウム濃縮液中間貯槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

精製施設 

精製建屋一時貯留 

処理設備 

第１一時貯留処理槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

第２一時貯留処理槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

第３一時貯留処理槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－13 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における 貯槽等 が内包するが内包する 高レベル廃液等 の崩壊熱密度

施設・設備名 貯槽等名 基数 内包する溶液名 
Ｐｕ濃度 

［ｇ-Ｐｕ／Ｌ］ 

崩 壊 熱 

［Ｗ／ｋｇ-Ｐｕ］ 

補 正 

係 数 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

脱硝施設 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝設備

硝酸プルトニウム貯槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

混合槽 ２ 硝酸プルトニウム溶液     

一時貯槽 １ 硝酸プルトニウム溶液     

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－14 表 高レベル廃液ガラス固化建屋における 貯槽等 が内包するが内包する 高レベル廃液等 の崩壊熱密度

施設・設備名 貯槽等名 基数 内包する溶液名 
発 生 量 

［ｍ３／ｔ・ＵＰｒ］ 

崩 壊 熱 

［Ｗ／ｔ・ＵＰｒ］ 

補 正 

係 数 

崩壊熱密度 

［Ｗ／ｍ３］ 

液体廃棄物の廃棄施設 

高レベル廃液貯蔵設備 

高レベル濃縮廃液貯槽 ２ 高レベル濃縮廃液     

高レベル濃縮廃液一時貯槽 ２ 高レベル濃縮廃液     

高レベル廃液共用貯槽 １ 高レベル濃縮廃液＊     

固体廃棄物の廃棄施設 

高レベル廃液ガラス 

固化設備 

高レベル廃液混合槽 ２ 高レベル廃液     

供給液槽 ２ 高レベル廃液     

供給槽 ２ 高レベル廃液     

＊ 不溶解残渣廃液を貯蔵する場合もあるが，崩壊熱の厳しい高レベル濃縮廃液貯蔵時の値を記載。

については商業機密の観点から公開できません。



21 

1.4.3 物性値 

貯槽等 における対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に用いる物性

等を，第 1.－15 表から第 1.－19 表に示す。 

また，冷却水の比熱，冷却水の密度，冷却水の熱伝導率及び冷却水の

粘度は，冷却水の平均温度（＝（冷却水入口温度ｔ１＋冷却水出口温度ｔ

２）／２）または冷却水の壁面温度における，第 1.－20 表に示す値の線

形近似値とする。 
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第 1.－15 表 前処理建屋の 貯槽等 における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 
中継槽 

（ジャケット） 

リサイクル槽 

（ジャケット） 

計量前 

中間貯槽 

（コイル） 

計量後 

中間貯槽 

（コイル） 

計量・調整槽 

（コイル） 

計量補助槽 

（コイル） 

中間ポット 

（ジャケット） 

１ 崩壊熱密度 Ｐ Ｗ／ｍ３        

２ 液量 Ｖ ｍ３        

３ 冷却水入口温度 ｔ１ ℃  

４ 内包液の比熱 Ｃｏ Ｊ／ｋｇＫ        

５ 内包液の密度 ρｏ ｋｇ／ｍ３        

６ 内包液の熱伝導率 λｏ Ｗ／ｍＫ        

７ 内包液の粘度 μｏ ｋｇ／ｍｓ        

８ 内包液の体膨張係数 β Ｋ－１        

９ ジャケット代表長さ Ｌｏ ｍ   － － － －  

10 水力相当径 Ｄｅ ｍ   － － － －  

11 貯槽 等の 厚さ Ｌ ｍ   － － － －  

12 貯槽 等の 熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ   － － － －  

13 冷却コイル厚さ Ｌ ｍ － －     － 

14 冷却コイルの熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ － －     － 

15 冷却コイル外径 ｄ＇ ｍ － －     － 

16 冷却コイル内径 ｄ ｍ － －     － 

17 内包液 側汚れ係数 ｈｓｏ Ｗ/ｍ２Ｋ        

18 冷却水側汚れ係数 ｈｓｉ Ｗ/ｍ２Ｋ        

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－16 表 分離建屋の 貯槽等 における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等（１／２） 

Ｎｏ. パラメータ 記号 単位 

溶解液

中間貯槽

（コイル） 

溶解液

供給槽

（コイル） 

抽出廃液

受槽

（コイル） 

抽出廃液

中間貯槽

（コイル） 

抽出廃液

供給槽

（コイル） 

第１一時

貯留処理槽

（コイル） 

第８一時

貯留処理槽

（コイル） 

第７一時

貯留処理槽

（コイル） 

１ 崩壊熱密度 Ｐ Ｗ／ｍ３         

２ 液量 Ｖ ｍ３         

３ 冷却水入口温度 ｔ１ ℃ 

４ 内包液の比熱 Ｃｏ Ｊ／ｋｇＫ         

５ 内包液の密度 ρｏ ｋｇ／ｍ３         

６ 内包液の熱伝導率 λｏ Ｗ／ｍＫ         

７ 内包液の粘度 μｏ ｋｇ／ｍｓ         

８ 内包液の体膨張係数 β Ｋ－１         

９ ジャケット代表長さ Ｌｏ ｍ － － － － － － － － 

10 水力相当径 Ｄｅ ｍ － － － － － － － － 

11 貯槽 等の 厚さ Ｌ ｍ － － － － － － － － 

12 貯槽等の熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ － － － － － － － － 

13 冷却コイル厚さ Ｌ ｍ         

14 冷却コイルの熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ         

15 冷却コイル外径 ｄ＇ ｍ         

16 冷却コイル内径 ｄ ｍ         

17 内包液 側汚れ係数 ｈｓｏ Ｗ/ｍ２Ｋ         

18 冷却水側汚れ係数 ｈｓｉ Ｗ/ｍ２Ｋ         

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－16 表 分離建屋の 貯槽等 における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等（２／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

第３一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第４一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第６一時 

貯留処理槽 

（ジャケット） 

高レベル廃液 

供給槽 

（コイル） 

高レベル廃液 

濃縮缶 

（コイル） 

１ 崩壊熱密度 Ｐ Ｗ／ｍ３      

２ 液量 Ｖ ｍ３      

３ 冷却水入口温度 ｔ１ ℃ 

４ 内包液の比熱 Ｃｏ Ｊ／ｋｇＫ      

５ 内包液の密度 ρｏ ｋｇ／ｍ３      

６ 内包液の熱伝導率 λｏ Ｗ／ｍＫ      

７ 内包液の粘度 μｏ ｋｇ／ｍｓ      

８ 内包液の体膨張係数 β Ｋ－１      

９ ジャケット代表長さ Ｌｏ ｍ － －  － － 

10 水力相当径 Ｄｅ ｍ － －  － － 

11 貯槽 等の 厚さ Ｌ ｍ － －  － － 

12 貯槽等の熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ － －  － － 

13 冷却コイル厚さ Ｌ ｍ   －   

14 冷却コイルの熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ   －   

15 冷却コイル外径 ｄ＇ ｍ   －   

16 冷却コイル内径 ｄ ｍ   －   

17 内包液 側汚れ係数 ｈｓｏ Ｗ/ｍ２Ｋ      

18 冷却水側汚れ係数 ｈｓｉ Ｗ/ｍ２Ｋ      

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－17 表 精製建屋の 貯槽等 における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等（１／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

溶液受槽 

（コイル） 

油水分離槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮缶 

供給槽 

（コイル） 

プルトニウム 

溶液 

一時貯槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液受槽 

（コイル） 

リサイクル槽 

（コイル） 

希釈槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液 

一時貯槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱密度 Ｐ Ｗ／ｍ３         

２ 液量 Ｖ ｍ３         

３ 冷却水入口温度 ｔ１ ℃ 

４ 内包液の比熱 Ｃｏ Ｊ／ｋｇＫ         

５ 内包液の密度 ρｏ ｋｇ／ｍ３         

６ 内包液の熱伝導率 λｏ Ｗ／ｍＫ         

７ 内包液の粘度 μｏ ｋｇ／ｍｓ         

８ 内包液の体膨張係数 β Ｋ－１         

９ ジャケット代表長さ Ｌｏ ｍ － － － － － － － － 

10 水力相当径 Ｄｅ ｍ － － － － － － － － 

11 貯槽 等の 厚さ Ｌ ｍ － － － － － － － － 

12 貯槽等の熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ － － － － － － － － 

13 冷却コイル厚さ Ｌ ｍ         

14 冷却コイルの熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ         

15 冷却コイル外径 ｄ＇ ｍ         

16 冷却コイル内径 ｄ ｍ         

17 内包液 側汚れ係数 ｈｓｏ Ｗ/ｍ２Ｋ         

18 冷却水側汚れ係数 ｈｓｉ Ｗ/ｍ２Ｋ         

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－17 表 精製建屋の 貯槽等 における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等（２／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

濃縮液 

計量槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液 

中間貯槽 

（コイル） 

第１一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第２一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第３一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱密度 Ｐ Ｗ／ｍ３      

２ 液量 Ｖ ｍ３      

３ 冷却水入口温度 ｔ１ ℃ 

４ 内包液の比熱 Ｃｏ Ｊ／ｋｇＫ      

５ 内包液の密度 ρｏ ｋｇ／ｍ３      

６ 内包液の熱伝導率 λｏ Ｗ／ｍＫ      

７ 内包液の粘度 μｏ ｋｇ／ｍｓ      

８ 内包液の体膨張係数 β Ｋ－１      

９ ジャケット代表長さ Ｌｏ ｍ － － － － － 

10 水力相当径 Ｄｅ ｍ － － － － － 

11 貯槽 等の 厚さ Ｌ ｍ － － － － － 

12 貯槽等の熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ － － － － － 

13 冷却コイル厚さ Ｌ ｍ      

14 冷却コイルの熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ      

15 冷却コイル外径 ｄ＇ ｍ      

16 冷却コイル内径 ｄ ｍ      

17 内包液 側汚れ係数 ｈｓｏ Ｗ/ｍ２Ｋ      

18 冷却水側汚れ係数 ｈｓｉ Ｗ/ｍ２Ｋ      

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－18 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 貯槽等 における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

硝酸 

プルトニウム 

貯槽 

（ジャケット） 

混合槽 

（ジャケット） 

一時貯槽 

（ジャケット） 

１ 崩壊熱密度 Ｐ Ｗ／ｍ３    

２ 液量 Ｖ ｍ３    

３ 冷却水入口温度 ｔ１ ℃ 

４ 内包液の比熱 Ｃｏ Ｊ／ｋｇＫ    

５ 内包液の密度 ρｏ ｋｇ／ｍ３    

６ 内包液の熱伝導率 λｏ Ｗ／ｍＫ    

７ 内包液の粘度 μｏ ｋｇ／ｍｓ    

８ 内包液の体膨張係数 β Ｋ－１    

９ ジャケット代表長さ Ｌｏ ｍ    

10 水力相当径 Ｄｅ ｍ    

11 貯槽 等の 厚さ Ｌ ｍ    

12 貯槽等の熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ    

13 冷却コイル厚さ Ｌ ｍ － － － 

14 冷却コイルの熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ － － － 

15 冷却コイル外径 ｄ＇ ｍ － － － 

16 冷却コイル内径 ｄ ｍ － － － 

17 内包液 側汚れ係数 ｈｓｏ Ｗ/ｍ２Ｋ    

18 冷却水側汚れ係数 ｈｓｉ Ｗ/ｍ２Ｋ    

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－19 表 高レベル廃液ガラス固化建屋の 貯槽等 における 

対数平均温度差及び総括伝熱係数の計算に使用する物性値等 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

高レベル 

濃縮廃液 

貯槽 

（コイル） 

高レベル 

濃縮廃液 

一時貯槽 

（コイル） 

高レベル 

廃液混合槽 

（コイル） 

供給液槽 

（コイル） 

供給槽 

（コイル） 

不溶解 

残渣廃液 

一時貯槽 

（ジャケット） 

不溶解 

残渣廃液 

貯槽 

（ジャケット） 

高レベル 

廃液 

共用貯槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱密度 Ｐ Ｗ／ｍ３         

２ 液量 Ｖ ｍ３         

３ 冷却水入口温度 ｔ１ ℃ 

４ 内包液の比熱 Ｃｏ Ｊ／ｋｇＫ         

５ 内包液の密度 ρｏ ｋｇ／ｍ３         

６ 内包液の熱伝導率 λｏ Ｗ／ｍＫ         

７ 内包液の粘度 μｏ ｋｇ／ｍｓ         

８ 内包液の体膨張係数 β Ｋ－１         

９ ジャケット代表長さ Ｌｏ ｍ － － － － －   － 

10 水力相当径 Ｄｅ ｍ － － － － －   － 

11 貯槽 等の 厚さ Ｌ ｍ － － － － －   － 

12 貯槽等の熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ － － － － －   － 

13 冷却コイル厚さ Ｌ ｍ      － －  

14 冷却コイルの熱伝導率 λ Ｗ／ｍＫ      － －  

15 冷却コイル外径 ｄ＇ ｍ      － －  

16 冷却コイル内径 ｄ ｍ      － －  

17 内包液 側汚れ係数 ｈｓｏ Ｗ/ｍ２Ｋ         

18 冷却水側汚れ係数 ｈｓｉ Ｗ/ｍ２Ｋ         

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－20 表 冷却水の比熱，冷却水の密度，冷却水の熱伝導率及び冷却水の粘度 

No. 
冷却水の温度 

[℃] 

伝熱工学資料 改訂第５版
（４）

比熱Ｃｉ 

[kcal/kg℃] 

密度ρｉ 

[kg/m3] 

熱伝導率λｉ 

[kcal/mh℃] 

粘度μｉ 

[Pa・s] 

1 20 0.9996 998.2 0.5155 1.002E-03 

2 25 0.9990 996.9 0.5221 8.997E-04 

3 30 0.9984 995.6 0.5288 7.974E-04 

4 35 0.9983 993.9 0.5347 7.252E-04 

5 40 0.9981 992.2 0.5405 6.530E-04 

6 45 0.9983 990.1 0.5456 5.999E-04 

7 50 0.9984 988.0 0.5507 5.468E-04 

8 55 0.9987 985.6 0.5552 5.066E-04 

9 60 0.9991 983.2 0.5596 4.664E-04 

10 65 0.9997 980.5 0.5634 4.352E-04 

11 70 1.0003 977.7 0.5672 4.039E-04 

12 75 1.0012 974.8 0.5703 3.791E-04 

13 80 1.0022 971.8 0.5735 3.543E-04 

14 85 1.0033 968.6 0.5761 3.344E-04 

15 90 1.0043 965.3 0.5787 3.144E-04 

16 95 1.0058 961.9 0.5807 2.981E-04 

17 100 1.0072 958.4 0.5828 2.817E-04 
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1.5.1 内部ループ通水による崩壊熱除去について 

各建屋の蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の内部ループ通水による崩

壊熱の除去に関する評価結果を第 1.－21 表～第 1.－25 表に示す。 
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第 1.－21 表 前処理建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 
中継槽 

（ジャケット） 

リサイクル槽 

（ジャケット） 

計量前 

中間貯槽 

（コイル） 

計量後 

中間貯槽 

（コイル） 

計量・調整槽 

（コイル） 

計量補助槽 

（コイル） 

中間ポット 

（ジャケット） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ       

２ 内包液温度 Ｔ ℃        

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃        

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃        

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ        

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ        

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃        

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －        

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －        

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －        

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －        

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ        

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －        

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－22 表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果（１／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

溶解液 

中間貯槽 

（コイル） 

溶解液 

供給槽 

（コイル） 

抽出廃液 

受槽 

（コイル） 

抽出廃液 

中間貯槽 

（コイル） 

抽出廃液 

供給槽 

（コイル） 

第１一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第８一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第７一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ         

２ 内包液温度 Ｔ ℃         

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃         

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃         

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ         

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ         

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃         

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －         

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －         

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －         

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －         

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ         

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －         

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－22 表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果（２／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

第３一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第４一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第６一時 

貯留処理槽 

（ジャケット） 

高レベル廃液 

供給槽 

（コイル） 

高レベル廃液 

濃縮缶 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ      

２ 内包液温度 Ｔ ℃      

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃      

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃      

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ      

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ      

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃      

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －      

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －     

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －      

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －      

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ      

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －     

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－23 表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果（１／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

溶液受槽 

（コイル） 

油水分離槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮缶 

供給槽 

（コイル） 

プルトニウム 

溶液 

一時貯槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液受槽 

（コイル） 

リサイクル槽 

（コイル） 

希釈槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液 

一時貯槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ         

２ 内包液温度 Ｔ ℃         

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃         

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃         

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ         

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ         

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃         

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －         

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －         

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －         

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －         

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ         

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －         

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－23 表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果（２／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

濃縮液 

計量槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液 

中間貯槽 

（コイル） 

第１一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第２一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第３一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ      

２ 内包液温度 Ｔ ℃      

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃      

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃      

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ      

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ      

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃      

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －      

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －      

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －      

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －      

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ      

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －      

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－24 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の 

崩壊熱の除去に関する評価結果 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

硝酸 

プルトニウム 

貯槽 

（ジャケット） 

混合槽 

（ジャケット） 

一時貯槽 

（ジャケット） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ    

２ 内包液温度 Ｔ ℃    

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃    

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃    

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ    

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ    

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃    

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －    

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －  

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －    

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －    

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ    

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －    

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－25 表 高レベル廃液ガラス建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

高レベル 

濃縮廃液 

貯槽 

（コイル） 

高レベル 

濃縮廃液 

一時貯槽 

（コイル） 

高レベル 

廃液混合槽 

（コイル） 

供給液槽 

（コイル） 

供給槽 

（コイル） 

高レベル 

廃液 

共用貯槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ       

２ 内包液温度 Ｔ ℃       

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃       

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃       

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ       

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ       

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃       

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －       

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －       

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －       

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －       

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ       

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －       

については商業機密の観点から公開できません。
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1.5.2 冷却コイル通水及び冷却ジャケット通水による崩壊熱除去について 

各建屋の蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の冷却コイル通水及び冷却

ジャケット通水による崩壊熱の除去に関する評価結果を第 1.－26 表～第

1.－30 表に示す。 
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第 1.－26 表 前処理建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 
中継槽 

（ジャケット） 

リサイクル槽 

（ジャケット） 

計量前 

中間貯槽 

（コイル） 

計量後 

中間貯槽 

（コイル） 

計量・調整槽 

（コイル） 

計量補助槽 

（コイル） 

中間ポット 

（ジャケット） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ        

２ 内包液温度 Ｔ ℃        

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃        

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃        

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ        

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ        

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃        

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －        

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －        

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －        

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －        

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ        

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －        

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－27 表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果（１／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

溶解液 

中間貯槽 

（コイル） 

溶解液 

供給槽 

（コイル） 

抽出廃液 

受槽 

（コイル） 

抽出廃液 

中間貯槽 

（コイル） 

抽出廃液 

供給槽 

（コイル） 

第１一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第８一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第７一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ         

２ 内包液温度 Ｔ ℃         

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃         

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃         

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ         

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ         

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃         

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －         

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －         

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －         

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －         

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ         

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －         

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－27 表 分離建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果（２／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

第３一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第４一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第６一時 

貯留処理槽 

（ジャケット） 

高レベル廃液 

供給槽 

（コイル） 

高レベル廃液 

濃縮缶 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ      

２ 内包液温度 Ｔ ℃      

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃      

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃      

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ      

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ     

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃      

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －      

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －      

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －      

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －      

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ      

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －      

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－28 表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果（１／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

溶液受槽 

（コイル） 

油水分離槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮缶 

供給槽 

（コイル） 

プルトニウム 

溶液 

一時貯槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液受槽 

（コイル） 

リサイクル槽 

（コイル） 

希釈槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液 

一時貯槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ         

２ 内包液温度 Ｔ ℃         

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃         

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃         

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ         

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ         

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃         

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －         

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －         

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －         

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －         

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ         

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －         

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－28 表 精製建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果（２／２） 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

プルトニウム 

濃縮液 

計量槽 

（コイル） 

プルトニウム 

濃縮液 

中間貯槽 

（コイル） 

第１一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第２一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

第３一時 

貯留処理槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ      

２ 内包液温度 Ｔ ℃      

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃      

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃      

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ      

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ      

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃      

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －      

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －      

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －      

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －      

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ      

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －      

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－29 表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の 

崩壊熱の除去に関する評価結果 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

硝酸 

プルトニウム 

貯槽 

（ジャケット） 

混合槽 

（ジャケット） 

一時貯槽 

（ジャケット） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ    

２ 内包液温度 Ｔ ℃    

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃    

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃    

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ    

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ   

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃    

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －    

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －    

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －    

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －    

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ    

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －    

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－30 表 高レベル廃液ガラス建屋における蒸発乾固の発生を想定する 貯槽等 の崩壊熱の除去に関する評価結果 

Ｎｏ． パラメータ 記号 単位 

高レベル 

濃縮廃液 

貯槽 

（コイル） 

高レベル 

濃縮廃液 

一時貯槽 

（コイル） 

高レベル 

廃液混合槽 

（コイル） 

供給液槽 

（コイル） 

供給槽 

（コイル） 

高レベル 

廃液 

共用貯槽 

（コイル） 

１ 崩壊熱量 Ｑ Ｗ       

２ 内包液温度 Ｔ ℃       

３ 冷却水出口温度 ｔ２ ℃       

４ 対数平均温度差 Δｔ ℃       

５ 冷却水流量 Ｗ ｍ３／ｈ       

６ 総括伝熱係数 Ｕ Ｗ／ｍ２Ｋ       

７ 内包液の壁面温度 Ｔｗ ℃       

８ 内包液のプラントル数 Ｐｒｏ －       

９ 内包液のグラスホフ数 Ｇｒｏ －       

10 
プラントル数と 

グラスホフ数の積 
Ｇｒｏ×Ｐｒｏ －       

11 
冷却コイル外面（内包

液側）のヌセルト数 
Ｎｕｏ －       

12 
冷却コイル外面（内包

液側）の熱伝達率 
ｈｏ Ｗ／ｍ２Ｋ       

13 冷却水のレイノルズ数 Ｒｅｉ －       

については商業機密の観点から公開できません。
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1. 貯槽等からの放熱による時間余裕に与える影響について

時間余裕の算出は，より厳しい結果を与えるように，貯槽等 からセル

雰囲気への放熱を考慮せず断熱評価で実施している。本資料では，放熱を

考慮した場合の時間余裕への影響を複数の温度条件での放熱量及び熱伝達

率から考察する。 

1.1 放熱量の算出 

セル雰囲気の温度Ｔ∞としたときの 貯槽等 表面からセル雰囲気への放

熱量Ｑは，貯槽等 表面を鉛直平板と仮定し，以下のとおり求める。 

Ｑ＝ｈ × Ａ × �Ｔ −Ｔ∞�

第 1.－１表 放熱量の算出に用いる各種パラメータ 

Ｑ ［Ｗ］ 放熱量 

ｈ ［Ｗ／ｍ２Ｋ］ 熱伝達率 

Ａ ［ｍ２］ 貯槽等 表面積 

Ｔ ［Ｋ］ 貯槽等 表面温度 

Ｔ∞ ［Ｋ］ セル内空気温度

1.2 熱伝達率の算出 

貯槽等 の熱伝達率ｈ［ｋｃａｌ／ｍ２ｈ℃］は以下のとおり求める。 

ｈ＝
λ × Ｎｕ

������

ｌ

ここで，平均ヌセルト数Ｎｕ
������

及び局所ヌセルト数Ｎｕｘは以下のとお

り求める。 

Ｎｕ
������

＝
４

３
× Ｎｕｘ

Ｎｕｘ＝Ｃ
ｔ

× Ｒａ

１

４

第 1.－２表 熱伝達率の算出に用いる各種パラメータ 
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λ ［Ｗ／ｍＫ］ セル内空気の熱伝導率

ｌ ［ｍ］ 貯槽等高さ 

Ｎｕ
������

 － 平均ヌセルト数 

Ｎｕｘ － 局所ヌセルト数 

Ｃｔ － プラントル数の関数 

⎝

⎜⎜
⎛
＝

３

４
⎝

⎛ Ｐｒ

2.4 + 4.9�Ｐｒ + ５Ｐｒ⎠

⎞

１

４

⎠

⎟⎟
⎞

Ｒａ － レイリー数（Ｒａ＝Ｐｒ×Ｇｒ）

Ｐｒ 
－ 

セル内空気のプラントル数

（＝Ｃ×μ×3600／λ）

Ｇｒ 

－ 

セル内空気のグラスホフ数

（＝ｇ×ｌ３×β×ρ２×（Ｔ－Ｔｗ）／

μ２）

Ｃ ［Ｊ／ｋｇＫ］ セル内空気の比熱

μ ［ｋｇ／ｍｓ］ セル内空気の粘度

ｇ ［ｍ／ｓ２］ 重力加速度（＝9.8） 

β ［Ｋ－１］ セル内空気の体膨張係数

ρ ［ｋｇ／ｍ３］ セル内空気の密度

1.3 評価条件 

 中継槽（溶解液），希釈槽（Ｐｕ濃縮液），Ｐｕ溶液一時貯槽（Ｐｕ溶

液），抽出廃液受槽（抽出廃液），高レベル濃縮廃液貯槽及び高レベル廃

液混合槽（高レベル濃縮廃液）を代表に放熱の効果を推定する。貯槽等

に 内包する 高レベル廃液等 ，崩壊熱量，貯槽等高さ及び 貯槽等 表面積

を，第 1.－３表に示す。  

 また，貯槽等 における 貯槽等 表面温度は 100℃と設定し，貯槽等 表

面温度及びセル雰囲気の温度差が 20℃から 80℃の範囲において評価する。

各温度におけるセル内空気の密度，比熱，粘度，熱伝導率，体膨張係数，

を第 1.－４表に示す。 
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第 1.－３表 貯槽等高さ及び 貯槽等 表面積 

蒸発乾固対象貯槽等 
内包する 高レベル

廃液等 

崩壊熱量 

［Ｗ］ 

貯槽等高さ 

［ｍ］ 

表面積 

［ｍ２］ 

中継槽 溶解液 

希釈槽 Ｐｕ濃縮液 

Ｐｕ溶液一時貯槽 Ｐｕ溶液 

抽出廃液受槽 抽出廃液 

高レベル濃縮廃液貯槽 高レベル濃縮廃液 

高レベル混合廃液貯槽 高レベル廃液 

第 1.－４表 空気の密度，比熱，粘度，熱伝導率，体膨張係数 

Ｎｏ． 

空気の

温度 

［Ｋ］ 

空気の 

密度 

［ｋｇ／ｍ３］ 

空気の 

比熱 

［Ｊ／ｋｇＫ］ 

空気の 

粘度 

［ｋｇ／ｍｓ］ 

空気の 

熱伝導率 

［Ｗ／ｍＫ］ 

空気の 

体膨張係数係 

［１／Ｋ］ 

1 293 1.188 1007 1.82E-05 0.02572 3.4×10－３

2 313 1.112 1007 1.92E-05 0.0272 3.1×10－３ 

3 333 1.045 1009 2.01E-05 0.02865 3.0×10－３ 

4 353 0.9859 1010 2.11E-05 0.03007 2.8×10－３ 

1.4 評価結果 

貯槽等 からの放熱を考慮した場合の熱伝達率等の評価結果を第 1.－５

表から第 1.－10 表に示す。 

貯槽等の表面からセル雰囲気への放熱の効果は，貯槽等の表面温度及

びセル雰囲気の温度差に依存し，温度差が20℃から80℃の範囲において鉛

直平板を仮定した場合，貯槽等の表面及びセル雰囲気間の熱伝達率は約

1.8Ｗ／（ｍ２・Ｋ）から約3.3Ｗ／（ｍ２・Ｋ）となる。放熱の効果は，

高レベル廃液等の崩壊熱密度に高レベル廃液等の容積を乗じて算出され

る崩壊熱を，放熱に寄与する貯槽等の表面積で除して算出される値に依

存し，この値が大きい高レベル濃縮廃液，高レベル廃液及びプルトニウム

濃縮液に対する放熱効果は，温度差を20℃と仮定した場合，高レベル濃縮

廃液に対して約1.6％程度，高レベル廃液に対して約3.0％程度，プルトニ

ウム濃縮液に対して約15％程度となる。一方，高レベル廃液等の崩壊熱

については商業機密の観点から公開できません。
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を放熱に寄与する貯槽等の表面積で除して算出される値が小さくなる溶

解液，抽出廃液及びＰｕ溶液に対する放熱効果は，温度差を20℃と仮定し

た場合でも，溶解液に対して約30％程度，抽出廃液に対して約42％程度,

Ｐｕ溶液に対しては放熱により全ての崩壊熱が除去される。 

高レベル廃液等の崩壊熱密度に着目した場合，高レベル濃縮廃液及び

プルトニウム濃縮液は崩壊熱密度が大きく，沸騰に至るまでの時間が短い

という特徴を有している。一方，溶解液，抽出廃液及びＰｕ溶液は，崩壊

熱密度が小さく，沸騰に至るまでの時間が長いという特徴を有している。

実際の運転時には，全ての貯槽等が公称容量を保有しているわけではな

く，公称容量よりも少ない容量を保有している状態が想定されるが，この

場合，高レベル廃液等の崩壊熱は小さくなり，沸騰に至るまでの時間が

延びることになる。 

以上より，実際の熱条件の下では，解析結果に示す沸騰に至るまでの

時間は，全ての高レベル廃液等においてより長い時間となる可能性があ

るが，その効果は，崩壊熱の小さな高レベル廃液等ほど顕著であり，高

レベル廃液等の沸騰までの時間が逆転することはないことから，蒸発乾

固への対処の作業の優先順位及び実施組織要員の操作の時間余裕に与える

影響は無視できる。 
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第 1.－５表 各セル内空気温度における中継槽の評価結果 

パラメータ 記号 単位 293［Ｋ］ 313［Ｋ］ 333［Ｋ］ 353［Ｋ］ 

放熱量 Ｑ’ Ｗ 

熱伝達率 ｈ Ｗ／（ｍ2・Ｋ）

平均 

ヌセルト数
Ｎｕ － 

局所 

ヌセルト数
Ｎｕｘ － 

レイリー数 Ｒａ － 

プラントル数 Ｐｒ － 

グラフホフ数 Ｇｒ － 

放熱効果 

第 1.－６表 各セル内空気温度における希釈槽の評価結果 

パラメータ 記号 単位 293［Ｋ］ 313［Ｋ］ 333［Ｋ］ 353［Ｋ］ 

放熱量 Ｑ’ Ｗ 

熱伝達率 ｈ Ｗ／（ｍ2・Ｋ）

平均 

ヌセルト数
Ｎｕ － 

局所 

ヌセルト数
Ｎｕｘ － 

レイリー数 Ｒａ － 

プラントル数 Ｐｒ － 

グラフホフ数 Ｇｒ － 

放熱効果 

第 1.－７表 各セル内空気温度におけるＰｕ溶液一時貯槽の評価結果 

パラメータ 記号 単位 293［Ｋ］ 313［Ｋ］ 333［Ｋ］ 353［Ｋ］ 

放熱量 Ｑ’ Ｗ 

熱伝達率 ｈ Ｗ／（ｍ2・Ｋ）

平均 

ヌセルト数
Ｎｕ － 

局所 

ヌセルト数
Ｎｕｘ － 

レイリー数 Ｒａ － 

プラントル数 Ｐｒ － 

グラフホフ数 Ｇｒ － 

放熱効果 

については商業機密の観点から公開できません。
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第 1.－８表 各セル内空気温度における抽出廃液受槽の評価結果 

パラメータ 記号 単位 293［Ｋ］ 313［Ｋ］ 333［Ｋ］ 353［Ｋ］ 

放熱量 Ｑ’ Ｗ 

熱伝達率 ｈ Ｗ／（ｍ2・Ｋ）

平均 

ヌセルト数
Ｎｕ － 

局所 

ヌセルト数

Ｎｕ

ｘ 
－ 

レイリー数 Ｒａ － 

プラントル数 Ｐｒ － 

グラフホフ数 Ｇｒ － 

放熱効果 

第 1.－９表 各セル内空気温度における高レベル濃縮廃液受槽の評価結果 

パラメータ 記号 単位 293［Ｋ］ 313［Ｋ］ 333［Ｋ］ 353［Ｋ］ 

放熱量 Ｑ’ Ｗ 

熱伝達率 ｈ Ｗ／（ｍ2・Ｋ）

平均 

ヌセルト数
Ｎｕ － 

局所 

ヌセルト数

Ｎｕ

ｘ 
－ 

レイリー数 Ｒａ － 

プラントル数 Ｐｒ － 

グラフホフ数 Ｇｒ － 

放熱効果 

第 1.－10 表 各セル内空気温度における高レベル廃液混合槽の評価結果 

パラメータ 記号 単位 293［Ｋ］ 313［Ｋ］ 333［Ｋ］ 353［Ｋ］ 

放熱量 Ｑ’ Ｗ 

熱伝達率 ｈ Ｗ／（ｍ2・Ｋ）

平均 

ヌセルト数
Ｎｕ － 

局所 

ヌセルト数

Ｎｕ

ｘ 
－ 

レイリー数 Ｒａ － 

プラントル数 Ｐｒ － 

グラフホフ数 Ｇｒ － 

放熱効果 

については商業機密の観点から公開できません。
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1. 必要な要員及び資源の算出方法

1.1 必要な要員の算出方法 

蒸発乾固の発生防止対策及び拡大防止対策に必要な要員は，同一時間

軸で最大となる要員と対処に必要な延べ要員を算出する。外的事象の

「地震」及び「火山」を条件とした場合の同一時間軸で最大となる要員と

対処に必要な延べ要員を第 1.－１図及第 1.－２図に示す。 

1.2 必要な水源の算出方法 

  貯槽等 への注水 によって消費される 水量は，貯槽等 に 内包 する 高レ

ベル廃液等 の蒸発速度 に対して，高レベル廃液等 の沸騰までの時間余裕

と 冷却コイル等への通水開始 までの時間の差の積である。 

貯槽等への注水によって消費される水量 

＝蒸発速度×（冷却コイル等への通水開始までの時間 

－高レベル廃液等の沸騰までの時間余

裕） 

以上の条件で評価した結果，貯槽等への注水よって消費される水量は ，

合計約 26ｍ３の水が必要である。 

貯槽等への注水によって消費される各建屋での水量についての詳細を

以下に示す。 

前処理建屋 約０ｍ３ 

分離建屋 約1.4ｍ３ 

精製建屋 約2.1ｍ３ 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約0.2ｍ３ 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約23ｍ３ 

全建屋合計 約 26ｍ３ 
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また，代替安全冷却水系と第１貯水槽間を循環させるために必要な水

量は，約3,000㎥である。 

1.3 必要な燃料の算出方法 

  蒸発乾固への対処で必要な燃料は，機器の１時間あたりの燃料消費量と

燃料を必要とする機器の使用開始から対応時間 7 日間（168 時間）までの

時間の差（使用時間）の積である。 

 蒸発乾固への対処で燃料（軽油）を必要とする設備としては，可搬型中

型移送ポンプ，可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，軽油用タンクローリ，

可搬型 中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，運搬車及びホイールロー

ダがある。 

１時間あたりの燃料消費量を第 1.3－１表に示す。 

第 1.3－１表 各機器の１時間あたりの燃料消費量 

機器名 台数 １時間あたりの燃料消費

量（ｍ３/h） 

可搬型中型移送ポンプ 6 0.043 

可搬型発電機 4 0.018 

排気監視測定設備可搬型発電機 １ 0.0013 

可搬型空気圧縮機 

（前処理建屋，分離建屋及び高

レベル廃液ガラス固化建屋）

3 0.01 

可搬型空気圧縮機 

（精製建屋及びウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋

1 0.008 

軽油用タンクローリ 3 0.002 

可搬型 中型移送ポンプ運搬車 2 0.002 

ホース展張車 2 0.002 

運搬車 2 0.005 

ホイールローダ 3 0.02 
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必要な燃料の量ついては，可搬型中型移送ポンプ，可搬型発電機及び

可搬型空気圧縮機を共用する対策，建屋の中で，最も使用量が多くなるよ

うに算出する。（共用している中で使用開始が最も早いものをもとに必要

な燃料の量を算出） 

1.3.1 可搬型中型移送ポンプ 

  可搬型移送ポンプは，蒸発乾固の発生防止対策の内部ループへの通水と

蒸発乾固の拡大防止対策の 貯槽等 への注水，冷却コイル等への通水及び

凝縮器への通水で同じ可搬型移送ポンプを使用する。 

  貯水槽から建屋への水供給及び建屋から貯水槽への排水に使用する可搬

型移送ポンプは，前処理建屋で２台，分離建屋，精製建屋及びウラン・プ

ルトニウム混合脱硝理建屋で２台，高レベル廃液ガラス固化建屋で２台使

用する。 

  外的事象の「地震」又は「火山」の想定によらず，必要な燃料の量は

変わらない。 

必要燃料算出過程 （外的事象の「地震」又は「火山」想定） 合計 

可搬型中型移送ポンプ（給水） ３台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

前処理建屋 

43L/h（燃料消費率）×142.9h（運転時間）＝6.2ｍ３

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

43L/h（燃料消費率）×166.9h（運転時間）＝7.2ｍ３

高レベル廃液ガラス固化建屋

43L/h（燃料消費率）×166.4h（運転時間）＝7.2ｍ３

7 日間の軽油

消費量 

約 20ｍ３ 
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可搬型中型移送ポンプ（排水） ３台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

前処理建屋 

43L/h（燃料消費率）×132.5h（運転時間）＝5.8ｍ３

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

43L/h（燃料消費率）×159h（運転時間）＝6.9ｍ３

高レベル廃液ガラス固化建屋

43L/h（燃料消費率）×151.5h（運転時間）＝6.6ｍ３ 

7 日間の軽油

消費量 

約 20ｍ３ 

1.3.2 可搬型発電機 

  可搬型発電機は，蒸発乾固の拡大防止対策の可搬型排風機の運転に使用

する。 

  前処理建屋で１台，分離建屋で１台，精製建屋及びウラン・プルトニウ

ム混合脱硝理建屋で１台，高レベル廃液ガラス固化建屋で１台使用する。

外的事象の「地震」又は「火山」の想定によらず，必要な燃料の量は

変わらない。 

必要燃料算出過程 （外的事象の「地震」又は「火山」想定） 合計 

可搬型発電機（18L/h） ４台起動 

前処理建屋 

18L/h（燃料消費率）×161.5（運転時間）＝2.9ｍ３

分離建屋 

18L/h（燃料消費率）×163.5h（運転時間）＝3.0ｍ３

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

18L/h（燃料消費率）×163.5h（運転時間）＝3.0ｍ３

高レベル廃液ガラス固化建屋

18L/h（燃料消費率）×165h（運転時間）＝3.0ｍ３

排気監視測定設備可搬型発電機

1.3L/h（燃料消費率）×166.7h（運転時間）＝0.22ｍ３

7 日間の軽油

消費量 

約 12ｍ３ 

1.3.3 可搬型空気圧縮機 

  可搬型空気圧縮機は，重大事故等計装設備の可搬型液位計への圧縮空気

の供給に使用する。 
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  前処理建屋で１台，分離建屋で１台，精製建屋及びウラン・プルトニウ

ム混合脱硝理建屋で１台，高レベル廃液ガラス固化建屋で１台使用する。

外的事象の「地震」又は「火山」の想定によらず，必要な燃料の量は

変わらない。 

必要燃料算出過程 （外的事象の「地震」又は「火山」想定） 合計 

可搬型空気圧縮機 ４台起動 

前処理建屋 

10L/h（燃料消費率）×132h（運転時間）＝1.4ｍ３

分離建屋 

10L/h（燃料消費率）×162h（運転時間）＝1.7ｍ３

精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝理建屋 

8L/h（燃料消費率）×166.7h（運転時間）＝1.4ｍ３

高レベル廃液ガラス固化建屋

10L/h（燃料消費率）×157.5h（運転時間）＝1.6ｍ３

7 日間の軽油

消費量 

約 5.9ｍ３ 

1.3.4 軽油用タンクローリ，可搬型 中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，

運搬車及びホイールローダ 

  軽油用タンクローリ，可搬型 中型移送ポンプ運搬車，ホース展張車，

運搬車及びホイールローダは，燃料及び可搬型重大事故等対処設備の運搬

及び設置並びにアクセスルートの整備に使用する。 

  外的事象の「地震」及び「火山」の想定時に必要な燃料の量をそれぞ

れ下表に示す。 
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必要燃料算出過程 （外的事象の「地震」想定） 合計 

運搬等に必要な車両等 

軽油用タンクローリ 

2L/h（燃料消費率）×168h（運転時間）×3 台＝1.0ｍ３

可搬型 中型移送ポンプ運搬車 

2L/h（燃料消費率）×2.5h（運転時間）×2台＝0.010ｍ３

ホース展張車

2L/h（燃料消費率）×6.5h（運転時間）×2台＝0.026ｍ３

運搬車 

5L/h（燃料消費率）×12.5h（運転時間）×2 台＝0.13ｍ３

ホイールローダ

20L/h（燃料消費率）×168h（運転時間）×1 台＝3.4ｍ３

20L/h（燃料消費率）×4h（運転時間）×1 台＝0.08ｍ３

20L/h（燃料消費率）×4h（運転時間）×1 台＝0.08ｍ３

7 日間の軽油

消費量 

約 4.7ｍ３ 

必要燃料算出過程（外的事象の「火山」想定） 合計 

運搬等に必要な車両等 

軽油用タンクローリ 

2L/h（燃料消費率）×168h（運転時間）×3 台＝1.0ｍ３

可搬型中型移送ポンプ運搬車 

2L/h（燃料消費率）×2.5h（運転時間）×2 台＝0.010ｍ３

ホース展張車

2L/h（燃料消費率）×6.5h（運転時間）×2 台＝0.026ｍ３

運搬車 

5L/h（燃料消費率）×12.5h（運転時間）×2 台＝0.13ｍ３

5L/h（燃料消費率）×1.5h（運転時間）×6 台＝0.045ｍ３

5L/h（燃料消費率）×1h（運転時間）×1 台＝0.0050ｍ３

ホイールローダ

20L/h（燃料消費率）×168h（運転時間）×1 台＝3.4ｍ３

20L/h（燃料消費率）×4h（運転時間）×1 台＝0.08ｍ３

20L/h（燃料消費率）×4h（運転時間）×1 台＝0.08ｍ３

7 日間の軽油

消費量 

約 4.8ｍ３ 

1.4 必要な電源の算出方法 

 可搬型発電機については，蒸発乾固の 拡大防止対策で の可搬型排風機

の運転に使用する。建屋間の共用については，精製建屋とウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋のみ共用している。

また，
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1.4.1 前処理建屋可搬型発電機 

前処理建屋可搬型発電機の電源負荷を積上げた結果は以下のとおりで

ある。動的負荷である前処理建屋の可搬型排風機の起動時容量については，

電動機の起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機については，全負荷電流の

750％）を踏まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／台×１台×7.5＝39ｋＶ

Ａと評価した。 

可搬型排風機の起動時を考慮しても 39ｋＶＡであることから，可搬型

発電機の容量である約 80ｋＶＡを超えることなく給電可能である。

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 可搬型排風機 １ 5.2 5.2 39 

合  計 

（起動時は最高値を記載） 
5.2 39 

評  価 80ｋＶＡ以下 

1.4.2 分離建屋可搬型発電機 

分離建屋可搬型発電機の電源負荷を積上げた結果は以下のとおりであ

る。動的負荷である分離建屋の可搬型排風機の起動時容量については，電

動機の起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機については，全負荷電流の 750％）

を踏まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／台×１台×7.5＝39ｋＶＡと評価

した。

可搬型排風機の起動時を考慮しても 39ｋＶＡであることから，可搬型

発電機の容量である約 80ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 可搬型排風機 １ 5.2 5.2 39 

合  計 

（起動時は最高値を記載） 
5.2 39 



8 

評  価 80ｋＶＡ以下 

1.4.3 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機（精製建屋と共用） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機の電源負荷を積上げ

た結果は以下のとおりである。動的負荷である精製建屋及びウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋ぼ可搬型排風機の起動時容量については，電動機の

起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機については，全負荷電流の 750％）を踏

まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／台×１台×7.5＝39ｋＶＡと評価した。 

可搬型排風機の１台運転中で，さらに１台が起動する場合は，約 45ｋ

ＶＡであることから，可搬型発電機の容量である約 80ｋＶＡを超えるこ

となく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 
可搬型排風機（精製建

屋） 
１ 5.2 5.2 39 

２ 

可搬型排風機（ウラ

ン・プルトニウム混合

脱硝建屋） 

１ 5.2 10.4 44.2 

合  計 

（起動時は最高値を記載） 
10.4 44.2 

評  価 80ｋＶＡ以下 

1.4.4 高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機の電源負荷を積上げた結果

は以下のとおりである。動的負荷である可搬型排風機の起動時容量につい

ては，電動機の起動電流（7.5ｋＷ以下の電動機については，全負荷電流

の 750％）を踏まえ容量を 7.5 倍とし，5.2ｋＶＡ／台×1 台×7.5＝39ｋ

ＶＡと評価した。 
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可搬型排風機の起動時を考慮しても 39ｋＶＡであることから，可搬型

発電機の容量である約 80ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 可搬型排風機 １ 5.2 5.2 39 

合  計 

（起動時は最高値を記載） 
5.2 39 

評  価 80ｋＶＡ以下 

1.4.5 代替排気モニタリング設備の 可搬型発電機 

代替排気モニタリング設備の可搬型発電機の電源負荷を積上げた結果

は以下のとおりである。対象負荷の積上げは約 1.8ｋＶＡであることから，

可搬型発電機の容量である約３ｋＶＡを超えることなく給電可能である。 

（単位はｋＶＡ） 

順番 対象機器 台数 定格容量 積上げ 起動時 

１ 可搬型ガス モニタ １ 0.163 0.163 0.163 

２ 
可搬型排気サンプリ

ング設備
１ 0.660 0.823 0.823 

３ 可搬型核種分析装置 １ 0.250 1.073 1.073 

４ 
可搬型トリチウム測

定装置 
１ 0.500 1.573 1.573 

５ 
可搬型データ伝送装

置 
１ 0.150 1.723 1.723 

合  計 

（起動時は最高値を記載） 
1.723 1.723 

評  価 ３kVA 以下 



第1.－１図　「地震」を条件として蒸発乾固が発生した場合の対処要員
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AG＊ ：制御建屋における作業項目

F＊
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：使用済燃料受入れ・貯蔵建屋における作業項目

：使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に

おける作業項目

通＊ ：可搬型通信設備に係る作業項目

AA＊ ：前処理建屋における作業項目

燃＊ ：燃料給油に係る作業項目

放16放13放18

放9 放10
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放
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建屋外対応班長

建屋外対応班員
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外33
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外66

外67
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外17
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AA 15 AA 16

AA 15

AA 15
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AC現場環境
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AC・CA現管補助
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CA 28

CA 23
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AC 31

CA 29
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AC5 AC2
CA 16

CA 17
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CA 26



第1.－２図　「火山」を条件として蒸発乾固が発生した場合の対処要員
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1. 蒸発乾固における事態の収束までの放出量評価

1.1 評価内容

冷却機能が喪失し，高レベル廃液等 が沸騰に至ってから

事態が収束するまでの放射性物質の大気中への放出量を評

価する。沸騰停止までに気相部へ移行した放射性物質の全

量が大気中へ放出されたものとして評価する。事態が収束

するタイミングは，冷却機能の回復である冷却コイル等

への 通水 開始 時であり，放射性物質の放出が停止するも

のとする。  

なお，評価対象建屋は蒸発乾固の発生を想定する前処理

建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋である。  

1.2 大気中への放射性物質の放出量評価

大気中への放射性物質の放出量は，重大事故等が発生す

る貯槽 に内包 する放射性物質量に対して，溶液が沸騰を開

始してから 乾燥し固化 に至るまでの期間のうち，放射性物

質の放出に寄与する時間割合， 高レベル廃液等 の沸騰に伴

い気相中に移行する放射性物質の割合，大気中への放出経

路における低減割合を乗じて算出する。  

また，評価した大気中への放射性物質の放出量にセシウ

ム－ 137への換算係数を乗じて，大気中へ放出された放射性

物質の放出量（セシウム－ 137換算）を算出する。
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1.3 冷却コイル等 への 通水 開始 までの時間  

 各建屋とも 貯槽等 への注水， 塔槽類廃ガス処理設備か

らセルへの導出経路の構築，凝縮器による発生した蒸気及

び放射性物質の除去，可搬型フィルタ及び可搬型排風機を

用いたセル排気系を代替する排気系による対応 を優先し

て実施し，大気中への放射性物質の放出を抑制できる状態

を整備してから，冷却コイル等 への 通水の作業に着手す

る。  

冷却機能の喪失から冷却コイル等 への 通水 開始 まで

に要する時間は，第 1.－１表に示す通りである。  

  

第 1.－１表  各建屋の冷却コイル等 への 通水完了時間  

機器グループ  

冷却機能の喪失から  

冷却コイル等 への

通水 開始 までの時

間  

前処理建屋 内部ループ １  46 時間 15 分  

前処理建屋 内部ループ ２  45 時間 00 分  

分離建屋 内部ループ １  25 時間 55 分  

分離建屋 内部ループ ２  47 時間 40 分  

分離建屋 内部ループ ３  65 時間 45 分  

精製建屋 内部ループ １  30 時間 40 分  

精製建屋 内部ループ ２  37 時間 30 分  

ウラン・プルトニ ウ ム混合脱硝建屋 内部ループ  26 時間 20 分  

高レベル廃液ガラ ス 固化建屋 内部ループ １  37 時間 55 分  

高レベル廃液ガラ ス 固化建屋 内部ループ ２  34 時間 35 分  
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高レベル廃液ガラ ス 固化建屋 内部ループ ３ 36 時間 05 分

高レベル廃液ガラ ス 固化建屋 内部ループ ４ 37 時間 35 分
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1.4 評価に用いる各種パラメータの設定

大気中への放射性物質の放出量を「 1.2 大気中への放射

性物質の放出量評価」の通りに算出する。また，算出に必

要なパラメータは第 1.－２表に示す通りである。  

第 1.－２表 放出量評価に必要なパラメータの設定

項目 パラメータ

貯槽等に 内包 する

放射性物質量（ＭＡＲ） 
貯槽 ごと に設定

高レベル廃液 等が沸 騰

を開始してから乾 燥 し

固化に至るまでの 期 間

のうち，放射性物質 の放

出に寄与する時間 割 合

（ＤＲ）

貯槽 ごと に設定

高レベル廃液 等の沸 騰

に伴い気相中に移 行 す

る放射性物質の割 合  

（ＡＲＦ）  

5.0×10 -５

大気中への放 出経路 に

おける除染係 数 （ＤＦ） 

凝縮器 10 

経路上での沈着等 10 

高性能粒子フィルタ 1.0×10 ５
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1.5 貯槽 等に内包 する放射性物質量の設定

貯槽等が内包する 放射性物質量は，１日当たりに処

理する使用済燃料の平均燃焼度 45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，

照射前燃料濃縮度 4.5ｗｔ％，比出力 38ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，

冷却期間 15 年を基に算出した内蔵放射能に，使用済燃料の

燃料仕様の変動に係る補 正係 数 を考 慮し て平 常 運転 時の 最

大値を算出し設定する。使用済燃料の燃料仕様の変動に係る

補正係数を第 1.－３表に示す。
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第 1.－３表 使用済燃料の燃料仕様の変動に係る補正係数

※１  その他ＦＰとは，核分裂生成物のうち，Ｋｒ－ 85 ，

Ｉ－ 129 及びＲｕ／Ｒｈを除いたものを示す。

※２  Ｒｕ及びＲｈの合算値を示す。

1.6 高レベル廃液等の沸騰に伴い気相中に移行する放射性

物質の割合の設定

高レベル廃液等 の沸騰に伴い気相中に移行する放

射性物質の割合は，0.005 ％
（１）

とする。ＡＲＦの設定根拠につ

いては，「 2．沸騰状態における飛沫同伴移行割合について」

で記載する。  

1.7 大気中への放出経路における除染係数 の設定

 凝縮器による放射性エアロゾルの除染係数は， 10 とする。

また，放出経路上の構造物への沈着による放射性エアロゾル

の除染係数は，10 とする。さらに，高性能粒子フィルタの放

元素グループ

使用済燃料中の放

射能   
燃料仕様の変動に係

る補正係数  
（Ｂｑ／ｔ･ＵＰｒ）

Ｒｕ／Ｒｈ  1.6×10 12 ※２ 1.7 

その他ＦＰ※１  1.3×10 16 1.1 

Ｐｕ
α  1.7×10 14 

2.0 
β  2.9×10 15 

Ａｍ，Ｃｍ  1.8×10 14 2.7 
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射性エアロゾルの除染係 数
（２）

は，凝縮器による蒸気の凝縮に

より，高性能粒子フィルタが所定の性能を発揮できることか

ら２段で 10 ５ とする。  

1.8 セシウム－ 137 換算係数

 放射性物質のセシウム－ 137 換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥ

ＣＤＯＣ－ 1162 に記載されている，地表沈着した核種からの

ガンマ線による外部被ば く及 び 再浮 遊核 種の 吸 入に よる 内

部被ばくを考慮した 50 年間の実効線量への換算係数並びに

吸入核種の化学形態を線量告示に適合させるために，プルト

ニウム等の一部の核種について，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－

1162
（ ３ ）

に記載の吸入摂取換算係数をＩＣＲＰ  Ｐｕｂｌｉｃａ

ｔｉｏｎ． 72
（４）

の吸入摂取換算係数で補正するために設定す

る「吸入核種の化学形態に係る補正係数」を用いて，以下の

計算式により算出する。  

 また，セシウム－ 137 換算係数の算出過程を第 1.－４表に

示す。  

セシウム－ 137 換算係数

＝（ある核種のＣＦ４換算係数）／（セシウム－ 137ＣＦ

４換算係数）×（吸入核種の化学形態に係る補正係数） 
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第 1.－４表 主要な核種のセシウム－137 換算係数 

注：放射平衡核種の子孫核種の寄与は，親核種に含む。 

ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－

1162 の吸入 

摂取換算係数［ａ］ 

ＩＣＲＰ Ｐｕｂｌｉｃａｔｉｏｎ.72の

吸入摂取 

換算係数(化学形態を考慮）［ｂ］ 

吸入核種の化学形態に係る補正係数 

［ｃ］＝［ｂ］／［ａ］ 

（Ｓｖ／Ｂｑ） （Ｓｖ／Ｂｑ） （－） 

Ｐｕ238 1.13Ｅ-04 ※２ 4.6Ｅ-05 0.41 

Ｐｕ239 1.20Ｅ-04 ※２ 5.0Ｅ-05 0.42 

Ｐｕ240 1.20Ｅ-04 ※２ 5.0Ｅ-05 0.42 

Ｐｕ241 2.33Ｅ-06 ※２ 9.0Ｅ-07 0.39 

Ａｍ241 9.33Ｅ-05 4.2Ｅ-05 0.45 

Ｃｍ242 5.93Ｅ-06 5.2Ｅ-06 0.88 

Ｃｍ244 5.73Ｅ-05 2.7Ｅ-05 0.47 

ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－

1162 の 

ＣＦ
４
換算係数 

［Ａ］ 

ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－

1162 のＣＦ
４

換算係数(Ｃｓ137 の値) 

［Ｂ］ 

吸入核種の化学形態 

に係る補正係数 

［Ｃ］ 

Ｃｓ137 換算係数 ※１ 

［Ｄ］＝［Ａ］／［Ｂ］×［Ｃ］ 

（ｍＳｖ／(ｋＢｑ・ｍ
－２

）) （ｍＳｖ／(ｋＢｑ・ｍ
－２

)） （－） （－） 

Ｓｒ90 2.1Ｅ-02 1.3Ｅ-01 1.0 0.16 

Ｒｕ106 4.8Ｅ-03 1.3Ｅ-01 0.037 

Ｃｓ134 5.1Ｅ-02 1.3Ｅ-01 0.39 

Ｃｓ137 1.3Ｅ-01 1.3Ｅ-01 1.0 

Ｃｅ144 1.4Ｅ-03 1.3Ｅ-01 0.011 

Ｅｕ154 1.3Ｅ-01 1.3Ｅ-01 1.0 

Ｐｕ238 6.6Ｅ+00 1.3Ｅ-01 0.41 21 

Ｐｕ239 8.5Ｅ+00 1.3Ｅ-01 0.42 27 

Ｐｕ240 8.4Ｅ+00 1.3Ｅ-01 0.42 27 

Ｐｕ241 1.9Ｅ-01 1.3Ｅ-01 0.39 0.56 

Ａｍ241 6.7Ｅ+00 1.3Ｅ-01 0.45 23 

Ｃｍ242 5.9Ｅ-02 1.3Ｅ-01 0.88 0.40 

Ｃｍ244 2.8Ｅ+00 1.3Ｅ-01 0.47 10 
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※ １ ： 地 表 沈 着 し た 核 種 か ら の 外 部 被 ば く 及 び 再 浮 遊 核 種 の 吸 入 に よ る 内

部 被 ば く の 50 年 間 の 実 効 線 量 を 用 い て セ シ ウ ム － 137 放 出 量 に 換 算

す る 係 数  

※ ２ ： 化 学 形 態 と し て キ レ ー ト を 想 定

1.9 評価結果

 冷却機能の喪失から蒸発乾固における事態の収束までの放

射性物質の大気中への放出量（ セシウム － 137換算）及び放出

期間中の事業所外における被ばく線量評価の計算過程を第 1.

－５表から第 1.－９表に，評価結果を第 1.－ 10表に示す。  

第 1.－ 10 表の結果から，放射性物質の放出量は事業指定

基準規則第 28 条で要求されているセシウム－ 137 換算で 100

ＴＢｑを十分下回る。  

さらに放出量評価の前提を第 1.－１図から第 1.－５図に

示す。  
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第 1.－５表 前処理建屋における事態の収束までの放出量 

（セシウム－137換算）の計算過程

 

 

※１ ＬＰＦ＝１／ＤＦ

※２ 前処理建屋は沸騰開始前までに全ての機器で冷却コイル等 への 通

水が 開始 するため，放射性物質の放出はない。 

① ② ③=①×② ④=Σ③ ⑤=Σ④

蒸発乾固
対象貯槽等

核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
等への通水
開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

セシウム－137
換算係数

［Ｂｑ/Ｂｑ］

放出量
（セシウム－137換算）

［Ｂｑ］

機器総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

建屋総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

中間ポットＡ Ｚｒ／Ｎｂ 5.51E+09 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
中間ポットＡ Ｒｕ／Ｒｈ 9.46E+10 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
中間ポットＡ セシウム／Ｂａ 2.78E+14 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
中間ポットＡ Ｃｅ／Ｐｒ 6.18E+09 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
中間ポットＡ Ｓｒ／Ｙ 2.02E+14 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
中間ポットＡ その他ＦＰ 1.39E+13 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
中間ポットＡ Ｐｕ 2.15E+14 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
中間ポットＡ Ａｍ／Ｃｍ 1.74E+13 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
中間ポットＡ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
中間ポットＡ Ｎｐ 3.46E+10 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
中間ポットＢ Ｚｒ／Ｎｂ 5.51E+09 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
中間ポットＢ Ｒｕ／Ｒｈ 9.46E+10 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
中間ポットＢ セシウム／Ｂａ 2.78E+14 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
中間ポットＢ Ｃｅ／Ｐｒ 6.18E+09 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
中間ポットＢ Ｓｒ／Ｙ 2.02E+14 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
中間ポットＢ その他ＦＰ 1.39E+13 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
中間ポットＢ Ｐｕ 2.15E+14 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
中間ポットＢ Ａｍ／Ｃｍ 1.74E+13 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
中間ポットＢ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
中間ポットＢ Ｎｐ 3.46E+10 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

中継槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 2.97E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
中継槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 5.09E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
中継槽Ａ セシウム／Ｂａ 1.50E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
中継槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 3.33E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
中継槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 1.09E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
中継槽Ａ その他ＦＰ 7.50E+14 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
中継槽Ａ Ｐｕ 1.16E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
中継槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 9.38E+14 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
中継槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
中継槽Ａ Ｎｐ 1.86E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｚｒ／Ｎｂ 2.97E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 5.09E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
中継槽Ｂ セシウム／Ｂａ 1.50E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 3.33E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 1.09E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
中継槽Ｂ その他ＦＰ 7.50E+14 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｐｕ 1.16E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
中継槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 9.38E+14 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
中継槽Ｂ Ｎｐ 1.86E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

リサイクル槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 2.06E+10 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 3.53E+11 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
リサイクル槽Ａ セシウム／Ｂａ 1.04E+15 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 2.31E+10 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 7.54E+14 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
リサイクル槽Ａ その他ＦＰ 5.20E+13 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｐｕ 8.29E+14 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 6.71E+13 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
リサイクル槽Ａ Ｎｐ 1.33E+11 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｚｒ／Ｎｂ 2.06E+10 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 3.53E+11 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ セシウム／Ｂａ 1.04E+15 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 2.31E+10 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 7.54E+14 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ その他ＦＰ 5.20E+13 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｐｕ 8.29E+14 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 6.71E+13 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
リサイクル槽Ｂ Ｎｐ 1.33E+11 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

計量前中間貯槽Ａ Zr／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ セシウム／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ その他ＦＰ 2.59E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｐｕ 4.07E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
計量前中間貯槽Ａ Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Zr／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ セシウム／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ その他ＦＰ 2.59E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｐｕ 4.07E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
計量前中間貯槽Ｂ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
計量前中間貯槽B Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
計量後中間貯槽 Zr／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
計量後中間貯槽 セシウム／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
計量後中間貯槽 その他ＦＰ 2.59E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｐｕ 4.07E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
計量後中間貯槽 Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
計量・調整槽 Zr／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
計量・調整槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
計量・調整槽 セシウム／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
計量・調整槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
計量・調整槽 Ｓｒ／Ｙ 3.83E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
計量・調整槽 その他ＦＰ 2.59E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
計量・調整槽 Ｐｕ 4.07E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
計量・調整槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
計量・調整槽 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
計量・調整槽 Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
計量補助槽 Zr／Ｎｂ 2.93E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
計量補助槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.74E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
計量補助槽 セシウム／Ｂａ 1.48E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
計量補助槽 Ｃｅ／Ｐｒ 3.28E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
計量補助槽 Ｓｒ／Ｙ 1.07E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
計量補助槽 その他ＦＰ 7.26E+14 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
計量補助槽 Ｐｕ 1.14E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
計量補助槽 Ａｍ／Ｃｍ 9.24E+14 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
計量補助槽 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
計量補助槽 Ｎｐ 1.83E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

859.8

859.8

860.9

860.9

923.4

923.4

860.7

860.7

1122.7

5.00E-05 1.00E-07 45.0 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 45.0 0.00E+000.00E+00

0.00E+00

167.4

167.4

0.00E+00

192.6

5.00E-05 1.00E-07 46.3 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 46.3 0.00E+000.00E+00

0.00E+00

159.5

159.5

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

164.21.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

164.2

148.3

148.3

194.0

183.9 1122.7

0.00E+00

46.3

46.3

45.0

45.0

45.0

45.0

45.0

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

1122.7 0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00

0.00E+00
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第 1.－６表 分離建屋における事態の収束までの放出量 

（セシウム－137換算）の計算過程

 

 

 

※ＬＰＦ＝１／ＤＦ

① ② ③=①×② ④=Σ③ ⑤=Σ④

蒸発乾固
対象貯槽等

核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイ
ル

等への通
水開始時

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

セシウム－137
換算係数

［Ｂｑ/Ｂｑ］

放出量
（セシウム－137換算）

［Ｂｑ］

機器総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

建屋総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

高レベル廃液濃縮缶 Ｚｒ／Ｎｂ 8.64E+12 4.82E+00 2.41E-02 1.16E-01
高レベル廃液濃縮缶 Ｒｕ／Ｒｈ 1.55E+14 8.63E+01 1.84E-02 1.59E+00
高レベル廃液濃縮缶 Ｃｓ／Ｂａ 4.60E+17 2.57E+05 5.13E-01 1.32E+05
高レベル廃液濃縮缶 Ｃｅ／Ｐｒ 9.76E+12 5.44E+00 5.35E-03 2.91E-02
高レベル廃液濃縮缶 Ｓｒ／Ｙ 3.18E+17 1.77E+05 8.08E-02 1.43E+04
高レベル廃液濃縮缶 その他ＦＰ 3.03E+16 1.69E+04 4.87E-01 8.22E+03
高レベル廃液濃縮缶 Ｐｕ 8.61E+14 4.80E+02 1.76E+00 8.45E+02
高レベル廃液濃縮缶 Ａｍ／Ｃｍ 2.78E+16 1.55E+04 1.78E+01 2.76E+05
高レベル廃液濃縮缶 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
高レベル廃液濃縮缶 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

溶解液中間貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 1.05E+12 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.34E+13 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 5.27E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.17E+12 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｓｒ／Ｙ 3.84E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
溶解液中間貯槽 その他ＦＰ 2.57E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｐｕ 4.06E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.30E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｕ 9.94E+11 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
溶解液中間貯槽 Ｎｐ 6.55E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｚｒ／Ｎｂ 2.51E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.22E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｃｓ／Ｂａ 1.27E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｃｅ／Ｐｒ 2.82E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｓｒ／Ｙ 9.22E+15 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
溶解液供給槽 その他ＦＰ 6.17E+14 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｐｕ 9.75E+15 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
溶解液供給槽 Ａｍ／Ｃｍ 7.92E+14 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｕ 2.39E+11 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
溶解液供給槽 Ｎｐ 1.57E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｚｒ／Ｎｂ 4.50E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｒｕ／Ｒｈ 5.77E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｃｓ／Ｂａ 2.27E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｃｅ／Ｐｒ 5.05E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｓｒ／Ｙ 1.65E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
抽出廃液受槽 その他ＦＰ 1.11E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｐｕ 6.22E+12 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.42E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｕ 1.67E+07 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
抽出廃液受槽 Ｎｐ 4.70E+11 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

抽出廃液中間貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 6.00E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 7.70E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 3.03E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 6.73E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｓｒ／Ｙ 2.21E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 その他ＦＰ 1.48E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｐｕ 8.30E+12 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.90E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｕ 2.23E+07 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
抽出廃液中間貯槽 Ｎｐ 6.27E+11 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 1.16E+12 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+13 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 6.18E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 1.31E+12 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 4.27E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ その他ＦＰ 4.06E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｐｕ 1.25E+14 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 4.03E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ａ Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Zr／Ｎｂ 1.16E+12 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+13 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 6.18E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 1.31E+12 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 4.27E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ その他ＦＰ 4.06E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｐｕ 1.25E+14 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 4.03E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
抽出廃液供給槽Ｂ Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

第１一時貯留処理槽 Zr／Ｎｂ 1.54E+10 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.97E+11 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 7.75E+14 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.72E+10 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 5.65E+14 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 その他ＦＰ 5.14E+13 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｐｕ 2.25E+15 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 5.15E+13 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｕ 5.39E+10 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｎｐ 1.02E+11 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Zr／Ｎｂ 7.97E+10 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.02E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 4.02E+15 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 8.94E+10 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 2.93E+15 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 その他ＦＰ 1.96E+14 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｐｕ 3.29E+15 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 2.67E+14 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｕ 8.05E+10 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｎｐ 5.30E+11 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 2.50E+08 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 その他ＦＰ 4.72E+09 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｐｕ 4.50E+15 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 7.31E+10 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｕ 4.41E+10 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第８一時貯留処理槽 Ｎｐ 3.14E+11 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Zr／Ｎｂ 2.93E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.74E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 1.48E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 3.28E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 1.07E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 その他ＦＰ 7.26E+14 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｐｕ 1.14E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 9.24E+14 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｎｐ 1.83E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 5.69E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 7.30E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 2.87E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 6.39E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 2.09E+16 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 その他ＦＰ 1.40E+15 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｐｕ 2.35E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.91E+15 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｕ 5.75E+11 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第４一時貯留処理槽 Ｎｐ 3.79E+12 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 1.80E+10 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 2.31E+11 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 9.08E+14 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 2.02E+10 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 6.62E+14 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 その他ＦＰ 4.59E+13 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｐｕ 3.29E+14 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 2.65E+13 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第６一時貯留処理槽 Ｕ 8.04E+09 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第７一時貯留処理槽 Ｎｐ 5.27E+10 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

高レベル廃液供給槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 2.48E+11 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 4.45E+12 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 1.32E+16 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 2.80E+11 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 9.14E+15 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ その他ＦＰ 8.70E+14 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｐｕ 2.46E+13 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 7.94E+14 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｕ 0.00E+00 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
高レベル廃液供給槽Ａ Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

4765.8

97.0

1122.7

1122.7

1959.8

1955.0

1972.0

1972.0

1972.0

5.00E-05 1.00E-07 186.4 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 15.1 25.9 1.12E-01 4.31E-07

4.31E-07

5.00E-05 1.00E-07 189.0 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 258.0 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 258.3 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 257.1 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 258.5 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 314.3 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 314.8 65.8 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 314.4 65.8 0.00E+00 0.00E+001972.0

1972.0

0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 258.7 65.8 0.00E+00 0.00E+00

0.00E+00

1972.0

1972.0

1972.0

47.7 0.00E+00

259.2

336.6

721.8

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

5.00E-05 1.00E-07

65.8 0.00E+00

47.7

0.00E+00

0.00E+00
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第 1.－７表 精製建屋における事態の収束までの放出量 

（セシウム －137換算）の計算過程

※ＬＰＦ＝１／ＤＦ

① ② ③=①×② ④=Σ③ ⑤=Σ④

蒸発乾固
対象貯槽等

核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
等への通水
開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

セシウム－137
換算係数

［Ｂｑ/Ｂｑ］

放出量
（セシウム－137換算）

［Ｂｑ］

機器総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

建屋総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

第１一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 7.72E+07 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 その他ＦＰ 1.44E+09 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｐｕ 5.50E+15 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｕ 2.52E+07 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第１一時貯留処理槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 5.33E+06 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 その他ＦＰ 9.96E+07 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｐｕ 1.79E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｕ 2.33E+07 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第２一時貯留処理槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｒｕ／Ｒｈ 2.15E+08 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 その他ＦＰ 4.03E+09 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｐｕ 1.93E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｕ 1.08E+07 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
第３一時貯留処理槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

プルトニウム溶液受槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.04E+06 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 その他ＦＰ 5.68E+07 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｐｕ 1.31E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｕ 7.34E+06 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
プルトニウム溶液受槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

油水分離槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
油水分離槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.04E+06 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
油水分離槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
油水分離槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
油水分離槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
油水分離槽 その他ＦＰ 5.68E+07 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
油水分離槽 Ｐｕ 1.31E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
油水分離槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
油水分離槽 Ｕ 7.34E+06 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
油水分離槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.01E+07 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 その他ＦＰ 1.90E+08 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｐｕ 4.38E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｕ 2.45E+07 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
プルトニウム濃縮缶供給槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.02E+07 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 その他ＦＰ 1.90E+08 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｐｕ 4.39E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｕ 2.46E+07 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
プルトニウム溶液一時貯槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+07 6.88E-05 1.84E-02 1.27E-06
プルトニウム濃縮液受槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 その他ＦＰ 6.58E+08 1.28E-03 4.87E-01 6.25E-04
プルトニウム濃縮液受槽 Ｐｕ 1.51E+17 2.96E+05 1.76E+00 5.20E+05
プルトニウム濃縮液受槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液受槽 Ｕ 8.47E+07 1.65E-04 7.35E+00 1.22E-03
プルトニウム濃縮液受槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

リサイクル槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
リサイクル槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.56E+07 6.95E-05 1.84E-02 1.28E-06
リサイクル槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
リサイクル槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
リサイクル槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
リサイクル槽 その他ＦＰ 6.65E+08 1.30E-03 4.87E-01 6.32E-04
リサイクル槽 Ｐｕ 1.53E+17 2.99E+05 1.76E+00 5.26E+05
リサイクル槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
リサイクル槽 Ｕ 8.56E+07 1.67E-04 7.35E+00 1.23E-03
リサイクル槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

希釈槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
希釈槽 Ｒｕ／Ｒｈ 8.90E+07 1.78E-04 1.84E-02 3.27E-06
希釈槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
希釈槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
希釈槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
希釈槽 その他ＦＰ 1.66E+09 3.32E-03 4.87E-01 1.61E-03
希釈槽 Ｐｕ 3.83E+17 7.63E+05 1.76E+00 1.34E+06
希釈槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
希釈槽 Ｕ 2.14E+08 4.27E-04 7.35E+00 3.14E-03
希釈槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

プルトニウム濃縮液一時貯槽 Zr／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 5.45E+07 1.10E-04 1.84E-02 2.03E-06
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 その他ＦＰ 1.02E+09 2.05E-03 4.87E-01 9.99E-04
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｐｕ 2.34E+17 4.72E+05 1.76E+00 8.31E+05
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｕ 1.31E+08 2.64E-04 7.35E+00 1.94E-03
プルトニウム濃縮液一時貯槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+07 6.88E-05 1.84E-02 1.27E-06
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 その他ＦＰ 6.58E+08 1.28E-03 4.87E-01 6.25E-04
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｐｕ 1.51E+17 2.96E+05 1.76E+00 5.20E+05
プルトニウム濃縮液計量槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｕ 8.47E+07 1.65E-04 7.35E+00 1.22E-03
プルトニウム濃縮液計量槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 3.56E+07 6.95E-05 1.84E-02 1.28E-06
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 その他ＦＰ 6.65E+08 1.30E-03 4.87E-01 6.32E-04
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｐｕ 1.53E+17 2.99E+05 1.76E+00 5.26E+05
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 0.00E+00 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｕ 8.56E+07 1.67E-04 7.35E+00 1.23E-03
プルトニウム濃縮液中間貯槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

634.4

634.4

634.4

634.4

634.4

634.4

634.4

47.5

47.5

5.00E-05 1.00E-07 104.5 37.5 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 104.5 37.5 0.00E+00 0.00E+00

4.27E-06

5.00E-05 1.00E-07 96.4 37.5 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 114.7 37.5 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 96.4 37.5 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 115.8 37.5 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 98.9 37.5 0.00E+00 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 12.1 30.7 3.90E-01 5.20E-07

5.00E-05 1.00E-07 11.7 30.7 3.99E-01 1.34E-06

5.00E-05 1.00E-07 12.1 30.7 3.90E-01 5.26E-07

47.5

5.00E-05 1.00E-07 11.5 30.7 4.03E-01 8.31E-0747.5

5.00E-05 1.00E-07 12.1 30.7 3.90E-01 5.20E-0747.5

5.26E-075.00E-05 1.00E-07 12.1 30.7 3.90E-0147.5
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第 1.－８表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における事態の収束 

  までの放出量（セシウム－137換算）の計算過程 

※ＬＰＦ＝１／ＤＦ

① ② ③=①×② ④=Σ③ ⑤=Σ④

蒸発乾固
対象貯槽等

核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
等への通水
開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

セシウム－137
換算係数

［Ｂｑ/Ｂｑ］

放出量
（セシウム－137換算）

［Ｂｑ］

機器総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

建屋総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

硝酸プルトニウム貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
硝酸プルトニウム貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 2.08E+06 1.64E-06 1.84E-02 3.02E-08
硝酸プルトニウム貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 4.04E+08 3.18E-04 5.13E-01 1.63E-04
硝酸プルトニウム貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 8.47E+04 6.67E-08 5.35E-03 3.57E-10
硝酸プルトニウム貯槽 Ｓｒ／Ｙ 4.92E+08 3.87E-04 8.08E-02 3.13E-05
硝酸プルトニウム貯槽 その他ＦＰ 6.36E+09 5.01E-03 4.87E-01 2.44E-03
硝酸プルトニウム貯槽 Ｐｕ 1.56E+17 1.23E+05 1.76E+00 2.16E+05
硝酸プルトニウム貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.52E+14 1.20E+02 1.78E+01 2.13E+03
硝酸プルトニウム貯槽 Ｕ 8.72E+07 6.87E-05 7.35E+00 5.05E-04
硝酸プルトニウム貯槽 Ｎｐ 0.00E+00 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

混合槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
混合槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 1.29E+06 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
混合槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+08 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
混合槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 5.25E+04 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
混合槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 3.04E+08 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
混合槽Ａ その他ＦＰ 3.93E+09 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
混合槽Ａ Ｐｕ 9.58E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
混合槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 9.34E+13 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
混合槽Ａ Ｕ 2.58E+10 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
混合槽Ａ Ｎｐ 4.35E+08 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｚｒ／Ｎｂ 0.00E+00 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 1.29E+06 0.00E+00 1.84E-02 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+08 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 5.25E+04 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 3.04E+08 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00
混合槽Ｂ その他ＦＰ 3.93E+09 0.00E+00 4.87E-01 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｐｕ 9.58E+16 0.00E+00 1.76E+00 0.00E+00
混合槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 9.34E+13 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｕ 2.58E+10 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00
混合槽Ｂ Ｎｐ 4.35E+08 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

5.00E-05

5.00E-05 1.00E-07 30.9 26.3 0.00E+00

5.00E-05 1.00E-07 19.1 26.3 1.57E-01

0.00E+00

2.18E-07

2.18E-07

0.00E+000.00E+00

46.0

85.4

85.41.00E-07 30.9 26.3
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第 1.－９表 高レベル廃液ガラス固化建屋における事態の収束までの 

放出量（セシウム－137換算）の計算過程 

 

※ＬＰＦ＝１／ＤＦ

① ② ③=①×② ④=Σ③ ⑤=Σ④

蒸発乾固
対象貯槽等

核種Ｇｒ
ＭＡＲ

［Ｂｑ］
ＡＲＦ
［－］

ＬＰＦ
［－］

沸騰開始
時間

［ｈ］

冷却コイル
等への通水
開始時間

[ｈ]

沸騰継続時間
［ｈ］

ＤＲ
［－］

放出量
[Ｂｑ]

セシウム－137
換算係数

［Ｂｑ/Ｂｑ］

放出量
（セシウム－137換算）

［Ｂｑ］

機器総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

建屋総放出量
（セシウム－137換算）

[ＴＢｑ]

第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 4.70E+13 1.28E+01 2.41E-02 3.09E-01
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 8.44E+14 2.31E+02 1.84E-02 4.25E+00
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+18 6.83E+05 5.13E-01 3.50E+05
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 5.30E+13 1.45E+01 5.35E-03 7.75E-02
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｓｒ／Ｙ 1.73E+18 4.72E+05 8.08E-02 3.81E+04
第１高レベル濃縮廃液貯槽 その他ＦＰ 1.70E+17 4.64E+04 4.87E-01 2.26E+04
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｐｕ 4.68E+15 1.28E+03 1.76E+00 2.25E+03
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.51E+17 4.13E+04 1.78E+01 7.35E+05
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｕ 4.86E+10 1.33E-02 7.35E+00 9.77E-02
第１高レベル濃縮廃液貯槽 Ｎｐ 3.01E+14 8.23E+01 3.41E-01 2.81E+01
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 4.70E+13 1.48E+01 2.41E-02 3.56E-01
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 8.44E+14 2.65E+02 1.84E-02 4.89E+00
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 2.50E+18 7.86E+05 5.13E-01 4.03E+05
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 5.30E+13 1.66E+01 5.35E-03 8.91E-02
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｓｒ／Ｙ 1.73E+18 5.42E+05 8.08E-02 4.38E+04
第２高レベル濃縮廃液貯槽 その他ＦＰ 1.70E+17 5.34E+04 4.87E-01 2.60E+04
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｐｕ 4.68E+15 1.47E+03 1.76E+00 2.59E+03
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 1.51E+17 4.75E+04 1.78E+01 8.45E+05
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｕ 4.86E+10 1.53E-02 7.35E+00 1.12E-01
第２高レベル濃縮廃液貯槽 Ｎｐ 3.01E+14 9.46E+01 3.41E-01 3.23E+01

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 9.78E+12 4.34E+00 2.41E-02 1.05E-01
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.76E+14 7.80E+01 1.84E-02 1.44E+00
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 5.21E+17 2.31E+05 5.13E-01 1.18E+05
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.10E+13 4.90E+00 5.35E-03 2.62E-02
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｓｒ／Ｙ 3.60E+17 1.59E+05 8.08E-02 1.29E+04
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 その他ＦＰ 3.54E+16 1.57E+04 4.87E-01 7.64E+03
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｐｕ 9.76E+14 4.33E+02 1.76E+00 7.62E+02
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.15E+16 1.40E+04 1.78E+01 2.49E+05
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｕ 1.01E+10 4.49E-03 7.35E+00 3.30E-02
第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｎｐ 6.27E+13 2.78E+01 3.41E-01 9.49E+00
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｚｒ／Ｎｂ 9.78E+12 4.34E+00 2.41E-02 1.05E-01
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｒｕ／Ｒｈ 1.76E+14 7.80E+01 1.84E-02 1.44E+00
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｃｓ／Ｂａ 5.21E+17 2.31E+05 5.13E-01 1.18E+05
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｃｅ／Ｐｒ 1.10E+13 4.90E+00 5.35E-03 2.62E-02
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｓｒ／Ｙ 3.60E+17 1.59E+05 8.08E-02 1.29E+04
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 その他ＦＰ 3.54E+16 1.57E+04 4.87E-01 7.64E+03
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｐｕ 9.76E+14 4.33E+02 1.76E+00 7.62E+02
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ａｍ／Ｃｍ 3.15E+16 1.40E+04 1.78E+01 2.49E+05
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｕ 1.01E+10 4.49E-03 7.35E+00 3.30E-02
第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 Ｎｐ 6.27E+13 2.78E+01 3.41E-01 9.49E+00

高レベル廃液混合槽Ａ Ｚｒ／Ｎｂ 7.83E+12 3.57E+00 2.41E-02 8.59E-02
高レベル廃液混合槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+14 6.41E+01 1.84E-02 1.18E+00
高レベル廃液混合槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+17 1.90E+05 5.13E-01 9.74E+04
高レベル廃液混合槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+12 4.02E+00 5.35E-03 2.15E-02
高レベル廃液混合槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 2.88E+17 1.31E+05 8.08E-02 1.06E+04
高レベル廃液混合槽Ａ その他ＦＰ 2.83E+16 1.29E+04 4.87E-01 6.28E+03
高レベル廃液混合槽Ａ Ｐｕ 7.81E+14 3.56E+02 1.76E+00 6.26E+02
高レベル廃液混合槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 2.52E+16 1.15E+04 1.78E+01 2.04E+05
高レベル廃液混合槽Ａ Ｕ 8.10E+09 3.69E-03 7.35E+00 2.71E-02
高レベル廃液混合槽Ａ Ｎｐ 5.02E+13 2.29E+01 3.41E-01 7.80E+00
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｚｒ／Ｎｂ 7.83E+12 3.57E+00 2.41E-02 8.59E-02
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+14 6.41E+01 1.84E-02 1.18E+00
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+17 1.90E+05 5.13E-01 9.74E+04
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+12 4.02E+00 5.35E-03 2.15E-02
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 2.88E+17 1.31E+05 8.08E-02 1.06E+04
高レベル廃液混合槽Ｂ その他ＦＰ 2.83E+16 1.29E+04 4.87E-01 6.28E+03
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｐｕ 7.81E+14 3.56E+02 1.76E+00 6.26E+02
高レベル廃液混合槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 2.52E+16 1.15E+04 1.78E+01 2.04E+05
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｕ 8.10E+09 3.69E-03 7.35E+00 2.71E-02
高レベル廃液混合槽Ｂ Ｎｐ 5.02E+13 2.29E+01 3.41E-01 7.80E+00

供給液槽Ａ Zr／Ｎｂ 1.96E+12 8.14E-01 2.41E-02 1.96E-02
供給液槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+13 1.46E+01 1.84E-02 2.70E-01
供給液槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+17 4.33E+04 5.13E-01 2.22E+04
供給液槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 2.21E+12 9.18E-01 5.35E-03 4.91E-03
供給液槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 7.19E+16 2.99E+04 8.08E-02 2.42E+03
供給液槽Ａ その他ＦＰ 7.08E+15 2.95E+03 4.87E-01 1.43E+03
供給液槽Ａ Ｐｕ 1.95E+14 8.12E+01 1.76E+00 1.43E+02
供給液槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 6.30E+15 2.62E+03 1.78E+01 4.66E+04
供給液槽Ａ Ｕ 2.03E+09 8.43E-04 7.35E+00 6.20E-03
供給液槽Ａ Ｎｐ 1.25E+13 5.22E+00 3.41E-01 1.78E+00
供給液槽Ｂ Zr／Ｎｂ 1.96E+12 8.14E-01 2.41E-02 1.96E-02
供給液槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 3.52E+13 1.46E+01 1.84E-02 2.70E-01
供給液槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 1.04E+17 4.33E+04 5.13E-01 2.22E+04
供給液槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 2.21E+12 9.18E-01 5.35E-03 4.91E-03
供給液槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 7.19E+16 2.99E+04 8.08E-02 2.42E+03
供給液槽Ｂ その他ＦＰ 7.08E+15 2.95E+03 4.87E-01 1.43E+03
供給液槽Ｂ Ｐｕ 1.95E+14 8.12E+01 1.76E+00 1.43E+02
供給液槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 6.30E+15 2.62E+03 1.78E+01 4.66E+04
供給液槽Ｂ Ｕ 2.03E+09 8.43E-04 7.35E+00 6.20E-03
供給液槽Ｂ Ｎｐ 1.25E+13 5.22E+00 3.41E-01 1.78E+00
供給槽Ａ Zr／Ｎｂ 7.83E+11 3.26E-01 2.41E-02 7.86E-03
供給槽Ａ Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+13 5.86E+00 1.84E-02 1.08E-01
供給槽Ａ Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+16 1.74E+04 5.13E-01 8.90E+03
供給槽Ａ Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+11 3.68E-01 5.35E-03 1.97E-03
供給槽Ａ Ｓｒ／Ｙ 2.88E+16 1.20E+04 8.08E-02 9.68E+02
供給槽Ａ その他ＦＰ 2.83E+15 1.18E+03 4.87E-01 5.74E+02
供給槽Ａ Ｐｕ 7.81E+13 3.25E+01 1.76E+00 5.72E+01
供給槽Ａ Ａｍ／Ｃｍ 2.52E+15 1.05E+03 1.78E+01 1.87E+04
供給槽Ａ Ｕ 8.10E+08 3.38E-04 7.35E+00 2.48E-03
供給槽Ａ Ｎｐ 5.02E+12 2.09E+00 3.41E-01 7.13E-01
供給槽Ｂ Zr／Ｎｂ 7.83E+11 3.26E-01 2.41E-02 7.86E-03
供給槽Ｂ Ｒｕ／Ｒｈ 1.41E+13 5.86E+00 1.84E-02 1.08E-01
供給槽Ｂ Ｃｓ／Ｂａ 4.17E+16 1.74E+04 5.13E-01 8.90E+03
供給槽Ｂ Ｃｅ／Ｐｒ 8.83E+11 3.68E-01 5.35E-03 1.97E-03
供給槽Ｂ Ｓｒ／Ｙ 2.88E+16 1.20E+04 8.08E-02 9.68E+02
供給槽Ｂ その他ＦＰ 2.83E+15 1.18E+03 4.87E-01 5.74E+02
供給槽Ｂ Ｐｕ 7.81E+13 3.25E+01 1.76E+00 5.72E+01
供給槽Ｂ Ａｍ／Ｃｍ 2.52E+15 1.05E+03 1.78E+01 1.87E+04
供給槽Ｂ Ｕ 8.10E+08 3.38E-04 7.35E+00 2.48E-03
供給槽Ｂ Ｎｐ 5.02E+12 2.09E+00 3.41E-01 7.13E-01

183.0

183.0

162.7

162.7

162.7

162.7

162.7

162.7

162.7

5.00E-05 1.00E-07 24.6 36.1 6.28E-02 1.32E-06

5.00E-05 1.00E-07 24.6 34.6 5.47E-02 1.15E-06

4.09E-06

5.00E-05 1.00E-07 23.2 37.6 8.87E-02 3.88E-07

5.00E-05 1.00E-07 23.2 37.6 8.87E-02 3.88E-07

5.00E-05 1.00E-07 23.1 37.9 9.11E-02 3.19E-07

5.00E-05 1.00E-07 23.1 37.9 9.11E-02 3.19E-07

5.00E-05 1.00E-07 24.4 37.9 8.32E-02 7.28E-08

5.00E-05 1.00E-07 24.4 37.9 8.32E-02 7.28E-08

5.00E-05 1.00E-07 24.4 37.9 8.33E-02 2.92E-08

5.00E-05 1.00E-07 24.4 37.9 8.33E-02 2.92E-08

162.7
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第 1.－ 10 表  蒸発乾固における事態の収束までの放出量

（ セシウム －137 換算）

※沸騰前までに全ての機器で冷却コイル等への通水が完了する

ため，放射性物質の放出はない。

建屋

放出量

（ セシウム －137 換

算）

[ＴＢｑ] 

前処理建屋 －※

分離建屋 ５×10－ ７

精製建屋 ５×10－ ６

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋
３×10－ ７

高レベル廃液  

ガラス固化建屋
４×10－ ６

合計 ９×10－ ６
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第 1.－１図  前処理建屋の放出量評価の前提

第 1.－２図  分離建屋の放出量評価の前提
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第 1.－３図  精製建屋の放出量評価の前提

第 1.－４図  ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の

放出量評価の前提
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第 1.－５図  高レベル廃液ガラス固化建屋の放出量評価の前提
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2．沸騰状態における飛沫同伴移行割合につい て
（１）

2.1 移行割合の定義  

冷却機能喪失に伴う崩壊熱による 高レベル廃液等 の沸騰時

の，飛まつ同伴に起因する気相中への放射性物質の移行評価に

用いる移行割合ＡＲＦは，貯槽等内の全放射性物質量［Ｂｑ］

に対する貯槽等外部に移行した放射性物質量［Ｂｑ］の割合と

して定義される。

移行割合 =
貯槽等外部に移行した放射性物質量［Ｂｑ］

貯槽等内の全放射性物質量［Ｂｑ］

2.2 移行割合の設定について

高レベル廃液等 の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質

の移行割合は，以下に示す試験の結果から，安全余裕を見込ん

だ値として 0.005％とする。

2.2.1 小型試験  

 本試験では，蒸気流速を変化させて，溶液が 120℃に至るま

での沸騰状態での飛まつ同伴による気相中への移行量を測定

し，蒸気流速が外部移行割合に及ぼす影響を確認している。  

電気炉内に設置した高さ約 0.3m，内径約 0.09m のフラスコ

内で，模擬高レベル廃液 100mL を所定の流速 (1～2cm/s)となる

ように温度 120℃まで蒸発させ，発生した蒸気により容器外部

に運ばれた物質(Cs,Nd)の量を測定することにより，外部移行

割合 (容器外部に運ばれた物質量÷初期存在量 )を求めている。 

 流速は，時間ごとに回収した凝縮液量を元に，容器断面積及

び試料回収時間から算出した。  
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 蒸気流速に対する外部移行割合の測定結果は第 2.－１表の

とおりであり，流速によらず外部移行割合はほぼ一定の値とな

った。  

第 2.－１図  小型試験の概略図

第 2.－１表  小型試験の結果
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2.2.2 工学規模試験  

本試験では，高さ約２ｍ，内径約 0.2ｍの円筒容器内で，模

擬高レベル廃液 400ｍＬを蒸気流速 1.1ｃｍ／ｓで蒸発乾固さ

せ，模擬高レベル廃液が 140℃に到達するまでの間に，試料容

器以降で捕集された物質の割合を測定している。また，本試験

では，ブロアにより流量 10Ｌ／ｍｉｎで吸引が行われ，吸引

に伴い，試験装置内の圧力を一定に保つためＮ ２ ガスが自動的

に供給されるため，掃気Ｎ ２ ガスに起因する放射性物質の移行

も含まれる。試験で得られた移行割合を第 2.－２表に示す。  

ここで，試験結果を実機に適用する場合には，容器の寸法が

大きくなるにつれて移行割合に及ぼす壁面の影響が相対的に

小さくなることを考慮する必要がある。このため，本試験では，

壁面への付着量を極力低減するよう壁面を 150℃以上に加熱

し，壁面での凝縮による還流及び熱泳動の影響を防止する考慮

を払っている。  

また，内壁（ライナー）に付着した物質量を測定した結果は

液面近くでのみ付着が確認され，この付着量は第 2.－２図に

示すとおり，全回収量の 4.4％であった。これは，蒸気と共に

容器外部に移行できない粗大粒子が液面近くで跳ね，重力落下

で沈降する過程で壁に付着したものと考えられる。  

高さ約 0.8ｍの結果は本来移行割合とはならない粗大粒子

の結果を含むおそれがあるが，安全余裕を見込んだＡＲＦとし

て採用している。  

以上のことから，工学規模試験の結果を用いて実機に適用す

る移行割合を求めることは妥当であると考える。   
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第 2.－２表  工学規模試験の結果

第 2.－２図  フィルタの高さを約 0.8ｍとした試験の回

収割合
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2.3 沸騰初期及び沸騰晩期における移行割合について  

有効性評価で使用した移行割合は沸騰から 乾燥し固化に至

る までの積算移行率を基に設定している。有効性評価におい

ては，拡大防止対策である 貯槽等 への注水を継続して実施す

るため，沸騰初期の状態を維持している。しかし，沸騰初期と

晩期で積算移行率に違いがある可能性があり，これに対し，小

型ＡＲＦ測定装置を用いて実廃液を 50Ｗで 400℃まで，また，

100Ｗで 300℃まで加熱し，捕集した凝縮液の分析により放射

性物質の積算移行割合を測定した。試験結果の一例を第 2.－

３図に示す。  

 積算移行割合の経時変化を見ると，難揮発性核種では，沸騰

初期及び沸騰晩期における積算移行割合はほぼ一定であり，有

意な差がみられないことから，有効性評価で設定した移行割合

への影響はないと考えられる。  

 

第 2.－３図  凝縮液のＩＣＰ－ＭＳ分析結果  

（～ 400℃／100Ｗ）  
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3. 除染係数の設定について

3.1 凝縮器の除染係数の設定について

3.1.1 凝縮器の概要  

凝縮器の設計は以下のとおりである。

 多管式熱交換器（シェル・アンド・チューブ型）

 凝縮器出口排気温度を５０℃以下にできる除熱能力を有

する。

第 3.－１図  凝縮器の概要図

廃ガス入口

廃ガス出口 廃ガス出口
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3.1.2 凝縮器の除染係数に係る文献

文献
（ ５ ）

では，高レベル廃液ガラス固化工程における廃ガ

ス処理設備について，各国の設備の公開データを取り纏めてお

り，その結果から廃ガス処理設備の粒子に対する除染係数を記

している。  

この結果を下表に示す。

 本表では，粒子に対する除染係数は，凝縮器でＤＦ 100～ 1000

を期待できるとしている。  

第 3.－１表  廃ガス処理設備の粒子に対する除染係数
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3.2 経路上における放射性エアロゾルの除染係数の設定につ

いて  

3.2.1 塔槽類廃ガス処理設備の除染係数に係る文献

文献では，除染係数について以下のとおり記している。

 蒸発乾固の場合，放射性物質は蒸気とともに同伴するミス

ト（液滴）中に溶存している。

 ミストは気体に比べて質量が大きく，塔槽類廃ガス処理設

備の配管の曲がり部等において慣性によりその多くが配

管の内壁に衝突する。

 配管内壁では放熱による蒸気の凝縮により液膜が形成さ

れており，衝突したミスト中の放射性物質は液膜に吸収さ

れる。

 Ｗａｌｓｈ , Ｓｃｈｅａによる蒸発缶の研 究
（６）

によれば，

初期のミスト濃度 1000ｍｇ／ｍ ３ に対して，１回の直角衝

突を通過した後のミスト濃度は 10ｍｇ／ｍ ３ 以下となる

ことが報告されている。

 蒸発乾固による発生するミストの濃度は約 100ｍｇ／ｍ ３

であるため，1 回の曲がり部における除染係数は最低でも

10 が想定される。

 実際の塔槽類廃ガス処理設備には，数十箇所の曲がり部が

あるため，除染係数として 10 以上が期待できる。
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第 3.－２図  ミストの慣性衝突のイメージ及び

塔槽類廃ガス処理設備の例

蒸気の流れ

ミスト

液膜  
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3.2.2 セル及び換気系の構造的な特徴での除染係数

セル及び換気系における放射性エアロゾルの除染係数は，Ｍ

ＡＡＰコードを用いて定量化が可能である。第 3.－３図にＭ

ＡＡＰコードによるモデル化のイメージを示す。  

以下に高レベル廃液ガラス固化建屋における評価例を示す。 

機器から蒸気・エアロゾルが発生後，配管・ダクト・セルを

経由して，大気中への放出に至るまでの移行挙動を計算し，主

に以下のパラメータを評価する。  

①建屋の除染係数

②建屋内の蒸気凝縮量分布

第 3.－４図に解析モデル，第 3.－５図及び第 3.－６図に評

価結果を示す。  

第 3.－３図  ＭＡＡＰコードによるモデル化のイメージ
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第 3.－４図  高レベル廃液ガラス固化建屋の解析モデル



30 

第 3.－５図  ＦＰ発生量
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第 3.－６図  放出経路沈着量
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【除染係数 (７日目 )】

セルへの沈着による除染係数が 10５ であり，効果が大きいこ

とがわかる。本評価では重力沈降の効果のみ考慮しており，静

的に閉じ込める効果や慣性沈着の効果を織り込んでおらず，こ

れらを考慮するとさらなる低減効果が期待できる。  

第 3.－７図  移行率の経時変化
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3.3 可搬型フィルタの除染係数の設定について

引用している試験条件及び蒸発乾固，水素爆発への対処で除

染係数 は， フィルタ１段 あたり 1000 を期待している可搬型

フィルタの仕様は以下の通り同等であり，ＤＦは適用可能であ

る。

第 3.－２表  可搬型フィルタの仕様
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3.3.1 粒径につい て
（７）

さまざまな粒径において 除染係数 1000 を維持できている。 

第 3.－８図  高性能粒子フィルタの粒径に対する除染係数
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3.3.2 風量につい て
（７）

 

さまざまな風量，粒径において 除染係数 1000 を維持できて

いる。  

 

 

 

第 3.－９図  高性能粒子フィルタの粒径及び風量に対する除染

係数  

  



36 

4. 参考文献

（１）「再処理施設における放射性物質移行挙動に係る研究」運

営管理グループ．再処理施設における放射性物質移行挙動に係

る研究報告書． 2014-02 

（２）Science Applications International．Nuclear Fuel Cycle 

Facility Accident Analysis Handbook．United States Nuclear 

Regulatory Commission，1998-03，NUREG/CR-6410．  

（３）GENERIC PROCEDURES FOR ASSESSMENT AND RESPONSE DURING 

A RADIOLOGICAL EMERGENCY．IAEA，VIENNA，2000 IAEA-TCDOC-1162 

（４）ICRP．Age-dependent Doses to Members of the Public from 

Intake of Radionuclides：Part 5 Compilation of Ingestion and 

Inhalation Dose Coefficients ． Annals of the ICRP ， ICRP 

Publication 72． 1996， vol．26，no．1．  

（ ５ ） J.D.Christian,D.T.Pence: “Critical Assessment of 

Method for Treating Airborne fluents from High-Level Waste 

Solidification Processes” PNL-2486(1977) 

（ ６ ） “Sitting of fuel Reprocessing Plants and Waste 

Management Facilities”, ORNL-4451, 1970 （P8-45～）  

（７）尾崎誠，金川昭．高性能エアフィルタの苛酷時健全性試

験，（Ⅰ）DOP エアロゾルの捕集性能．日本原子力学会誌．1985，

vol．27，no．7．  



令和２年３月１３日 R4 

補足説明資料７－８ 





1 

1. 凝縮水回収セルの漏えい液受皿等の凝縮水回収可能量について

高レベル廃液等 の沸騰により発生した蒸気は，凝縮器において凝縮水と

なり，凝縮水回収先セル の漏えい液受皿等 へ移送される。 

本評価では，事態の収束までの凝縮水発生量が，凝縮水回収先セルの漏え

い液受け皿 等の 容量を下回ることを確認する。 

1.1 冷却コイル等への通水 開始 までの時間について 

各建屋とも 貯槽等 への注水，塔槽類廃ガス処理設備からセルへの導出経

路の構築，凝縮器による発生した蒸気及び放射性物質の除去，可搬型フィ

ルタ及び可搬型排風機を用いたセル排気系を代替する排気系による対応

を優先して実施し，大気中への放射性物質の放出を抑制できる状態を整備

してから，冷却コイル等 への 通水の作業に着手する。 

冷却機能の喪失から冷却コイル等への通水 開始 までに要する時間は，

第 1.－１表に示す通りである。 
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第 1.－１表 各建屋の冷却コイル等への通水開始時間

機器グループ

冷却機能の喪失から

冷却コイル 等への

通水開始までの時間

前処理建屋 内部ループ １ 46 時間 15 分 

前処理建屋 内部ループ ２ 45 時間 00 分 

分離建屋 内部ループ １ 25 時間 55 分 

分離建屋 内部ループ ２ 47 時間 40 分 

分離建屋 内部ループ ３ 65 時間 45 分 

精製建屋 内部ループ １ 30 時間 40 分 

精製建屋 内部ループ ２ 37 時間 30 分 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 内部ループ 26 時間 20 分 

高レベル廃液ガラス固化建屋 内部ループ １ 37 時間 55 分 

高レベル廃液ガラス固化建屋 内部ループ ２ 34 時間 35 分 

高レベル廃液ガラス固化建屋 内部ループ ３ 36 時間 05 分 

高レベル廃液ガラス固化建屋 内部ループ ４ 37 時間 35 分 
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1.2 冷却コイル等への通水開始までの凝縮水発生量について 

凝縮水は，高レベル廃液等 が沸騰し冷却コイル等への通水が開始される

までの間で発生する。冷却コイル等への通水開始までの凝縮水発生量は，

高レベル廃液等 の蒸発速度から算出する。 

 各建屋の 貯槽等 の蒸発速度，沸騰までの時間余裕及び冷却コイル等への

通水開始までの凝縮水発生量を第 1.－２表から第 1.－６表に示す。 

第 1.－２表 前処理建屋の 貯槽等 の蒸発速度,時間余裕及び凝縮水発生量 

蒸発乾固 

対象貯槽等 

蒸発速度 

（ｍ３／

ｈ） 

時間余裕 

（ｈ） 

凝縮水 

発生量 

（ｍ３） 

建屋 

合計 

（ｍ３） 

凝縮水 

回収セル 

容量 

（ｍ３） 

中継槽Ａ 6.8×10-３ 150 －※ 

－※ 20 

中継槽Ｂ 6.8×10-３ 150 －※ 

リサイクル槽Ａ 2.0×10-３ 160 －※ 

リサイクル槽Ｂ 2.0×10-３ 160 －※ 

計量前中間貯槽Ａ 2.5×10-２ 140 －※ 

計量前中間貯槽Ｂ 2.5×10-２ 140 －※ 

計量後中間貯槽 1.9×10-２ 190 －※ 

計量・調整槽 1.9×10-２ 180 －※ 

計量補助槽 5.3×10-３ 190 －※ 

中間ポットＡ 1.3×10-４ 160 －※ 

中間ポットＢ 1.3×10-４ 160 －※ 

※ 沸騰に至る前に冷却コイル等への通水が開始されるため，凝縮水は発生

しない
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第 1.－３表 分離建屋の 貯槽等 の蒸発速度,時間余裕及び凝縮水発生量 

蒸発乾固 

対象貯槽等 

蒸発速度 

（ｍ３／ｈ） 

時間 

余裕 

（ｈ） 

凝縮水 

発生量 

（ｍ３） 

建屋 

合計 

（ｍ３） 

凝縮水 

回収セル 

容量 

（ｍ３） 

溶解液中間貯槽 1.9×10-２ 180 －※ 

－※ 22 

溶解液供給槽 4.5×10-３ 180 －※ 

抽出廃液受槽 7.1×10-３ 250 －※ 

抽出廃液中間貯

槽 
9.4×10-３ 250 －※ 

抽出廃液供給槽

Ａ 
2.9×10-２ 250 －※ 

抽出廃液供給槽

Ｂ 
2.9×10-２ 250 －※ 

第 1 一時貯留処

理槽 
1.4×10-３ 310 －※ 

第 8 一時貯留処

理槽 
1.7×10-３ 310 －※ 

第 7 一時貯留処

理槽 
1.4×10-３ 310 －※ 

第 3 一時貯留処

理槽 
9.4×10-３ 250 －※ 

第 4 一時貯留処

理槽 
9.4×10-３ 250 －※ 

第 6 一時貯留処

理槽 
5.7×10-３ 330 －※ 

高レベル廃液供

給槽 
3.9×10-３ 720 －※ 

高レベル廃液濃

縮缶 
1.3×10-１ 15 1.4 1.4 27 

※ 沸騰に至る前に冷却コイル等への通水が開始されるため，凝縮水は発生

しない
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第 1.－４表 精製建屋の 貯槽等 の蒸発速度,時間余裕及び凝縮水発生量 

蒸発乾固 

対象貯槽等 

蒸発速度 

（ｍ３／ｈ） 

時間 

余裕 

（ｈ） 

凝縮水 

発生量 

（ｍ３） 

建屋 

合計 

（ｍ３） 

凝縮水 

回収セル 

容量 

（ｍ３） 

プルトニウム溶液 

受槽 
1.4×10-３ 110 －※

2.1 5.3 

油水分離槽 1.4×10-３ 110 －※

プルトニウム濃縮

缶供給槽 
4.6×10-３ 96 －※

プルトニウム溶液

一時貯槽 
4.6×10-３ 98 －※

プルトニウム濃縮

液受槽 
1.4×10-２ 12 2.6×10-１ 

リサイクル槽 1.4×10-２ 12 2.6×10-１ 

希釈槽 3.5×10-２ 11 6.7×10-１ 

プルトニウム濃縮

液一時貯槽 
2.1×10-２ 11 4.1×10-１ 

プルトニウム濃縮

液計量槽 
1.4×10-２ 12 2.6×10-１ 

プルトニウム濃縮

液中間貯槽 
1.4×10-２ 12 2.6×10-１ 

第１ 一時貯留処

理槽 
2.3×10-３ 100 －※

第２ 一時貯留処

理槽 
2.3×10-３ 100 －※

第３ 一時貯留処

理槽 
4.6×10-３ 96 －※

※ 沸騰に至る前に冷却コイル等への通水が開始されるため，凝縮水は発生

しない



6 

第 1.－５表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 貯槽等 の 

  蒸発速度,時間余裕及び凝縮水発生量 

蒸発乾固 

対象貯槽等 

蒸発速度 

（ｍ３／ｈ） 

時間 

余裕 

（ｈ） 

凝縮水 

発生量 

（ｍ３） 

建屋 

合計 

（ｍ３） 

凝縮水 

回収セル 

容量 

（ｍ３） 

硝酸プルトニウム貯槽 1.4×10-２ 19 0.11 

0.11 17 
混合槽Ａ 8.6×10-３ 30 －※１ 

混合槽Ｂ 8.6×10-３ 30 －※１ 

一時貯槽 1.4×10-２ 19 －※２

※１ 沸騰に至る前に冷却コイル等への通水が開始されるため，凝縮水は発

生しない 

※２ 平常運転時では空運用
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第 1.－６表 高レベル廃液ガラス固化建屋の 貯槽等 の 

蒸発速度,時間余裕及び凝縮水発生量 

蒸発乾固 

対象貯槽等 

蒸発速度 

（ｍ３／ｈ） 

時間余裕 

（ｈ） 

凝縮水 

発生量 

（ｍ３） 

建屋 

合計 

（ｍ３） 

凝縮水 

回収セル 

容量 

（ｍ３） 

第１高レベル濃

縮廃液貯槽 
6.3×10-１ 24 6.3 

23 1300 

第 2 高レベル濃

縮廃液貯槽 
6.3×10-１ 24 7.2 

第１高レベル濃

縮廃液一時貯槽 
1.5×10-１ 23 2.2 

第 2 高レベル濃

縮廃液一時貯槽 
1.5×10-１ 23 2.2 

高レベル廃液 

共用貯槽 
6.3×10-１ 24 －※ 

高レベル廃液混

合槽Ａ 
1.2×10-１ 23 1.8 

高レベル廃液 

混合槽Ｂ 
1.2×10-１ 23 1.8 

供給液槽Ａ 3.0×10-２ 24 4.0×10-１ 

供給液槽Ｂ 3.0×10-２ 24 4.0×10-１ 

供給槽Ａ 1.2×10-２ 24 1.6×10-１ 

供給槽Ｂ 1.2×10-２ 24 1.6×10-１ 

※ 平常運転時では空運用
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1. 貯槽等への 注水による 高レベル廃液等 の温度への影響について

1.1 概要

 貯槽等への 注水は，高レベル廃液等 の沸騰後に行う対策であり，注水に

よる温度低下がどの程度，高レベル廃液等 の状態に影響を与えるか検討を

行う。 

1.2 貯槽等への 注水による 高レベル廃液等 の温度低下への寄与 

貯槽等への注水により高レベル廃液等の温度を沸点未満に下げるために

は、注水により投入される水が沸点に至るまでの熱量（顕熱）が、高レベ

ル廃液等が有する自己崩壊熱より大きい必要があり、蒸発速度の約８倍以

上の注水速度で注水しなければ，沸騰を抑制するほどの温度低下に寄与しな

い。 

① 高レベル廃液等の発熱量Ｑ１（Ｊ／ｓ）

＝発熱密度ｇ（Ｗ／ｍ3）×体積Ｖ(ｍ3） 

② 注水分の温度上昇に必要な熱量Ｑ２（Ｊ／ｓ）

 ＝Ｍ（ｋｇ／ｓ）×Ｃ(Ｊ／ｋｇ・Ｋ)×Δｔ(Ｋ) 

蒸発速度Ｍ（ｋｇ／ｓ）:注水速度（ｋｇ／ｓ）と等しいものとする。 

水の比熱Ｃ(Ｊ／ｋｇ・Ｋ):4180(Ｊ／ｋｇ・Ｋ)(水30℃のとき) 

温度上昇Δｔ(Ｋ)：71Ｋ(29℃から100℃まで) 

③ 蒸発速度Ｍ（ｋｇ／ｓ）＝
①高レベル廃液等の発熱量Ｑ１（Ｊ／ｓ）

水の蒸発潜熱Ｊ(ｋＪ／ｋｇ)

水の蒸発潜熱Ｊ：2257ｋＪ／ｋｇ(＝2257000Ｊ／ｋｇ) 

①②③より

④Ｑ２（Ｊ／ｓ）＝
g（Ｗ／ｍ

3
）×Ｖ(m3）

Ｊ(ｋＪ／ｋｇ)
×Ｃ(Ｊ／ｋｇ・Ｋ)×Δｔ(Ｋ) 

①と④を比較すすると

Ｑ１（Ｊ／ｓ）

Ｑ２（Ｊ／ｓ）
＝

Ｊ(ｋＪ／ｋｇ)
Ｃ(Ｊ／ｋｇ･Ｋ)×Δｔ(Ｋ)

＝
2257000(Ｊ／ｋｇ)

4180(Ｊ／ｋｇ･Ｋ)×71(Ｋ)
＝7.6049・・・ 
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Ｑ１/Ｑ２は定数で求められるため，高レベル廃液等(崩壊熱密度)によらず

一定である。また，Ｑ２がＱ１を上回らないため，温度低下にはほとんど

寄与しない。 

第1.－１表 各建屋の計算結果 

建屋 建屋 機器名
崩壊熱

（W/m3）
溶液量
（m3）

崩壊熱量
（Ｊ/ｓ）

Q1

蒸発速度
(kg/s)

M

水の比熱
（J/kgK）

C

水の上昇温度
71K（29→100℃）

Δｔ

注水した水を沸騰させる
のに必要な熱量（Ｊ/ｓ）

Q2
Q1/Q2

AA 中継槽A/B 600 7 4200 1.86E-03 4180 71 552 7.6
AA リサイクル槽A/B 600 2 1200 5.32E-04 4180 71 158 7.6
AA 計量前中間貯槽A/B 600 25 15000 6.65E-03 4180 71 1972 7.6
AA 計量後中間貯槽 460 25 11500 5.10E-03 4180 71 1512 7.6
AA 計量・調整槽 460 25 11500 5.10E-03 4180 71 1512 7.6
AA 計量補助槽 460 7 3220 1.43E-03 4180 71 423 7.6
AA 中間ポットA/B 3.46E-05 4180 71 10 7.6
AB 溶解液中間貯槽 460 25 11500 5.10E-03 4180 71 1512 7.6
AB 溶解液供給槽 460 6 2760 1.22E-03 4180 71 363 7.6
AB 抽出廃液受槽 290 15 4350 1.93E-03 4180 71 572 7.6
AB 抽出廃液中間貯槽 290 20 5800 2.57E-03 4180 71 763 7.6
AB 抽出廃液供給槽A 290 60 17400 7.71E-03 4180 71 2288 7.6
AB 抽出廃液供給槽B 290 60 17400 7.71E-03 4180 71 2288 7.6
AB 第1一時貯留処理槽 290 3 870 3.85E-04 4180 71 114 7.6
AB 第8一時貯留処理槽 4.63E-04 4180 71 137 7.6
AB 第7一時貯留処理槽 3.60E-04 4180 71 107 7.6
AB 第3一時貯留処理槽 290 20 5800 2.57E-03 4180 71 763 7.6
AB 第4一時貯留処理槽 290 20 5800 2.57E-03 4180 71 763 7.6
AB 第6一時貯留処理槽 1.54E-04 4180 71 46 7.6
AB 高レベル廃液供給槽A 120 20 2400 1.06E-03 4180 71 316 7.6
AB 高レベル廃液濃縮缶A 3600 22 79200 3.51E-02 4180 71 10414 7.6
AC プルトニウム溶液受槽 3.71E-04 4180 71 110 7.6
AC 油水分離槽 3.71E-04 4180 71 110 7.6
AC プルトニウム濃縮缶供給槽 930 3 2790 1.24E-03 4180 71 367 7.6
AC プルトニウム溶液一時貯槽 930 3 2790 1.24E-03 4180 71 367 7.6
AC プルトニウム濃縮液受槽 8600 1 8600 3.81E-03 4180 71 1131 7.6
AC リサイクル槽 8600 1 8600 3.81E-03 4180 71 1131 7.6
AC 希釈槽 8600 2.5 21500 9.53E-03 4180 71 2827 7.6
AC プルトニウム濃縮液一時貯槽 8600 1.5 12900 5.72E-03 4180 71 1696 7.6
AC プルトニウム濃縮液計量槽 8600 1 8600 3.81E-03 4180 71 1131 7.6
AC プルトニウム濃縮液中間貯槽 8600 1 8600 3.81E-03 4180 71 1131 7.6
AC 第１ 一時貯留処理槽 930 1.5 1395 6.18E-04 4180 71 183 7.6
AC 第２ 一時貯留処理槽 930 1.5 1395 6.18E-04 4180 71 183 7.6
AC 第３ 一時貯留処理槽 930 3 2790 1.24E-03 4180 71 367 7.6
CA 硝酸プルトニウム貯槽 8600 1 8600 3.81E-03 4180 71 1131 7.6
CA 混合槽A 5300 1 5300 2.35E-03 4180 71 697 7.6
CA 混合槽B 5300 1 5300 2.35E-03 4180 71 697 7.6
CA 一時貯槽 8600 1 8600 3.81E-03 4180 71 1131 7.6
KA 第１,第2高レベル濃縮廃液貯槽 3200 120 384000 1.70E-01 4180 71 50493 7.6
KA 第１,第2高レベル濃縮廃液一時貯槽 3600 25 90000 3.99E-02 4180 71 11834 7.6
KA 高レベル廃液共用貯槽 3200 120 384000 1.70E-01 4180 71 50493 7.6
KA 高レベル廃液混合槽Ａ，Ｂ 3600 20 72000 3.19E-02 4180 71 9468 7.6
KA 供給液槽Ａ，Ｂ 3600 5 18000 7.98E-03 4180 71 2367 7.6
KA 供給槽Ａ，Ｂ 3600 2 7200 3.19E-03 4180 71 947 7.6

前処理建屋

分離建屋

精製建屋

ウラン・プルトニウ
ム混合脱硝建屋

高レベル廃液ガラ
ス固化建屋

については商業機密の観点から公開できません。
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